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第１章  開発許可制度及び開発の手引き見直し等の概要  

 

 都市計画法は、都市計画について農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文

化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保すべきこと、並びに、このためには土

地の利用は公共の福祉のため一定の制限のもとにおかれるべきであるという基本

理念のもとに、都市計画区域を市街化区域（既に市街化を形成している区域及びお

おむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る区域）と市街化調整区域（原

則として市街化を抑制すべき区域）に区分（一般に言う「線引き」）して、合理的

かつ効果的な土地利用を図ることにより、都市の無秩序な市街化を防止し、快適か

つ機能的な都市環境を確保することを目的の一つとしています。        

              

 開発許可制度は、現行都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」とい

います。）制定に際し、線引き制度を担保する手段として創設されたものです。 

 具体的には、市街化区域においては、公共施設や排水施設等など、一定の技術基

準を満たすことを条件に許可し、市街化調整区域においては、それに加え、限られ

た用途の開発行為に限り許可することで、都市の周辺部における無秩序な市街化を

防止し、併せて開発区域における良質な宅地水準を確保するというものです。 

なお、市街化調整区域内では、開発行為を伴わない建築行為についても開発行為

とほぼ同様の規制が行われます。 

 

 その後の法改正によって、非線引き都市計画区域（線引きに関する都市計画が定

められていない区域）や準都市計画区域、都市計画区域及び準都市計画区域外の区

域における一定規模以上の開発行為についても、環境の保全、災害の防止、利便の

確保等の見地から開発許可制度が適用されています。 

 近年の主な法改正を見ますと、令和２年の改正（令和４年４月１日施行）では、

近年の激甚・頻発化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新

規立地の抑制、移転の促進等が盛り込まれました。 

 この法改正を受け、本県（熊本市を除く）では市街化調整区域内の集落内開発（法

第３４条第１１号）において、一定の浸水想定区域における開発行為は、安全上及

び避難上の対策を許可の条件として付すこととしました。 

 さらに、宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）の改正・施行（令和５年

５月）を受けて、令和７年４月からの熊本県での運用開始にあわせて、盛土規制法

の規制区域指定後に開発許可（都市計画法第２９条第１項又は第２項の許可）を受

けた工事については、特例として盛土規制法上の許可を受けたもの（みなし許可）

とみなされることとなりました。 

さて、開発行為許可申請につきましては、事前検討、つまり許可になる見込みが

あるかどうかの見極めが非常に重要になります。特に開発審査会付議事項について
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は、この見極めのための事前検討には、少なくとも数箇月は必要で、長いものにな

ると、半年以上の期間を要することもあります。 

このような実情に鑑み、各開発相談者におかれましては、事業計画書、字図、土

地登記簿や予定建築物の概要等、具体的な申請内容が分かる資料を御準備のうえ各

相談窓口においでいただきますようお願いします。 

なお、開発相談者への利便を図るため、添付書類一覧の最後のページにモデル的

な事業計画書の作成サンプルを掲載しておりますので、事業計画書作成の参考にし

てください。 

 

開発行為に関する相談・申請について、お問合せの窓口の連絡先等を巻末に掲載

しておりますので、御活用いただければ幸いです。 

 

複雑な開発許可制度ではございますが、より分かりやすく透明性のあるものとな

ることを目指し、この手引きを作成しております。 

本制度に対する県民各位の御理解、御協力をお願いしますとともに、ご意見等ご

ざいましたら、メール等にてお寄せいただけたら幸いです。今後の開発許可業務の

実施において貴重な御意見等として参考にさせていただきたいと存じます。 

 

この手引きの変更点は、令和８年（２０２６年）４月１日から適用されます。 

 

なお、年度途中の改正や開発許可に関する情報は、ホームページに掲載しますの

で、御確認ください。 

 

 

【凡例】 

この手引きでは、次の略称を用いる。 

法 ・・・都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 

令 ・・・都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号） 

規則・・・都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号） 
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第２章 開 発 行 為 

   

第１節 定 義 

  

１ 開発行為の定義（法第４条第１２項）                      

  開発行為とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地
区画形質の変更をいいます。                         

  

 (1) 「主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的」とは      

   建築物を建築すること又は特定工作物を建設することを主たる目的とするものをいい
ます。土地の一部に建築物等を建築する場合は、建築物等の機能が土地全体の利用形態に
付随するものかどうかで判断されます。               

  

 (2) 「土地区画形質の変更」とは                         

  (ｱ) 区画の変更                                

    土地の区画とは、利用目的・物理的な形状等から、一体と認められる土地の区域の
ことをいい、区画の変更とは、道路等によって土地利用形態としての区画、すなわ
ち独立した物件としてその境界を明認し得るものを変更することをいいます。 
建築物の建築等を目的として区画を変更する行為は開発行為に該当します。 

    なお、次の行為は、区画の変更に該当しません。 
・登記簿上の分合筆（権利区画の変更）を行うこと。 
・形式的な区画の分割又は統合を行うこと。 
＊ 形式的な区画の分割又は統合とは、建築物の建築等に当たり、切土、盛土等の
造成工事を行わず、かつ、従来の敷地境界の変更について、既存建築物の除却や
塀等の除却、設置が行われるにとどまる行為で、公共施設（道路、公園、下水道、
緑地、広場、水路及び消防の用に供する貯水施設）、調整池、擁壁等の整備が必
要ないと認められるものです。 

  

  (ｲ) 形質の変更                                

   ・ 形の変更                                

     形の変更とは、切土、盛土等によって土地の形状を物理的に変更することをいい、
本県では具体的には次のとおり取り扱っております。              
            

 

  <宅地造成及び特定盛土等規制法(以下「盛土規制法」という)施行令第３条より> 

 ① 切土をした土地の部分に高さが２メートルをこえるがけを生じるもの 

 ② 盛土をした土地の部分に高さが１メートルをこえるがけを生じるもの 

 ③ 切土と盛土を同時にする土地の部分に高さが２メートルをこえるがけを生じ
るもの 

 ④ 上記①～③に該当しない切土又は盛土であって、当該切土又は盛土を行う土
地の面積が５００平方メートルをこえるもの 

 

 （備考）３０ｃｍ程度の地均しや、建築物の建築自体と不可分一体の工事と認め
られる行為は該当しません。 

 
   ・ 質の変更                                

     質の変更とは、農地や池沼を宅地にするなど土地の有する性質を変更して、宅地以
外の土地を宅地として利用することをいいます。ここでいう宅地とは、建築物又は特
定工作物の敷地として利用されている土地（仮設建築物や違反建築物の敷地は除きま
す。）、都市計画法その他の法令により建築物又は特定工作物の敷地として整備された
土地など、申請時点で宅地化されている土地のことをいいます。 

     ただし、地目が宅地であったり、造成が行われた土地であっても、排水施設等が設
置されていないなど、建築物又は特定工作物の敷地として適切に整備された土地でな
い場合は、その後の開発は、質の変更に該当し、開発許可の対象として取り扱います。 
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 （質の変更に該当する事例） 
・露天駐車場や資材置場として利用している土地に建築物等を新築する場合。    

  （質の変更に該当しない事例） 
・既に建築物（合法なものに限る）の土地として利用されている又は利用されていた土
地の区域内で、建築物を建替え等する場合 

 
 (3) 建築物（法第４条第１０項）                        

   建築基準法第２条第１号に定める建築物をいいます。              
 

  ＜建築基準法第２条第１号＞ 

  土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの（これに類
する構造のものを含む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は
地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これら
に類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨（こ）
線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）をいい、
建築設備を含むものとする。 

 

     
  

 (4) 建築（法第４条第１０項）                          

   建築基準法第２条第１３号に定める建築をいいます。              
 

  ＜建築基準法第２条第１３号＞ 

  建築物を新築し、増築し、改築し、又は移転することをいう。 

 
  

 (5) 特定工作物（法第４条第１１項）                       

  (ｱ) 第一種特定工作物（法第４条第１１項、令第１条第１項）           

    コンクリートプラントその他周辺の環境の悪化をもたらすおそれがある工作物のこ
とで、コンクリートプラントの他に、アスファルトプラント、クラッシャープラント、
建築基準法施行令第１１６条第１項の表に掲げる危険物の貯蔵又は処理に供する工作
物が該当します。                         

 

  (ｲ) 第二種特定工作物（法第４条第１１項、令第１条第２項） 

    ゴルフコースその他の大規模な工作物のことで、ゴルフコースの他に、その規模が１
ヘクタール以上の運動・レジャー施設である工作物（野球場、テニスコート、陸上競技
場、遊園地、動物園、観光植物園、サーキット場その他）及びその規模が１ヘクタール
以上の墓園（ペット霊園も含む。）が該当します。         

    なお、第二種特定工作物に併設される管理上又は利用増進上必要な建築物（管理事務
所、休憩所、クラブハウス等）については、物理的及び機能的にみて社会通念上当該工
作物と不可分一体なもので、その規模、設計、配置等が適切なものであれば、当該工作
物自体を構成するものとして取り扱います。ただし、野球場等に併設される観覧席、墓
園に併設される寺や火葬場、陸上競技場に併設される体育館、ゴルフ場等に併設される
宿泊機能を有する施設や外部の者が利用できるレストラン等の利便施設は第二種特定
工作物と不可分一体のものではなく、独立した建築物として取り扱います。     
       

 (6) 自己の居住用、自己の業務用及び非自己用 

   都市計画法では、開発行為を自己の居住用、自己の業務用及び非自己用の開発行為に区
分して、それぞれ異なる許可基準を適用しています。    

   (ｱ) 自己の居住の用に供する建築物                       

     申請者（自然人に限られます。）自らが生活の本拠として使用する建築物のことで、
以下のものは該当しません。                    

    ・ 会社が従業員のために建築する寮や社宅                 

    ・ 組合が組合員に譲渡するための住宅                   

    ・ 別荘                                 
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    ・ 分譲住宅、賃貸住宅                          

   (ｲ) 自己の業務の用に供する建築物又は特定工作物                

     継続的に自己の業務にかかる経済活動等が行われる建築物等のことで、以下のもの
が該当します。 

    ・ 申請者自らが営む店舗、事務所、ホテル、旅館、結婚式場、ゴルフ場等    
    ・ 申請者自らが営む工場、従業員の福利厚生施設              

    ・ 組合が自ら営む宿泊施設、レクレーション施設              

    ・ 学校法人が建設する学校                        

  
   (ｳ) 非自己用 

     (ｱ)(ｲ) いずれにも該当しない建築物等で、分譲住宅、賃貸住宅、分譲宅地、社宅、
分譲墓地、貸店舗、貸工場、貸事務所、貸倉庫等があります。   

     
   (ｴ)自己用と非自己用が混在する場合 

     自己用と非自己用が混在する場合は、非自己用の部分が著しく小規模であるか、付
随的なものと認められる場合を除き、原則、非自己用として取り扱います。 

 

 (7) 開発区域（法第４条第１３項）                        

   開発行為をする土地の区域をいいます。建築物又は特定工作物の敷地のほか、造成を行
う部分、土地利用上一体として使用される駐車場等の区域、建築基準法第４２条第２項の
規定により後退する部分、開発行為によって整備する道路又は排水施設等の公共施設等の
敷地を含みます。 

   なお、原則として、開発行為によって整備する道路又は排水施設等の公共施設等には、
開発区域外の既存の道路（接続先道路）に接続させるために設置する、いわゆる取付道路、
上下水道管、排水側溝等の工事に係る部分及び当該土地利用を図ることとなる区域に関わ
る道路・水路等の公共施設の付替え、廃止及び払下げを受ける部分が挙げられます。 
                              

 (8) 一体開発の取扱い                              

   複数の開発行為が行われる場合でも、それらが一連の開発行為（一連の土地を開発する）
と認められる場合はそれらの開発行為が行われる敷地全体を開発区域として取り扱いま
す。一連の開発行為に該当するか否かについては、以下の事項について総合的に検討を行
うことになりますが、具体的には別掲の「開発行為に関する一体開発判断の目安となる評
価基準一覧表」により判断を行うことになります。                 
   

   ① 開発計画 

     一体的に開発する計画（意思）や他法令による許認可等の内容 
   ② 土地及び建築物等の利用目的              

     主たる建築物等との関係及び土地の利活用目的、既開発地と開発見込み地相互にお
ける機能的・物理的補完関係（利活用の目的や補完関係等＝住居系・業務系問わず
全般。集客性等＝業務系等が主。） 

   ③ 施工時期                                

     近接しているか（完了公告からの経過年数） 

   ④ 土地の所有者等（地権者等）（所有権等の権利形態） 

     同一者かこれに類する者か（その者の親族、役員、従業員ほかその者と密接な人的
関係又は資金関係等がある者）（＝※ 地権者等とは既開発地と開発見込み地双方
の過去、現在及び将来のあらゆる地権者等を含む。） 

   ⑤ 開発行為を行う者（開発主体） 

     同一者かこれに類する者か（その者の親族、役員、従業員ほかその者と密接な人的
関係又は資金・取引関係等がある者） 

   ⑥ 公共施設の配置又は利用状況                       

     接道の状況、排水処理の状況等はどうか、また既存公共施設の利活用、改廃が予定
されているか（「仮設的」の主旨＝既開発区域＋開発予定区域） 

   ⑦ その他の要因          

     開発現場の区域界や隣近接等の状況はじめ、造成工事の方法、販売の方法等（＝※
     微細要因は適宜準用のうえ判断） 
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(9) 「開発行為に関する一体開発判断の目安となる評価基準一覧表」について 

  従来から、一体開発の取扱いや判断は、客観的な判断評価の正確性の確保が難しく、こ

れまで長きにわたり課題とされてきました。 

  開発事案は千差万別であるため、裁量性が伴うことはある意味必然的である一方、県の

開発行政において統一的判断評価基準となる根拠に基づき合理的で弾力性のある指導対応

を行うことが重要であり、そのための基本となる基準（モノサシ）を早急に作成する必要

がありました。 

  そこで、いろいろな御意見を踏まえ、定量的な判断要素として思料されるところについ

ては、可能な限り数値的表現を入れたうえで具体的に提示し、平成２４年４月から「開発

行為に関する一体開発判断の目安となる評価基準一覧表」を導入しています。 

これは、一体開発の判断要因（主に７つ）にはそれぞれ自ずと段階的な優先順位である

とか、判断要素における格差や軽重があるとの認識に立ち、各判断要因にそれぞれ重み付

けを行う方法です。この傾斜配分方式の具体的な実施方法としては、各判断要因の重み付

けの程度によりそれぞれ適度な割合で持ち点を配し、さらにその判断要因ごとに当該事案

について段階的規準により査定評価のうえ評点します。そしてそれらの各判断要因の総合

ポイント（査定評点の満点は３００点）をもって、個別具体的事案が総じて一体開発に当

たるかどうかをより客観的に評価判断する（３００点満点で２００点以上に相当する事案

は一体開発と判断する）制度です。 

この総評点の２／３を占めているかどうかという判断基準の設定根拠としては、開発許

可の際、開発区域における同意者の判断基準としての「相当数の同意」という数値的割合

の解釈基準が、土地の総地積の２／３となる旨の解釈が国土交通省から示されているとこ

ろに準拠しております。 

実際に評価判断したモデルケースについて、その概要・評点を併せて掲載しております

ので参考にしてください。 





-
-
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２ 都市計画区域の区分と開発行為の許可                      

 (1) 都市計画区域の区分                             

   都市計画区域には次のような区分があります。                 

 
(ｱ)市街化区域と市街化調整区域に関する都市計画が定められている都市計画区域 
いわゆる「線引き都市計画区域」のことで、以下の市町の全域です。   

 

   熊本都市計画区域：合志市、菊陽町、益城町、嘉島町、（熊本市） 

 
 (ｲ) 市街化区域と市街化調整区域に関する都市計画が定められていない都市計画区域 
  いわゆる「非線引き都市計画区域」のことで、以下の市町の全域又は一部です。   

                     

   荒尾都市計画区域：荒尾市 

  八代都市計画区域：八代市 

  人吉都市計画区域：人吉市 

  水俣都市計画区域：水俣市 

  玉名都市計画区域：玉名市 

  本渡都市計画区域：天草市 
牛深都市計画区域：天草市 

  山鹿都市計画区域：山鹿市 

  菊池都市計画区域：菊池市 
  宇土都市計画区域：宇土市 

  宇城都市計画区域：宇城市 

  長洲都市計画区域：長洲町 

  大津都市計画区域：大津町 

  阿蘇都市計画区域：阿蘇市 

  御船都市計画区域：御船町 
芦北都市計画区域：芦北町 

 

 
 

  (ｳ) 準都市計画区域                              

    平成１２年の都市計画法改正により創設されたもので、平成１９年の法改正により、
それまでの市町村による区域指定から県による区域指定に変更されました。現在、県内
では玉東準都市計画区域及び西原準都市計画区域が指定されています。  

  

 (2) 開発行為の許可が必要な開発行為（立地規制）                 

  (ｱ) 市街化区域（法第２９条第１項第１号、令第１９条第１項）          

    １,０００平方メートル以上の開発行為を行う場合は、あらかじめ知事の許可が必要
です。                                 

    市街化区域においては用途地域が定められており、建築基準法に基づき用途規制が行
われますので、開発行為の許可においても予定建築物の用途が用途規制に適合している
ことが許可の条件となります（法第３３条第１項第１号）。       

   

  (ｲ) 市街化調整区域（法第２９条第１項、法第３４条、法第４３条、令第３６条）  

    市街化調整区域は市街化を抑制する区域であり、土地利用に関して制限が加えられて
います。その内容は、当該区域で開発行為を行う場合は、開発区域の面積にかかわらず、
あらかじめ知事の許可を受けなければなりませんが、法第３４条各号の規定に該当する
もの以外は許可の対象とならないというものです。    

    また、開発行為を伴わずに建築行為（建築物の新築、改築、若しくは用途の変更又は
第一種特定工作物の新設）を行う場合にも、あらかじめ知事の許可が必要で、許可対象
となる建築物等が制限されています。                 
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  (ｳ) 区域区分が定められていない（非線引き）都市計画区域及び準都市計画区域    

                     （法第２９条第１項、令第１９条第１項） 

    ３,０００平方メートル（荒尾都市計画区域にあっては、１，０００平方メートル）
以上の開発行為を行う場合は、あらかじめ知事の許可が必要です。 

    用途地域が定められている区域においては、予定建築物の用途が用途規制に適合し 
ていることが許可の条件となります（法第３３条第１項第１号）。 

  

  (ｴ) 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域（法第２９条第２項、令第２２条の２） 

    １０,０００平方メートル以上の開発行為を行う場合は、あらかじめ知事の許可が必
要です。 
 
 
 
 
 
 
開発許可が必要な開発行為の規模 
 

 区域 規模 
都
市
計
画
区
域 

市街化区域 （ア） １，０００㎡以上 

市街化調整区域 （イ） 全て 

非線引き都市計画区域 （ウ） 
（荒尾都市計画区域） 

３，０００㎡以上 
（１，０００㎡以上） 

準都市計画区域 （ウ） ３，０００㎡以上 

都市計画区域及び準都市計画区域
以外の区域 （エ） １０，０００㎡以上 
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 (3) 開発区域が二つの区域にまたがる場合の取扱い（法第２９条第２項、令第２２条の３）
                 

  ① 市街化区域、非線引き都市計画区域及び準都市計画区域のいずれか二つの区域にまた
がる場合には、以下のように取り扱います。                 

  

    Ａ 開発区域の面積の合計が、当該開発区     Ｂ それぞれの区域における開発区域の面 

      域に係る規制対象規模のうち大きい方       積が当該区域における規制対象規模以 

      の規模以上である場合              上である場合 
 

  市街化区域 

 

 

            ８００㎡ 

  市街化区域 

 

 

 

           １,５００㎡ 

 

 

 

          ２,８００㎡ 

 

 

 

 

        非線引き都市計画区域 

 

           １,２００㎡ 

 

 

 

        非線引き都市計画区域 

 
        開発区域全体が開発許可を要する        開発区域全体が開発許可を要する             

                                                     
                                                     

② 市街化区域、非線引き都市計画区域又は準都市計画区域と都市計画区域及び準都市計
  画区域外の区域にまたがる場合には、以下のように取り扱います。       

  

    Ｃ 開発区域の面積の合計が１ヘクタール    Ｄ 開発区域の面積の合計が１ヘクタール    

      以上である場合                未満であり、都市計画区域又は準都市         

                                                         計画区域における開発区域の面積が当    

                             該区域における規制対象規模以上であ    

                             る場合                   
 

  非線引き都市計画区域 

 

 

           ２,０００㎡ 

  非線引き都市計画区域 

 

 

 

           ５,０００㎡ 

 

 

 
                  ９,０００㎡                     

                                                          ４,０００㎡ 

                                                 

                                                 

                                                 

                 都市計画区域外                            都市計画区域外 

 

        開発区域全体が開発許可を要する        非線引き都市計画区域内のみ許可を要する 

  

  

③ 市街化区域、非線引き都市計画区域又は準都市計画区域と市街化調整区域にまたがる
  場合には、その開発行為の規模にかかわらず開発区域全体が許可を要します。また、
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 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域と市街化調整区域にまたがる場合には、市街
 化調整区域に係る部分についてはその規模にかかわらず許可を要しますが、都市計画区
 域及び準都市計画区域外の区域に係る部分については、開発区域全体が１ヘクタール以
 上である場合に許可が必要となります。             

    許可基準については、それぞれの区域ごとにそれぞれの基準が適用されることとなり
ますが、予定建築物の規模や用途等で別個のものとして切り離すことが困難であるもの
については全体で判断することとなります。 
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３ 盛土規制法上の許可を受けたとみなされる工事の扱い（みなし許可・みなし届出） 
 
(1) 盛土規制法の許可対象に該当する開発行為の取り扱い 

   盛土規制法の規制区域指定後に開発許可（都市計画法第29条第1項又は第2項の許可）を 
受けた工事については、盛土規制法上の許可（盛土規制法第12条第1項、第30条第1項）を 
受けたものとみなされます（みなし許可）。 

   そのため、盛土規制法の許可申請等は不要となりますが、許可標識の掲示、定期報告及 
び中間検査は必要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    また、都市計画法に基づく変更の許可又は軽微変更の届出、工事完了の届出、検査済証 

についても同様に、盛土規制法における同手続としてみなされ、別途に手続を行う必要は 
ありません。 
ただし、みなし許可となる工事であっても、以下の手続は盛土規制法の担当窓口への盛 

土規制法等に基づく申請等が必要です。 
ア）工事着手届（盛土規制法施行細則） 
イ）許可標識の掲示（盛土規制法第49条） 
ウ）中間検査の申請（盛土規制法第18条第1項、第37条第1項） 
エ）定期の報告（盛土規制法第19条第1項、第38条第1項） 

  
 (2) 盛土規制法のみなし許可に該当する場合の流れ（留意事項） 
   盛土規制法の許可対象（みなし許可）の可能性がある場合は、開発許可の事前協議等の 

前に熊本県建築課の盛土規制法の担当窓口で相談いただき、みなし許可に該当するかどう 
か確認を受けたうえで開発許可申請を行ってください。※下記の流れを参照ください。 

 
【開発許可に係る手続き等】  
① 事前協議     ②開発許可   ③工事着手   ④変更申請    ⑤開発許可 
３２条協議      申請・許可   （着手届）   ・許可      工事完了・ 

                                     完了検査 
【盛土規制法に係る手続き等】   

みなし許可該当 
① 事前相談             ②工事着手    ③中間検査 

（みなし許可の確認）           （着手届）  ・定期報告 
 

 (3) みなし届出について 
   盛土規制法の規制区域指定後に開発許可（都市計画法第29条第1項又は第2項の許可）を 

受けた工事については、特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆 
積に関する工事で盛土規制法第２７条第１項の届出が必要な場合、盛土規制法の届出（盛 
土規制法第27条第1項）をしたものとみなします。 

  
 

みなし許可の場合の盛土規制法の手続き等 

許可申請 不要 

許可標識の掲示 適用 

工事着手届 適用 

工事の技術的基準等 適用 

定期報告・中間検査 適用 

変更許可・変更届 不要 

完了検査 不要 

監督処分 適用 
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(4) 盛土規制法の基準や様式等 
盛土規制法に基づく手続きや基準等は、熊本県建築課の盛土規制法の担当窓口（盛土対策

室096-333-2555）でお尋ねください。 
詳細については、熊本県建築課ホームページにおいて盛土規制法の手続き等についての 

「宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）許可申請の手引き」等の関連資料も参照くだ
さい。 
 
 (5) 申請相談窓口 

盛土規制法に関する申請・相談については、熊本県建築課の盛土規制法の担当窓口（盛土
対策室 096-333-2555）にて確認ください。 
  

 
 
【参考】宅地造成及び特定盛土等規制法第15条～17条、第34条～36条関係 
（許可の特例）第十五条１ 略 
２ 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等について当該宅

  地造成等工事規制区域の指定後に都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第二十九条第一
  項又は第二項の許可を受けたときは、当該宅地造成又は特定盛土等に関する工事について
  は、第十二条第一項の許可を受けたものとみなす。 

※特定盛土等規制区域については、第三十四条で同様に規定 
（変更の許可等）第十六条１～４ 略 
５ 前条第二項の規定により第十二条第一項の許可を受けたものとみなされた宅地造成又 
は特定盛土等に関する工事に係る都市計画法第三十五条の二第一項の許可又は同条第三 
項の規定による届出は、当該工事に係る第一項の許可又は第二項の規定による届出とみな 
す。  
※特定盛土等規制区域については、第三十五条で同様に規定 

（完了検査等）第十七条1・2 略 
３ 第十五条第二項の規定により第十二条第一項の許可を受けたものとみなされた宅地造 
成又は特定盛土等に関する工事に係る都市計画法第三十六条第一項の規定による届出又 
は同条第二項の規定により交付された検査済証は、当該工事に係る第一項の規定による申 
請又は前項の規定により交付された検査済証とみなす。 
※特定盛土等規制区域については、第三十六条で同様に規定 
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第２節 開発行為の許可 

  

１ 開発行為の許可                                

  開発行為をしようとする者は、開発行為に着手する前に知事の許可を受けなければなりま
せん（法第２９条）。 

  なお、盛土規制法による宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域において行われ
る宅地造成に関する工事については、開発許可を受けて行われるものについては、盛土規制
法による許可は必要ありません。（盛土規制法第１５条、第３４条） 

２ 制限対象外の開発行為                             

 (1) 小規模開発（法第２９条、令第１９条、令第２２条の２）            

   開発区域の面積が、次の表に該当する開発行為については許可を要しない開発行為とな
ります。 

  都市計画区域 
及び準都市計 
画区域 

  市街化区域 １,０００㎡未満 

  区域区分が定められていない（非線引） 都
市計画区域及び準都市計画区域  ３,０００㎡未満 
 

荒尾都市計画区域のみ １,０００㎡未満 

 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域 １０,０００㎡未満 

 

   断続的に開発行為を行う場合、複数の者が一団の土地の区画形質の変更を行う場合等、
客観的にみて一体の行為であると認められるものについては、一つの開発行為となります
ので注意が必要です（第２章第１節１(8)参照）。             

 (2) 農林漁業用施設のための開発行為（法第２９条第１項第２号、第２項、令第２０条） 

   「市街化区域外の区域」においては、農林漁業に従事している人たちが、業務や居住の
用に供するために行う開発行為については許可を要しません（住宅の場合は他に住宅を所
有していないことが必要です。）。            

  (ｱ) 農林漁業                                 

    日本標準産業分類Ａ－農業林業、Ｂ漁業の範囲とし、季節的なものであっても該当し
ますが、家庭菜園等の生業として行うものでないものについては該当しません。 

  

  (ｲ) 農林漁業用施設                              

    令第２０条第１号から第５号までに掲げる次の施設をいいます。 
①  第１号に列記されている農産物、林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供する

   建築物（畜舎、蚕室、温室、育種苗施設、家畜人工授精施設、孵卵育雛施設、搾乳
      施設、集乳施設）のほか、農作業舎、魚類畜養施設、米麦乾燥調整施設、たばこ乾
      燥施設、のり・わかめ乾燥施設、野菜集荷施設、果実集荷施設、漁獲物水揚荷さば
      き施設等                  
②  第２号に列記されている農林漁業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築

物（堆肥舎、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等収納施設）のほか、物置、漁船漁具
保全施設、養殖用飼料等保管施設、漁船用補給施設等  

③  第３号の家畜診療用建築物 

④  第４号の農用地の保全若しくは利用上必要な施設（用排水機、取水施設等）の管
理用建築物又は索道用建築物 

⑤  第１号から第４号までに掲げるものに該当しない農林漁業用の建築物で、建築面
積（建築基準法施行令第２条に定める建築面積）が９０平方メートル以内のもの 

※農産物等の貯蔵施設は許可の検討を要します。               
                     

  (ｳ) 農林漁業を営む者                             

    下表（１）～（５）のいずれかに掲げる者で、市町村の証明が受けられる者が該当し
ます。この場合において、被傭者及び兼業者は含まれますが、臨時的従業者（従事する
日数が年間６０日以内の者）は含まれません。                  
 なお、市街化調整区域においては、当該市街化調整区域内において農林漁業を営んで
いる者に限られます。 
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表：農林漁業を営む者（「農林水産統計用語辞典」農林統計協会）        
 

  

 農業を営む者 

（１）１０アール以上の農地につき、自らその耕作を経営する個人又
は農業生産法人 

（２）過去３年間、年間における自ら生産する農業生産物の販売に係
る農業所得額が１５万円以上である個人又は農業生産法人 

 

 

 林業を営む者 

（３）１０アール以上の山林につき、自らその耕作を経営する個人又
は林業生産法人 

（４）過去３年間、年間における自ら生産する林業生産物の販売に係
る林業所得額が１５万円以上である個人又は林業生産法人 

 漁業を営む者 
 (遠洋漁業を 
 除く) 

（５）過去３年間、年間における漁業所得額が１５万円以上である水
産動植物の採取、又は養殖の業務を経営する個人又は法人 

※ 建築確認申請においては、①「市町村等が発行する各業を営む証明書」の添付が必
要です。なお、住宅の場合は、②「固定資産一覧表(名寄帳)」の添付も必要です。 

 (3) 公益施設（法第２９条第１項第３号、第２項、令第２１条）  

   下表に掲げる施設は公益上必要不可欠なものであることから、これらの施設を建築する
ための開発行為については許可を要しません。ただし、設置等の根拠となる法令に基づい
て設置されるものに限られます。                    

 
   表：法第２９条第１項第３号に定める施設 

法令 号  公益施設  施設名  根拠法令 

法 
第 
29 
条 

  

 駅舎その他の鉄道施設 
 駅舎、検車場、車庫、信号所、発電
所、変電所、保線係員詰所 

 鉄道事業法、軌
道法 

 図書館    図書館法 

 公民館    社会教育法 

変電所 注）企業独自のものを除く。  電気事業法 

令 
第 
21 
条  

1 
 道路法の道路、道路運
送法の一般自動車道又
は専用自動車道の施設 

 道路管理者の設ける駐車場、料金徴
収所 
 注)サービスエリア内の売店を除く。 

 道路法、道路運
送法 

2  河川法の河川管理施設  河川管理事務所、ダム、水門、堰  河川法 

3  都市公園法の公園施設 
 休憩所、野営場、野球場、プール、
植物園、音楽堂、売店、飲食店、管理
事務所 

 都市公園法 

4 

 鉄道事業法の鉄道事業
又は索道事業の施設、軌
道法の軌道又は無軌条
電車の事業施設 

 停車場、信号所、車庫、詰め所、車
両等の修理場、機械等の保管倉庫 

 鉄道事業法、軌
道法 

5 
 石油パイプライン事業
法の事業用施設 

 石油輸送用施設、タンク、圧送機 
 石油パイプライ
ン事業法 

6 

 一般乗合旅客自動車運
送事業用施設 

 車庫、整備工場、バス停留所、待合
所 

 道路運送法 

 一般貨物運送自動車運
送事業（特別積合せ貨物
運送をするものに限る）
用施設 

 営業所、荷扱所、積卸施設 
 貨物自動車運送
事業法 

 一般自動車ターミナル
施設 

 一般自動車ターミナル、管理事務所 
 注)定期路線バスに限る。 

  
自動車ターミナ
ル法 
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法令 号  公益施設  施設名  根拠法令 

令 

第 

21 

条  

7 
 港湾法の港湾施設漁
港漁場整備法の漁港施
設 

 荷さばき施設、旅客施設（乗降場、
待合所、手荷物取扱所）、保管施設（倉
庫、危険物置場、貯油施設）、 厚生
施設（労務者の休泊所、診療所）、廃
棄物処理施設、公害防止施設、管理施
設、補給施設、漁船漁具保全施設 

 港湾法 
 漁港漁場整備法 

8 
 海岸法の海岸保全施
設 

 海岸保全区域内にある海水の進入又
は浸食防止施設（堤防、突堤） 

 海岸法 

9 

  航空法の公共用飛行
場に建築される機能施
設、飛行場利用者の利
便施設、公共用航空保
安施設  

 ターミナル（乗降場、送迎デッキ待
合所、切符売場、食堂）、格納庫、修
理工場、管理事務所、駐車場、航空保
安施設 

 航空法 

10 
 気象、海象、地象等の
観測通報施設 

 気象台、天文台、測候所、地震観測
所、予報・警報施設 

 気象業務法 

11  郵便業務施設 
 郵便局、郵便業務施設 
 注)日本郵便株式会社が設置するも
ので、住宅併用のものを除く。 

 日本郵便株式会
社法 

12 
 電気通信事業法の認
定電気通信事業者の事
業施設 

 電話局、電気通信施設、修理施設、
研究施設 

 電気通信事業法 

13 
 放送法の基幹放送の
放送施設 

 放送局  放送法 

14 
 電気事業法の電気事
業の電気工作物を設置
する施設 

 電気事業用施設(発電所、変電所、送
電所、配電所) 

 電気事業法 

 
 ガス事業法のガス事
業のガス工作物を設置
する施設 

ガス供給用施設(ガス発生設備、ガス
ホルダー、ガス精製、排送・圧送・整
圧設備) 
 注)プロパンガスを除く。 

 ガス事業法 

15 
 水道法の水道事業、水
道供給事業の水道施設 

 一般需要者に対する供給及び水道事
業者への用水供給のための取水・貯
水・導水・浄水・送水・配水施設でそ
の者が管理する施設 

 水道法 

  工業用水道事業法の
工業用水道施設 

工業の用に供するための取水・貯
水・導水・浄水・送水・配水施設でそ
の者が管理する施設 

 工業用水道事業
法 

 
 下水道法の公共下水
道、流域下水道及び都
市下水路施設 

 終末処理場、ポンプ場  下水道法 

16  水害予防施設  水防用倉庫  水害予防組合法 

17 
 博物館法の博物館 
 図書館法の図書館 

  
 図書館法、博物
館法 

18  社会教育法の公民館  公民館  社会教育法 

19 

職業能力開発促進法
の公共職業能力開発施
設、職業能力開発総合
大学校 

 国、都道府県及び市町村並びに高
齢・障害・求職者雇用支援機構が設置
する職業能力開発短期大学校、職業能
力開発大学校、職業能力開発促進セン
ター、障害者職業能力開発校、職業能
力開発総合大学校        
注)事業内職業訓練所を除く。 

 職業能力開発促
進法 

20 
 墓地、埋葬等に関する
法律の火葬場 

  
 墓地、埋葬等に
関する法律 
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法令 号  公益施設  施設名  根拠法令 

令 

第 

21 

条 

21 

 と畜場法のと畜場、
化製場等に関する法
律の化製場、死亡獣
畜取扱場 

 とさつ解体施設化製場、死亡獣畜取扱
場 
注)魚介類及び鳥類の処理場を除く。 

 と畜場法、化製
場等に関する法
律 

22 

 廃棄物の処理及び
清掃に関する法律の
公衆便所、処理施設、
浄化槽法の浄化槽 

 市町村が設置する公衆便所、一般廃棄 
物処理施設（し尿処理施設又はゴミ処理
施設）で５t/日以上の処理能力を有する
もの 
 注)産業廃棄物処理施設を除く。 

 廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律、浄化槽法 

23 
 卸売市場法の卸売
市場施設 

 中央卸売市場、中央卸売市場以外の卸
売市場で規模が 330 ㎡以上の青果卸売
市場・200 ㎡以上の水産卸売市場・150
㎡以上の肉類卸売市場、市町村が設置す
る卸売市場 

 卸売市場法 

24 
 自然公園法の公園
事業施設 

 宿舎・避難小屋・休憩所・案内所・公
衆便所・救急施設・博物館・水族館・動
物園等の公園事業の用に供する施設 

 自然公園法 

25 
 住宅地区改良法の
住宅地区改良事業施
設 

   住宅地区改良法 

26 

 国、都道府県、市町
村及び一部事務組合
等が設置する研究
所、試験所等 

 条例に基づく施設で、自ら設置し管理
運営するもの 
注)社会福祉施設、病院、学校、庁舎  等
並びに公営住宅、競馬場、競輪場、競艇
場等を除く。 

地方自治法 

27 
量子科学技術研究開
発機構の業務用施設 

  
 国立研究開発法
人量子科学技術
研究開発機構法 

28 
 日本原子力研究開
発機構の業務用施設 

原子力に関する研究施設、核燃料サイ
クル技術の研究施設 

 国立研究開発法
人日本原子力研
究開発機構法 

29  水資源機構の業務
用施設 

 ダム・水位調節施設等の水資源開発施
設 

 独立行政法人水
資源機構法 

30  宇宙航空研究開発
機構の業務用施設 

 人工衛星等の開発、打上げ、追跡等に
必要な施設 

 国立研究開発法
人宇宙航空研究
開発機構法 

31 

 新エネルギー・産業
技術総合開発機構の
非化石エネルギー開
発施設、地熱発電調
査施設 

  

 国立研究開発法人
新エネルギー・産業
技術総合開発機構
法、非化石エネルギ
ーの開発及び導入
の促進に関する法
律 

 

 (4) 都市計画事業（法第２９条第１項第４号、第２項）             

   都市計画施設の整備や市街地開発事業といった都市計画決定を経て、事業の認可等を受
けて行う開発行為は許可を要しません。                   
 

 (5) 土地区画整理事業（法第２９条第１項第５号）          

   土地区画整理法に基づく認可を受けて行う土地区画整理事業に関する開発行為は許可
を要しません。言い換えると、土地区画整理法に基づく認可を受けた事業に関する開発行
為以外の開発行為については許可を要することとなりますので、以下の点に注意が必要で
す。 

① 土地区画整理事業に関する開発行為と認められる範囲は、土地区画整理法の認可申
請書に記載され、認可を受けた内容で判断されます。 

   ②  土地区画整理事業の完了後に行う土地の区画形質の変更は許可を要します（ただし、
単なる地目の変更にとどまる場合を除きます。）。   
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 (6) 市街地再開発事業（法第２９条第１項第６号） 
              

  (7) 住宅街区整備事業（法第２９条第１項第７号） 
 
  (8) 防災街区整備事業（法第２９条第１項第８号） 
                 

  (9) 公有水面埋立事業（法第２９条第１項第９号、第２項） 

   これらの根拠となる法律に基づき施行される事業に関する開発行為については許可を
要しません。前述の土地区画整理事業の場合と同様の注意が必要です。       

  

 (10)災害時応急措置（法第２９条第１項第１０号、第２項）           

   原則として建築基準法第８５条第１項の区域内における災害応急措置については許可
を要しません。                               

  

 (11)通常の管理行為、軽易な行為（法第２９条第１項第１１号、第２項、令第２２条） 

   通常の管理行為、軽易な行為は、無秩序な市街化を防止するという見地から著しい弊害
を生じるおそれのないものであることから許可を要しません。 
 

  (ｱ) 仮設建築物（第１号）                           

    災害時に建築する停車場、官公署等公益上必要な応急仮設建築物、工事施工のための
現場事務所等（建築基準法第85条第2項）安全上、防火上及び衛生上支障がないと認め
られ、施工上必要と認める期間（一年以内）を定めてその建築を許可された仮設興行場、
博覧会建築物、仮設店舗等の仮設建築物（建築基準法第８５条第６項）が該当します。 

 
  (ｲ) 車庫、物置等の付属建築物（第２号）                    

    主たる建築物の補助的な機能を有する用途上不可分の建築物で、その規模が過大でな
いもの（床面積の合計が５０㎡以内）が該当します。 
※「離れ」は付属建築物に該当しません。 

 

  (ｳ) 建築物の増築（第３号）                          

    既存建築物と用途上不可分である建築物を増築する場合で、増築に係る床面積の合計
が１０平方メートル以内である場合が該当します（敷地面積は建築基準法その他の法令
の基準を満たすために必要な最小限度の規模であることが必要です。）。  

  

  (ｴ) 既存建築物の改築（第４号・第５号）                    

    用途の変更を伴わないで行う改築、及び改築に係る床面積の合計が１０平方メートル
以内である場合が該当します。                      

  

   (ｵ) 周辺地域に居住する者の日常生活に必要な店舗（第６号）           
    法第３４条第１号に該当する開発行為のうち、その開発行為の主体、立地、業種、及

び規模を限定したものです。                        
    具体的には以下のすべてに該当するものをいいます。 

① 当該開発区域周辺の市街化調整区域に居住している者が自ら営むもの（貸店舗等
は該当しない。）であること。「居住している」とは、そこに生活の本拠が存在す
ることをいう。 

② 既存集落の区域又は社会通念上これに隣接すると認められる区域に立地される
ものであること。 

③ 日常生活に必要な物品の販売、加工、修理等の業務であること。そのため、理容
業や美容業等の物品に係わらないサービス業等は該当しない。 

④ 建築物の延べ面積（同一敷地内に二つ以上の建築物を新築する場合はその合計）
が５０平方メートル以内で、かつ全体の延べ面積の５０パーセント以上がその業
務に供する部分であること。 

⑤ 開発区域の面積は１００平方メートル以内であること。 
 

３ 太陽光発電設備や付属施設の設置に係る土地の区画形質の変更等について 
太陽光発電設備やその付属施設の設置に関し土地区画形質の変更等を行う場合、開発許可

が必要かどうかについては、安易に判断することなく、事前に、開発区域を所管する各広域
本部土木部の開発許可担当窓口または県庁建築課（巻末参照）に相談されるようお願いします。 
また、開発許可が不要な場合であっても、土地区画形質の変更等を伴う太陽光発電設備の

設置工事にあたっては周辺関係者への周知及び周辺への影響等が無いような配慮をお願い
します。 
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第３節 許可と許可の条件 

  

１ 許可または不許可の処分（法第３５条）                     

  許可権者は開発許可の申請があったときは、開発区域の規模、内容等によって差はあるも
のの、遅滞なく処分（必ず文書で申請者に通知）を行わなければなりません。また、不許可
の処分を行うときは、その理由を具体的に明示して通知しなければなりません。     

 
２ 許可の条件 

 (1) 都市計画法上必要な条件（法第４１条、法第７９条）              

   許可権者は、用途地域の定められていない土地の区域内における開発行為について許可
を行う場合には、必要に応じて法第４１条の規定に基づき建ぺい率、容積率、建築物の高
さ、壁面の位置等について制限を定めることができます。         

   また、法第７９条の規定に基づき、工事施工中の防災措置、開発行為の適正な施工を確
保するための必要な条件、並びに当該開発行為を廃止する場合に工事によって損なわれた
公共施設の機能を回復し、及び工事によって生ずる災害を防止するため必要な条件や開発
行為の着手時期等、その他都市計画上必要な条件を具体的に明示して付すことができます。
                              

  

 (2) 防災上の措置                                

   宅地造成に伴う災害は工事施工中に多く発生することに鑑み、次のような条件を付すこ
とがあります。 

① 工事施工の時期及び方法に関する制限 

    例：雨期を避けること、着手場所の順序に関する制限、公共施設の整備の順序に関す
る制限、工事管理者の設置等 

   ② 工事施工中の防災措置 

     例：仮排水路の設置、一時遊水施設の設置及び時期の指定等 

  

３ 農地転用許可との調整 

  開発行為を行う土地が農地である場合には、別に農地法に基づく許可が必要となります。 
したがって、両方の許可を受けなければ開発行為を行うことはできませんので、許可を行

う場合は連絡調整を行い、原則として同時期に許可を行うこととします。また、森林法等に
よる許可も同様です。                     
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第４節 許可の承継 

  

１ 一般承継人（法第４４条）                           

  開発許可又は法第４３条の許可を受けた者の一般承継人は、被承継人が有していた許可に
基づく地位を承継します。 
（1） 一般承継人とは、相続人の他、合併後存続する法人又は合併により設立された法人

をいいます。 
(2) 許可に基づく地位とは、許可を受けたことによって発生する権利と義務の総体のこ

とで、次のような事項をいいます。 
① 適法に開発行為又は法第４３条に基づく建築を行うことができる権能 
② 公共施設の管理者等との協議によって定められている公共施設等の設置や変更の

権能 
③ 法第４０条第３項に基づく費用の負担を求めることができる権能 
④ 開発行為の完了及び廃止の届け出の義務 

⑤ 開発許可に付されている条件を履行する義務 

     また、一般承継人は被承継人が有していた許可に基づく地位を当然に引き継ぐこと
になりますので、一般承継人が開発行為を継続する意思がない場合は法第３８条に基
づき廃止届を提出しなければなりません（この場合、廃止に伴う許可の条件は履行し
なければなりません。）。 

  

２ 特定承継人（法第４５条） 

  一般承継を除き、開発許可を受けた者から土地の所有権その他開発行為に関する工事を施
行する権原を取得した者（特定承継人といいます。）は、知事の承認を受けてその許可に基
づく地位を承継することができます。地位承継が承認されなかった場合は、開発許可を受け
た者が法第３８条に基づき廃止届を提出する必要があります。 

  また、一般承継とは異なり、法第４３条に基づく許可は承継できません。 

  なお、許可に基づく地位は一般承継と同様です。 

（1）承継しようとする者は、熊本県都市計画法施行細則に定める申請書に、次の書類を添え
て知事に申請しなければなりません。 

① 権原を取得したことを証する書類 

    登記簿謄本、契約書、開発区域内の土地に係る権利者について同意を得たことを証す
る書類（法第３３条第１項第１４号）、開発許可を受けた者が地位承継について同意して
いることを証する書類等 

  ② 申請者の資力信用に関する書類（法第３３条第１項第１２号） 

  ③ 工事施行者の能力に関する書類（法第３３条第１項第１３号） 

  

 (2) 承認に当たっての判断基準は次のとおりです。 

① 申請者が適法に当該開発区域内の土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行
する権原を取得していること。開発許可を受けた者が地位承継について同意しているこ
と。 

②  初の許可どおり開発行為を行うために必要な資力及び信用があること（申請者の資
力及び信用が許可条件となる開発行為の場合）。 

③  市街化調整区域にあっては、特定承継人が法第３４条の基準を満たす者であること。
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第３章 開 発 許 可 申 請 

   

第１節 定 義 

  

１ 開発許可申請書  

  開発許可を受けようとする者は、法第３０条（許可の手続き）、規則第１５条（開発許可
書の記載事項）、規則第１６条（開発許可の申請）、規則第１７条（開発許可の申請の添付図
書）及び熊本県都市計画法施行細則（以下「県規則」といいます。）の定めるところにより、
次表に掲げる図書を整備し、開発行為許可申請書に添付のうえ、知事に提出しなければなり
ません。                        
   

 (1) 工区の設定                                 

  規模の大きい開発行為を行う場合、開発区域の中に工区を設定して申請することができま
す。 
工区を設定した場合、工事の完了は工区単位で取扱います。また、法第３７条の建築制限

も工区単位で解除されることになります。                 

  

 (2) 予定建築物等                                

  (ｱ) 用途                                   

    予定建築物等の用途は、申請の内容が法第３３条及び法第３４条に基づく許可基準に
適合するかどうかを判断するうえで重要な要素となりますので、申請書に具体的かつ明
確に記載する必要があります。                    

  (ｲ) 配置                                   

    予定建築物等の配置は、法第３３条第１項第２号から第５号までの適用について判断
する際の重要な要素となりますので、設計に当たっては街区のみでなく、個々の敷地の
形態まで明確にする必要があります。                 

  (ｳ) 規模                                   

    予定建築物等の規模が許可の判断の重要な要素となる場合には、建築面積や延べ床面
積を明確にする必要があります。                     

  

表：開発許可申請添付図書（共通）※凡例については「開発許可制度運用指針(平成26
年8月1日付け国都計第67号通知)別表２」参照のこと。 

 名称 明示すべき事項  縮尺  備考  
設計説明書 設計の方針、開発区域内の土地の現 

況、土地利用計画、公共施設計画等 
※宅地造成及び特定盛土等に関する工
事の概要（第１号(任意)様式） 

  自己居住用については設計 
 概要書で可 
※盛土規制法のみなし許
可・届出に該当する場合は第
１号(任意）様式も添付して
ください。 

開発区域位置図 開発区域とその位置、主要道路、主 
要交通機関からの経路名称、排水先 
の河川への経路、学校、その他目標 
となる地物及び方位 

 1/50,000 
    以上 

 

開発区域図 開発区域の区域並びにその区域を明 
らかに表示するに必要な範囲におい 
て県境・市町村境・都市計画区域界 
並びに土地の地番及び形状を表示し 
たもの、方位、地形、開発区域の境 
界（赤枠）等 

 

 

 

 

 

 

  

 1/2,500以上  
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現況図（平面図 
・断面図） 

方位、地形、開発区域の境界（赤枠）、 
開発区域内及びその周辺の公共施設 

 1/2,500以上  1)等高線は２ｍの標高差を 
  示すもの 

  並びに令第28条の２第１項に規定す 
る高さ10ｍ以上の健全な樹木又は樹 

  2)樹木若しくは樹木の集団 
  又は表土の状況にあって 

 

  木の集団及び同条第２号に規定する 
高さ１ｍを超える切土又は盛土の部 
分の表土の状況等 

   は１ha以上のもの  

土地の公図の写 
し 

開発区域の境界（赤枠）、土地の地番、 
土地の形状等 

  

土地利用計画図 方位、開発区域の境界（赤枠）、工区 
界、公共施設の位置及び形状、予定 
建築物等の敷地の形状及び用途、公 
益的施設の位置及び形状、樹木又は 
樹木の集団並びに緩衝帯の位置及び 
形状等 

 1/1,000以上   

造成計画平面図 方位、開発区域の境界（赤枠）、切土 
（赤色）又は盛土（緑色）をする土 
地の部分の色分け、がけ及び擁壁の 
位置、道路の位置・形状・幅員・勾 
配及び記号、縦横断線の位置と記号、 
工区界、地形（等高線）、宅地の地盤 
及び面積等 

 1/1,000以上  1)小規模開発の場合は、土 
  地利用計画図に合わせて 
  図示してもよい 
 2)切土又は盛土をする土地 
  の部分で表土の復元等の 
  措置を講ずるものがある 
  ときは、その部分を図示 
  する 

造成計画断面図 切土（赤色）又は盛土（緑色）をす 
る前後の地盤面、がけ及び擁壁の位 
置等 

 1/1,000以上 高低差の著しい箇所につ
いて作成すること 

（盛土、切土、盛土及び切
土を同時にする部分の
最大高低差がわかるも
の） 

排水施設計画平 
面図 

排水区域の区域界、排水施設の位置 
・種類・材料・形状・内のり寸法・ 
勾配・水の流れの方向、吐口の位置、 
放流先の名称、排水施設の記号、集 
水系統ブロック別の記号等 

 1/1000以上  

排水施設構造図 構造詳細図（開渠、暗渠、落差工、 
マンホール、雨水桝、吐口等） 

 1/100以上  1)終末処理施設を設けた場 
  合はその図書を添付する 
  こと 

給水施設計画平 
面図 

給水施設の位置・形状・内のり・寸 
法及び取水方法、消火栓の位置等 

 1/1000以上  1)小規模開発の場合は排水 
  施設計画平面図に合わせ 
  て図示してもよい 

防火水槽構造図   1/50以上  

がけの断面図 がけの高さ・勾配及び土質（土質の 
種類が２以上であるときは、それぞ 
れの土質及びその地層の厚さ）、切土 
及び盛土をする前の地盤面並びにが 
け面の保護の方法等 

 1/100以上  1)切土をした土地の部分に 
  生じる高さが２ｍを超え 
  るがけ、盛土をした土地 
  の部分に生じるがけが１ 
  ｍを超えるがけ又は切土 
  と盛土をとを同時にした 
  土地の部分に生じる高さ 
  ２ｍを超えるがけについ 
  て作成すること 
 2)壁面で覆われるがけ面に 
  ついては、設計条件を示 
  すこと 
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擁壁の断面図 擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材料の 
種類及び寸法、裏込コンクリートの 
寸法、擁壁を設置する前後の地盤面、 
基礎地盤の土質、水抜き穴の寸法及 
び間隔、基礎杭の位置・材料及び寸 
法等 

 1/50以上  1)練積造を除き、構造計算 
  書又は大臣認定書の写し 
  及び製造工場認証証明書

を添付すること 

 その他公共施設 
等の計画平面図 

公園・緑地・調整池・緩衝帯等  適宜   

 ・断面図・構造 
図 

    

求積図 開発区域全体の求積図、新旧公共施 
設の求積図、公益的施設の求積図 
※盛土・切土の求積図 

 1/1000以上  1)三斜式又は座標式による 
  こと 
※盛土規制法のみなし許
可・届出に該当する場合
は、盛土及び切土の面積が
わかる求積図（三斜式、座
標式によらなくても可）も
添付してください。 

予定建築物等の 
計画平面図・立 
面図 

  適宜  1)規模、建ぺい率、容積率、 
  高さ等を明示すること 

防災工事計画平 
面図 

方位、等高線、計画道路線、断切位 
置、ヘドロ除去位置、除去深さ、防 
災施設の位置・形状・寸法及び名称、 
流土計画、工事中の雨水排水経路、 
防災措置機関等 

 1/1,000以上  1)原則として１ha以上の造 
  成の場合に添付すること 

防災施設構造図   1/100以上  1)原則として１ha以上の造 
  成の場合に添付すること 

流量計算書    

公共施設の所有 
者・管理者の同 
意書 

同意の内容を明確にすること   1)開発行為が影響を及ぼす 
  可能性のある既存の公共 
  施設所有・管理者の同意 
 2)正本に原本を添付するこ 
  と 

公共施設管理者 
との協議経過書 

協議の内容を明確にすること   1)開発行為により新たに設 
  置する公共施設の管理予 
  定者との協議 
 2)正本に原本を添付するこ 
  と 

開発行為等同意 
書 

   1)開発行為の施行の妨げと 
  なる土地等の権利 
（所有権、抵当権、根抵当権、賃借権、

地役権等）を有する者の同意 

 2)許可を行う時点までに全 
  ての同意を得ること 

※4章1節の4を参照 
3)正本に原本を添付するこ 
  と 

同意者の印鑑証
明書 

   

開発区域内の土 
地登記簿謄本 

   1)道路や水路等を含む 
 2)正本に原本を添付するこ 
  と 
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資金計画書 収支計画、年度別資金計画等 
※国、都道府県等にあっては、予算 
書又は事業計画書 

  1)自己の居住用の開発行為 
  又は１ha未満の自己業務 
  用の開発行為を除く 
 （ただし、盛土規制法のみ

なし許可・届出に該当す
る場合では添付が必要
です。） 

申請者の資力・ 
信用に関する申 
告書 

添付書類 
・法人の登記簿謄本（個人の場合は住 
民票） 

・事業経歴書（個人の場合は不要） 
・法人税又は所得税の納税証明書 
・財務諸表（直前事業年度のもの） 
・申請者が、暴力団員（暴力団員によ
る不当な行為の防止等に関する法律
（平成3年法律第77号）第2条第7号に
規定する暴力団員をいう。）と関係を
有する事業者等であるか否かについ
ての誓約書等  等 

  1)自己の居住用の開発行為 
  又は１ha未満の自己業務 
  用の開発行為を除く 
 （ただし、盛土規制法のみ

なし許可・届出に該当す
る場合では添付が必要
です。） 
※4章1節の2を参照 

工事施行者の能 
力に係る申告書 

添付書類 
・法人の登記簿謄本（個人の場合は住 
民票） 

・事業経歴書（個人の場合は不要） 
・法人税又は所得税の納税証明書 
・建設業許可書の写し  等 

  1)自己の居住用の開発行為 
  又は１ha未満の自己業務 
  用の開発行為を除く 
 （ただし、盛土規制法のみ

なし許可・届出に該当す
る場合では添付が必要
です。） 

 ＊工事施行者とは、開発行 
  為に関する工事の請負人 
  又は請負契約によらない 
  で自ら工事を施工するも 
  のをいう 

※4章1節の3を参照 

設計者資格申告 
書 

資格を有することを証する証明書等   1)１ha以上の開発行為の場  
  合 
（ただし、盛土規制法のみ 
なし許可・届出において
一定の工事に該当する場
合では、盛土規制法施行
令第22条に規定する資格
を有することを証するた
めに添付が必要です。） 
※3章3節を参照 

 
 2)高さ5m超えの擁壁設置、 

盛土等1500㎡超えの土地 
の排水施設の設置がある 
場合 

 法第３４条各号 
に該当すること 

（別表参照）    

 を証する書類     

 
 
その他知事が必 
要と認めた書類 

（代表的な書類の例示） 

任意的提出資料：委任状（必要に応じ）、
必要的提出資料：現場写真（東西南北
から写したもの） 

  

 

    【注意】 

     １ それぞれ該当するものがない場合は添付を要しない。 

     ２ 設計図には、作成者が記名すること（規則第１６条第６項） 

     ３ 設計図の着色は以下によること。  
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       道路：茶色   

       里道：黄色   

       公園緑地：黄緑色 

       集中浄化槽：桃色 

       水路・防火水槽・遊水池・調整池：青色 

       消火栓：Ｈを○で囲む（赤色） 

       集会所：橙色 

       切土：赤色 

       盛土：緑色 

     ４ 提出部数は以下のとおり。 

      ○ 正本１部及び副本２部を準備し、所管市町村（都市計画区域を有しない市町村を除く。）を経由

のうえ各広域本部に提出するものとする。 

       ・ 開発行為許可の申請（法第２９条） 

       ・ 開発行為変更許可の申請（法第３５条の２第２項） 

       ・ 開発行為の軽微な変更に係る届出（法第３５条の２第３項） 

       ・ 建築制限解除の申請（法第３７条） 

       ・ 用途地域の定められていない土地の区域内における建築物の特例許可の申請（法第４１条第

        ２項ただし書）         

       ・ 予定建築物以外の建築物又は特定工作物の建築等の許可の申請（法第４２条第１項ただし書）

       ・ 開発行為を受けた土地以外での土地における建築物又は第１種特定工作物の建築等の許可の

        申請（法第４３条） 

       ・ 既存権利の届け出に基づく開発行為（法第３４条第１３号） 

       ・ 工事完了の届出（法第３６条） 

       ・ 開発行為の廃止の届出（法第３８条） 

       ・ 地位の承継の申請（法第４５条） 

      ○ 正本１部 

       ・ 工事着手の届出（県規則第１０条） 

       ・ 開発登録簿の写し交付申請（法第４７条） 

       ・ 開発行為又は建築に関する証明書の交付申請（規則第６０条） 

・ 開発許可完了後の区画割変更届出書 

    表：開発許可申請添付図書（市街化調整区域の許可基準関係）             

       * 市街化調整区域の許可基準（第５章）に基づく審査に必要な図書を添付（この他にも必要な図書があ

     る場合もあります。） 

 

 各  号  内  容  必要な書類等  
第１号  日用品店舗等  ア 周辺建物の用途別現況図（戸数を明示） 

 イ 販売、加工、修理等の業務内容（商品名、作業内容、規 
  模等） 
 ウ 営業に必要な免許証等の写し 

 社会福祉施設 
 医療施設 
 学校 

 ア 開設に必要な許可証等の写し 
 イ 事業計画書（業務内容、対象者の地理的範囲を記載した 
  もの） 

    ウ 設置の理由書 
 エ 既存集落の状況と申請地の位置関係を示す図面 

 

 第２号  資源の活用  ア 資源の分布状況を示す図面、資源活用に関する計画等 
 イ 利用目的、利用方法、利用対象、業務内容、規模等 
 ウ 施設の配置図 

 

第４号  農林漁業用施設  ア 利用目的、利用方法、利用対象、業務内容、規模等 
 イ 生産地との関係、取扱量及び全体との比率 

第５号  農林業等活性化施設  ア 特定農山村法に基づく計画の内容 
 イ 事業概要 
 ウ 全体計画 
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第６号  中小企業団地  ア 中小企業高度化資金の融資の内容 
 イ 全体計画図 
 ウ 事業概要 

第７号  関連工場  ア 既存工場に関する調書 
   位置、配置、業種、業態、工程、製品、適法に建築され 
  たことの証明 
 イ 申請工場に関する調書 
   位置、配置、業種、業態、工程、製品 
 ウ 両工場の作業工程における関連 
 エ 両工場間の取引高及び全体との比率 

第８号  火薬庫  ア 火薬類取締法に適合することを示す書面 
 イ 周辺の状況を示した図面 
 ウ 火薬類の貯蔵に関する概要書 

第９号  運転者の休憩施設  ア 敷地の接する道路の状況 
 イ 駐車場の規模 
 ウ 店内で消費可能な飲食料品の物販を兼ねる場合は、その 
  規模と建築物全体に占める割合 
 エ 業務内容 

 給油所  ア 敷地の接する道路の状況 
 イ 危険物取締法に適合することを示す書面 

 火薬類製造所  ア 火薬類取締法に適合することを示す書面 
 イ 周辺の状況を示した図面 

第１０号  地区計画  ア 地区計画に合致することを確認できる資料 
 イ 全体計画図 
 ウ 事業概要 

第１１号  集落内開発制度  ア 条例に基づく指定区域内であることの証明（地元市町発 
  行） 
 イ 店舗、店舗併用住宅にあっては、事業計画書（業務内容、 
  収支見込み、対象顧客を記載したもの） 

第１４号  その他  別紙「添付図書一覧（開発審査会関係）」参照 

 
※ ここで、市街化調整区域の立地基準との関係で必要な場合がある、線引き前から宅地であ
ったこと等の疎明資料の例をお示ししますので、参考にしてください。 

 (1)基本的な疎明資料 
基本的な疎明資料としては、次のいずれか１通以上を添付することを要するものとする。 
① 土地登記簿の登記事項証明書（※地目が宅地でありその「登記の日付」が線引き前の
もの） 

② 線引き前から宅地課税されている証明書（※評価（現況）が宅地である証明を含む。） 
③ 建物登記簿の登記事項証明書（※「登記の日付」が線引き前のもの） 
④ 建築物の課税証明書（※建築年度が線引き前のもの） 
⑤ 航空写真（※線引き前に撮影され宅地と判断されるもの） 

 
(2)補助的な疎明資料 
 (1)の書面等が不存在か又は判断するうえで不十分な場合は、次の資料を１通以上添付する

ものとする。 
① 旧法第４３条第１項第６号ロの既存宅地確認通知書原本（※実務上、提出は原本証明
した写しとする。その際原本確認を行う。） 

② 線引き前の建築物の建築目的の農地転用許可書原本（※実務上、提出は原本証明した
写しとする。その際原本確認を行う。） 

③ 線引き前から宅地であることを判断できる公的機関の発行する書類（※土地又は建物
登記簿で、「登記の日付」は線引き後であるが、「原因及びその日付」から線引き前宅地
であることがわかるものを含む。） 



熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例　別表（第2条関係）30より

根拠法令等 移譲項目

法第３０条第１項 開発行為許可申請書の受付

法第３５条の２第２項 開発行為許可事項の変更申請書の受付

法第３５条の２第３項 開発行為許可事項の軽微な変更届の受付

法第３６条第１項 開発行為許可に関する工事完了の検査に係る事務

法第３８条 開発行為に関する工事の廃止届の受付

施行規則第３４条第１項
開発許可を受けた土地以外での建築物の新築等の許可申請の受付
（法第４３条第１項許可）

熊本県都市計画法施行細則
第１５条

工事完了公告前建築等承認申請書（法第３７条第１号）の受付

熊本県都市計画法施行細則
第１６条

用途地域の定められていない土地の区域内における建築物特例許可申請
の受付（法第４１条第２項許可）

都市計画法、都市計画法施行規則及び法の施行のための規則に基づく事務権限移譲項目一覧

（八代市及び天草市のみに権限を委譲しているもの並びに都市計画区域を有しない市町村を除く）

※上記に掲げる事務にあっては各市（熊本市、八代市、天草市及び上天草市を除く。）、長洲町、大津町、菊陽
町、御船町、嘉島町、益城町、芦北町が処理を行う。

※権限移譲項目について、市町村からの進達書が必要な場合がある。（市町村へ権限移譲項目の申請手続き
をした時点が、当該申請の申請日になる。）

-28-
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 ２ 大規模開発行為に伴う事務連絡会議 

   開発区域の面積が５ヘクタール以上の開発行為については、大規模開発行為に係る開発
行為の許可等の事務の迅速かつ適正な処理を図るため設置される「開発許可等事務連絡会
議」において連絡調整を行う必要があります。              

   事務手続は、都市計画法及びその他の法令により許可の見込みがある場合に限り以下の
手続を行うこととなります。             

  
 

   事務連絡会議申請書提出  

 
            提出部数：原則として２２部 

・事務連絡会議申請書 

・事業計画書（当該開発行為に関する事業計画） 

・設計説明書 

・資金計画（収支計画、年度別計画） 

・字図の写し（寄せ字図） 

・土地の権利者一覧表 

・開発区域内の公共施設新旧対照表 

・開発区域位置図 

・現況平面図 

・土地利用計画平面図 

・造成計画平面図 

・造成計画断面図 

・給排水施設計画平面図 

・その他必要と思われる資料 

  
 

   事務連絡会議  

 
           会議当日に開発行為の内容等につき説明していただきます。   

  
 

   会議結果（意見書）交付  

 
  
 

   個別協議・結果報告  

 
            意見書に基づき協議を実施し、結果を報告してください。   

  
 

   許可申請  

 
            協議結果に問題がない場合は申請手続に移行します。     
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第２節 変更許可申請等 

   

１ 変更許可申請（法第３５条の２第１項、第２項）、 

  変更協議（法第３５条の２第４項、法第４３条第３項）              

 (1) 変更許可（協議）を受けなければならない場合               

   既に許可を受けた開発行為について、以下の事項を変更しようとする場合には許可（協
議）が必要です。なお、変更許可（協議）は、開発許可（協議が整った）後で、かつ完了
公告前に行われる変更が対象となります。 

   ただし、当初の開発許可（協議）の内容と同一性を失うような大幅な変更が行われる場
合は、当初の許可（協議内容）を廃止したうえで、新たに開発許可（協議）を受ける必要
があります。 

   変更許可に当たっては、変更を生じる箇所について開発許可申請と同様の基準に基づい
て審査を行います。 

   ア 開発区域（開発区域を工区に分けたときは開発区域又は工区）の位置、区域、規模 
   イ 開発区域において予定される建築物又は特定工作物の用途 

   ウ 開発行為に関する設計 

     公共施設の位置、規模、設計等の変更を行う場合や公共施設の管理者及び土地の帰
属に関する事項を変更する場合を含みます（法第３２条に基づく手続きが必要です。）。 

   エ 工事施行者                               

     次の①、②のいずれかの場合の主体の変更。 
①１ヘクタール以上の自己業務用の開発行為 

   ②非自己用の開発行為（下記の表参照）。   
   オ 自己用・非自己用の別、居住用・業務用の別                

   カ 市街化調整区域において行う開発行為については、当該開発行為が該当する法第３
４条の号及びその理由                         

   キ 資金計画                                
  
 (2) 申請手続、協議手続                             

   変更許可を受けようとする者は、法第３５条の２第２項、規則第２８条の２、規則第２
８条の３並びに前表に記載する書類のうち変更が生じるものを開発行為変更許可申請書
に添付して知事に提出してください（新旧を分けて記入してください。）。 

変更協議についても同様です。 
  
２ 変更届（法第３５条の２第１項ただし書、第３項、規則第２８条の４第２号）      
 (1) 変更届を提出しなければならない場合                     

   開発許可を受けた事項の軽微な変更を行う場合は知事に届け出る必要があります。開発
行為変更届を提出しなければならない場合は以下のとおりです。       

   ア 設計変更のうち、予定建築物等の敷地の形状の変更であるもの。ただし、次に掲げ
るものを除く。 

・ 予定建築物等の敷地の規模の１／１０以上の増減を伴うもの 

・ 住宅以外の建築物又は第一種特定工作物の敷地の規模の増加を伴うもので、当該
敷地の規模が１,０００平方メートル以上となるもの       

イ 工事施行者の変更                            

     上記１(1)エの場合を除く主体の変更、氏名若しくは名称又は住所の変更（下表参照） 
   ウ 工事の着手年月日又は完了予定年月日の変更                
  
 (2) 変更手続                                  

   変更届を提出しようとするときは、法第３５条の２第３項及び県規則の定めるところに
より、変更が生じる図面等を開発行為変更届出書に添付して知事に提出する必要がありま
す。                                 
 
 
 

 

 

表： 工事施行者の変更の手続き 
用途 主体の変更 氏名（名称）・住所の変更 

非自己用 許可 届 

自己の業務用 
１ｈａ以上 許可 届 

１ｈａ未満 届 届 

自己の居住用 届 届 
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第３節 設計者の資格 

   

 申請に必要な設計図書について、一定の資格を有する者が作成しなければならないとされて
いる場合があります。詳細については下表のとおりです。             

 

             法 律 名 

 

 

           

 資格を有する設計 

     都市計画法（第３１条） 盛土規制法（第13条第2

項） 

  

 

 

 開発区域の面積が１ha 

 以上20ha未満の開発 

 行為に関する工事（規 

 則第19条第１号） 

 開発区域の面積 

 が20ha以上のも 

 の（規則第19条 

 第２号） 

 高さが５ｍをこえる 

 擁壁の設置、切土又 

 は盛土をする土地の 

 面積が1,500㎡をこえ 

 る土地の排水施設の 

 設置（施行令第22条） 

イ 大学（短期大学を除く）で 

 右の課程を修めて卒業後、右 

 の技術に関して２年以上の実 

 務経験を有する者 

 課程：土木・建築・都 

    市計画・造園 

 技術：宅地開発 

 左記のいずれか 

 に該当するもの 

 で、開発区域の 

 面積が20ha以上 

 の開発行為に関 

 する工事の総合 

 的な設計に係る 

 設計図書の作成 

に関する実務に

従事したことの

ある者。 

 その他国土交通 

 大臣がこれと同 

 等以上の経験を 

 有するものと認 

 めた者。 

 課程：土木・建築 

 技術：土木・建築 

ロ 短期大学において右の修業 

 年限３年の課程（夜間部は除 

 く）を修めて卒業後、右の技 

 術に関して３年以上の実務経 

 験を有する者 

 同上  同上 

ハ 上記の者を除き、短期大学、 

 高等専門学校、旧専門学校に 

 おいて、右の課程を修めて卒 

 業後、右の技術に関して４年 

 以上の実務経験を有する者 

 同上  同上 

ニ 高等学校、中等教育学校、 

 旧中学校において、右の課程 

 を修めて卒業後、右の技術に 

 関して７年以上の実務経験を 

 有する者 

 同上  同上 

ホ 技術士法による本試験のう 

 ち、右の部門に合格した者で、 

 右の技術に関して、右の年数 

 以上の実務経験を有する者 

 部門：建設・水道・衛 

    生工学 

 技術：宅地開発 

 年数：２年以上 

 部門：建設 

ヘ 建築士法により一級建築士 

 の資格を有する者で、右の技 

 術に関して、右の年数以上の 

 実務経験を有する者 

 技術：宅地開発 

 年数：２年以上 

 

ト 右の技術に関して、右の年 

 数以上の実務経験を有する者 

 で、建設（国土交通）大臣の 

 認定する講習会を終了した者 

 宅地開発に関する技術 

 に関する７年以上の実 

 務の経験を含む10年以 

 上の実務経験 

 技術：土木・建築 

 年数：10年以上 

 

 

イからニ チ 国土交通大臣が右に掲げる者

と同等以上の知識及び経験を有

すると認めた者 

イからト 
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第４節 国、県等の特例 
 
１ 開発許可の特例（法第３４条の２第１項） 
  平成１８年の都市計画法改正（平成１９年１１月３０日施行）により、これまで開発許可
が不要であった県等が行う開発行為について、法第２９条第１項第３号（令第２１条）で許
可不要とされているものを除き、開発許可を要することとなりました。 
しかし、その場合、開発許可権者が申請者（県等）に対して一方的に決定を下すという考

え方は適当でないと考えられるため、双方による協議が成立することをもって許可があった
ものとみなすとする特例制度が設けられました。 
 

（１） 協議が必要な者（該当機関名等） 
ア 国 
イ 県 
ウ 指定都市（熊本市） 
エ 中核市（該当なし） 
オ 都市計画法第３章第１節（開発行為等の規制）の知事の権限に属する事務の全部を処
理することとされた市町村（八代市・天草市） 

カ 県、指定都市、中核市又は上記オの市町村がその組織に加わっている一部事務祖合、
広域連合、全部事務組合、役場事務組合若しくは港務局 

キ 県、指定都市、中核市又は上記オの市町村が設置団体である地方開発事業団 
ク 国、県、指定都市、中核市又は上記オの市町村とみなされる者 

   ① 県、指定都市、中核市又は上記オの市町村が設置する住宅供給公社 
   ② 県、指定都市、中核市又は上記オの市町村が設置する土地開発公社 

 ③ 独立行政法人都市再生機構 
④ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
⑤ 日本下水道事業団 
⑥ 独立行政法人空港周辺整備機構 
 

（２） 協議 
上記（１）に該当する者は、開発行為の内容が法第３３条（第１項第１２号を除く。) 

及び第３４条の基準に適合していることを確認するために、開発区域を管轄する広域本部
に対して、協議書及び添付書類を提出することにより、知事と協議を行うこととなります。 

   なお、協議成立により、許可があったものとみなすこととされていることから、開発許
可と同様に、工事完了検査（第３６条)、工事完了公告があるまでの建築制限（法第３７
条）、開発行為の廃止届（第３８条）、開発登録簿の調製(第４７条)等の規定の適用を受け
ることとなります。 
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第４章 開発許可基準 
 

第１節 開発許可基準 
 
     表4-1-1 法第３３条開発許可と開発目的別適用条項 
 

  都計法 
 第33条 
 第１項 
 各 号 

 
   基準の概要 

    建 築 物  第一種特定工作物  第二種特定工作物 

 自己の 
 居住用 

 自己の 
 業務用 

 非自己用  自己用  非自己用  自己用  非自己用 

 第１号  用途地域への適合    ○    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 第２号  道路公園等公共施設の 
 確保等 

  ※１    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 第３号  排水施設    ○    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 第４号  給水施設    ×    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 第５号  地区計画等    ○    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 第６号  公共施設、公益的施設    ※２    ※２    ○    ※２    ○    ※２    ※２ 

 第７号  防災、安全措置    ○    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 第８号  災害危険区域等の除外 
※３    ×    ○    ○    ×    ○    ×    ○ 

 第９号  樹木の保存、表土の保全    △    △    △    △    △    △    △ 

 第10号  緩衝帯    △    △    △    △    △    △    △ 

 
 第11号 

 輸送施設 
 (40ha以上の開発に適用) 

 
   × 

 
   ○ 

 
   ○ 

 
   ○ 

 
   ○ 

 
   ○ 

 
   ○ 

 第12号  申請者の資力信用    ×    △    ○    △    ○    △    ○ 

 第13号  工事施行者の能力    ×    △    ○    △    ○    △    ○ 

 第14号  関係権利者の同意    ○    ○    ○    ○    ○    ○    ○ 

 参 考  法第34条の制限    ○    ○    ○    ○    ○    ×    × 
 
       ○印適用  ×印不適用  △印１ha以上の開発行為に原則適用    

※１ 自己の居住用について第２号の「道路公園等公共施設の確保等」は、原則適用しないが、建築基
準法第４２条に基づく道路（同法第４３条第２項第２号許可も含む。）であることを確認するこ
ととする。なお、建築基準法第４２条２項道路等の場合、道路と敷地との状況により、中心後退
のケース、一方後退のケースがあるので、事前に建築確認担当部局に確認することが必要。 

※２ 開発行為の目的に照らし判断 
※３ 具体的な区域については、７８ページ及び７９ページの「開発許可制度運用指針Ｉ－５－７に

ついて」を参照 

 
１ 開発許可基準 

 (1) 開発目的 

      開発行為の目的を利用形態により分類、例示すれば表4-1-2のようになります。 
       表4-1-2 利用形態による分類 
 開発行為の目的                  利      用      形      態 

 建築物 自己居住用 住宅 

自己業務用 

ホテル、旅館、結婚式場、店舗 
工場、従業員の福利厚生施設 
保険組合、共済組合が行う宿泊施設 
学校法人が建設する学校 
駐車場（時間貸など管理事務所のあるもの）等 

非自己用 

分譲住宅 
賃貸住宅、社宅、学生下宿 
工場が従業員に譲渡するための住宅 
貸店舗、貸事務所、貸倉庫、貸別荘等 
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第１種特 
定工作物 

自己業務用 

コンクリートプラント 
アスファルトプラント 
クラッシャープラント 
危険物の貯蔵又は処理用の工作物 

  非自己用 なし 

第２種特 
定工作物 

自己業務用 ゴルフコース、野球場、テニス場、陸上競技場等 

非自己用 墓園等 

 

 (2) 自己の居住用開発における公共用地等の基準の適用除外 

 自己の居住用の開発行為では、道路や給水施設等については必要に応じて当然、自己
において整備するものと考えられるため、周辺地域に対する影響に関係する許可基準の
み適用し、公共用地の確保に関する許可基準は適用されません。 

 

 (3) 用途地域等との適合 

 開発行為を行う土地については、用途地域等が定められている場合、予定建築物の用
途がこれに適合しているか否かについて開発行為の段階でも確認します。 

 なお、特別用途地区の建築制限に対する適合の規定は明確ではありませんが、審査に
当たっては当然、用途地域と同様に取り扱います。 

 また、「これに適合している」とは、建築基準法第４８条ただし書き許可を受けた場
合も含まれます。 
 用途地域等が定められていない場合（市街化調整区域を除く。）、劇場・映画館等、
店舗・飲食店等で建築物の床面積の合計が１万㎡を超えるものは建築できませんので注
意が必要です。 

 

 (4) 公共用地等の配置計画 

 良好な市街地の形成を図るためには、公共用地等が効率的に配置されなければならな
いため、配置計画に当たっては表4-1-3に掲げる事項に十分留意してください。 

     表4-1-3 配置計画の留意事項 

 目   的 留 意 事 項 と 関 連 施 設 

  環境の保全 

 公園、緑地の適切な配置、緩衝緑地の配置 
  道路網と通過交通の排除 
  下水道施設の完備 

 災害の防止 

  道路の最小幅員と緊急車両の通行確保 
  避難通路、避難広場の配置 
  消火栓、防火水槽の適正な配置 

 通行の安全 
  交通量に適した道路の配置及び道路構造 
  信号機、照明灯、ガードレール等の配置 

事業活動の効率 

  集会所、公民館の配置 
  保育園、学校等の配置 
  ポスト、公衆電話等通信施設の設置 

 開発区域あるいはその周辺について、道路、公園、下水道などに関する都市計画法が
定められている場合は、配置計画に当たって設計が当該都市計画に適合していなければ
なりません。 

 

 (5) 開発許可基準の補完 

 都市計画法第33条及び施行令（第25条～第29条の４）に開発行為に関する技術基準が
定められていますが、開発事業者が事業を実施する際には、国土交通省から「盛土等防
災マニュアル」、「盛土等防災マニュアルの解説」及び「宅地開発に伴い設置される浸
透施設等設置技術指針」、「宅地開発に伴い設置される浸透施設等技術指針の解説」が
示されていますので参考にしてください。 
また、市町村が定める基準がある場合は、市町村と協議してください。 

 

 「宅地防災マニュアル」（平成元年7月6日付け建設省経済局長通達）は、都市計画法
に基づく開発行為及び宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事の許可等に当たっての防
災措置に関する基本的考え方や具体的な手法等を体系的に取りまとめ、開発事業者が開
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発事業を実施する際及び都道府県が開発事業の審査を行う際の参考に供するために作成
されたものですが、平成16年10月の新潟県中越沖地震、平成17年3月の福岡県西方沖地震
等大きな地震が頻発したことを受け、宅地の被災実態を踏まえた耐震対策、宅地防災に
係る新技術・新工法及び環境に配慮した宅地防災技術への取組等を積極的に推進するた
めに、「宅地防災マニュアル」の全面的な改訂（平成19年3月28日付け国土交通省都市・
地域整備局長通達）が行われました。また、令和３年７月の静岡県熱海市における大雨
に伴い盛土が崩落し、大規模な土石流が発生したことを受けて、盛土等による災害から
国民の生命・身体を守るため、従来の宅地造成等規制法が宅地造成及び特定盛土等規制
法（盛土規制法）に改正され、「宅地防災マニュアル」は、「盛土等防災マニュアル（令
和５年５月２６日国官参宅第１２号・５農振第６５０号・５林整治第２４４号）」に改
訂されました。 
 「宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針」（平成10年2月3日付け建設省
建設経済局長通達）は、宅地開発に伴い開発事業者によって設置される流出抑制施設の
うち、浸透施設を主体に調査、計画、設計、施行及び維持管理に関する一般原則を示す
ことによって土地の有効利用を図ると共に、地下水の涵養、河川低水流量の保全等、水
循環の向上に資することを目的としており、都市計画法に基づく開発行為の許可等に当
たり開発事業者が事業を実施する際及び都道府県等が開発事業の審査を行う際の参考に
供するものです。 

 

２ 申請者の資力と信用 

 審査書類には、資金計画書、法人の登記簿謄本（個人申請の場合は住民票）、事業経歴
書、納税証明書を添付することとしますが、当該開発行為が適正に遂行されるものである
か否かの判断が非常に難しい場合は、その他の書類を要求することができるものとしま
す。 
 また、申請者が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３
年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）と関係を有する事業者等で
あるか否かについて、誓約書等を添付することとします。 
 

３ 工事施行者の能力 

 審査書類には、法人の登記簿謄本、事業経歴書、建設業の許可証の写し、納税証明書等
を添付することとしますが、当該開発工事が適正に遂行されるものであるか否かの判断が
非常に難しい場合は、その他の書類を要求することができるものとします。 

 
４ 関係権利者の同意 

(1)「開発行為の施行又は当該開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利を有する者」
については、開発行為をしようとする土地又は当該開発行為に関する工事をしようとする
土地の区域内にある土地等について所有権、地上権、抵当権等当該開発行為の施行の妨げ
となる権利を有する者を指します。 

 なお、開発に伴う係争が生じる必然性が高いと認められる場合で、その未然防止の観点
からこれらの権利を有しない開発区域の隣接地主並びに周辺住民等と調整が必要と判断
される場合は、開発行為内容の明確化、その円滑な推進等の観点から必要かつ合理的な範
囲で開発許可手続とは別に説明、調整を行ってください。 

(2)「相当数の同意を得ていること」については、開発行為をしようとする土地のそれぞれ
について、概ね①同項同号に規定する権利を有するすべて者の３分の２以上並びにこれら
の者のうちの所有権を有するすべての者、及び借地権を有するすべての者のそれぞれ３分
の２以上の同意を得ており、かつ、②同意した者が所有する土地の地積と同意した者が有
する借地権の目的となっている土地の地積との合計が土地の総地積と借地権の目的とな
っている土地の総面積との合計の３分の２以上である場合です。 

 しかしながら、実際の申請においては、原則として全員の同意書を添付してください。 

 なお、土地所有者等の同意が得られないまま開発許可を得た土地については、当該開発
者は開発行為の許可を受けたからといって、当該土地について何らかの私法上の権限を有
するものではありませんから、当該土地について権利者の同意を得なければ工事を行うこ
とができないのはいうまでもありません。 

(3) 同意書には、同意した者の印鑑証明書の添付が必要です。 
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なお、取扱に当たっては、次の点に留意してください。 
①開発区域に対して、地上権、抵当権等、所有権以外の権利を有する者についても、同
意書とともに印鑑証明書の提出が必要です。 
②印鑑証明書の有効期限は、同意書の作成日以前３か月以内とします。 
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第２節 住区構成と街区 

 

１ 住区構成 

 住宅適地としての要件は、環境衛生上好ましい地形であり、日常生活に便利であること
が重要ですが、さらに、快適な日常生活を営むためにはコミュニティが健全な姿で形成さ
れること、あるいは、居住者同士の生活体験を通じた自然な結びつきによって、望ましい
地域社会として発展することが必要です。 

 このような地域社会を形成するのが、小学校の学区を単位とした近隣住区ですが、この
章で述べる開発許可の技術基準も近隣住区の形成を基本的なものとしております。 

 開発行為においては、住区を中心として計画することを標準としますが、開発区域の規
模が一住区に満たない場合には実情に応じて区域全体を機能的に計画しなければなりま
せん。 

 開発区域内の住区構成の標準は、表4-2-1のとおりです。 

   表4-2-1 住区構成の標準 

 区  分 
    隣   保   区   近  隣  分  区   近  隣  住  区 

幼児行動範囲と成人の近隣 
交際範囲を中心とした住宅 
地の最小単位 

児童の生活領域と主婦の日常 
生活圏でまとめられる単位 

小学校の学区を単位としたま 
とまり 

 戸  数 
戸数住宅の場合 50戸 
 
集合住宅の場合100～150戸 

       500～1,000戸       2,000～2,500戸 

 人  口          200～600人       2,000～4,000人      7,000～10,000人 

 施  設 
幼児遊園 
集会室 
集合駐車場 

街区公園、幼稚園、日用品店 
舗、集会所 

小学校、近隣公園、日用品店 
舗、集会所、管理事務所、駐 
在所、診療所、郵便局 

      注） 近隣住区とは、１ha当たり100人～300人を基準として約１万人が居住する  
      ことができる区域です。 

 

２ 街区の構成 

 街区の構成は、予定建築物の用途、規模、開発区域の地形及び道路の配置と密接な関係
があるので、これらを考慮したうえで計画しなければなりません。 

 街区構成の計画においては、利便施設や共同住宅等については建物等と道路との配置関
係を比較的自由に配置でき、個々の状況により条件も異なるのでここで述べる標準的な街
区の形態にとらわれず、実状にあわせて良好な住環境を確保するよう検討して下さい。 

 

 (1) 街区計画の基本 

 街区及び住宅の配置計画に当たっては、次の事項に留意して下さい。 

ア 街区の形態は、居住者の動線、埋設物に対する便宜、通風、採光等を予定建築物に
応じて考慮し、最も適当な構成とするとともに、全体として画一的・単調となりすぎ
ないよう留意してください。 

  戸建住宅の標準的な街区は、長辺をおおむね80ｍ以上120ｍ以下、短辺を30ｍ以上 
50ｍ以下としますが、これは短辺に2画地、長辺に5～8画地を想定した形状です。 

  短辺を２画地としたのは、各敷地は道路に接する義務（施行令第25条第2号、建築基
準法第43条）があるからであり、長辺は短すぎると道路面積が大きく土地利用面から
不経済となり、交差点も多くなることから道路機能の低下を招くこととなるからです。 

  また、街区が、長くなると防災面（消火活動、延焼防止等）から不都合となります。 

  共同住宅又は利便施設によって構成される街区の計画に当たっては、隣棟間隔、駐
車場、緑地、広場、道路等の配置について立体的空間を効率的に利用するよう共同住
宅等の特性を生かしたものとしなければなりません。 
なお、共同住宅地の区画は、補助幹線街路をおおむね２５０ｍ間隔に配置するよう

要求していることから一辺の長さを２５０ｍ以下にしてください。 

イ 幹線街路に接する街区の短辺は、連続して主要幹線街路等の主として通過交通の用
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に供する道路に接しないようにしてください。 

  このことは、主要な幹線街路に街区の短辺が連続して接すると出入りの交通による
幹線街路の渋滞、事故多発の要因となるので、これを排除しなければならないからで
す。 

ウ 街区を形成する一画地の面積は、表4-2-2に掲げる規定値以上とすることが望ましい
です。 

       表4-2-2 一画地の面積 
 

  
区    域 

 
用  途  地  域 

   最 低 敷 地 面 積 

最低面積 平均面積 

 
 
 
市街化区域 

 第一種低層又は第二種低層住居専用 
 区域で建ぺい率30％以下 

  ２００㎡ 無 

 第一種低層又は第二種低層住居専用 
 区域で建ぺい率40％以下 

  １６５㎡   １９０㎡ 

 その他の用途地域    １５０㎡   １７５㎡ 

市街化調整区域  用途地域指定なし    ２００㎡ 無 

区域区分が定 
 
められていな 
 
い都市計画区 
 
域 

 第一種低層又は第二種低層住居専用 
 区域で建ぺい率30％以下 

 
   ２００㎡ 

 
無 

 第一種低層又は第二種低層住居専用 
 区域で建ぺい率40％以下 

 
   １６５㎡ 

 
  １９０㎡ 

 その他の用途地域    １６５㎡   １８０㎡ 

 用途地域指定なし    １６５㎡   １８０㎡ 

 風致地区     ２００㎡ 無 
 

エ 予定建築物の形態は、市街化区域にあっては建築基準法の定めるところにより制限
されますが、市街化調整区域にあっては用途地域が定められていないので、無秩序な
建築による住環境の悪化などを防止するため、予定建築物の用途に応じて形態を制限
することがあります。 

     例えば、戸建住宅の場合は、建ぺい率40％、容積率80％、建物高さ10ｍ、外壁後退
距離１ｍと第一種低層住宅並みにすることがあります。 

オ 街区の画地は、道路に２ｍ以上接していなければなりません。（建築基準法第43条
第１項） 

  接する道路の幅員は、住宅を目的とする場合にあっては原則として６ｍ以上としま
す。（令第25条第2号及び規則第20条） 

  戸建住宅と利便施設が混合となる街区構成は、避けてください。 
 

 (2) 街区の形態 

 戸建住宅の住区構成の方式として、以下の種類があります。 

 開発に当たっては、区域全体の形状、地形的条件等から考慮して居住する者が快適な
生活ができる住宅地を目指し、工夫してください。 

ア 格子型は、最も基本的かつ一般的な街区形態です。 

  その形は、画地を長辺方向に２列に配置するもので非常に簡明な街並み、住宅地を
形成し、街区の規模によっては土地利用上合理的な方法で造成工事も比較的容易です。 

  しかし、画一的なこのパターンを連続させると街並み、住宅地が単調となることと、
住区構成の上から積極的なまとまりを造ることが困難であること等の欠点があります。 

イ 袋路型（クル・ド・サック方式）は、道路を行き止まりにする方法です。 

  行き止まりの先端には、自動車の転回空地及びプレイロット等を配置し歩行者専用
道路などの他の細街路に連絡する形です。 

  この型は、道路率が低く、また通過交通のない落ち着いた居住環境を確保できるほ
か変化に富んだ住宅地を形成することができますが、難点としては進入口にあたる部
分が補修工事や事故等により通行不能となった場合に奥への交通が遮断されることや、
街区が判りにくくなり、迷路となり易いことなどが挙げられます。 

  なお、この型は、開発行為で建設した道路を市町村等の道路管理者に帰属できない
場合があり、開発許可基準（規則第24条第5号）において原則禁止されています。（避
難上及び車両の通行上支障がない場合は、この限りでない。） 
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ウ Ｕ字型（入込み路型）は、袋路型を２つ連絡したもので袋路型の欠点を補い、長所
を生かしたものです。 

  したがって、通過交通を防ぎ落ち着いた居住環境を確保することができる型で、歩
車道分離の計画を立てやすい長所もあります。 

エ 並列型は、街区を背割とせず両面道路とする方法で店舗併用住宅に適しています。 

  幹線道路に接する店舗併用住宅の場合、商品運搬車により交通が阻害されることと
なるので裏側道路を商品運搬路とし、併せて一般住宅と隔離する方法として有効です。 

  しかし、住宅用街区としては、両面見透かしとなるので不適当であり、土地利用の
点からも不経済です。 

オ 併用型は、格子型、袋路型、Ｕ字型等を併用した配置とするものです。 
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第３節 道  路 

 

１ 道路計画 

  (1) 道路の種類 

 開発許可に係る道路は、法の趣旨から原則として公共団体に移管される公道とすべき
です。 

 公道については、道路法による基準（道路構造令）が適用されることになりますので、
開発行為によって設置される道路は原則として道路構造令に準拠して下さい。 

 なお、開発行為による道路の種類を道路構造令の基準と対照すれば、表4-3-1のように
位置づけられます。 

     表4-3-1 道路の種類  
 

道路の種類 
道路構造令の基準 備    考 

 

種別 
級別 

計画交通量 
  (台/日) 

設計速度 
  (km/h) 

標準幅員 開発規模 

主要幹線街路 ４種１級 10,000以上 60 20ｍ以上 50ha以上 

幹線街路 ４種２級 4,000～10,000 60,50,40 12～18ｍ 20ha以上 

補助幹線街路 ４種３級 500～ 4,000 50,40,30 9ｍ 3ha以上 

区画街路 ４種４級 ～500 40,30,20 4～ 6ｍ  

主要幹線街路  ： 都市圏及び都市内の骨格となるとともに、高速自動車道を補完して
都市間相互を連絡する街路  

幹線街路      ： 開発区域の骨格となるもので、近隣住区を形成する街路及び住区内
の主要道路 

補助幹線街路  ： 開発区域の近隣分区あるいは隣保区を形成し、幹線街路に連絡する
道路 

区画街路      ： 開発区域の区画を形成し、画地の交通の用に供する街路 

特殊街路      ： 歩行者、自転車道等 

 

 (2) 道路配置計画（令第25条第1号） 

 道路配置は、開発区域内の交通を支障なく処理するとともに開発に起因して発生する
交通によって開発区域外の道路の機能が損なわれるものであってはならず、周辺の道路
と一体となって機能が有効に発揮できるよう計画される必要があります。 

 したがって、開発区域の周辺に既設道路があり、それに接続できるよう配慮すること
によって交通処理上効果があると考えられる場合は、開発区域内だけの計画にとどまら
ず区域外の道路との関連や将来計画も合わせて検討してください。 

 

 (3) 幹線街路網等の配置 

 街路網等の配置計画については、次の事項に適合させなければなりません。 

① 市街化調整区域における開発行為で、開発区域の面積が２０ha以上のものにあって
は、予定建築物等の敷地から２５０ｍ以内の距離に幅員１２ｍ以上の道路が設けられ
ていること。（令第25条第3号、第２種特定工作物は除く。） 

② 補助幹線街路及び区画街路は、通過交通が入り込まないような配置とすること。 
③ 主要幹線街路が開発区域内を通る場合は、側道、植樹帯等の環境施設帯を設けるこ
と。また、幹線街路は、必要に応じて植樹帯を設けるよう配慮すること。 

 

 (4) 予定建築物等の敷地が接する道路の幅員（令第25条第2号） 

 予定建築物等の敷地が接する道路の幅員（図4-3-1参照）は、表4-3-2に掲げる規定値
以上とします。 
 
表4-3-2 予定建築物等の敷地が接する道路の幅員（Ｐ４６参照） 

                道路幅員 
種  別 

規 定 値 特例値（有効幅員） 
 

住 宅 用 の 開 発 ６ｍ ４ｍ 

住宅以外で敷地が1,000㎡未満の開発 ６ｍ ４ｍ 

そ の 他 の 開 発 ９ｍ ４ｍ 
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図4-3-1 道路幅員 

 

※ 建築基準法第42条2項道路で路線として幅員が４ｍないものは、有効幅員４ｍとは判断しません。 

 

 

 

 

 ただし、次のア～ウのいずれかに該当し、通行上支障がない場合は、特例値まで縮小
できるものとします。 

なお、開発行為における予定建築物等の敷地に接する道路の幅員は、開発区域内の道
路はもちろんのこと、建築物の敷地が直接開発区域外の道路と接する場合もこの基準の
対象となります。 
ア 令第25条第2号括弧書該当 

 「小区間」とは、次の場合とします。 

 ① 両端が幅員６ｍ以上の道路に接続しており、その延長が１２０ｍ未満である場合。 

 ② 道路の延長が３５ｍ未満である場合。 
※ 住宅用の開発で両端が既存の幅４ｍ以上６ｍ未満の道路に接続しており、その
  延長が120ｍ以下の場合は、小区間に準ずるものとする。（ただし道路幅員は５
  ｍ以上とする） 

 

イ 令第25条第2号のただし書該当 

  以下のいずれにも該当しなければなりません。 

① 開発区域外の既存道路に直接接して行われる一敷地の単体的な開発行為であるこ
と 。 

 ② 道路の有効幅員（※有効幅員とは、車両通行上支障のない道路幅員のことである。
以下同じ。）が４ｍ以上で、予定建築物の建築後に想定される交通量の増加及び通行
車両の規模について、当該既存道路の道路管理者等が次のようなことから判断して
支障がないと認めた場合であること。 

  ⅰ）通過交通が少なく、かつ、１日当たりの交通量も少ないこと。 

  ⅱ）予定建築物等の用途が、多数の車両の出入りが見込まれるものでないこと。 

  ⅲ）大型車両が多数通行する場合は、大型車両同士が安全に離合できること。 

  ⅳ）歩行者交通の多い道路にあっては、歩行者が安全に通行できること。 

 ③ 環境の保全及び災害の防止に支障がないこと。  

④ 地形上又は土地利用の状況から、道路の拡幅が著しく困難であること。 
ただし、①～④のいずれにも該当する場合であっても商業施設や社会福祉施設など

の業務系施設のうち、多数の人が利用する施設の開発許可等に際しては、接道要件・
主要幹線道路までのアクセス道路要件等として、原則として６ｍ以上の道路の有効幅

道路幅員
道路幅員

道路幅員

道路幅員
道路幅員

Ａ）側溝に蓋がある場合
Ｂ）側溝に蓋がない場合

Ｃ)Ｌ型側溝の場合

Ｅ）歩道がある場合

Ｄ)ガードレールがある場合
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員の確保を許可の要件とします。 
この趣旨は、多数の人が利用する社会福祉施設などにおいて、緊急自動車による入

所者等の搬送に際し、当該道路の一端に車両が止めてあるなどの日常的に起こり得る
リスクを考えた場合であっても、支障なく通行できることを想定し、有効幅員を原則
として６ｍ以上確保することを要件としたものです。 

 
ウ 開発区域の面積が1,000㎡未満の場合 

  有効幅員が４ｍ以上であること。 
  この場合も、表４－３－２等にかかわらず、多数の人が利用する業務系施設につい
ては６ｍ以上確保することを要件として取り扱います。その理由としては、前記イの
ただし書き後段と同じ趣旨であるとご理解ください。 

 
 (5) 開発区域外道路との接続（令第25条第4号） 

 開発区域内の主要な道路は、表4-3-3に掲げる規定値以上の幅員を有する開発区域外の
道路に接続しなければなりません。 

 ただし、開発区域周辺の道路状況によりやむを得ないと認められるときは、車両の通
行に支障がない範囲で特例値まで縮小することができますが、原則として開発区域が接
する部分は規定値まで拡幅してください。 

  なお、車両の通行に支障のない範囲とは、以下のようなことから道路管理者等が判断
した場合とします。 

ⅰ）通過交通が少なく、かつ、1日当たりの交通量も少ないこと。 

ⅱ）予定建築物等の用途が、多数の車両の出入りが見込まれるものでないこと。 

ⅲ）大型車両が多数通行する場合は、大型車両同士が安全に離合できること。 

ⅳ）歩行者交通の多い道路にあっては、歩行者が安全に通行できること。 
 
表4-3-3 開発区域外の接続道路の幅員（Ｐ４６参照） 

 種 別       道路幅員 規 定 値 特例値（有効幅員） 

住宅用（住居系）の開発     ６．５ｍ       ４．０ｍ 

    業務系の開発    ９．０ｍ       ６．０ｍ 

その他の開発 ９．０ｍ       ４．０ｍ 
 

※ 建築基準法第42条2項道路で路線として幅員が４ｍないものは、有効幅員４ｍとは判断しません。 

 

 (6) 開発区域内の道路の幅員（令第25条第5号） 

  開発区域内の幅員９ｍ以上の道路は、歩車道が分離されていること。 
 

 (7) 公安委員会との協議 
 道路法第95条の2では、道路を新設又は接続する場合において道路管理者は公安委員会
の意見を聴かなければならないこととされています。 

 開発行為による道路についてもこれに準ずることとなりますので、道路管理者に対し
て公安委員会と協議するよう依頼する必要があります。 

     

２ 道路の構造 

      開発行為により新設又は改築する道路は、原則として道路構造令に準拠して設計して
ください。 

 (1) 歩 道 

ア 歩道の幅員は2.0ｍ以上、自転車歩行者道の幅員は3.0ｍ以上を標準とします。 

イ 歩道は、縁石線、防護柵等によって車道から分離しなければなりません。 

ウ 歩道に植樹帯を設置する場合は、歩道の幅員に1.5ｍを加えた値とし、植樹桝を設け
る等の構造としてください。 

 

  (2) 横断勾配（規則第24条第1号） 

  道路の横断勾配は、片勾配を附する場合を除き路面の種類に応じ表4-3-4に掲げる値を
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標準とします。 
 
表4-3-4 道路横断勾配 

 区   分 路 面 の 種 類 横断勾配(％)  

 
車   道 

道路構造令第23条第2項の基準に適合する舗装道   1.5～2.0 

上記以外の路面   3.0～5.0 

歩道、自転車道 路面の種類を問わず     2.0 

 
 

  (3) 平面線形 

 平面線形の設計については、まず走行上安全であることが大前提であり、道路の曲線
部においても直線部と同様安定して快適な走行ができるような曲線の最小半径で計画す
るべきです。 

 

  (4) 平面交差 

 交差点の設計に当たっては、安全性と交通容量を確保するために、次の原則を守って
ください。 

①  交差点の枝数は４以下とすること。 

②  見通しのよい交差点で主交通が直進となるようにすること。 

③ くい違い交差や斜め交差などの変形交差点は避けること。 

④ 交差点は直角交差とし75°未満の交差角は避けること。 

    ただし、特にやむを得ない場合には、60°以上とすることができるものとする。 

⑤ 曲線部における幹線街路相互の交差はできるだけ避けること。 

⑥ 交差点における隅切りの長さ（斜長）は、交差する道路種別に応じ表4-3-5に示す値
以上とすること。 

⑦ 隅切りは原則両側とするが、やむを得ず片隅切りとなる場合は図4-3-2によること。 
 
表4-3-5 隅切り長さ（規則第24条第6号）      （構造令標準値：90°） 

  
 

道路の区分及び道路幅員 

主要幹線街路 幹線街路 補助幹線街路 区画街路  

20ｍ以上 18ｍ～12ｍ 
 

9ｍ 6ｍ～4ｍ 

       
 
主要幹線街路 

 
20ｍ 
以上 

 90°前後 
 60°以下 
120°以上 

12.0 
15.0 
8.0 

   

 
幹線街路 

18ｍ～ 
  12ｍ 

 90°前後 
 60°以下 
120°以上 

10.0 
12.0 
8.0 

 10.0 
12.0 
8.0 

  

 
補助幹線街路 

 
9ｍ 

 90°前後 
 60°以下 
120°以上 

5.0 
6.0 
4.0 

5.0 
6.0 
4.0 

5.0 
6.0 
4.0 

 

 
区画街路 

6ｍ～ 
   4ｍ 

 90°前後 
 60°以下 
120°以上 

3.0 
4.0 
2.0 

3.0 
4.0 
2.0 

3.0 
4.0 
2.0 

3.0 
4.0 
2.0 

 

 図4-3-2 片隅切り 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

W

W

１辺３ｍ以上の正三角形

120°未満
120°以上

3m

Ａ）交差角１２０°未満の場合 Ｂ）交差角１２０°以上の場合
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(5) 縦断計画（規則第24条第3号） 

  道路の縦断計画は、表4-3-6に掲げる値以下としてください。 

 ただし、地形の状況等によりやむを得ない場合は、特例値以下とすることができます
が、規定値をこえた縦断勾配を用いる場合の制限長は表4-3-7によってください。 

 また、道路の縦断曲線が変移する箇所には、表4-3-8に掲げる値以上の縦断曲線を設け
て、その長さは右欄に掲げる値以上としてください。 
 
表4-3-6 道路縦断勾配 

  
道 路 の 区 分 

縦 断 勾 配（％）  
備     考 

 

規定値 特例値 

 主要幹線街路     5.0      8.0  ４種１級 V＝60km/h 

 幹線街路     6.0      9.0                50 

  補助幹線街路     7.0     10.0                40 

  区画街路     9.0     12.0             30又は20 

 

 
     表4-3-7 縦断勾配の特例値における制限長 

  
縦 断 勾 配 

            制    限    長    （ｍ）  

主要幹線街路 幹線街路 補助幹線街路 区画街路 

 5％をこえ6％以下      500    

 6        7      400       500   

 7        8      300       400      400  

 8        9        300      300  

 9       10        200      100 

10       12          50 

 

     表4-3-8 縦断曲線 

  
道 路 の 区 分 

縦 断 勾 配（ｍ） 縦断曲線の長さ 
 
           （ｍ） 

 

凸形曲線 凹形曲線 

 主要幹線街路      1,400      1,000         50 

 幹線街路        800        700         40 

  補助幹線街路        450        450         35 

  区画街路        100        100         20 

 

  (6) 階段状の道路（規則第24条第4号） 

  階段状の道路は、原則として禁止しますが、避難通路や公園緑地等における遊歩道等
歩行者専用の通路である場合には、この限りではありません。 

  ただし、階段形状は、けあげ15cm及び路面幅30cm程度とし、高さ３ｍ上がるごとに 
1.2ｍ以上の踊り場を設けるものとします。 

 
  (7) 袋路状の道路（規則第24条第5号） 

 道路は通り抜けを原則としますが、やむを得ず袋路状の道路となる場合には当該道路
に「熊本県道路位置指定取扱要項」の転回広場を設けてください。 
 なお、道路幅員６ｍ以上の場合は終端のみに転回広場を設けてください。 
 ただし、転回広場の設置については、次のいずれかに該当する場合においてはこの限
りではありません。 

① 当該道路幅員が６ｍ以上であり、かつ、都市計画法第３２条の協議により当該道路
が市町村の管理に属することとなる場合。 

② 当該袋路状の道路の延長が、３５ｍ未満である場合。 
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 (8) 舗 装（規則第24条第1号） 

 開発区域内の道路は、原則としてアスファルト・セメントコンクリート舗装又はこれ
と同等以上で舗装してください。 

 平成２７年６月道路構造令の解説と運用において以下のとおり解説されています。 

車道及び側帯の舗装は、舗装材の材質を問わず国土交通省の定める基準「車道及び側
帯の舗装の構造の基準に関する省令」（平成１３年度国土交通省令第１０３号）におけ
る所要の性能規定を満足する構造を基本とします。 

 舗装構造が有すべき性能のうち、「舗装の構造に関する技術基準」（平成１３年度６
月２９日都市・地域整備局長・道路局長通達）において必須の性能指標として疲労破壊
に対する耐久性、わだち掘れに対する抵抗力、路面の平坦性が、また雨水を道路の路面
下に浸透させることができる構造の場合は雨水等の浸透能力を追加した性能指標が定め
られています。 

 「舗装の構造に関する技術基準・同解説」、「舗装設計施工指針」、「排水性舗装技術
指針（案）」（（社）日本道路協会）を参考にしてください。 

 なお、道路管理者に帰属する道路は道路管理者と協議を行い舗装構造を決定してくだ
さい。 

 また、構造令全面改訂まで取り扱われていました旧舗装要綱の道路種別による交通区
分を参考に示します。 
 
参考表 旧舗装要綱：道路種別による交通区分 

  

道 路 の 種 別 

  交 通 量 の 区 分 備     考 
 大型車の計画交通量 
 １日１方向台／日 セメントコン 

クリート舗装 
アスファルト 
舗    装 

簡易舗装 

主要幹線街路 Ｃ交通 Ｃ交通  1,000以上3,000未満 

通過交通が主となる幹線街路 Ｂ交通 Ｂ交通    250以上1,000未満 

区域内交通が主となる幹線街路 Ａ交通 Ａ交通    100以上  250未満 

補助幹線街路 Ｌ交通 Ｌ交通 (Ａ相当)   100未満 

区画街路   (Ａ相当)   100未満 

 

  (9) 交通安全施設 

 道路が、がけや水路等に接している場合や屈曲部で必要と認められる場合は、ガード
レール、カーブミラー、照明灯等適当な交通安全施設を設けてください。 

ア 次に掲げる道路の区間には、車両の路外逸脱防止や歩行者自転車等の安全な通行を
確保するため原則として防護柵を設置してください。 

  なお、防護柵の種別形式の選定及び設置方法については、（社）日本道路協会の「防
護柵の設置基準・同解説」を参照してください。 

① 車輌乗員に被害を及ぼすおそれがあると考えられる路側高さが２ｍ以上の区間。 

② 道路が、がけ、沼、河川及び水路等に近接している区間で必要と認められる区間。 

③ 道路が鉄道または他の道路と５ｍ以内に接近している区間。 

④ 曲線半径が300ｍ以下の道路で、前後の線形を考慮した上で必要と認められる区間。 

⑤ ４％を超える下り勾配の道路で、必要と認められる区間。 

⑥ 変形交差の道路で必要と認められる区間。 

⑦ 橋梁、高架等の前後又は橋脚等の附近で特に必要と認められる区間。 

⑧ 歩行者等を車両より保護するために必要な区間。 

⑨ 歩行者の横断防止のために必要な区間。 

⑩ 歩行者の路外への転落を防止するために必要な区間。 

イ 道路照明については、「道路照明施設設置基準・同解説」（（社）日本道路協会）、
「道路の移動円滑化整備ガイドライン」（（財）国土技術研究センター）を参照してく
ださい。 

ウ 道路標識及び区画線等の設置については、道路法第45条及び道路交通法第9条に規定
されており、その様式は「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」に定められ
ています。 

 開発区域内の道路においても、道路標識区画線等の設置については、設置義務者と
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協議しなければなりません。 

  (10) 道路排水施設（規則第24条第2号） 

道路には、雨水等を有効に排出するため必要な側溝、街渠その他の適当な施設を設け
なければなりません。 

 道路側溝は、原則としてＵ型側溝（側溝断面は300×300mm以上）を両側に設けてくだ
さい。 
なお、Ｕ型側溝の配置が困難な場合は、別途御相談ください。 

 

 

【参考】 
Ｐ４０ 令第２５条第２号（表４-３-２）の例 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｐ４２ 令第２５条第４号（表４-３-３）の例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ４４ 規則第２４条第５号の例 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

道路（令第２５条第２号） 

(事例１) 
開発区域 

(１区画) 
 

道路（令第２５条第２号） 
 

(事例２) 
開発区域 

(複数区画で開発道路無し) 

開発区域 
(複数区画で開発道路有り) 

  道路 令第２５条第２号 

開発区域 
(複数区画で開発道路有り) 

  令第２５条第２号 道路 

 

(事例３) 

（令第２５条第４号） 

（令第２５条第４号） 

(事例２) （事例１) 
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第４節 公 園 等 

 

１ 公園、緑地又は広場（以下、公園緑地等という。） 

 (1) 公園緑地等の配置計画 

ア 公園緑地等の存在は、居住者の精神的肉体的健康の増進、空地として存在すること
による災害の防止及び災害時の避難場所、景観機能を構成する等多面的な効果をもた
らすものです。 

イ 公園の面積は、表4-4-1に掲げる値以上とし、緑地又は広場の面積は、表4-4-2に掲
げる値以上としてください。 
 

    表4-4-1 公園の規模（令第25条第６号、規則第21条） 

 開発区域の面積 公  園  の  面  積 

0.3ha以上1ha未満 開発区域の面積の３％以上でかつ１箇所 

1ha以上5ha未満 開発区域の面積の３％以上でかつ１箇所300㎡以上 
5ha以上20ha未満 開発区域の面積の３％以上でかつ１箇所300㎡以上 

 （内1,000㎡以上のものが１箇所以上） 

20ha以上 開発区域の面積の３％以上でかつ１箇所300㎡以上 

 （内1,000㎡以上のものが２箇所以上） 

 
表4-4-2 緑地又は広場の規模（令第25条第６号、規則第21条） 

 開発区域の面積 緑地又は広場  の  面  積 

0.3ha以上5ha未満 開発区域の面積の３％以上 
5ha以上20ha未満 開発区域の面積の３％以上でかつ１箇所300㎡以上 

 （内1,000㎡以上のものが１箇所以上） 

20ha以上 開発区域の面積の３％以上でかつ１箇所300㎡以上 

 （内1,000㎡以上のものが２箇所以上） 

注１:  １箇所あたり面積は、防災、避難活動等を考慮して決めること。 
 注２: 5ha以上の開発行為で予定建築物等の用途が住宅である場合は、公園とする。 

 注３: 主として第二種特定工作物の建設の用に供する開発行為については、公園の
     設置規定を適用しない。 

 注４: 次の(1)～(3)のすべてを満たす場合は、公園緑地等の面積を縮小し、又は設
置しなくともよい。（令第２５条第６号後段ただし書） 

(1)開発区域の面積が0.3ha以上5ha未満の開発行為 
(2)開発区域の周辺に相当規模の公園等が存する場合又は予定建築物等の用途が
住宅以外のものであり、かつ、その敷地が一である場合等の開発行為 

(3)開発区域の周辺に同一市町村にある既設の街区公園（表4-4-3に掲げる面積0.
25haを標準とする）以上の公園があり、新たな開発の区域全てが当該公園の外
周の任意の点（図4-4-1）から誘致距離（表4-4-3の誘致距離）内にある場合で
かつ、居住者（予定建築物の用途が住宅以外のものである場合はその利用者等）
が支障なくその公園を利用できる場合（公園管理者と協議を行うこと。） 

ウ 公園の規模及び誘致距離は、表4-4-3に掲げる値を標準とします。 

  （都市公園法に準拠。※なお、既存公園は都市公園以外の公的機関が管理する公園 
でも可。） 
 

図4-4-1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公園 
 

誘致距離 
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表4-4-3 公園の規模及び誘致距離 

   区  分    面  積  誘致距離  

 街区公園  0.25ha以上    250ｍ以下 

 近隣公園  2.00ha以上     500ｍ以下 

 地区公園  4.00ha以上   1,000ｍ以下 

開発行為における公園は、その機能及び目的により次のように分類されます。 

街区公園：主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

近隣公園：主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

地区公園：主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする公園 
 

 

 (2) 公園用地の選定 

ア 公園用地の位置は、開発区域の規模、予定建築物の用途及びその周辺の状況等を勘
案して決めて下さい。 

  ただし、誘致距離を考慮し、原則として開発区域の中央に設置することが望ましい。 

イ 公園用地の選定に当たっては、次の各項に留意して下さい。 

① 高圧線下は、凧揚等の遊戯に危険であったり、地震時の避難場所として適当でな
いため、できるだけ公園としないこと。 

② 街区公園、幼児公園は幹線街路に面しないように、近隣公園は幹線街路に面する
ように計画されていること。 

③ 幼児公園等の小規模な公園は、高層建築物の陰とならないよう、また冬季の防風
を考慮した計画とすること。 

 
 (3) 公園の構造 

ア 面積が１０００㎡以上の公園、広場等の出入り口は２箇所以上設けてください。（規
則第25条第1号） 

 また、出入り口の幅は、原則として2.5ｍ以上とし、むやみに車両が進入しないよう
柵を設ける等の措置を講じてください。 

イ 公園の外周が幹線街路、鉄道、水路等に接する場合は、柵、塀、植樹帯等を設け、
利用者の安全を図ってください。（規則第25条第2号） 

ウ 公園の排水計画は、５年確率の計画降雨量を有効に排出できるよう計画して下さい。
また、運動に供する部分の表土は、雨水を排水し易い土質として下さい。 

エ 公園に設ける施設は、都市公園法第2条及び同法施行令第4条に示されています。 

 公園施設として設けられる建築物の建築面積は、必要最小限とし運動施設の敷地面
積は公園面積の50％を超えてはいけません。 

 

２ 樹林地の保全及び表土の保全等 

 (1) 保存すべき樹木（令第23条の3、令第28条の2、規則第23条の2） 

ア 開発区域が１ha以上の開発行為を行うときは、開発区域及びその周辺の地域におけ
る環境を保全するため、下記の保存措置が講ぜられるよう設計して下さい。 

 ① 高さが10ｍ以上の高木の健全な樹木 

 健全な樹木とは 

 ⅰ  枯れていないこと 

 ⅱ  病気（松食虫、落葉病等）がないこと 

 ⅲ  主要な枝が折れていないこと 

等樹容がすぐれていること。 

 ② 高さが5ｍ以上（亜高木）、かつ、面積が300㎡以上の樹木の集団 

  樹木の集団とは、一団の樹林地でおおむね10㎡当たり１本以上割合で存する樹木を
いう。 

   ただし、樹齢によって育成に適した密度である場合は、保存の対象としなければ
ならない。 

イ 「保存の措置」とは、保存対象樹木又はその集団をそのまま存置しておくことであ
り、地区内での移植又は植樹を指すものではありません。 

  また、その存する土地については、少なくとも枝張りの垂直投影面下に切土、盛土
を行わないことが必要です。 
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  ただし、下記については、この限りではありません。 

 ① 開発区域の全域にわたって保存対象樹木が存する場合。 

 ② 開発区域の全域ではないが、公園緑地等の計画面積以上に保存樹木対象樹林があ
る場合。 

 ③ 南下り斜面の宅地予定地に保存対象樹林がある場合。 

 

 (2) 回復緑地 

ア 回復緑地は、既存の緑地を保存する場合を除きその勾配は25度以下として下さい。 

イ 回復緑地公園等において樹木を植栽する土地の表面は、草木の生育を促進する土質
としてください。 

  
(3) 表土の保全 

ア 高さが１ｍを超える切土若しくは盛土が行われ、かつ、その切土または盛土をする
土地の面積（必ずしも一団となっている必要はない。）が1,000㎡以上である場合には、
当該部分について表土の復元・客土・土壌の改良等の措置を講じて下さい。 

  表土とは、通常、植物の生育に不可欠な有機物質を含む表層土壌のことをいいます。 

イ 表土の保存方法には、次のような方法があります。 

 ①表土の復元   開発区域内の表土を造成工事中まとめて保存し、粗造成が終了す
る段階で必要な部分に厚さ20～40㎝程度復元すること。 

 ②客   土   開発区域外の土地の表土を採掘し、その表土で開発区域内の必要
な部分をおおうこと。 

③土壌の改良   土壌改良材と肥料を与え耕起すること。 
 ④その他の方法  表土の復元または客土等の措置を講じてもなお植物の生育を確保

することが困難であるような土質の場合には、その他の措置とし
て次のような措置を併せて講ずること。 

ⅰ  リッパーによる引掻きで土壌を膨軟にする。 

ⅱ  発破使用によるフカシで土壌を膨軟にする。（深さ1ｍ程度、
間隔2ｍ程度防爆幕使用等）。 

ⅲ  粘土均しにより保水性の悪い土壌を改良する。 

ウ 前記②、③に掲げる措置は、表土の復元の事前の措置であり、表土の復元の措置が
講じられない場合の代替措置として考えられるものです。 

エ 表土の採取については、傾斜度20度以上の急斜面等工法上困難な場合は採取対象か
ら除いても差し支えありません。 

 ① 表土のみによる開発行為については、客土若しくは土壌の改良等による措置を考
えること。 

 ② 切土のみの開発行為については、土壌改良等の措置を考えること。 

オ 表土の保全を行う部分は、公園、緑地、コモン・ガーデン、隣棟空間地、緩衝帯（緑
地帯）等です。 

カ 緑地の復元は、その機能を充分に発揮するために原則として樹木を植栽すること。
植栽密度は、高木を植栽するときは１本/10㎡以上、低木を植栽するときは３本/10㎡
以上を標準とします。 

 

３ 緩衝帯 

 (1) 緩衝帯（令第28条の3、規則第23条の3） 

ア 開発区域面積１ha以上の開発行為を行うときは、その区域及び周辺の地域における
環境を保全するため、騒音振動等による環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩
衝帯が配置されていなければなりません。 

イ  緩衝帯の基準は、次のとおりです。 

 ① 「騒音、振動等」とは、開発区域内の予定建築物から発生するものであって、区
域外から発生するものではない。 

② 「騒音、振動等をもたらすおそれのある建築物等」とは、一般的に「工場、作業 
所、第一種特定工作物等」を指す。 

③ 緩衝帯の幅員は、開発区域の面積に応じ下記の表4-4-4のとおりとすること。 
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表4-4-4 緩衝帯の幅員 
 
 

         面      積      緩 衝 帯 の 幅 員 
 

  1.0 ～  1.5ha未満 
  1.5 ～  5.0ha未満 
  5.0 ～ 15.0ha未満 
 15.0 ～ 25.0ha未満 
 25.0ha以上 

         ４ｍ以上 
         ５ｍ以上 
       １０ｍ以上 
       １５ｍ以上 
       ２０ｍ以上 

 

 ④ 緩衝帯は、開発区域の境界の内側にそって設置すること。 

   また、緩衝帯は、公共用地ではなく工場等の敷地の一部となるので縁石等で嵩上
げし、地形に変化を付けてその区域を明確にすること。 

⑤ 開発区域の周辺に公園、緑地、河川、池、沼、海、植樹のされた大規模な街路等緩
衝効果を有するものがある場合には、原則としてその２分の１を緩衝帯の幅員に
算入することができる。 
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第５節 消 防 水 利 

 

１ 消防水利に関する基準等（令第25条第８号） 

   消防水利の計画にあたっては、当該開発区域を所管する消防長または消防署長(消防本
部または消防署が設置されていない町村にあっては当該町村長)と協議してください。 

  消防水利施設は、開発完了後に消防長等に移管されるものであるため、計画の段階で協
議しなければなりません。 

  なお、消防法第20条第1項の規定による勧告の基準
（「消防水利の基準」昭和39年12月10日消防庁告示第7号、改正：平成26年10月31日消
防庁告示第29号）の概要は、次のとおりです。 

 

 (1) 目 的（第１条） 

 この基準は、市町村の消防に必要な最少限度の水利について定めるものとする。 

 

 (2) 消防水利の定義（第２条） 

ア この基準において消防水利とは、消防法（昭和23年法律第186号）第20条第2項に規
 定する消防に必要な水利施設及び同法第21条第1項の規定により消防水利として指定
 されたものをいう。 

   イ 前項の消防水利を例示すれば、次のとおりである。 

 ①  消火栓 

 ②  私設消火栓 

 ③  防火水槽 

 ④  プール 

 ⑤  河川、溝等 

 ⑥  濠、池等 

 ⑦  海、湖 

 ⑧  井戸 

 ⑨  下水道 

    

 (3) 消防水利の給水能力（第３条） 

ア  消防水利は、常時貯水量40立方メートル以上、または、取水可能水量が毎分１立方
メートル以上で、かつ、連続40分以上の給水能力を有するものでなければならない。 

イ 消火栓は、呼称65の口径を有するもので、直径150mm以上の管に取り付けられていな
ければならない。ただし、管網の一辺が180ｍ以下となるように配管されている場合は、
75mm以上とすることができる。 

    ウ 私設消火栓の水源は、５個の私設消火栓を同時に開弁したとき、第１項に規定する
給水能力を有するものでなければならない。 

 

 (4) 消防水利の配置（第４条） 

ア 消防水利は、市街地又は準市街地の防火対象物から(2)２一（消火栓）の消防水利に
至る距離が表4-5-1に掲げる数値以下となるように設けなければならない。 

イ 市街地又は準市街地以外の地域で、これに準ずる地域の消防水利は、当該地域内の
防火対象物から(2)２一（消火栓）の消防水利に至る距離が140ｍ以下となるように設
けなければならない。（市街地、準市街地の定義については、平成12年1月20日消防庁
告示第１号） 

ウ 前記ア及びイに定める配置は、消火栓のみに偏することのないように考慮しなけれ
ばならない。 

エ 消防水利を配置するに当たっては、大規模な地震が発生した場合の火災に備え、耐
震性を有するものを、地域の実情に応じて、計画的に配置するものとする。 
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      表4-5-1 消防水利の配置 
           平 均 風 速 

 用 途 地 域 
年間平均風速が４ｍ 
毎秒未満のもの 

年間平均風速が４ｍ 
毎秒以上のもの 

 

   
近隣商業地域 

  商業地域 
 工業地域 
 工業専用地域 

 
        

１００ｍ 

 
         

８０ｍ 

   
その他の用途地域、用途地 

 域の定められていない地域 

        

１２０ｍ 

       

１００ｍ 

      注）用途地域区分は、法第８条第１項第１号に規定するところによる。 

  

 (5) 消防水利の構造（第６条） 

 消防水利は、次の各号に適合するものでなければならない。 

ア  地盤面からの落差が4.5ｍ以下であること。 

イ  取水部分の水深が0.5ｍ以上であること。 

ウ  消防ポンプ自動車が容易に部署できること。 

エ  吸管投入孔のある場合は、その一辺が0.6ｍ以上または直径が0.6ｍ以上であること。 
 

 (6) 消防水利の管理（第７条） 

消防水利は、常時使用しうるように管理されていなければならない。 
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第６節 排 水 施 設 

 

１ 排水施設に関する基準 

  排水施設に関する基準は、法第33条に基づく施行令、施行規則のほかに熊本県土木部河
川課の「開発許可申請に伴う調節池設置基準（案）」等があります。 

 排水施設の基準は、開発区域内の雨水及び汚水を支障なく処理すること、及び開発区域
内の雨水及び汚水を区域外に適切に（被害を生じないように）排除すること、の二つの観
点からよりよい生活環境の増進を目的として定められています。 

 

２ 排水計画の基本 

 排水計画の策定にあたっては、次のことに留意して下さい。 

① 開発区域内の雨水が、直接区域外に排出されないよう適切な排水施設（側溝等）を設
けること。 

② 排水施設は、開発区域の規模、地形、予定建築物の用途、降水量等から想定される雨
水及び汚水を適切に排出できる能力を持った構造とすること。 

③ 排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況等を勘案して雨水及び汚水を適切に排出
できるように、下水道、排水路その他排水施設又は海、河川、湖沼等の公共水域に接続
されていること。 

④ 開発区域内においては、その規模に拘わらず流出抑制対策に努めるものとするが、5,
000㎡以上の開発行為については原則として調節池が設けられていること。 

  なお、調節池の技術基準は、「開発許可申請に伴う調節池設置基準（案）」（熊本 
県土木部河川課）によること。 

⑤ 雨水及び汚水の排除方式は、原則として分流式とすること。 

⑥ 汚水は、原則として市町村の定める「生活排水処理施設整備計画」に基づき処理する
こと。 

 

３ 排水施設の設計 

 (1) 計画雨水量の算定 

 計画雨水量は、次式により算定して下さい。 

            Ｑ＝ 
１

３６０
・Ｃ・Ｉ・Ａ           （合理式） 

               ここに、Ｑ：計画雨水量（ｍ3/sec） 

                       Ｃ：流出係数 

                       Ｉ：降雨強度（mm/h） 

                       Ａ：流域面積（ha) 

 なお、排水施設の計画は、開発区域の地形等の状況から開発区域外の土地の部分も含
めて排水計画を考えなければならない場合がありますので、ここでは開発区域の面積で
はなく流域面積を対象としています。 

 

 (2) 降雨強度 

 降雨強度の算定は、原則として熊本県土木部河川課が監修している「熊本県内におけ
る確率降雨強度の算定」（県庁ホームページ河川課に掲載）の次式によるものとします。 

                      

            Ｉｒ＝ 
𝑎

𝑡ｎ+𝑏

 

                        (タルボットの式) 

                   

             ここに、Ｉｒ：ｒ年確率の降雨強度(mm/hr) 

                      ａ，ｂ, n：定数        ｔ：降雨継続時間（分） 
短時間降雨強度式の一覧表から採用する場合は、降雨継続時間10分の値を採用するこ 

ととします。 
また、排水施設の断面計算は、熊本県における開発行為では10年確率とすることとし 

ます。 
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 (3) 流出係数 

 流出係数は、表4-6-1に示す値を標準とし排水区域全体を加重平均して求めて下さい。 
ただし、空地・公園・山地等が混在している場合等、加重平均による算出が困難な場

合は、0.7としてよいものとします。  

なお、調節池を設ける場合は、「開発許可申請に伴う調節池設置基準（案）」の値を
採用してください。 
 

  表4-6-1 流出係数 

 地     形 流出係数 地      形 流出係数  

  屋              根   ０．９０   空       地   ０．２０ 

  道              路   ０．８５   公園・芝生・広場    ０．２５ 

  そ の 他 の 不 透 面    ０．８０   勾 配 の 急 な 山 地    ０．５０ 

  水 路 ・ 田 園    １．００   勾 配 の 緩 い 山 地    ０．３０ 

  

 (4) 計画汚水量 

 計画汚水量の算定にあたっては、以下のことに留意してください。  

 ① 計画汚水量は、一人当たり計画汚水量に計画排水人口を乗じた値とすること。 

 ② 管渠及び汚水沈砂池等の設計にあたっては計画時間最大汚水量を、処理施設の設
計にあたっては計画1日最大汚水量を用いること。 

 ③ 計画排水人口は、一戸当たり５人を標準として算出すること。 

 ④ 開発区域の排水施設を下水道等公共の処理施設に接続する場合は、当該処理施設
の計画汚水量によること。 

 ⑤ 一人当たり計画汚水量は、表4-6-2に掲げる値を標準とすること。 
 

      表4-6-2 一人当たりの計画汚水量 

 区      分 計 画 汚 水 量  

  時間最大汚水量(１人１日に換算） ５３０リットル 

  １人１日最大汚水量 ３５０リットル 

  １人１日平均汚水量 ２８０リットル 

 

 (5) 流量計算 

 排水路における雨水管渠の流量計算はマニング式を、汚水管渠の流量計算はマニング
式及びクッター式のいずれかを用いてください。 

 なお、排水路の断面積は、円形管の場合は満流その他の場合は水深を８割として断面
の大きさを決定してください。 

            Ｑ＝Ａ・Ｖ 

            Ｖ＝
1

ｎ
・Ｒ2/3・I1/2                           （マニングの式） 

 
                                  １     0.00155 

                            23 ＋     ＋ 
                                  ｎ        Ｉ       

                Ｖ＝                                            ・   R・I （クッターの式） 
                                   0.0155         n      
                       1＋(23＋            ）・ 
                                Ｉ             Ｒ 

             ここに、 Ｑ：流量（m3/秒） 

                      Ａ：流水の断面積（㎡） 

                      Ｖ：流速（ｍ/秒） 

                      ｎ：粗度係数（コンクリート製品0.013、ビニール管等0.010） 

                      Ｒ：径深（ｍ）＝Ａ／Ｐ 

                      Ｐ：流水の潤辺長（ｍ） 

                      Ｉ：勾配 
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(6) 管渠の流速 

 一般に管渠の勾配は、地表の勾配に応じて決定すれば経済的ですが、勾配が緩やかだ
と流速が小さくなり管底に汚物が沈殿したり、逆に急勾配だと流速が大きくなって管渠
の損傷等問題が発生することとなります。 

 したがって、管渠の維持管理を考慮に入れて適当な勾配を定めてください。 

 排水管渠の設計流速は、汚水管渠の場合については最小0.6ｍ/秒から最大3.0ｍ/秒と
し、雨水管渠については、最小0.8ｍ/秒から最大3.0ｍ/秒の範囲として下さい。 

 また、地形の形状により最大流速が基準値を越える場合には、適当な間隔に段差を設
けて勾配を緩くし流速の低減を図ることとしてください。 

 ただし、勾配は、下流ほど緩やかにして下さい。これは、下流ほど下水流は増加し管
渠は大きくなるので、勾配が緩やかになっても流速を大きくすることができるためです。 

 理想的な流速は、1.0～1.8ｍ/秒程度です。 

 

 (7) 排水施設の材質（規則第26条第１号及び第２号） 

 雨水排水施設は、開渠または管渠とし原則としてコンクリート造りとして下さい。 

 汚水排水施設は、管渠とし原則として遠心力鉄筋コンクリート管又は下水道用硬質塩
ビ管として下さい。 

 管渠は、水圧、外圧等に対して十分耐える構造としなければなりません。 

  

 (8) 排水施設の最小断面   

 排水管渠の最小内径は、原則として汚水管渠にあっては150mm、雨水管渠にあっては2
00mmとして下さい。 

  ただし、取付管は、その最小内径を100mmとすることができます。 

 なお、この基準値は、清掃等維持管理のために設けられた規定であり開渠の場合は計
算上の断面積があれば差し支えありません。 

 ただし、道路側溝断面は、300×300㎜以上としてください。 

 

 (9) その他 

 排水施設の設計にあたっては、「道路土工指針－道路排水工指針」「下水道設計指針」
「雨水浸透施設技術指針」「宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針」等を
参考するとともに、公共施設管理者の指示・協議によってください。 

 

４ 終末処理施設 

 住宅団地の５ha以上の開発行為については、終末処理施設を有する下水道その他の排水
管渠に汚水を放流する場合を除き、原則として終末処理施設を設置して下さい。 

 終末処理施設は、標準活性汚泥法、標準散水炉床法等の高級処理を原則とします。 

 なお、放流水の水質基準については、下水道法施行令第6条、水質汚濁防止法第3条、県
条例、建築基準法施行令第32条等に規定されています。 

 

５ 流末に処理施設がない場合 

 開発区域の周辺に流末（水路、側溝等公共施設）がなくやむを得ず地下浸透桝を設ける
場合は、原則として各宅地毎に設置することとしその構造については次の図4-6-1（地下
浸透桝標準図）を標準とします。 

 なお、地下浸透は、原則雨水のみです。他の排水は、浸透桝へ流入し、地下水汚染を引
き起こすことがないよう十分に留意してください。 

 また、利用者は、浸透桝の機能低下を防止するため定期的に維持管理を行うとともに、
浸透桝による排水処理は暫定措置ということを考慮しできるだけ放流先を確保するよう
にしてください。 
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図4-6-1 地下浸透桝標準図（流末がなく１宅地（処理区域）の面積が５００㎡以上の場合） 
 

  原則として、各宅地内に設置してください。 
なお、流出抑制施設として使用する場合、開発区域1,000㎡に１箇所程度設置してください。 
 

※地下水位が標準図の浸透桝底面より高い位置である場合は、浸透桝による雨水処理ができま
せんので、地下水位が高い位置であることが判明するなど、現場条件に変更が生じた場合は
個別に相談ください。 

 
＊桝内径はφ９００ｍｍ以上。 

＊浸透桝底面（栗石等上面）は、流入管底から３．０ｍ以上かつ透水層に達するまで。 

＊地下浸透桝は、斜面部付近への設置は避けてください。その範囲は図4-6-3のとおり。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンホール蓋の下部

にマンホール内への

落下防止が必要 

埋戻しクラッシャラン 
又は単粒度砕石 
十分転圧の事 

又は単粒度砕石 

流入管 

透水シート（ステラクロス） 

   Ｃ－１００ 

   水抜孔直璧 

１箇所当り 4ヶ所 φ50 

發出防止キャップ取付け 

ステラシート 

ＳＳ－１０ 

高さ調整コンクリート 

栗石 

透水層 

鋳鉄フタ（両マーク） 

  足掛金具 

 （塩ビ被覆製） 

  φ２５ｍｍ 

浸透ポラコン井戸（ＥＷ-９００） 

透水シート（ステラクロス）Ｃ－１００ 

井戸用リング（ＲⅬ－９００） 

透水層 
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図4-6-2 地下浸透桝標準図（流末がなく１宅地（処理区域）の面積が５００㎡未満の場合） 

 

原則として、各宅地内に設置してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※ポラコン浸透桝を設置し透水を桝の側面からも行う場合は、適宜、桝側面部分まで栗石等

で覆ってください。 
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  図4-6-3 地下浸透桝設置禁止範囲 

 

                                        浸透施設設置禁止範囲 

                                                        ２Ｈ以内 

 

                                                              

 

 

                                                       Ｈ≧２ｍ以上 

                                        30゜以上※ 

 

                                           

          ２Ｈ以内   

 

                           

６ 調 節 池 

 (1) 洪水調節池（令第26条第2号） 

 開発区域の面積が5,000㎡以上の場合は、原則として開発区域内に調節池を設けて洪水
を調整して排水してください。（5,000㎡未満の開発であっても、排水対策を行うよう努
めてください。） 

 また、湛水（内水）区域を開発する場合は、湛水容量減に見合う貯留容量を確保して
ください。 

 容量の算出に当たっては、熊本県土木部河川課の「開発許可申請に伴う調節池設置基
準（案）」によるものとします。 

  

 (2) 調節池の多目的利用について 

 開発区域における洪水調節池は、宅地開発に伴う洪水流出量の増大を防止するものと
して設置されものです。 

  そのため、洪水調節池は、一定以上の降雨のあるごく限られた期間において機能を発
揮するものでありその他の期間については空閑地となります。 

  このことから、治水上の機能に支障がない限りにおいて、公園等他の目的に積極的に
利用することにより土地の有効利用を図ることが望ましいと考えられます。 

 なお、多目的利用にあたっては、下記に掲げる事項に留意してください。 

① 調節池としての機能に支障がないように、導入施設や植樹に配慮すること。 

② 導入施設の利用機能確保のため、湛水頻度やその継続時間に配慮するとともに、利
用者の安全確保のため避難通路等を設けること。 

③  調節池の管理者と導入する施設の管理者の間で、機能及び安全衛生上の観点から管
理内容を定めること。 

④  調節池の多目的利用にあたっての計画・設計及び管理については、「宅地開発に伴
い設置される洪水調節地の多目的利用指針（案）」（建設省昭和６１年）によるもの
であること。 

⑤  この他、恒久調整池の多目的利用にあたっては「防災調節池の多目的利用指針（案）」
「防災調整池等 技術基準（案）、第４編」「大規模宅地開発に伴う調節池技術基準（案）」
（社）日本河川協会を参照すること。 

 

 (3) 調節池等の技術基準の適合性に関する協議について 
調整池の設置が必要な場合は、その協議に先立ち、開発許可窓口に、開発行為者の住

所、氏名、開発予定地の所在地、開発行為の目的及び開発予定地の面積を記載した開発
行為の概要書及び添付図面を提出すること。 

なお、全て浸透させる流出抑制施設を計画する場合や海等への直接放流の場合も、同
様の扱いとする。 

 

 

 

（※がけ面（擁壁を含む）の安定性が損なわれる恐れが

ある範囲での設置を禁止とするものです。） 
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第７節 給 水 施 設 

 

１ 水道施設の一般事項 

 住宅地を開発する場合には、上水道施設を整備しなければなりませんが、その整備の方
法は開発の規模と上水道施設を整備する事業体の性格によって異なります。 

 「水道法」によって一般の水道は、「水道」「簡易水道」「専用水道」の３種類に分類
されています。 

 上水道計画においては、給水区域、給水人口及び給水量の決定が重要です。 

 「給水区域」とは、配水管を布設して給水が可能となる区域をいいます。 

 宅地造成の場合は、開発区域のみを給水区域とすればよいと考えられますが、周辺の状
況から周辺地域も給水計画に加えるかどうかも検討してください。 

 「給水人口」とは、給水区域内において給水を受けている人口をいいますので給水区域
内の建築戸数、建築形式等により給水人口を算出してください。 

 

２ 給水施設の設計標準 

 (1) 給水計画 

ア  開発区域内には、その開発区域の規模、地形、予定建築物の用途及び敷地の規模配
置等を勘案して、当該開発区域について想定される需要を満たすことができる能力及
び構造で給水施設が設置されていなければなりません。 

イ  開発地域は、原則として当該開発区域の存する市町村等の水道事業者の設置する水
道施設から給水を受けるものとし、その水道事業の布設可能区域内では簡易水道、専
用水道は避けてください。 

ウ 計画給水量は、表4-7-1に掲げる値を標準とします。 

        
表4-7-1 計画給水量 

         区       分   給 水 量  

  時間最大汚水量（１人１日に換算）
  

   530リットル 
Rittoru  
 

  １人１日最大給水量    350リットル 

  １人１日平均汚水量    280リットル 

エ 簡易水道等を設置する場合は、その給水計画に当たって、次の事項に留意してくだ
さい。 

 ① 水道の水源としては、表流水又は地下水の水量が豊富で、かつ、良質なものを確
保すること。 

 ② 計画取水量は、計画1日最大給水量の10％程度増しとすること。 

 ③ 計画上水量は、計画1日最大給水量を標準とすること。 

 

 (2)  給水施設 

ア 給水施設は、給水する水道事業者の施設基準や市町村の定める水道条例などの関係
規定に基づき設計施工して下さい。 

イ  簡易水道等を設ける場合の給水施設については、次の各項に基づいて計画しなけれ
ばなりません。 

 ① 導水施設の計画導水量は、計画取水量を基準とすること。 

 ② 浄水池の有効容量は、計画浄水量の１時間分以上とすること。 

 ③ 送水施設の計画送水量は、計画１日最大給水量を基準とすること。 

 ④ 配水池の有効容量は、計画１日最大給水量の８～12時間分とすること。 

   ただし、水道以外に消防水利が確保されている場合には、１日最大給水量の６時
間分でよい。 

 ⑤ 配水管の計画配水量は、平時に対して計画時間最大給水量、火災時に対しては計
画１日最大給水量と消火用水量との合計とすること。 

ウ  配水管の設計、施工に当たっては、特に下記の事項に留意してください。 

 ① 配水管の最小動水圧は、1.5㎏／㎝２であること。 

   ただし、火災時における火点附近では、これ以下となるのもやむを得ないが正圧
であること。 
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②  管路のあらゆる地点についても、その有効水圧が平時、火災時のいずれに対して
も所定の動水圧をこえ、かつ、給水区域内における水圧の分布ができるだけ均等と
なるようにすること。 

 ③  平時、火災時の双方について水理計算を行い、有効水圧がそれぞれ所定の動水圧
を超えるよう管径を計算し、両者のうち最大となる方を採用すること。 

 ④  配水管は、いき止まり管を避け、網目式に配置すること。 

   やむを得ず行き止まり管となるときは、できるだけその末端に消火栓を設けるこ
と。 

 ⑤ 給水区域が系統を異にする２以上の給水区域からなっている場合は、それらの境
界付近の排水支管を相互に連絡し、可能なかぎり本管相互も連絡すること。 

⑥ 管の埋設深さについては、道路管理者との協議によること。 
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第８節 公共・公益的施設 
 

１ 公共・公益的施設の基準 

 公共・公益的施設のうち開発事業者が自ら整備すべき公共施設の範囲は、道路、公園、
広場その他の公共の用に供する空地（法第33条第１項第２号）、排水施設（同３号）、給
水施設（同４号）です。 

 それ以外の公共施設や公益的施設は、それぞれの施設の設置予定者あるいは施設の管理
予定者と協議したうえで必要な用地を確保すれば足りることとなります。 
 

２ 公益的施設の設計基準（令第27条） 

 (1) 全体計画 

ア 開発区域内には、その規模及び当該開発区域の周辺の状況等を考慮して必要と思わ
れる種類及び規模の公益的施設を計画してください。 

イ 公益的施設の配置に当たっては、その施設の目的に応じ居住者が支障なく利用でき
るとともに、それぞれの施設を有機的に配置することにより有効活用を図ることとし
て下さい。 

ウ  開発区域の規模に応じて必要となる各種施設は、表4-8-1を参考にして計画してく
ださい。 

エ  行政管理施設、購買サービス施設等は、原則として開発区域あるいは住区のほぼ中
央にまとめ中心センターを形成するように計画してください。 

オ  市町村役所支所、警官派出所、消防署等については、それぞれの設置者が必要と認
める場合に計画するものとします。 

 
表4-8-1 住区構成と施設配置 

 住 区 数 隣 保 区 近隣分区 近隣住区 地  区 

  戸 数 

  人 口 

   50～ 150戸 

 200～ 600人 

   500～ 1,000戸 

 2,000～ 4,000人 

 2,000～ 2,500戸 

 7,000～10,000人 

 4,000～ 5,000戸 

14,000～20,000人 

 8,000～10,000戸 

28,000～40,000人 

 管理施設      管 理 事 務 所      市区役所出張所 

 集会施設  集  会  室     集   会   場   公 民 館 

 文化施設           図  書  館 

 教育施設    幼 稚 園   小 学 校   中 学 校    高等学校 

 福祉施設  保育所・託児所   (社会福祉施設) 

 保  健  診療所（巡回） 診療所（各科）  病院・保健所 

 保安施設   防火水槽  警官派出所   消防分署  警察署・消防署 

 通信施設  ポスト・公衆電話        郵 便 局・電 話 交 換 局 

 商業施設     日 用 品 店 舗 専門店・スーパーマーケット 
 

 (2) 教育施設 

ア 教育施設については、１住区に小学校を１校、２住区に中学校を１校設置すること
とし、高等学校は必要に応じて誘致施設として計画するものとします。 

イ  小学校及び中学校は、通学路周囲の環境等を考慮しつつ、通学区域のほぼ中央に配
置することとしてください。 

  この場合、最大通学距離については、小学校では500ｍ、中学校では1,000ｍを標準
とします。 

ウ  幼稚園は、１住区に２園を標準とし通園区域及び通園の際の安全を考慮して配置し
てください。 



  

 - 62 - 

エ  各学年毎の児童又は生徒の数は、小学校にあっては入居予定戸数あたり0.45を乗じ
て得た数を６で、中学校にあっては入居予定戸数あたり0.22を乗じて得た数を３で、
それぞれ除して算定することとします。 

  また、幼稚園児数については、入居予定層を考慮し人口の３～７％程度の範囲で適
当と思われる値を用いて下さい。 

オ 教育施設の敷地面積は、表4-8-2を標準とします。 
       

 表4-8-2 教育施設の標準敷地面積                        （単位：㎡） 
 教育施設 学 級 数 校   地 屋外運動場  

幼 稚 園 ２学級以上 
３学級以上 

930 ＋ 370（N－1） 
930 ＋ 370（N－1） 

330 ＋ 30（N－1） 
400 ＋ 80（N－3） 

小 学 校 １ 学 級 
２ 学 級 
３ 学 級 
４ 学 級 
５ 学 級 

 3,006 
 3,477 
 3,948 
 4,419 
 4,890 

3,564 
3,564 
3,564 
3,802 
4,158 

６ 学 級 
７ 学 級 
８ 学 級 
９ 学 級 
10 学 級 

 5,886 
 6,357 
 6,828 
 7,290 
 7,770 

4,514 
4,871 
5,227 
5,584 
5,940 

11 学 級 
12 学 級 
13 学 級 
14 学 級 
15 学 級 

 8,241 
 9,330 
 9,801 
10,851 
11,322 

6,296 
6,653 
7,009 
7,366 
7,722 

16 学 級 
17 学 級 
18 学 級 
19 学 級 
20 学 級 

11,793 
12,264 
12,852 
13,305 
13,758 

8,078 
8,375 
8,554 
8,742 
8,910 

中 学 校 １ 学 級 
２ 学 級 
３ 学 級 
４ 学 級 
５ 学 級 

 3,477 
 3,948 
 5,982 
 6,453 
 6,924 

4,752 
4,752 
4,752 
5,108 
5,643 

６ 学 級 
７ 学 級 
８ 学 級 
９ 学 級 
10 学 級 

 7,395 
 7,886 
 8,337 
10,089 
10,560 

6,178 
6,712 
7,247 
7,781 
8,316 

11 学 級 
12 学 級 
13 学 級 
14 学 級 
15 学 級 

11,484 
11,955 
12,426 
12,897 
14,406 

8,583 
8,851 
9,118 
9,385 
9,653 

16 学 級 
17 学 級 
18 学 級 
19 学 級 
20 学 級 

14,877 
15,348 
15,819 
17,010 
17,482 

9,920 
10,187 
10,454 
10,722 
10,989 

 

 (3) 医療保健、福祉施設 

ア 概ね１分区500～1,000戸以上の規模では、内科、外科を中心とし、歯科、小児科等
の主要科を含めた医療施設を計画してください。 

イ  １住区以上の規模では、総合的な診療所群あるいは病院を設置するものとします。 

ウ  診療所は、患者の利便性を考慮し近隣センター周辺にまとめて配置してください。 

エ  保育所の設置については、１住区に１箇所を標準とします。 

  ただし、保育所の設置にあたっては、以下の各項によるものとします。 

 ① 通勤のための動線を考慮するとともに、教育施設（特に小学校）、医療保健施設
（特に診療所）、幼児公園と関連を持たせて計画すること。 

 ②  計画収用乳幼児数は、入居予定層を想定して定めること。 

③ 保育所の規模は、厚生省の定める児童施設最低基準（昭和23年12月29日厚生省令
63号）を上回るものでなければならない。 

 
 (4) 購買施設 

ア  住戸から購買施設までの距離は、原則として500ｍ以内とし、地区センターより500
ｍ以上離れた住戸を対象としてサブセンターを設けてください。 

イ  １店舗あたりの必要面積は、共同駐車場、遊歩道、商品、器材の搬入のためのサー
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ビスエリアなどを含めて200㎡程度としてください。 

ウ 購買施設の数は、表4-8-3を標準とします。 
        

表4-8-3 購買施設の数 
 

業  種 500戸当たり標準店舗数 

衣 料 品 
食 料 品 

 
飲 食 品 
住 用 品 
文 化 器 
サ ー ビ ス  

 呉服、洋服、洋品、小間物、靴、履物、雨具等 
 米穀、パン、鮮魚、副食品、肉、野菜、酒、 
 調味料、菓子等 
 そば、すし、喫茶、中華料理等 
 陶磁器、金物、荒物、家庭器具、家具、燃料 
 薬、化粧品、文房具、書籍、玩具、花 
 利用、美容、クリーニング、医療、浴場 

         ２ 
       １１ 
 
         １ 
         ２ 
         ２ 
         ２ 

計          ２０ 
 

３ 電気・ガス・駐車場・その他の施設          

 (1) 電気施設 

ア 開発に当たっては、区域内の居住者の生活に支障のないよう当該開発区域をその供
給区域内にもつ電気事業者から電気が供給されなければなりません。 

イ 開発区域に電気を供給するため当該開発区域内に変電送電及び配電等の電気施設を
設置する場合には、予定建築物に支障がなく、かつ、道路の通行上支障のない位置に
設けてください。 

ウ  開発区域内の道路、公園、広場、地区センター等には、適当な間隔又は密度で街路
灯その他の照明施設を設けてください。 

エ  街路灯については、交通上支障のない位置に設置するとともに、原則として地中ケ
ーブル配線としてください。 

  また、その構造その他については、（社）日本道路協会の「道路照明設置基準」に
よるものとします。 

オ  開発区域内をやむをえず特別高圧架空電線路が通過する場合には、その電線下の土
地はできる限り緑地帯、駐車場等の空地として利用するようにしてください。 

  

 (2) ガス施設 

ア  開発区域には、必要に応じてガス施設を設置しガスを供給して下さい。 

イ  ガス施設は、予定建築物に対する安全を考慮してその位置を定めるとともに、ガス
工作物の技術上の基準を定める省令等関係法令（昭和４５年１０月９日通商産業省令
第９８号）の規定に適合していなければなりません。 

 

 (3) 駐車場 

ア  開発区域内には、集合住宅地や地区センター等必要と思われる場所に車の保有率、
設置場所の利用状況等を想定して適当な規模の駐車場を設置して下さい。 

イ  駐車場を設ける場合には、以下の各項によって下さい。 

① 駐車場の利用範囲は、200ｍ以内の地域とすること。 

② 敷地面積は、１戸当たり25～30㎡とすること。 

③ 駐車場の路面は、簡易舗装以上の舗装とすること。 

④ 駐車場敷地は、縁石、柵等により接する敷地から分離すること。 

⑤ 自動車の出入口は、道路幅員６ｍ以上、縦断勾配７％以下の道路に自動車交通に支
障を及ぼさない状態で面していること。 

⑥ 駐車場の面積が6,000㎡以上の路外駐車場にあっては、自動車の出口と入口とを分
離した構造とし、かつ、それらの間隔を道路に沿って10ｍ以上とすること。 

⑦ 自動車の出口付近の構造は、当該出口から２ｍ後退した自動車の車路の中心線上1.
4ｍの高さにおいて、道路の中心線直角に向かって左右にそれぞれ60度以上の範囲
内において当該道路を通行する旨の存在を確認できるようにすること。 

 

 (4) その他の施設 

ア 開発区域内には、当該開発区域から生ずるごみを処理するため必要に応じてゴミ収
集施設を設けてください。 
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第９節 造     成 

 

１ 造成工事に関する基準  

 宅地の安全性確保に関する基準は、法第33条に基づく令第28条、規則第22条、同第23条
及び同第27条に規定されていますが、この規定のほか盛土規制法施行令第二章「宅地造成
等工事規制区域内における宅地造成等に関する工事の規制」を準用すること（盛土規制法
に基づく規制区域内において、都市計画法第３３条第１項第７号の表の中欄に該当する工
事にあっては、同基準に適合すること）としています。また、開発行為の許可申請に当た
っては、宅地造成における防災性及び安全性の確保のために策定された「盛土等防災マニ
ュアル」、「盛土等防災マニュアルの解説」を参考としてください。 

 

 

２ 造成計画 

  (1) 土質調査 

ア 開発区域の面積が５ha以上のときは、原則として盛土、埋戻し、裏込めなどの材料と
して利用する土及び構造物の基礎切取の斜面を構成する地盤としての土の工学的性質
を把握するため、工事前あるいは工事中に必要と思われる土質調査および土質試験を実
施してください。 

イ 前項の土質調査の種類等は、表4-9-1を標準としますが開発区域の規模、地形、予定
構造物の規模等に応じて必要な調査を行なってください。 

ウ 土質調査のためのボーリング調査は、250～300ｍ間隔に１箇所を標準としますが、こ
のほかに大規模な建築物・工作物の建設予定地及び長大法面の部分についても必要な調
査を行なってください。 
 
表4-9-1 土質調査・試験・測定  

  目   的 調査・試験方法  

 
 １ 予備調査 

地盤の概略調 

査 

 ① 既存の資料収集 
 ② 現地精査 
 ③ 簡単なｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ、ｵｰｶﾞｰﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 

 
 
 
 
 
 
 
 ２ 本 調 査 

 
 
 
 
 
 
 
設計資料 
地盤精査 

 ① ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、下記土質試験を目的とするｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 
 ② ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 
   ⅰ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ式ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 
  ⅱ ﾍﾞｰﾝ試験 
  ⅲ 二重管式円すい貫入試験 
  ⅳ 標準貫入試験 
 ③ 土質試験 
   ⅰ 自然含水比の測定 
   ⅱ 比重試験 
   ⅲ 粒土試験 
   ⅳ ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ試験 
   ⅴ 透水試験 
   ⅵ 突き固め試験 
   ⅶ 一軸圧縮試験 
   ⅷ 三軸圧縮試験 
   ⅸ 直接せん断試験 
  ⅹ 圧密試験 
 

 ３ 模型、実物 
     実 験 等 

設計の適否の判定 
施工指針 

 ① 載荷試験、 
 ② 沈下、傾斜、ひずみ、土圧、密度の測定 
 ③ 間隙水圧、流線網、地下水位等の測定 

 
 ４ 施工中の 
     測定調査 

 
施行管理 

 ① 沈下、傾斜、ひずみ、密度、含水比、土 
  圧の測定 
 ② 間隙水圧、地下水位等の測定 
 ③ Ｋ値、ＣＢＲ試験 

 
 ５ 施工後の 
   測定調査 

 
竣功検査 

 ① 沈下、傾斜、ひずみ、密度、含水比、土 
圧の測定 

② 間隙水圧、地下水位等の測定 
③ Ｋ値、ＣＢＲ試験 
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  (2)  測  量 

ア 宅地造成のための測量は、表4-9-2に掲げる各測量を行なってください。 

イ アの各測量のほか、必要に応じて平板による細部測量を行うもとします。 

 
表4-9-2 宅地造成のための測量 

  目            的 方 法  

１ 基準点測量  区域の測量の精度を確保し、後続作業の基準 
となる点を地域内の要所に設定する。 

 三角測量 
 多角測量 

２ 境界測量  境界の位置を確定し図面上に区域を表現する。  三角測量 
 多角測量 
 平板測量 
 写真測量 

３ 地形測量   地域内の地形の状況を図上に表現し、これを 
もとにして実施設計を行う。 

 平板測量 
 写真測量 
 水準測量 

４ 画地測量   図上で行われた設計を現地に復元する。  三角測量 
 多角測量 
平板測量 

５ 確定測量  工事完了後行い、区画及び街区道路等を正確 
に測量する。 

 三角測量 
 多角測量 
 水準測量 

 

 

  (3)  整  地 

ア 造成計画に当たっては、できる限り開発区域内及びその周辺で土量のバランスがと
れるように計画し、土の運搬距離及び運搬土量が最小となるよう努めて下さい。 

イ 開発区域の傾斜は、できる限り南向き斜面とし、街区勾配については12％以下、や
むをえず北向き斜面となる場合は10％以下として下さい。ここで街区の造成勾配とは、
街区内の最高点と最低点との間の勾配をいいます。 

ウ がけの上端に続く地盤面には、特別の事情がない限り図4-9-1のようにそのがけの反
対方向に雨水その他の地表水が流れるように勾配を付けて下さい。また、切土又は盛
土する場合において、雨水その他の地表水を排除する排水施設を設置して下さい。 
 ただし、がけ面の上端に排水施設を設ける等雨水及びその他の地表水が適切に処理
できる場合は、令第28条第2号の特別な事情等に該当します。 
 

        図4-9-1 がけの上部に続く地盤面の水勾配 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 切  土 

ア 切土をした後の地盤に滑りやすい土質層があるときは、その地盤に滑りが生じない

ように、地滑り抑止くい又はグラウンドアンカーその他の土留の設置、土の置換えそ

勾配

勾配
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の他の措置を講じ、適切な地すべり対策措置を行って下さい。 

イ のり高の大きい切土法面では、のり高 5ｍ程度ごとに幅 1.0～2.0ｍの小段を設けて

ください。また、切土高 15m ごとに、幅 3.0m 以上の小段を設けてください。 

この小段には、排水のため 5～10％の横断勾配をつけ、表面水による浸食等を防ぐ

ための措置が必要な場合には排水施設等を設けて下さい。 

    また、小段に排水施設を設置する場合は、排水施設方向に 5％程度の下り勾配を付

けてください。 
ウ 切土の法面勾配は、表4-9-3を標準とします。 

エ 切土をする場合、地下水によりがけ崩れ又は土砂の流出が生じる恐れがあるときは、開

発区域内の地下水を有効かつ適切に排出できるよう規則第２２条に定める排水施設を設

置してください。 
 
表4-9-3 切土法面勾配 

 
                              法  高 
 法面土質 

      

Ｈ≦５．０ｍ 

     

Ｈ＞５．０ｍ 

 軟岩（風化の著しいものは除く）       ８０度以下 
   （約１：０．２） 

    ６０度以下 
  （約１：０．６） 

 風化の著しい岩       ５０度以下 
   （約１：０．９） 

     ４０度以下 
  （約１：１．２） 

 砂利、マサ土、関東ローム、硬 質 
 粘土、その他類するもの 

      ４５度以下 
   （約１：１．０） 

     ３５度以下 
  （約１：１．５） 

 上記以外の土質（岩屑、腐植土、 
 埋土、その他類するもの） 

      ３０度以下 
   （約１：１．８） 

     ３０度以下 
  （約１：１．８） 

 

(5) 盛  土 

ア 盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水又は地下水の浸透による緩み、沈

下、崩壊又は滑りが生じないように、おおむね 30cm 以下の層の厚さに分けて土を盛

り、かつ、その層の土を盛るごとに、これをローラーその他これに類する建設機械を

用いて締め固めるとともに、盛土の内部に浸透した地表水等を速やかに排除すること

ができるよう、砂利その他の資材を用いて透水層（水平排水層）を設けること。また、

必要に応じて地滑り抑止くい又はグラウンドアンカーその他の土留の設置その他の

措置を講じてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 盛土内排水層の例 
 
イ 地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置き換え、水抜き

その他の措置を講じてください。 

    軟弱地盤については、宅地造成に用いられる工法を表 4-9-4に掲げますが、軟弱地

盤の性状、土地利用計画、工期・工程、施工環境、経済性、施工実績の諸条件を総合

的に検討し、最も適当と思われる工法を選択するものとします。 
ウ 盛土法面勾配は、原則として30度（約1：1.8）以下として下さい。 

エ 原地盤の処理として、樹木の伐採、除根及び除草を行い、滑り・緩み・有害な沈下

地下水排水溝

（のり尻まで導く）

湧水箇所

小段ごとに設置

（砂層の崩れを防止するため

排水パイプ等併用）

H

ｌ≧1/2Ｈ

5～6％

のり尻排水工（ふとんかご等）
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を生じないように適切に処分してください。 

オ 傾斜地盤上に盛土をする場合には、原地盤と盛土の間で滑りが生じる可能性がある

ので、原地盤の勾配が 15 度（約１：４）程度以上の場合には、図 4-9-2 のように原

則として段切りを行ってください。 

    段切りの寸法は高さ 0.5ｍ、幅 1.0ｍ程度以上とし、段切り面の排水勾配は、のり

尻方向に 2～5％程度とします。 

 

表 4-9-4 軟弱地盤対策工法 
工   法 工 法 の 説 明 

 

表層 

処理 

工法 

表層排水工法 
サンドマット工法 
敷設材工法 
表層混合処理工法 

基礎地盤の表面にジオテキスタイルあるいは鉄網、そだなどを敷き広
げたり、基礎地盤の表面を石灰やセメントで混合処理したり、排水溝
を設けて改良したりし 
て、軟弱地盤処理工や盛土工の機械施工を容易にする。 

 

置換 

工法 

 
掘削置換工法 
強制置換工法 

軟弱層の一部又は全部を除却し、良質材料で置き換える工法である。
置き換えによってせん断抵抗が付与され安全率が増加し、沈下も置き
換えた分だけ小さくなる。 

 

押え 

盛土 

工法 

 
押え盛土工法 
緩斜面工法 

盛土の側方に押え盛土をしたり、のり面勾配を緩くしたりして、すべ
りに抵抗するモーメントを増加させて盛土のすべり破壊を防止する。
盛土の側面が急に高くはならないので、側方流動も小さくなる。 

盛土 
補強 
土工 
法 

 
盛土補強土工法 

 
盛土中に鋼製ネット、帯鋼又はジオテキスタイルなどを設置し、地盤
の側方流動及びすべり破壊を抑止する。 

荷重 
軽減 
工法 

 
軽量盛土工法 

盛土本体の重量を軽減し、原地盤へ与える盛土の影響を少なくする工
法で、盛土材として、気泡混合土、軽石、スラグなどが使用される。 

緩速 
載荷 
工法 

 
漸増載荷工法 
段階載荷工法 

盛土の施工に時間をかけてゆっくり立ち上げる。圧密による強度増加
が期待できるので、短時間に盛土した場合に安定が保たれない場合で
も、安全に盛土できることになる。 

載荷 
重工 
法 

 
盛土荷重載荷工法 
大気圧載荷工法地下
水低下工法 

 
盛土や構造物の計画されている地盤にあらかじめ荷重をかけて沈下を
促進した後、改めて計画された構造物を造り、構造物の沈下を軽減さ
せる。 

ﾊﾞｰﾁ 
ｶﾙﾄﾞ 
ﾚｰﾝ 
工法 

 
ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工法 
袋詰めｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工法 
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ工法 

 
地盤中に適当な間隔で鉛直方向に砂柱やカードボードなどを設置し、
水平方向の圧密層の排水距離を短縮し、圧密沈下を促進し、あわせて
強度増加を図る。 

 
 
 
 

締 

固 

め 

工 

法 

 
ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ工法 

 
地盤に締固めた砂杭を造り、軟弱層を締固めるとともに砂杭の支持力
によって安定を増し、沈下量を減ずる。 

 
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾌﾛｰﾃｰｼｮﾝ工法 

 
緩い砂質地盤中に棒状の振動機を入れ、振動部付近に水を与えながら
、振動と注水の効果で地盤を固める。 

 
ﾛｯﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ工法 

緩い砂質地盤の締固めを目的として開発されたもので、棒状の振動体
に上下運動を与えながら地盤中に貫入し、 
締固めを行いながら引抜くものである。 

 
重錘落下締固め工法 

 
地盤上に重錘を落下させて地盤を締固めるとともに、発生する過剰水
を排水させてせん断強さの増加を図る。 

 
 
 

固 

結 

工 

法 

 
深層混合処理工法 

軟弱地盤の地表から、かなりの深さまでの区間を、セメント又は石灰
などの安定材と原地盤の土とを混合し、柱体状又は全面的に地盤を改
良して強度を増し、沈下及びすべり破壊を阻止する工法である。 

 
石灰パイル工法 

生石灰で地盤中に柱を造り、その吸水による脱水や化学的結合によっ
て地盤を固結させ、地盤の強度増加を期待することによって安定を増
すと同時に、沈下を減少させる工法である。 

 
薬液注入工法 

地盤中に薬液を注入して透水性の減少、あるいは原地盤強度を増大さ
せる工法である。 

※「盛土等防災マニュアルの解説［Ⅱ］軟弱地盤対策工の選定」より 
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中央縦排水

水平排水層

中央縦排水

基盤排水層

暗渠排水工雨水排水管

 

 図4-9-2 段切り 

 

 

 

                                                                      

                                                                           

                    

                2～5％ 

                                                            Ｌ  L≧1.0m 

                                 

            
  

カ のり高の大きい盛土では、のり高 5m程度 ごとに幅 1.0～2.0ｍの小段を設けてく

ださい。また、盛土高 15m ごとに、幅 3.0m 以上の小段を設けてください。 

    この場合、小段上面の排水勾配は下段ののりと反対方向に下り勾配を付けて下さ

い。また、盛土材料が粘着性に乏しい（礫・砂など）場合は、のり面が降雨による浸

食を受けやすいので、2～5％程度の勾配を付けて施工し、排水溝を設置するなどのり

面の保護を行ってください。 

キ 盛土をする前の地盤面から盛土の内部に地下水が浸入するおそれがあるときは、開

発区域内の地下水を有効かつ適切に排出できるよう、地下水排除工（暗きょ排水工、

基礎排水工）を設置して下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ｈ  Ｈ=0.5m 

本管 管径300ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上(流域等が大規模なものは流量計算

主な盛土排水施設の諸元一覧

補助管 管径200ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上
補助管間隔 40ﾒｰﾄﾙを標準とし、渓流等をはじめとする地下

厚さ 0.5ﾒｰﾄﾙを標準とし、渓流等をはじめとする地下が多い

範囲 のり尻からのり肩の水平距離の1/2の範囲及び谷底部を

厚さ 0.3ﾒｰﾄﾙ以上（砕石や砂の場合）
配置 小段ごと
範囲 小段高さの1/2以上

地下水排除工 暗渠排水工

基盤排水層

水平排水層盛土内排水層

機能 施設名称 基本諸元

にて規格検討

水が多いことが想定される場合等は20ﾒｰﾄﾙ以内

ことが想定される場合等は1.0ﾒｰﾄﾙ以上

包括して設置

図 盛土の排水施設の概要 
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ク 盛土のり面の勾配は、のり高、盛土材料の種類等に応じて適切に設定し、原則とし
て３０度以下としてください。なお、次のような場合には、盛土のり面の安定性の検
討を十分に行ったうえで勾配を決定してください。 
① のり高が１５ｍ以上の場合 
② 片盛り・片切り、腹付け盛土・傾斜地盤上の盛土、谷間を埋める盛土などの盛土 
が地山からの流水、湧水等地下水の影響を受けやすい場合 

③  盛土箇所の原地盤が軟弱地盤や地すべり地など不安定な場合 
④ 盛土が崩壊すると隣接物（住宅等の人が居住する施設）に重大な影響を与えるお 
それがある場合 

⑤ 腹付け盛土（盛土をする前の地盤面が水平面に対し２０度以上の角度をなし、か 
つ、盛土高５ｍ以上となるもの）、 

⑥ 締固め難い材料（高含水の細粒度等）を盛土に用いる場合 
盛土全体の安定性の検討は「盛土等防災マニュアル」を参考にしてください。 

 
 
 
(6)  地表面の保護 

ア 開発に伴って生じる地表面については、風化その他の浸食から保護されるよう、の
り面保護工（石張、芝張、モルタルの吹付など）その他の措置を講じてください。 
 ただし、次に掲げる地表面に該当するものは地表面の保護の措置を要しません。 
① 盛土又は切土をした後の土地の部分に生じた崖の上端に続く当該土地の地盤面 
にその崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるよう勾配を付する地表面 

② 道路の路面の部分その他土地利用等により保護する必要がないことが明らかな
地表面のり面保護工の工法は、表4-9-5を参考とし、のり面の勾配、土質、気象条
件、保護工の特性、将来の維持管理等について総合的に検討し、経済性・施工性に
すぐれた工法を選定してください。 

イ  のり面保護工は、法面の安定を早急に図るため切土あるいは盛土がある程度まとま
って完了したらすみやかに着手してください。 

ウ 寒冷地ののり面では、凍上や凍結融解作用によって植生がはく離したり滑落するお

それがあるので、はく落防止のため木本を取り入れた植生を行ってください。 
エ 橋梁等構造物のかげなど雨及び日光の当たらないのり面は、植生工法を避け石張り
やコンクリートブロック張り等にして下さい。 

オ  湧水が多いのり面では、地下排水施設を積極的に導入するとともに蛇かご工、現場

打コンクリート枠工などの開放型ののり面保護工を施工してください。 

カ  砂質土などの侵食されやすい土砂ののり面は、湧水や表面水によって侵食された

り、浸透水によってのり面表層が流失することが多いので、網柵工、プレキャスト枠

工を併用してください。 

 

 

 

   表 4-9-5 のり面保護工法 

分類 工   法 目 的 ・ 特 徴 
 
 
 

の 
り 
面 
緑 
化 
工 
 
 

 
種子吹付工 
客土吹付工 
植生マット工 
張芝工 
厚層基材吹付工 

   
  
  雨水侵食防止、凍上崩落抑制、のり面を全体的に植生 

するもの 

植生筋工 
筋芝工 

盛土の侵食防止、のり面を部分的に植生するもの 

 
土のう工 
樹木植栽工 
幼苗植栽工 

      
不良土・高質土のり面の侵食防止 
樹木及びその幼苗を用いて、のり面の侵食防止、   

 早期樹林化を図るもの 
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構 
造 
物 
に 
よ 
る 
の 
り 
面 
保 
護 
工 

 
モルタル吹付工 
コンクリート吹付工 
石張工 
ブロック張工 
プレキャスト枠工 

    
      

風化、侵食防止 
    
    

中詰めが土砂等の場合は侵食防止 

 
現場打コンクリート
枠工 
コンクリート張工 
吹付枠工 

    
        

のり面表層部の崩落防止、岩盤はく落防止 

 
編柵工 
のり面蛇かご工 
落石防止網工（ネッ
ト工） 
落石防止柵工 

      
のり面表層部の侵食や湧水による流失の抑制 

        
        

比較的小規模な落石対策 

 
の 
り 
面 
排 
水 
工 

のり肩排水溝 
縦排水溝 
小段排水溝 

  のり面の表面排水 

地下排水溝 
水平排水孔 
水平排水層 

    
 のり面の地下排水 

※「盛土等防災マニュアルの解説［Ⅰ］のり面保護工の種類」より 

 

  (7)  擁  壁 

ア 宅地と隣接地との間に0.6ｍ以上の高低差が生じる場合には、原則として擁壁を設
置してください。なお、0.6ｍ未満の高低差を生じる場合でも、土留めとしてコンク
リートブロックを用いる場合は、土圧を受ける部分を２段（0.4ｍ）までとします。 

  ただし、切土の場合は表4-9-3の勾配より緩やかに、盛土の場合は30度（約1：1.8）
の勾配より緩やかに施工するときはこの限りではありません。 

イ 擁壁の構造は、原則として鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、練積み造と
します。ただし、構造上安定しないコンクリートブロック等は使用できません。 

ウ 擁壁には、その裏の排水を良くするため水抜穴（75mm以上）を3㎡に１箇所以上設
け、裏面には栗石又は砕石等により透水層を設けてください。 

  ただし、水抜穴及び透水層の施工にあたっては、土木シート等により擁壁背面土砂
の吸出し防止対策を講じてください。 

  なお、水抜穴の数は、擁壁のどの部分をとっても3㎡以内に水抜穴を設けるという
主旨ではなく、擁壁の全面積（地下に埋設する部分は含まない）に対する割合である
ため擁壁の下部や湧水がある箇所に重点的に配置してください。 

エ 擁壁には、伸縮継目を設置しなければなりません。 

  伸縮継目の間隔は、原則として次のとおりとしますが、地盤の変化する箇所や擁壁
高さが著しく異なる箇所及び擁壁の材料・構法を異にする所等にも設け基礎部分まで
切断してください。 

  ただし、擁壁の屈曲部においては、隅角部から２ｍ以上、かつ擁壁の高さ分だけ避 
けて設置してください。 

  ① コンクリートブロック（間知石）練積み造は、擁壁長さ10ｍ以下に１箇所 
  ② 無筋コンクリート造は、擁壁長さ10ｍ以下に１箇所 
  ③ 鉄筋コンクリート造は、擁壁長さ15～20ｍに１箇所 

オ 擁壁の屈曲する箇所は、図4-9-3のとおり隅角をはさむ二等辺三角形の部分を鉄筋
及びコンクリートで補強して下さい。 

  ただし、重力式擁壁については、補強の必要はありません。 
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図4-9-3 隅角部の補強方法及び伸縮継目の位置 
     ①コンクリート造の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 擁壁の根入れ深さは、擁壁前面の地盤面から擁壁躯体の下端までとします。 

     擁壁前面に道路側溝等がある場合は側溝上端を地盤面とみなし、水路、河川に接

して擁壁を設ける場合は、河床から根入れを取ってください。 
なお、「道路側溝等」とは、設計荷重が２５ｔ以上の道路構造物としての強度を有する

蓋付きの道路排水施設で、落蓋式側溝・自由勾配側溝・管渠型側溝などをいいます。 

また、前面水路が土水路の時は現況水路底から0.6ｍ以上根入れして下さい。ただ
し、水路改修等の将来計画がある場合は、その河床高さ（計画河床高）から取るもの
とします。 

キ 練積み造擁壁は、以下のことに注意して設計してください。 

 ① 表4-9-6に示された基準は、擁壁上端に続く地盤線が水平で擁壁に作用する載荷
重は5kN/㎡程度（木造平屋建）を想定したものであるため、この条件をこえる場合
は安定計算等により安全性を検討したうえ必要に応じて裏込めコンクリートの厚
さを増す等の措置を講じること。 

 ② 表4-9-6に示された練積み擁壁の断面形状は、最低基準を示したものであるため、
別途安定計算をしたうえであっても断面の縮小や勾配をきつくしてはならない。 

 ③ 裏込材の厚さは、擁壁上端部は30㎝以上、擁壁下端部は切土の場合は30㎝以上と
し、盛土の場合は60㎝以上又は擁壁高さの100分の20以上のいずれか大きい方の数
値とすること。 

   なお、裏込材は、透水層の役割だけでなく土圧を減少させ擁壁の自立性に役立つ
場合もあるので、透水層を設置する場合でも裏込材を省くことはできない。 

 ④ 表4-9-6に示された基準は、切土の場合のように均一な土質を想定して定められ
たものであるため、大規模な造成等で盛土の土質が異なり均一な締固めが望めない
場合や、小規模な造成でも楔状の盛土が行われる場合等不安定になり易い盛土部分
に設ける擁壁は、表に示されている第三種の土質として設計するのが望ましい。 

 ⑤ 擁壁躯体と基礎の接する面は、擁壁の法勾配と直角になるようにすること。 

⑥ 間知ブロック（間知石）積擁壁高さは、5ｍ以下としその形状は図4-9-4に示す。
なお、練積み造擁壁の基礎構造及び地耐力は、表4-9-7のとおりとする。 

Ａ

Ｌ

Ａ伸縮目地

Ａ

Ａ

Ｌ

伸縮目地

Ａ

Ａ

Ｌ

伸縮目地

②間知ブロック（石）積の場合

鉄　筋

○　擁壁の高さが3.0ｍ以下のとき　A=50cm

○　擁壁の高さが3.0ｍ超えるとき　A=60cm

○　Ｌは2.0ｍを超え、かつ擁壁の高さ程度と

　　する

鉄筋コンクリート造擁壁の隅部は該当

する高さの擁壁の横筋に準じて配筋 

すること。 
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表4-9-6 練積造り擁壁の基準 
  

土  質 
練  積  造  擁  壁  

勾    配 

(θ) 

高   さ 

(ｈ) 

下 端 部 分 

の厚さ(ｂ) 

上端の厚さ 

(ａ) 

根入れ深さ 

(ｈ') 

 
 第 

 
   岩、岩屑、 

  70度を超え 
        75度以下 
  (約１：0.3) 

            ２ｍ以下    40㎝以上   

  ２ｍを超え３ｍ以下    50㎝以上 

 

 一 

 

 種 

   砂利又は 

   砂利交じ 

   り砂 

  65度を超え 

        70度以下 

  (約１：0.4) 

            ２ｍ以下    40㎝以上 

  40㎝以上  Ｈ＊0.15 

 (但し35cm 

 以上) 

 

  ２ｍを超え３ｍ以下    45㎝以上 

  ３ｍを超え４ｍ以下    50㎝以上 

  65度以下 

  (約１：0.5) 

            ３ｍ以下    40㎝以上 

  ３ｍを超え４ｍ以下    45㎝以上 

  ４ｍを超え５ｍ以下    60㎝以上 

 
 

 第 

 

 二 

 

 種 

 
   真砂土、 

   関東ﾛｰﾑ､ 

   硬質粘土 

  その他こ 

  れらに類 

  するもの 

  70度を超え 
        75度以下 
  (約１：0.3) 

            ２ｍ以下    50㎝以上  
 
 

 

   40㎝以上 

 
 
 

 

 Ｈ＊0.15 

 (但し35cm 

 以上) 

  ２ｍを超え３ｍ以下    70㎝以上 

  65度を超え 

        70度以下 

  (約１：0.4) 

            ２ｍ以下    45㎝以上 

  ２ｍを超え３ｍ以下    60㎝以上 

  ３ｍを超え４ｍ以下    75㎝以上 

  65度以下 

  (約１：0.5) 

            ２ｍ以下    40㎝以上 

  ２ｍを超え３ｍ以下    50㎝以上 

  ３ｍを超え４ｍ以下    65㎝以上 

  ４ｍを超え５ｍ以下    80㎝以上 

 
 

 第 

 

 三 

 

 種 

 
 
 

   その他 

 

  の土質 

  70度を超え 
        75度以下 
  (約１：0.3) 

            ２ｍ以下    85㎝以上  
 
 

 

   70㎝以上 

 
 
 

 

 Ｈ＊0.20 

 (但し45cm 

 以上) 

  ２ｍを超え３ｍ以下    90㎝以上 

  65度を超え 

        70度以下 

  (約１：0.4) 

            ２ｍ以下    75㎝以上 

  ２ｍを超え３ｍ以下    85㎝以上 

  ３ｍを超え４ｍ以下   105㎝以上 

  65度以下 

  (約１：0.5) 

            ２ｍ以下    70㎝以上 

  ２ｍを超え３ｍ以下    80㎝以上 

  ３ｍを超え４ｍ以下    95㎝以上 

  ４ｍを超え５ｍ以下   120㎝以上 
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  図4-9-4 間知ブロック積擁壁の形状 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    注)1 各部の数値は、表4-9-6及び表4-9-7によること。     

          注)2  ｆは、0.6ｍ以上又は0.2h以上のいずれか大きい方の数値とすること。 

     注)3  寸法の単位は、cmである。 
 

  表4-9-7 基礎構造と地耐力 
  擁壁の高さ 

    ｈ (ｍ) 
 基礎の高さ 
   ｄ (cｍ) 

     勾     配 
         θ   (ｍ) 

  基礎の幅 
   ｅ (cｍ) 

   地 耐 力 
       (kN/㎡) 

      ２．０      ３５ 
           θ≦６５ 
  ６５＜θ≦７０ 
   ７０＜θ≦７５ 

      ６０ 
      ６５ 
      ７０ 

 

      ７５ 

     ３．０      ４０ 
         θ≦６５ 
  ６５＜θ≦７０ 
   ７０＜θ≦７５ 

      ７０ 
      ８０ 
      ９０ 

     ４．０ 
     ４５          θ≦６５ 

  ６５＜θ≦７０ 
      ８５ 
      ９５     １００ 

     ５．０       ５０            θ≦６５     １００     １２５ 

ク 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造擁壁の設計に当たっては、土質条件、荷重
条件等の設計条件を的確に設定した上で常時及び地震時における擁壁の要求性能を満足
するように、次の項目について安全性を検討してください。 
なお、地震時の検討は、盛土規制法施行令第１３条に基づく擁壁又は、都市計画法施行

規則第２７条第２項に基づく擁壁（高さが２ｍを超えるもの）では原則として行ってくだ
さい。 

① 土圧、水圧、自重等（以下「土圧等」という）によって擁壁が破壊されないこと 
② 土圧などによって擁壁が転倒しないこと 
③ 土圧などによって擁壁の基礎がすべらないこと 
④ 土圧などによって擁壁が沈下しないこと 
擁壁の安定計算に用いる安全率や部材応力は次表のとおりです。 

      

  表4-9-8 安全率（Fs）等のまとめ 
 

常時 中地震時 大地震時 

部材応力 長期許容応力度 短期許容応力度 
終局耐力※ 

（設計基準強度及び基準強度） 

転 倒      １．５     －      
１．０ 

滑 動 

 

 

     １．５        － １．０ 

支持力      ３．０         － １．０ 

※終局耐力とは、曲げ、せん段、付着割裂などの終局耐力をいう。 

a

30

30

b20

20
20

e

栗石又は砕石

水抜パイプ（φ75mm）

止水ｺﾝｸﾘｰﾄ（t=50mm)

ｈ

ｈ‘

ｄ

吸出防止材

①　切土の場合
a

30

30

b20

20
20

e

栗石又は砕石

水抜パイプ（φ75mm）

止水ｺﾝｸﾘｰﾄ（t=50mm)

ｈ

ｈ‘

ｄ

吸出防止材

②　盛土の場合

ｆ

土混じり砂利
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転倒（土圧係数）、滑動（摩擦係数）については、土質試験等に基づいて定めることと
なっていますが、土質試験によることができないときは表4-9-9及び表4-9-10の数値を
用いても構いません。 
 
表4-9-9 単位体積重量と土圧係数 

 

 

 

 

 

 

 

          土              質 単位体積重量(t/㎥) 土圧係数 

         砂 利 又 は 砂           １．８    ０．３５ 

      砂   質   土           １．７    ０．４０ 

 シルト、粘土又はこれらを多量に含む土           １．６    ０．５０ 

 
 

表4-9-10 摩擦係数 
 土              質 摩擦係数 備       考 

   岩・岩屑・砂利又は砂   ０．５  

  砂    質    土   ０．４  

 シルト、粘土 
 又はこれらを多量に含む土 

  ０．３ 
 擁壁の基礎底面から少なくとも15cmまでの深さ 
 の土を砂利又は砂に置き換えた場合に限る。 

  なお、国等が制定した標準設計を利用する場合は、設計条件を明示すれば構造計画
を省略して差し支えありませんが、標準設計を利用する場合はそれらの設計条件が当
該現場の状況に適合するか否かを慎重に照査してください。 

ケ  特殊な材料または構法による擁壁を使用する場合には、盛土規制法施行令第１７条
の規定により国土交通大臣の認定を受けた擁壁を使用してください。 

  これら国土交通大臣認定擁壁は、認定に当たりその設計条件で使用範囲等について
厳しく制限されており、その使用に当たっては設計条件等が当該現場の状況に適合す
るか否かを慎重に照査する必要があります。 

コ 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート等擁壁は、以下のことに注意して設計施
工してください。 

     ① 擁壁を設置する場所の土質（地耐力等）は、原則として地質試験等を行い、地耐

力を確認してください。 

また、工事施工時に地質試験等を行う場合は、申請図書等に必要地耐力を明記し、

完了届提出時に、書面により報告してください。 

なお、原地盤が設計条件を満足するか否かを確認し、条件と相違する等設計内容

を変更する場合は、開発変更許可の手続きが必要となります。 

     ② 擁壁に作用する積載荷重は、住宅地（戸建住宅）においては、5～10kN/㎡程度を

標準とし、住宅以外の土地利用の場合は、実情に応じて適切に設定してください。 

③ コンクリートを打継ぐ場合には、旧コンクリートの表面のレイタンス等を完全に

除き、十分に吸水させてください。 

         また、打継目は、できるだけ、せん断力の小さい位置に設け、打継ぎ面を部材の

圧縮力の作用する方向と直角にして下さい。 

やむを得ずせん断力の大きい位置に打継ぎ目を設ける場合には、打継ぎ目にほぞ

又は溝を造るか適切な鋼材を配置して補強してください。 
         水平打継ぎとなる場合は、同一高さとならないよう配慮してください。 

 ④ 裏込め土等の埋戻しは、建築基準法施行令第76条に定める型枠存置の最低日数を
守り、所定のコンクリート強度が確かめられてから行ってください。 

サ 道路、河川、水路等の敷地内の擁壁となる場合は、各管理者との打ち合わせのう 
え決定して下さい。 

シ 斜面上に擁壁を設置する場合には、図4-9-5のように擁壁基礎前端より擁壁の高さ
の0.4Ｈ以上で、かつ1.5ｍ以上だけ土質に応じた勾配線より後退し、その部分はコン
クリート等により風化浸食のおそれがない状態にしてください。 
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図4-9-5 斜面上の擁壁    
 

                           0.4H以上かつ1.5ｍ以上 

                 コンクリート打ち等                               Ｈ 

 

 

 

 

                                                 15/100H以上でかつ35cm以上 
                                                又は20/100H以上でかつ45cm以上(軟弱地盤の場合) 

                    がけ下端      θ           

 

 
 
             土質別角度（θ） 
 

 

 

 
 

ス 図4-9-6に示す擁壁で前項表の角度内に入っていないものは、二段の擁壁とみなさ
れるので一体の構造とする必要があります。 

  なお、上部擁壁が前項表の角度内に入っている場合は、別個の擁壁として扱います
が水平距離を0.4Ｈ以上、かつ、1.5ｍ以上離してください。 

 

   図4-9-6 二段擁壁とみなさない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 (1) 施工中の防災措置等 

ア 開発工事に伴う地区外への濁水・土砂流出等については、仮調節池、土砂流出防止
工、仮排水工等の防災対策工を施し、開発区域内及び周辺に災害を及ぼすことのない
よう適切な防災措置を講じてください。 

イ 土砂及び機材の搬入搬出は、警察等関係機関と十分協議のうえ実施してください。 

ウ 周辺住民の生活環境に与える影響を考え、建設機械による騒音・振動、土運搬によ
る土砂飛散・塵埃対策等に十分配慮した施工管理及び安全管理を行ってください。 

エ 開発工事により発生する建設副産物は、できうる限り発生を抑え、やむを得ない場
合は再利用、再資源化を推進して資源の有効利用を図ってください。 

オ 工事施工中は気象情報等に十分注意し、災害が発生する恐れがあるときは、速やか
に防災措置を講じてください。やむを得ず災害が発生したときは、速やかに応急措置
を行い知事にその状況を報告してください。 

カ 工事施工中は、工事管理者を常駐させ十分な管理監督を行ってください。 

   背面土質    軟岩(風化の著 

 しくないもの） 

 風化の著し 

 い岩 

 砂利、真砂土、関東ﾛｰﾑ、硬質粘土、 

 その他これらに類するもの 

盛土又は腐植土 

 角度（θ）   60 40            35 25 

θ

0.4H以上でかつ1.5m以上
Ｈ

15/100H以上でかつ35cm以上又は、

20/100H以上でかつ45cm以上(軟弱地盤)

Ｈ
0.4H以上でかつ1.5m以上

θ

15/100H以上でかつ35cm以上又は、

20/100H以上でかつ45cm以上(軟弱地盤)
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キ 開発行為の施工にあたっては、周辺住民に事前説明を行う等の措置をとりトラブル
の発生を未然に防止するよう努めてください。 

ク その他、必要に応じて盛土等防災マニュアルにより防災措置を講じてください。 

ケ 開発工事内容に変更を生じた場合は、事前に打ち合わせを行い確認後に施工してく
ださい。 

  
(2) 境界の明示  

ア 開発行為により公共施設の用に供することとなる土地の境界は、コンクリート杭等
の永久杭（※）でこれを明示してください。 

イ 開発行為により分離された土地の境界または開発区域外の土地との境界は、耐食性
材質の杭等で明示してください。 

※ 永久杭（境界標）とは、土地の筆界に埋設された永続性のある石杭又は金属標等の標

識をいうものとされており、単なる木杭や移動の容易なプラスチック杭、金属鋲等は該

当しません。具体的には材質が石、コンクリート、合成樹脂又は不銹鋼等耐久性を有し、

かつ容易に移動しないように堅固に埋設されているものをいいます。 

 

(3) 土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区域等 

がけの高さが５ｍ以上で勾配が 30度以上の場合等、土砂災害防止法に基づく特別警

戒区域（レッドゾーン）に指定される恐れがあるため、がけの高さが５ｍを超える造成

計画がある場合等は、県の各広域本部又は各地域振興局の砂防担当課と協議を行って

ください。 

災害危険区域等規定関連区域の指定状況について、別紙チェックリストを作成し、指

定内容を把握のうえ、事前相談・申請をお願いします。（不明な点はチェックリストの

窓口・本庁主管課にお尋ねください。） 
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第５章 市街化調整区域の許可基準等 
 

                                 （法第３４条） 
 
１ 市街化調整区域の許可基準 
 
 市街化調整区域は市街化を抑制する区域であり、同区域内において行うことのできる開発行
為は制限されています。市街化調整区域内で開発行為を行う場合には、法第３３条に定める基
準に加えて、法第３４条に規定する基準を満たす必要があります（主として第二種特定工作物
の建設の用に供する目的で行う開発行為は除きます。）。 
 なお、本条第３号については政令が、本条第１２号については条例が制定されていないため、
適用はありません。 
 

２ 空港周辺地域の開発許可に関する取扱い 
 
(1) 用途規制に関する基本方針 

従来、空港へのアクセス機能や空港周辺地域の景観保全の観点から、次の２区間の沿線（以
下「特定２路線」（ｐ２８１参照）という。）については、開発許可等を行わないこととして
います（一部の用途を除く。下表参照）。 
 
①主要地方道熊本益城大津線：九州自動車道の交点から一般県道瀬田熊本線との交点まで 
②一般県道熊本空港線：国道４４３号との交点から終点まで 

法第３４条各号 規制 

1号 
公益上必要な建築物又は日常生活に必要な物品販売、修理等を営む
店舗 × 

2号 鉱物資源、観光資源その他の有効な利用上の建築物 × 

4号 農林水産物の処理等の施設   

5号 農林業等活性化のための施設   

6号 中小企業振興のための施設 × 

7号 既存工場と密接な関連を有する事業場 × 

8号 火薬庫 × 

8号の 2 災害レッドゾーンからの移転 × 

9号 道路の円滑な交通を確保するための施設及び火薬類製造所 × 

10号 地区計画又は集落地区計画内の開発行為   

11号 建築物が連たんしている地域内の開発行為 × 

13号 既存権利者の開発行為 × 
※ 表中の「×」は、特定２路線の沿線においては、都市計画法に基づく開発許可及び建築許

可は行わないことを意味しています。 
※ 法３４条第１４号（開発審査会付議事項取扱方針）に該当する項目の取扱いについては、

１８２ページ以降に記載しています。 
(2) 景観形成基準への適合 

次の４区間の沿線において開発許可等を行う場合は、熊本県景観条例の景観形成基準に適
合することを要件とします。（ｐ２８１参照） 
①主要地方道熊本益城大津線：九州縦貫自動車道の交点から一般県道瀬田熊本線との交点ま
 で 
②一般県道熊本空港線：国道４４３号との交点から終点まで 
③一般県道堂園小森線：主要地方道熊本益城大津線との交点から益城町と西原村との行政区
域界まで 

④益城町道農免線：一般県道堂園小森線との交点から空港敷地界まで  
 上記４路線の区画以外でも、熊本空港周辺景観形成地域内で開発行為を行う場合は、県都
市計画課へあらかじめ協議ください。 
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３ 公益上必要な建築物又は日常生活に必要な物品の販売、修理等を営む店舗 
 
                          （第１号、政令第２９条の５） 

 (1) 公益上必要な建築物 
      主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で定める
  公益上必要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為については、平成１９年１１月３
  ０日施行の改正都市計画法により、これまで適用除外であったものが、許可（協議）が必要と
  なりました。社会福祉施設、医療施設、学校のうち、主として当該開発区域の周辺の市街化調
  整区域に居住する者の利用に供するものは、本条第１号該当となります。 

   なお、周辺の市街化調整区域に居住する者以外の利用が主となる場合は、本条第１４号該当
 として、熊本県開発審査会の議を経て許可することとなります。 

 

 ア 社会福祉施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 医療施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（１）対象となる施設 

    社会福祉法第２条に規定する第一種社会福祉事業及び第二種社会福祉事業の用に供する施
設のうち、主として当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住する者が通所又は入所により
利用するための施設であること。（別表「社会福祉施設に該当する施設」参照） 

（２）立地基準 

    既存集落内であるか、又は既存集落に隣接していること。ただし、やむを得ないと認められ
る場合は、既存集落に近接していることで可とする。 
ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

（３）計画基準 

    建築物及び敷地の規模が、国の定める設置基準等に照らし適正な規模で、過大でなく、設置
に関して関係部局との調整がとれたものであること。 

（４）個別基準 

 ① 地域福祉の観点から、当該地に設置する必要性があること。 

 ② 申請に係る施設の運営は、申請者自らが行うものであること。 

 ③ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることができる土地
であること。 

 ④ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 

熊本県運用基準 

 
（１）対象となる施設 

      主として当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住する者が利用する診療所又は助産所。
ただし、診療所、助産所に住宅を併設する場合は、第１４号該当 

（２）立地基準 

      既存集落内であるか、又は既存集落に隣接していること。ただし、やむを得ないと認められ
る場合は、既存集落に近接していることで可とする。 

ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

（３）計画基準 

      建築物及び敷地の規模が、国の定める設置基準等に照らし適正な規模で、過大でなく、設置
に関して関係部局との調整がとれたものであること。 

（４）個別基準 
① 申請地周辺の診療所等の立地状況から、当該地に設置する必要性があること。 
② 申請地は、患者の利便性を考慮し、また、患者の通行の安全が確保される位置であること。 

 ③ 申請に係る施設の運営は、申請者自らが行うものであること。 
④ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることができる
土地であること。 

⑤ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 

熊本県運用基準 
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   ウ 学校 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ その他の公益上必要な建築物 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（１）対象となる施設 

     主として当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住する者が利用するための幼稚園、小学
校及び中学校であること。 

（２）立地基準 

     既存集落内であるか、又は既存集落に隣接していること。ただし、やむを得ないと認められ
る場合は、既存集落に近接していることで可とする。 
ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

（３）計画基準 

     建築物及び敷地の規模が、国の定める設置基準等に照らし適正な規模で、過大でなく、設置
に関して関係部局との調整がとれたものであること。 

（４）個別基準 

  ① 学校区又はこれと同等の指定区域の設定その他の理由により、当該地に設置する必要性があ
ること。 

  ② 申請に係る施設の運営は、申請者自らが行うものであること。 

 ③ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることができる土地で
あること。 

  ④ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
 
 

熊本県運用基準 

 
（１）対象となる施設 

主として当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住する者が利用するための認定こ
ども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条
の認定を受けた施設）、学童保育所（児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童
健全育成事業を行う施設）、児童館（児童福祉法第７条に規定する児童厚生施設）、及び児
童福祉法第６条の３に規定する家庭的保育事業、小規模保育事業若しくは事業所内保育事
業（企業主導型保育事業を含む）の用に供する施設等であること。 

（２）立地基準 

      既存集落内であるか、又は既存集落に隣接していること。ただし、やむを得ないと認められ
る場合は、既存集落に近接していることで可とする。 
ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

（３）計画基準 

      建築物及び敷地の規模が、国の定める設置基準等に照らし適正な規模で、過大でなく、設置
に関して関係部局との調整がとれたものであること。 

（４）個別基準 

   ① 学校区又はこれと同等の指定区域の設定その他の理由により、当該地に設置する必要性が
あること。 

   ② 申請に係る施設の運営は、申請者自らが行うものであること。 
③ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることができる土地
であること。 

④ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
 

熊本県運用基準 
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社会福祉施設に該当する主な施設 
 

根拠法令 通所施設 入所施設 

 生活保護法  授産施設 
救護施設、更生施設 
宿所提供施設、医療保護施設 

 児童福祉法 

 保育所 
 児童厚生施設 
 児童家庭支援センター 
児童館 
児童発達支援施設 
放課後等デイサービス 
助産施設 

乳児院、母子生活支援施設 
児童養護施設 
児童心理治療施設 
児童自立支援施設、助産施設 
子育て短期支援事業所 
障害児入所施設 

 老人福祉法 
 老人デイサービスセンター 
 老人福祉センター 
 老人介護支援センター 

 養護老人ホーム 
 特別養護老人ホーム 
 軽費老人ホーム 
 老人短期入所施設 
 小規模多機能型居宅介護事業所 
 看護小規模多機能型居宅介護事業所 
グループホーム 

 障害者総合支援法 

 地域活動支援センター 
 生活介護事業所 
 自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業所 
 就労移行支援事業所 
 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業所 
 相談支援事業所 

 障害者支援施設、 福祉ホーム 
 グループホーム 
 療養介護事業所 
 施設入所支援事業所 
 短期入所事業所 
自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業所 

 売春防止法   婦人保護施設 

母子及び父子並びに寡
婦福祉法 

 母子・父子福祉センター 
 母子・父子休養ホーム 

 

 身体障害者福祉法 

 身体障害者福祉センター 
 補装具製作施設、盲導犬訓練施設 
 視聴覚障害者情報提供施設 
 更正相談所 

 

 知的障害者福祉法  知的障害者更生相談所  

介護保険法  介護老人保健施設、介護医療院 

社会福祉法 隣保館、事業授産施設  

 更生保護事業法   更生保護施設 
 
 
[ ※ 留意事項 ] 
 
１ 社会福祉施設とは、社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設又は更生保護

事業法第２条第1項に規定する更生保護事業の用に供する施設をいいます。 

２ 施設を利用する予定者の過半が周辺の市街化調整区域以外に居住する者である場合は、法第３

４条第１４号（開発審査会付議事項）として付議します。 
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○ 法３４条第１号に定める公益上必要な建築物について 

 

建築を予定している公益上必要な建築物が、主として開発区域の周辺の市街化調整区域に

居住する者が利用する施設である場合は、第１号に該当し、そうでない場合は、第１４号該

当として開発審査会の付議事項になります。 

 具体的には、合理的な手法によって、当該建築物の利用見込者の過半が、開発区域の周辺

の市街化調整区域の居住者になると推計された場合に限り、第１号に該当するものとして取

り扱います。 

 

 なお、実際の推計に当たっては、以下の考え方を参考にしてください。 

 
【学校】 

① 入校予定者のうち、市街化区域の居住者数 

② 入校予定者のうち、市街化調整区域の居住者数 

③ 入校予定者のうち、市街化区域・市街化調整区域以外の居住者数 

④ ①～③の結果から、当該校において、市街化調整区域からの入校予定者が入校予定者総数

の過半となるか否かを判断。 

 
【医療施設】 

医療施設の場合も市街化区域、市街化調整区域及びそれ以外の区域からの利用見込者数を推

計し、市街化調整区域からの利用見込者が利用見込者総数の過半となるか否かを判断すること

になりますが、推計に使える直接的データがないため、以下の要素を活用して、合理的な推計

を行う必要があります。 

 

①想定診療圏内の総人口、世代別・性別人口（１次診療圏＝半径 500ｍ以内、２次診療圏＝半

径 1,000ｍ以内、３次診療圏＝半径 1,000ｍ超の区域） 

②厚生労働省による統計資料（受療率等） 

③競合病院等との患者誘客力の力関係 

④高速道路、鉄道線路、一方通行箇所等、道路環境による誘客への影響 

⑤既存誘客施設（スーパーマーケット、ドラッグストア、コンビニエンスストア）等の有無 

⑥その他関係すると思われる項目 
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  (2) 日常生活に必要な物品の販売、修理等を営む店舗 
  開発区域周辺の市街化調整区域に居住する者に対して、日常生活に必要な物品の販売、 
加工、修理等の業務を行うことを目的として自ら営むための小規模な店舗等を許可の対象と
するものです。  
 

 

（熊本県運用基準） 
 

１ 対象となる業種等 

    日常生活に必要な物品の販売、加工、修理等の業務を行う店舗等であること（別表「対象と
なる業種及び店舗等一覧」のとおり）。ただし、他の用途の建築物の一部でこれらの業務を営
むものは該当しない。 

     
２ 立地基準 

    申請地を中心とした半径２５０ｍの範囲内に４０戸以上の住宅があること（そのうち過半
が市街化調整区域にある場合に限る。）。 
この場合の住宅とは、戸建て住宅をいう。 
また、主たる建築物に附属建築物等を伴う場合は、これを含めて全体を同一敷地の１戸と

してカウントする。 
    ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
３ 計画基準 

    建築物及び敷地の規模が過大でないこと。 

 
４ 個別基準 

    ア 日常生活に必要な物品の販売又はサービスの提供を行う店舗 

   ①  敷地面積は５００㎡以下であること。ただし、やむを得ない場合で申請地が幅員６ｍ 
          以上の道路に接している場合には１,０００㎡以下であること。 

② 店舗部分※の延べ床面積は１５０㎡以下であること。 

③ 申請者自らが営業を営むものであること。 

※店舗面積の算定の考え方については、大規模小売店舗立地法第２条及びその運用解釈に

よる。 

    イ 自動車修理工場 

① 申請地は幅員６ｍ以上の道路に接していること。 

② 敷地面積は１,０００㎡以下であること。 

      ③ 作業場の延べ床面積は１５０㎡以下であること。 

      ④ 申請者自らが営業を営むものであること。 

      ⑤ 自動車等の展示場や販売所を伴うものでないこと。 

      ⑥ 工場の規模は小型自動車分解整備事業の規模以内であること。 

      ⑦ 騒音防止策、汚水排水対策が講じられていること。 

ウ 農機具修理工場 

     ① 申請地は幅員６ｍ以上の道路に接していること。 

     ② 敷地面積は１,０００㎡以下であること。 

     ③ 作業場の延べ床面積は１５０㎡以下であること。 

     ④ 申請者自らが営業を営むものであること。 

     ⑤ 農機具等の展示場を伴うものでないこと。 

     ⑥ 騒音防止策、汚水排水対策が講じられていること。 

    エ ガソリンスタンド 

① 申請地は幅員６ｍ以上の道路に接していること。 

② 敷地面積 は１,０００㎡以下であること。 
③ 延べ床面積は１５０㎡以下であること。 
④ 申請者自らが営業を営むものであること。 
⑤ 自動車等の展示場や販売所を伴うものでないこと。 
⑥ 騒音防 止策、汚水排水対策が講じられていること。 
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別紙（対象となる業種及び店舗等一覧）      

                                       （日本標準産業分類 平成25年10月改訂版をもとに作成） 

大分類 中分類 小分類 主な具体例 

Ｉ 卸売業，小売業  

 56各種商品小売業 569 その他の各種商品小売業 ミニスーパー、よろず屋………従業者が常時 50人未満。 

57織物・衣服・身の回

り品小売業 

571 呉服・服地・寝具小売業 呉服店、反物、帯・服地・小ぎれ屋、ふとん・毛布店 

572 男子服小売業 洋服店、注文服店、学生服店、作業服店 

573 婦人・子供服小売業 婦人服・子供服仕立業、婦人服小売業、洋裁店等 

574 靴・履物小売業 靴店、地下足袋屋、履物小売業等 

579 その他の織物・衣服・身の

回り品小売業 

かばん店、化粧道具店、帽子屋、靴下屋、傘屋等 

58飲食料品小売業 581 各種食料品小売業 各種食料品、食料雑貨店 

582 野菜・果実小売業 八百屋、果物屋 

583 食肉小売業 肉屋 

584 鮮魚小売業 魚屋 

585 酒小売業 酒屋 

586 菓子・パン小売業 洋菓子店、和菓子店、ｱｲｽｸﾘｰﾑ屋、焼きいも屋、パン屋等 

589 その他の飲食料品小売業 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ、惣菜屋、ピザ屋、持ち帰り弁当屋（他から仕入

れたもの又は作り置きのもの）、ﾊﾝﾊﾞｰｶﾞｰ店、豆腐屋、乾物

屋、米麦・雑穀・豆類小売業 

59機械器具小売業 592 自転車小売業 自転車・リヤカー・自転車部品・中古自転車小売業 

593 機械器具小売業 電気機械器具小売業、ガス器具・家庭ミシン小売業 

60その他の小売業 602 じゅう器小売業 金物、刃物、荒物、竹細工、陶磁器・ガラス器小売業 

603 医薬品・化粧品小売業 薬・漢方薬・生薬・医薬品配置小売業、化粧品・香水・整髪料

小売業、調剤薬局（ただし、保険調剤薬局は、除く。） 

604 農耕用品小売業 農業用機械器具、種苗・苗木・種子、肥料、飼料、農薬小売業 

605 燃料小売業 ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ、給油所、液化石油ｶﾞｽｽﾀﾝﾄﾞ、ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ・灯油小

売業 

606 書籍・文房具小売業 書店、古本屋、新聞販売店、ﾉｰﾄ・鉛筆・筆・絵画用品等小売

業等 

609 他に分類されない小売業 たばこ・喫煙具専門小売業 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業  

 74技術サービス業 746 写真業 写真撮影業、写真館 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業  

 76飲食店 761 食堂・レストラン 食堂、定食屋、ファミリーレストラン 

762 専門料理店 日本料理店、料亭、中華料理店、西洋料理店、ラーメン店、焼

肉店等 

763 そば・うどん店 そば・うどん店 

764 すし店 すし店 

767 喫茶店 喫茶店 

769 その他の飲食店 たこ焼き、たい焼き、お好み焼き、焼きそば、ハンバーガー店等 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業  

 78洗濯・理容・美容・

浴場業 

781 洗濯業 洗濯業、クリーニング業、ランドリー業、コインランドリー 

782 理容業 理髪店、床屋、理容所 

783 美容業 美容室、美容院、ビューティーサロン 

Ｏ 教育，学習支援業  

 82その他の教育学習

支援業 

823 学習塾 学習塾、進学塾 

824 教養・技能教授業 華道、茶道、囲碁、外国語会話、書道、そろばん塾等 

Ｐ 医療，福祉  

 83医療業 835 療術業 あん摩マッサージ業、はり業、きゅう業、柔道整復業等 

Ｑ 複合サービス業  

 86郵便局 862 郵便局受託業 簡易郵便局 

87協同組合 871 農林水産業協同組合 農業協同組合、漁業協同組合、森林組合等 

Ｒ サービス業（他に分類されないもの）  

 89自動車整備業 891 自動車整備業 自動車整備、自動車修理業等 

90機械等修理業 901 機械修理業（電気機械器

具を除く） 

機械修理、ミシン修理。光学機械修理、農業用トラクタ修理業

等 

902 電気機械器具修理業 ラジオ・テレビ修理、電気冷蔵庫修理業等 
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４ 鉱物資源、観光資源その他の資源の有効な利用上の建築物（第２号）        

 (1) 鉱物資源の有効な利用上必要な建築物  

   日本標準産業分類Ｃ－鉱業に属する事業及び当該市街化調整区域において産出する原
料を使用するセメント製造業、生コンクリート製造業、粘土かわら製造業、砕石製造業等
に属する建築物が該当します。ただし、鉄鋼業、非鉄金属製造業、コークス製造業、石油
精製業等は該当しません。                             

 (2) 観光資源の有効な利用上必要な建築物                     

   観光資源の鑑賞のための展望台その他の利用上必要な施設、観光価値を維持するため必
要な施設、宿泊又は休憩施設で、客観的に判断して必要と認められるものが該当します。 

 (3) その他の資源                                

   水が含まれるので、取水、導水、利水又は浄化のため必要な施設が該当します。   
   なお、水を原料（取水時の水以外のものに加工する場合の原料）、冷却用水等として利
  用する工場等は原則として該当しませんが、当該地域で取水する水を当該地域で原料、冷
  却水等として使用しなければならない特別な必要があると認められるものは該当する可
  能性があります。                    

   また、温泉は含まれません。 
 (4) 立地の条件 

申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。      
                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 農林水産物の処理等の施設（第４号）                      

  市街化調整区域においては、農業等の第一次産業が継続して営まれることになるため、 
これらの用に供する次に掲げる建築物は許可の対象となります。 

 

 （1）法第２９条第２号の政令で定める建築物以外の農林漁業の用に供する建築物    
    法第２９条第２号で制限対象外とされている、令第２０条第１号から第４号に掲げる 
   施設以外の農林漁業用施設で建築面積が９０平方メートルを超えるものが該当します。 
 （2）市街化調整区域内※で生産された農産物等の処理、貯蔵又は加工に必要な建築物若しく

は第一種特定工作物                             

    当該市街化調整区域における生産物を対象とする次の業務（日本標準産業分類による）
 の用に供するための開発行為が該当します。 

    畜産食料品製造業、水産食料品製造業、野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業、
動植物油脂製造業、精穀・製粉業、砂糖製造業、配合飼料製造業、製茶業、でん粉製造
業、一般製材業、倉庫業(農林水産物の貯蔵用)            

  

 

 

 

 

 

 

ア 上記(1)に該当する鉱物資源の有効な利用上必要な建築物 

当該市街化調整区域内で産出した原料を使用すること（全材料の６０％以上を使用するこ 
と。）。 

申請者が自ら経営すること。 

騒音防止策、汚水排水対策が講じられていること。 

管理棟は事務所、休憩所、倉庫等必要最小限のものであること。 

イ 上記(2)に該当する観光資源の有効な利用上必要な建築物 

 ① 申請者が自ら経営すること。 

 ② 申請建築物が県又は市町村の観光開発計画に適合するものであること。 

 ③ 申請建築物が周辺の自然環境と調和するものであること。 

④ 市街化区域からの距離が相当あり、市街化調整区域でなければ観光資源の有効な利用がで
きないこと。 

 

熊本県運用基準 



 - 88 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※開発区域の属する市町村を含む熊本都市計画区域の市街化調整区域全体 

 

６ 農林業等活性化のための施設（第５号）                   

  特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５
年法律第７２号）第９条第１項の規定による公告された所有権移転等促進計画に定める利用
目的に従って行う建築物の建築の用に供する開発行為が該当します。    

  

７ 中小企業振興のための施設（第６号）                      

  県が中小企業の振興をはかる目的で国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体と
なって助成を行う場合 における中小企業の共同化又は集団化を行うための開発行為が該
当します。 

  この開発行為は、国や県等により開発予定地について都市計画上の配慮がなされているも
のですが、原則としては市街化区域において行うべきものですので、市街化調整区域におい
てはやむを得ない場合にあって例外的に容認するものです。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

８ 既存工場と密接な関連を有する事業場（第７号）                 

  市街化調整区域内に適法に建築されている工場について、既存の工場施設における事業と
密接な関連を有する事業の用に供する事業場で、これらの事業活動の効率化を図るために市
街化調整区域内において建築することが必要な建築物等を建築するための開発行為が該当
します。ここでいう「事業場」には、営業所等の営業目的の施設や販売施設は含まれません。
                                

 (1) 密接な関連                                 

   事業場相互の人的関係あるいは資本的関係により判断されるのではなく、具体的な事業
活動に着目して、生産、組立て、出荷等の各工程に関して不可分一体の関係にある場合を
いいます。                              

 (2) 事業活動の効率化                              

   作業工程や輸送等の効率化、公害防除、環境整備等の質的改善が考えられます。また、
質的改善に伴って量的拡大を行う場合を含みます。              

  
 
 
 
 
 
 

 

１ 農林水産物の処理・加工施設（上記業務に該当するもの）については、原材料の６０％
以上が当該市街化調整区域における農林水産物であり、当該生産地において処理又は加
工する必要性があること。 
農林水産物の貯蔵施設については、貯蔵する農林水産物の６０％以上が当該市街化

調整区域における農林水産物であり、当該生産物において貯蔵する必要があること。 

２ 騒音防止策、汚水排水対策が講じられていること。 

３ 申請者が自ら経営すること。 

４ 住宅を併用しないこと。 

熊本県運用基準 

 

１ 中小企業高度化資金を利用するものであること。 

２ 開発区域は中小企業高度化資金融資に係る事業実施計画として認められた範囲内であ
ること。 

３ 予定建築物は組合定款に含まれる事業の用に供するものであること。 

４ 騒音防止策、汚水排水対策が講じられていること。 
５ 申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

熊本県運用基準 
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９ 火薬庫（第８号、政令第２９条の６） 

  火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条第１項に定める火薬類の貯蔵の用に供
する火薬庫の建築を目的とした開発行為が該当します。 

  ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 
 

10 災害レッドゾーンからの移転 （第８号の２、政令第２９条の７）  
  市街化調整区域の災害レッドゾーン（災害危険区域、地滑り防止区域、土砂災害特別警戒
区域、急傾斜地崩壊危険区域）内にある住宅や施設を、同一の市街化調整区域の災害レッド
ゾーン外に移転する目的で行う開発行為が該当します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 既存の工場は、市街化調整区域が決定された日以前から操業している工場又は開発許可
を受けて操業している工場であること。 

２ 申請地は既存工場の敷地に隣接していること。ただし、隣接地への拡張が不可能な場合
等やむを得ない場合は、近接していること。 

３ 相互の材料、部品等の６０％以上について関連を有すること。また、作業工程上不可分
一体の関係にあること。 

４ 質的改善（製品価値の向上、作業工程や輸送等の効率化、公害防除、環境整備）が図ら

れるものであること。 

５ 騒音防止策、汚水排水対策が講じられていること。 
６ 申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

 

熊本県運用基準 

 
１ 従前の建築物又は第一種特定工作物（以下「建築物等」という。）の敷地の全部又は一部
が、次の①から⑤のいずれかの区域内にあること。 

※敷地の一部が、次の①から⑤のいずれかの区域内にある場合は、当該敷地のうち次の①か
ら⑤のいずれの区域にも含まれない土地に、３及び４に適合する建築物等の建築等が困難
であること。 

① 災害危険区域 

② 地滑り防止区域 

③ 土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地崩壊危険区域 

⑤ 浸水被害防止区域※ 

    ※熊本県内に浸水被害防止区域の指定はありません。 

 

２ 従前の建築物等は、申請者が所有又は使用していること。 

３ 移転後の建築物等の用途が従前の建築物等と同一であり、かつ、申請者が自ら居住、又
は経営すること。 

４ 移転後の建築物等の規模、構造、設備、敷地等が従前の建築物等と比較して著しく過大
でないこと。 

  ※規模及び敷地については、従前の建築物等の１．５倍以内であること。 

５ 従前の建築物等は、移転後の建築物等の完成後１年以内に除却すること。 

  ※申請者は、従前の建築物等の除却及び移転後の建築物等の建築・建設に係る移転計画
書を提出すること。 

※許可の際、従前の建築物等の除却を条件として付すこととする。 

６ 申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

７ 申請地が農地又は採草牧草地の場合は、農地法による転用許可を受けることができる土
地であること。 

８ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 

熊本県運用基準 
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11 道路の円滑な交通を確保するための施設及び火薬類製造所 

                        （第９号、政令第２９条の８）  
 (1) 道路の円滑な交通を確保するための施設                    

   適切な位置に設けられる以下の施設が該当します。               

  ア 道路管理施設（道路の維持、修繕、その他の管理を行うために道路管理者が設置する 
施設）                                 

  イ 自動車の運転者のための休憩所（ドライブイン）              

  ウ 給油所（ガソリンスタンド）                       

 

 
１ 施設の内容 

 (1) 休憩所（ドライブイン） 

    飲食物を提供して休憩させる施設（飲食店）もしくは運転者の利便に供するため、店内
で消費可能な飲食物を販売する施設を備えた施設（物販所併用飲食店）のことをいう。た
だし、モーテル等の宿泊施設及び個室喫茶は除く。 

 (2) 給油所（ガソリンスタンド） 

    ガソリンスタンド及び自動車用液化石油ガススタンドをいう。 

２ 対象道路 

    以下の道路のいずれかに面していること。 

① 国道又は主要地方道 

 ② 四車線以上の一般県道又は市町村道（四車線区間に限る。）。 

  ③ 一般県道又は市町村道で、自動車類交通量（平日）が１万台／日（２４時間）以上である 
道路。なお、自動車類交通量の資料は、道路交通情勢調査等の公的機関の作成したもので 
あること。 

 ＊ 留意事項 

ⅰ 上記①及び②については、道路法第１８条第１項に基づき区域決定を行い、現に建設中である道

路であって、１年以内に供用開始予定である路線も該当する。ただし、次の点に留意すること。 

・ 都市計画法第３７条に基づき完了公告前建築の承認を行う場合には、前面道路の供用開始

前に営業が行われることのないように、建築物の完成時期と前面道路の供用開始時期に

ついて、道路管理者と十分協議のうえ、承認の時期と乖離が生じないようにする。 

・ 承認に当たっては、前面道路の供用開始前の営業を禁止する旨の条件を付することとし、

都市計画法第３６条に基づく検査済証の交付は道路の供用開始後に行うものとする。 

ⅱ 申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 

３ 規模等 

(1)敷地 

① 敷地面積は建築物の規模に応じた適切な規模であること。 

② 当該敷地がその機能を十分発揮できるような地形で、対象道路に接する部分の延
長が敷地の外周の６分の１以上であること。また、通過車輌の通行上支障がない位
置に出入り口が設けられていること（対象道路を管理している道路管理者の同意が
必要）。 

③ 施設の配置計画が、その利用上車輌及び歩行者の通行に支障がないよう、交通安
全対策を講じたものであること。 

④ 休憩所については、収容人員に対して２～３人に１台の割合で算出した台数以上
（物販所併設飲食店については、かつ９台以上）の小型四輪車及び１台以上の大型
自動車が駐車できる規模の駐車場が敷地内に有効に配置されていること。なお、収
容人員の算出については、日本建築学会の「建築設計資料集成」などを参考とし、
算出根拠を明確にすること。また、駐車ますの標準的な寸法は、小型四輪車が5.00m
×2.50m、大型自動車が13.00m×3.25mとする。 

(2) 建築物 

① 休憩所については、店内に厨房、客席及びトイレを有する構造であること。 
なお、トイレについては男女別とし、それぞれ独立した２つ以上の便房及び洗面 

台が設置されていること。 
 

熊本県運用基準 
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② 給油所については、トイレを有する構造であること。 
③ 管理施設（事務室・休憩室・更衣室・備蓄庫等、管理運営を行ううえで通常付属 

的に必要な施設をいい、居住施設は含まない。）を併設する場合は最小限度とする。 

④ 休憩所における客席部分は屋外から見える位置に配置されていること。 
⑤ 予定建築物の規模は、建ぺい率４０％以内、容積率８０％以内、建築物の高さ１ 
０ｍ以下及び外壁後退距離１ｍ以上のものであること。 

⑥ 利用者の用に供する部分（出入り口、客席及びトイレ等）については、高齢者及 
び身体障害者等が円滑に利用できるよう配慮すること。 

⑦ 汚水排水については、公共下水道又は合併浄化槽によること（他法令等により規 
制されている場合はそれに従うこと。）。 

⑧ 物販所併用飲食店については、物販に供する部分の延べ床面積が総延べ床面積か 
ら共用部分（トイレ、更衣室、休憩室、風除室及び備蓄庫等）を除いた部分の面積 
の２分の１未満で、かつ１００平方メートル以下であること。 

    なお、以下の事項に留意すること。 

   ⅰ 店内で消費可能な飲食物を販売するものに限る。 

   ⅱ 休憩部分（厨房及び客席）と物販部分を腰壁（固定された高さが８０ｃｍ以上
のもの）により明確に区分すること。 

ⅲ 酒類の販売は行わないこと。 
４ その他 

① 申請に係る施設の経営は申請者自らが行うものであること。 

② 利用者のための休憩所及びトイレが配置されている旨の看板等が屋外のわかりやす
い場所に設置されていること。 

 

 

 (2) 火薬類の製造施設 

   設置に当たっては、火薬類取締法第３条の規定により経済産業大臣の許可を得る必要が
あります。 

  

12 地区計画又は集落地区計画内の開発行為（第１０号）              

  都市計画法に基づく地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域に限ります。）
内において当該地区計画に定められた内容に適合する建築物の建築の用に供する開発行為、
又は集落地域整備法（昭和６２年法律第６３号）に基づく集落地区計画の区域（集落地区整
備計画が定められている区域に限ります。）内において当該集落地区計画に定められた内容
に適合する建築物の建築の用に供する開発行為が該当します。   

  なお、本号では「適合する」と規定されていますので、計画の内容に正確に一致している
場合に限られます。                             

  

13 建築物が連たんしている地域内の開発行為（第１１号） 

  市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると 
認められる地域であって、おおむね５０以上の建築物が連たんしている地域のうち、政令で定め
る基準に従い、県の条例（熊本県都市計画法に基づく開発行為の許可の基準に関する条例）で指
定する土地の区域内における開発行為で、予定建築物の用途が条例で定める用途に該当しないも
のが対象となります。 

  本県では、次の市町において区域を指定しており、この区域内においては住宅、日用品を販売
する店舗及び両者を兼ね合わせる店舗併用住宅の建築が開発許可の対象となります。 

      ・合志市（平成２０年６月１６日指定） 
・菊陽町（平成２０年４月２２日指定） 
・嘉島町（平成２０年１０月２日指定） 
・益城町（平成２０年４月２２日指定） 

ただし、区域内にあっても、土砂災害警戒区域等の区域指定がなされている場合は、許可でき
ません。 

  また、指定する区域内の都市計画法施行令第２９の９第６号に規定する土地の区域（以下「災
害リスクの高いエリア」という。）における一定の開発行為については、安全上及び避難上の対
策を実施することを条件に許可を行います。 
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なお、県の条例で指定する土地の区域を示す図面は、土木部建築課、県北広域本部土木部景観 
建築課（合志市及び菊陽町における区域のみ）及び県央広域本部土木部景観建築課（嘉島町及び
益城町における区域のみ）並びに各市町役場（各市町における区域のみ）において閲覧できます。 

  「日用品を販売する店舗」について、その対象となる店舗は下表に例示するとおりですが、 
事例ごとに具体的に検討します。 

 

 
１ 建築物の用途について  
ア 条例第５条第１項第１号の住宅 

(1) 対象となる施設 

      建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（い）項第１号の住宅 
※戸建て住宅（２戸建ての長屋住宅を含む。） 
※ただし賃貸を目的としたものは除く 

(2) 立地基準 
      条例に基づく指定区域内であること。 

ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。        
(3) 計画基準 

      建築物及び敷地の規模が過大でないこと。 

(4) 個別基準 
① 一区画の敷地面積は、２００㎡以上で５００㎡以下であること。ただし、この敷地面積 
の判断については、建築基準法第42条2項道路等における道路後退部分は含めなくてもよい 
ものとする。 

② 分譲を目的として複数の区画の開発行為を行う場合にあっては、その申請に係る敷地 

面積は5,000㎡未満であること。ただし、市町との協議の結果、地区施設（道路・公園 

等）の配置及び規模が、市町の地区計画策定基準等と照らして支障がなく、周辺の住 

環境の改善に資すると判断された場合はこの限りではない。 

③ 予定建築物は、建築物の高さが地上１０ｍ以下のものであって、地下を除く階数が２以 
下のものであること。 

④ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることができる土 

地であること。 

⑤ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 

イ 条例第５条第１項第２号の店舗 

 (1) 対象となる施設 

      建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条の５の２第１号に掲げるもの
のうち、日用品の販売を主たる目的とする店舗（別紙参照） 
ただし、他の用途の建築物の一部でこれらの店舗を営むものは該当しない。 

 (2) 立地基準 

      条例に基づく指定区域内であること。 
    ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 
  (3) 計画基準 

      建築物及び敷地の規模が過大でないこと。 

(4) 個別基準 
① 申請に係る敷地面積は２５００㎡以内で、かつ、必要最小限であること。 
② 店舗面積※は、５００㎡以内であること。 
③ 予定建築物の延べ床面積は、店舗面積の１．５倍以内であること。 
④ 予定建築物は、地上１０ｍ以下のものであって、地下を除く階数が２以下のも 
のであること。 

⑤ 申請に係る敷地面積が５００㎡を超える場合は、幅員６ｍ以上の道路に接して 
いること。 

⑥ 申請に係る店舗の経営は、申請人自らが行うものであること。 

⑦ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 

⑧ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 

熊本県運用基準 
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ウ 条例第５条第１項第３号の店舗併用住宅 

(1)対象となる施設 
前２号を併せ兼ねる建築物 

(2) 立地基準 

     条例に基づく指定区域内であること。 

   ただし、申請地は、特定２路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。 
(3) 計画基準 

     建築物及び敷地の規模が過大でないこと。 

(4) 個別基準 
① 申請に係る敷地面積は、２５００㎡以内で、かつ、必要最小限であること。 

② 店舗面積※は、５００㎡以内であること。 

③ 住宅部分の延べ床面積は、２００㎡以内であること。 
④ 住宅部分を除く建築物の延べ床面積は、店舗面積の１．５倍以内であること。 
⑤ 店舗部分と住居部分が建築物内部で往来できるものであること。 
⑥ 予定建築物は、地上１０ｍ以下のものであって、地下を除く階数が２以下のも 
のであること。 

⑦ 申請に係る敷地面積が５００㎡を超える場合は、幅員６ｍ以上の道路に接して 
いること。 

⑧ 申請に係る店舗の経営は、申請人自らが行うものであること。 

⑨ 申請人は、他に持ち家を持たないこと。 

⑩ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 

⑪ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
   ※店舗面積の算定の考え方については、大規模小売店舗立地法第２条及びその運用解釈によ 

る。 

２ 災害リスクの高いエリアにおける開発許可等について 

(1) 災害リスクの高いエリア 
  想定最大規模降雨に基づく想定浸水深が３ｍ以上の区域とする。 

(2) (1)の区域において開発行為を許容する場合（①又は②のいずれか） 
① 避難場所への確実な避難が可能な区域で行う開発行為 

市町の地域防災計画に定められた避難場所への確実な避難が可能な土地の区域とし 

て、市町が指定する区域内で行う開発行為とする。 

② 安全上及び避難上の対策の実施を許可の条件として付す場合 

安全上及び避難上の対策は、次のいずれかの事項とし、対策の実施を許可の条件と 

して付すこととする。 

   ・  居室の高床化 

   ・  敷地の地盤の嵩上げ 

   ・  居室の高床化に準じた対策（居室と同等の居住性※を有し、かつ直接外部への
避難が可能な空間を確保） 

※建築基準法の定義による居室には該当しない小屋裏収納等であっても、悪天候時に風雨に
晒されずに避難が可能で、かつ緊急脱出用の避難口を設けたものについては、安全上及び避難
上の対策として取り扱うこととしたもの。緊急時の使用を考慮した建築計画とすることが望ま
しい 

（安全上及び避難上の対策の例） 
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(3)  許可の条件を付す開発許可等について 
    開発許可（都市計画法第２９条第１項）及び建築許可（同法第４３条第１項）とする。 
(4) 許可の条件等と法第３４条各号（立地基準）との関係 

※１ 対象の建築物は、住宅に限ることとし、安全上及び避難上の対策は許可の条件ではなく
行政指導として求める。 

※２ 対象の建築物は、住宅に限ることとし、安全上及び避難上の対策は許可の条件として求
める。 

（参考） 
 市街化区域、市街化調整区域のうち法第３４条第１１号条例で指定する区域以外の区域、非
線引き都市計画区域、準都市計画区域及び都市計画区域外においては、対策の実施を許可条件
として付さない。 
(5)  適合の判断 
① 申請者は、国土交通省が運営する「地点別浸水シミュレーション検索システム」（以下 
「浸水ナビ」という。）を利用して、建築物を建築する場所の想定浸水深を確認する。 
② 想定浸水深が３メートル以上の場合は、浸水ナビに表示されるデータや測量結果を踏ま 
えてア～オの項目を記載した建築物の図面を添付して申請する。 

    ア 現況地盤面の高さ及び水位を標高で表記 
    イ 計画地盤面の高さを標高で表記 
    ウ 最上階の居室（又は居室同等の区間）の床面の高さを標高で表記 
    エ 測量の際に使用した基準点 
    オ 測量した期日 
③ 想定浸水深が３メートル未満の場合は、それを証明する資料として浸水ナビのデータを 
添付する（安全上及び避難上の対策の実施は不要 

④ 分譲地である場合等、許可申請時に建築物の図面が添付されていない場合は、土地 
利用計画図に予定建築物は安全上及び避難上の対策を実施することが明記されている 
ことを確認する。 

⑤ 上記のいずれの場合においても、開発許可等の条件として、安全上及び避難上の対 
策を実施することを明記する。 
法による転用許可を受けることができる土地であること。 

⑥ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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※ 平成１９年度に農地転用許可制度の内容を踏まえて集落内開発条例制度を制定し、平成２０ 

年度に対象区域を指定しておりますが、平成２１年度の改正農地法によって農地転用許可制度
が厳格化され、既存の集落と間隔を置かずに接する農地でなければ転用が認められないような
規制強化が図られております。 

このため、たとえ集落内開発条例制度の指定区域内であっても、条例施行及び区域指定後の
関係法令の規制強化により農地転用が認められない場合があります。ご注意ください。 

なお、詳細については、嘉島町、益城町の場合は県央広域本部農林部農業普及振興課、合志
市、菊陽町の場合は県北広域本部農林部農業普及振興課、及び各市町の農業委員会にお尋ねい
ただきますようお願いします。 
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「日用品の販売を主たる目的とする店舗」について     
○開発許可の対象として想定される店舗の分類、具体例は次のとおり。  
   

 （日本標準産業分類 平成25年10月改訂版をもとに作成） 

大分類 中分類 小分類 主な具体例 

 

 

 

 

 

 

 

Ｉ  卸 売
業，小売業 

56 各種商品小売業 569 その他の各種商品小売業 ミニスーパー、よろず屋 

（従業員が常時 50 人未

満。） 

58 飲食料品小売業 581 各種食料品小売業 各種食料品、食料雑貨店 

582 野菜・果実小売業 八百屋、果物屋 

583 食肉小売業 肉屋 

584 鮮魚小売業 魚屋 

586 菓子・パン小売業（製造小

売であるものを除く。） 

洋菓子店、和菓子店、ｱｲ

ｽｸﾘｰﾑ屋、焼き芋屋、パ

ン屋等 

589 その他の飲食料品小売業 

（精米等の作業場を伴うも

のを除く。） 

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ、惣菜店、

ピザ屋、持ち帰り弁当屋

(他から仕入れたもの又

は作り置きのもの)、ﾊﾝﾊﾞ

ｰｶﾞｰ店、豆腐屋、乾物屋、

米麦・雑穀・豆類小売業 

60 その他の小売業 602 じゅう器小売業 金物、刃物、荒物、竹細

工、陶磁器・ガラス器小

売業 

603 医薬品・化粧品小売業 薬・漢方薬・生薬・医薬

品配置小売業、化粧品・

香水・整髪料小売業、調

剤薬局（ただし、保険調

剤薬局は除く。） 

 

 

 

 

 

定 義 

日用品・・・生活していくために必要な物。 

      生活雑貨のことを指し、食料品や衣料品を含めない場合が多い。 

  例・・・衛生用品、洗剤、家庭用日用品、トイレタリー用品、家庭用化学製品、 

      その他雑品（乾電池、フィルム、ライター、線香等） 

 

 本条例では、「日用品」とは生活雑貨のほか「飲食料品」を含み、「衣料品」は含ま
ないものとする。ただし、酒類については、嗜好品としての性格が強いため「飲食料
品」から除く。 

 

 

 

 

 

 

留意点 

・主たる商品と併せて、従たる商品を販売することは可。 

（日用品に併せて「衣料品」、「酒類」を販売することも可。） 

・上記に記載している業種以外のものであっても、上記「日用品」に含まれると解さ
れるものであれば、開発許可の対象とすることもありうる。ただし、次に掲げるも
のについては、原則、許可しない。 

 

（許可対象としないもの） 

58 飲食料品小売業のうち、酒小売業、製造小売であるパン屋、菓子屋、豆腐屋、米
屋等 

6051 ガソリンスタンド 607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 

608 写真機・時計・眼鏡小売業 6094 建築材料小売業 6095 ジュエリー小売業 

6096 ペット・ペット用品小売業  6097 骨とう品小売業  6098 中古品小売業
（骨とう品を除く。） 
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○ 建築物が連たんしている地域内（法第３４条第１１号に基づく指定区域内）における開発行

為に関する提出書類一覧（条例第５条第１項第１号の住宅） 

№ 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入 

（道路後退部分の明示） 

一区画の面積は、２００㎡以上５００㎡以下であること 

予定建築物の高さ１０ｍ以下、階数２以下 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

2 設計説明書又は設

計概要書 

道路・造成・排水・給水計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

3 字図 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

4 登記簿謄本 農地法による転用許可を受けることが可能な土地   

5 集落内確認書 当該市町村において集落内であるかどうか確認した旨の確認書

を添付 

  

6 公共施設管理者開

発行為同意書 

※必要に応じて公共施設の新旧対照表を添付   

7 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

8 その他 適宜必要な書類   

9 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

(例)道 －茶色 

  里道－黄色 

  水路－青色 

 切土－赤色 

  盛土－緑色 

①位置図・・・・１：２，５００ 申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

（※想定浸水深が３ｍ以上の場合は、現況地盤面の高さ及び水位

を標高で表記すること。また、測量の際に使用した基準点及び

測量した期日を表記すること。なお、申請の時点で⑩の書類の

添付が困難な場合は、土地利用計画図に安全上及び避難上の対

策を実施する旨を明記すること。） 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

     ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図 

・・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高さ記入 

（※想定浸水深が３ｍ以上の場合は、計画地盤面の高さ及び最上

階の居室（又は居室同等の空間）の床面の高さを断面図に標高
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で表記し、想定浸水深を表記すること。また、測量の際に使用

した基準点及び測量した期日を表記すること。） 

⑪国土交通省が運営する「地点別浸水シミュレーション検索シス

テム」で、該当地点の最大浸水深となるシミュレーションの写

し。 

（建築物を建築する場所の想定浸水深を確認するため。） 

※想定浸水深が３ｍ未満の場合も、それを証明する資料として添

付すること。 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと。 

10 写真 周辺が分かりやすいように各方向から写したもの 

（申請地は朱線で囲む） 

  

11 その他（委任状） ※ 申請者の代理で申請書等を提出される場合必要になります。   

 
14 既存権利者の開発行為（第１３号、政令第３０条、規則第２８条）        

  自己の居住又は自己の業務の用に供する建築物を建築し、若しくは自己の業務の用に供す
る第一種特定工作物を建設する目的で、市街化調整区域に関する都市計画が決定される以前、
又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張される以前から、土地（ただし、特定２
路線（詳細は、８０ページを参照）の沿線ではないこと。）を所有するか（所有者）又は土
地の利用に関する所有権以外の権利を有していた者で、市街化調整区域に指定又は変更され
た日から６ヶ月以内に上記の旨届け出た者が、市街化調整区域に指定又は変更された日から
５年以内に行う開発行為について許可の対象としたものです。        

  本号の届出をした者の地位は一般承継人（相続人、合併後存続する法人、合併により設立
した法人）に限り承継することができます。また、開発行為が完了した後であっても一般承
継人以外の者が建築することはできません。                

 (1) 目的 

   土地に関する権利を有している目的が自己の居住又は自己の業務の用に供するものに
限られます。                                

   自己の居住又は自己の業務の用については、法第３３条第１項本文の定義と同じですの
で、宅地分譲や建売分譲、貸家、貸店舗、貸事務所、貸工場等は該当しません。 

 (2) 権利 

   所有権の他、借地権が含まれますが、ともにその権利を市街化調整区域に指定又は変更
される前に取得している必要があります。また、権利の取得については、登記簿（仮登記
は認められません。）や確実に取得したことが確認できる契約書（口頭による契約、仮契
約、予約は認められません。）によって、その事実と時期を確認します。 

   なお、開発行為を行うために農地法による許可を受ける必要がある場合には、その土地
が市街化調整区域に指定又は変更される以前に許可を受けていなければなりません。 

 (3) 届出                                    

   その土地が市街化調整区域に指定又は変更された日から６ヶ月以内に以下の事項を知
事に届け出なければなりません。                       

   ア 届出者の住所氏名 

   イ 土地の所在、地番、地目及び面積                     

   ウ 権利の種類と内容及び権利を有していた目的                

   エ 自己の業務の用に供する目的である場合は、届出者の職業（法人はその業務の内容） 
 (4) 工事期間 

   その土地が市街化調整区域に指定又は変更された日から５年以内に開発行為を完了 
   （検査済証の交付）しなければなりません。 
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15 その他やむを得ない開発行為（第１４号） 

  法第３４条第１号から第１３号までに該当しない開発行為について、周辺の市街化を促進
するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内で行うことが困難又は著しく不適当なも
のについては、個別的にその目的、規模、位置等を検討し、開発審査会の議を経て許可する
ことができます。                         

  通常、本号の対象となる開発行為は次のとおりです。なお、それぞれの要件等については、
「熊本県開発審査会付議事項取扱方針」を参照してください。             

 (1)  既存権利届出地に係る収用対象事業による代替地の措置            

 (2)  既存権利届出が未届けの場合の措置                     

 (3)  本家から３親等内の親族への分家住宅                   

 (4)  既存建築物の建替え等                          
(5)  既存集落内の自己用住宅                          

 (6)  店舗付併用住宅                              

 (7)  市街化調整区域又は市街化区域に存する建築物の収用対象事業による移転   

 (8)  災害危険区域等に存する建築物等の移転                   

 (9)  都市計画法第２９条第１項第３号に規定する施設に準ずる建築物         

 (10) 公営住宅                                 

 (11) 打席が建築物であるゴルフ練習場                      

 (13) 指定既存集落内の分家住宅                         

 (14) 指定既存集落内の自己用住宅                        

 (15) 指定既存集落内の小規模な工場等                      

 (16) 適法に建築された後相当期間適正に利用された建築物のやむを得ない事情による用途 
変更及びこれに係る建替等         

 (17) 既存の土地利用を適正に行うための最低限必要な管理施設の設置        

 (18) 保険調剤薬局の建築を目的とした開発行為                  

 (20) 有料老人ホーム                              

 (21) 介護老人保健施設                             

 (22) 農産物販売所                               

  (23) 社会福祉施設（法第３４条第１号に該当するものを除く。） 

  (24) 医療施設（法第３４条第１号に該当するものを除く。） 

  (25) 学校（法第３４条第１号に該当するものを除く。） 

 (26) 改正法施行日までに造成を完了した工業団地に立地する工場等に対する建築許可の 
特例措置 

  (28) 六次産業化法第５条第８項に規定する同意基準（都市計画法による特例措置のための 
同意基準） 

(29) 事業所の社宅及び寄宿舎 
(30) 建設資材廃棄物等の再資源化施設 
(31) 使用済自動車又は解体自動車を解体するための施設  
(32) 火葬場を含むペット霊園 
(33) 特定流通業務施設 
(34) 市町が所有する建築物の貸し付けに係る用途変更 
(35) 地域経済牽引事業の用に供する施設 

 (36) 古民家維持のための用途変更 
(37) 地方創生に資する既存建築物（空き家）の用途変更 

 
※ ５ヘクタール以上の大規模な開発行為の取扱い 

  平成１８年の都市計画法の改正に伴い、市街化調整区域における大規模開発行為に関する規定
が削除されましたが、法第３４条各号に該当する５ヘクタール以上の大規模な開発行為が行われ
る余地が残されています。したがって、改正法施行後において、市街化調整区域内において５ヘ
クタール以上の開発行為を行おうとする場合は、引き続き以下の取扱方針に基づき許可の審査を
行います。 

  ただし、都市計画審議会で決定された地区計画において定められた事項については、当該地区
計画の内容に従います。 
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市街化調整区域内における５ヘクタール以上の開発行為は、都市計画法に定めるもののほ

かに次の各号に該当しなければ、開発許可をしないものとする。 

第１ 立地基準 

１ 市街化区域内における市街化の動向からみて、当該開発区域の位置及び予定建築物の用
途が合理的な土地利用を図るうえで支障とならないこと。 

２ 当該開発区域は次に掲げる区域を含まないこと。ただし、当該開発行為の土地利用計画
等が当該土地を含む周辺の地域の適正かつ合理的な利用に支障がないと認められる場合を
除く。 

 (1) 農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号の農用地区域 

 (2) 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

 (3) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域 

 (4) 砂防法第２条の規定により指定された土地の区域 

 (5) 溢水・湛水・津波・高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域 

 (6) 森林法第25条第１項の保安林または同法第41条第１項若しくは第２項の保安施設地区 

 (7) 都市計画法第８条第１項第７号の風致地区 

 (8) 熊本県立自然公園条例第１２条第１項の県立自然公園の区域 

 (9) 熊本県自然環境保全条例第１１条第１項の自然環境保全地域、同条例第１９条第１項の
緑地環境保全地域及び同条例第２３条第１項の郷土修景美化地域 

 (10)相当規模の樹林地、岩石地、水辺地が単独で若しくは一体となって良好な自然環境を形
成している土地の区域 

 (11)鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第２９条の鳥獣保護区特別保護地区 

 (12)文化財保護法第９３条第１項の周知の埋蔵文化財包蔵地、同法第１０９条第１項の史跡
名勝天然記念物の指定地域又は同法第110条第１項の史跡名勝天然記念物の仮指定地域 

 (13)熊本県文化財保護条例第３５条第１項の県史跡名勝天然記念物及び市町の文化財保護
条例に基づく市町指定史跡名勝天然記念物の指定地域 

 (14)その他知事が必要と認める区域 

３ 当該開発行為の位置及び自然的条件からみて、交通施設・排水施設・その他の施設の計
画に支障をきたすおそれがないこと。 

４ 住宅用地を目的とする開発行為は、市街化区域又は市街化調整区域内の既成市街地若し
くはこれに準ずる既存集落（以下「市街化区域等」という。）に隣接し、又は近接する地域
において行われること。 

    ただし、次のような場合にはこれによらないことができる。 

  (1) 市街化区域等に隣接し、又は近接する地域に優良農用地等が集団的に存在し、かつ、
その外延部に遊休地等が存在する場合であって、当該遊休地等を活用することがその地
域の土地利用上適切と認められる場合 

  (2) 工場の移転跡地等の既存の宅地を活用する場合 
５ 住宅用地を目的とする場合で開発区域の面積が５ヘクタール以上２０ヘクタール未満の
開発行為については、次の要件のいずれかに該当すること。 

  (1) 主として地域住民の居住の用に供する目的で行われるもの 

  (2) 人口の流出等による地域社会の停滞等を防止するため新規住民の積極的な導入及び定
着を図ることを目的として行われるもの 

  (3) 地域の経済社会活動の活性化、地域社会の整備、発展等に著しく寄与すると認められ
るもの 

６ 工場用地を目的とする開発行為は住宅地域から適切な距離をおいた位置で行われるこ
と。ただし、公害防止のため有効な緩衝緑地等を開発区域内に設ける場合は、この限り
でない。 

７ 工場用地を目的とする場合で開発区域の面積が５ヘクタール以上２０ヘクタール未満の
開発行為については、次の計画に基づいて行われること。 

  (1) 法律に基づき策定された計画 

  (2) 知事が策定した計画 

  (3) 市又は町が策定した計画で、知事の認定、承認等を受けたもの 

市街化調整区域における大規模な開発行為の取扱方針 
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  (4) 市又は町の議会の議決を経て策定された計画で、県の定める中長期の整備開発計画等
の上位計画と整合性がとれているもの 

８ 住宅及び工場以外の用地を目的とする開発行為は、予定建築物等の用途が当該土地利用
上適切と認められる位置で行われること。 

９ 住宅及び工場以外の用地を目的とする場合で、開発区域の面積が５ヘクタール以上２０
ヘクタール未満の開発行為については、７の基準を準用する。 

第２ 共通基準 

１ 緑の保全に努め、自然との調和を考慮し、景観の保全に努めた計画であること。 

２ 地下水の涵養、保全が必要な地域においては、開発区域内の雨水を地中に浸透させ、
水資源の涵養に努める計画であること。 

３ 当該開発行為に関して必要となる公共施設等を開発行為を行う者が自らの負担において
整備すること。 

４ 開発区域の形状がおおむね整形であること。 

５ 開発許可後、おおむね３年以内に開発行為を完了する計画であること。 

６ 当該開発行為は、原則として開発区域に関係のある市町の同意を得た計画であるこ
と。 

７ 当該開発行為の施行により、その周辺に影響を及ぼすおそれがある場合には、あらかじ
めその利害関係者の同意を得ること。 

第３ 計画基準 

１ 住宅用地計画基準 

 (1) 開発完了後、おおむね５年以内に開発区域の全宅地について、住宅の建築を完了す
る計画であること。 

  (2) 開発区域内の農地について、農地転用の許可条件が建売住宅等の場合にはその条件
に合致した計画であること。 

  (3) 相当規模の公園・緑地を設けるなど良好な環境の住宅市街地の実現を目指した計画
であること。 

  (4) 原則として開発完了後すみやかに建築協定、緑化協定等を締結すること。 

 

２ 工場用地計画基準 

  (1) 開発完了後、おおむね５年以内に開発区域の全宅地について、操業を開始する計画
であること。 

  (2) 開発区域内に相当規模の緑地を設ける計画であること。 

  (3) 建築物等の色彩については、周囲の環境と調和のとれた計画であること。 
 

３ 住宅及び工場以外の用地の計画基準 

  (1) 開発完了後、おおむね５年以内に予定建築物等の建築又は建設を完了する計画であ
ること。 

  (2) 環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物等の建築又は建設を目的と    
する開発行為については緑地帯その他緩衝帯を設ける計画であること。 

  (3) 建築物等の色彩については、周囲の環境と調和のとれた計画であること。 

 

第４ 技術基準 

１ 住宅用地技術基準 

  (1) 土地利用計画は、おおむね次の比率を標準として適切な施設の配置及び規模が定め
られていること。 

     
種    別       内          容 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 

住宅用地 戸建住宅、共同住宅用地 60 

公共用地 道路、公園、緑地、その他の公共施設用地 20 

公益的用地 商業、教育、その他の公益的施設用地 10 

その他の用地 緩衝緑地、未利用地等   10  
５     計   100 
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(2) 宅地の構成 

ア 宅地は、単調な配列を避け、地形に順応し、かつ、道路・公園・広場等を総合的 
に勘案のうえ、良好な居住環境となるように配置すること。 

 イ 戸建住宅の場合、個々の宅地（面積）は不整形でなく、その面積は、２００平方 
メートル以上とすること。 

ウ 当該開発区域を良好な住宅地とするため、建築物の用途、位置、高さ及び建ぺい率に 
ついては、戸建住宅の場合は第１種低層住居専用地域、共同住宅の場合は第２種低 
層住居専用地域と同等又はそれ以上の制限内容をもつ計画であること。 

 

  (3) 道路の構成 

ア 開発区域内の道路は、予定建築物の形態に即応して各街区集団と建築集団の融合 
した形態をとり、良好な居住環境を確保すること。 

  イ 通過交通の予想される幹線道路は、団地内を貫通しないように配置すること。 

ウ 開発区域内の主要道路は、幅員９メートル以上とし、街路樹が植栽されること。 

  エ 区画道路は、原則として幅員６メートル以上とすること。 

  オ 開発区域外の主要道路への取付道路は、幅員９メートル以上とすること。 

  カ 道路は全面舗装すること。 

(4) 公園・緑地等 

  ア 公園面積は開発区域の面積の３パーセント以上とすること。 

  イ 公園には遊戯施設を設けるとともに、ベンチ、外周危険防止柵等必要と認められ
る施設の配置及び植栽を行い、公園を安全かつ有効に利用できる計画であること。 

  ウ 緑地は、自然保護及び環境の保全を図るため適切な位置に配置すること。 

エ 緑地の勾配は、現存の緑地を保存する場合を除き２５度以下とすること。 

また、緑地は、その機能を充分に発揮させるため、原則として樹木群で繁茂させ
ること。 

   オ 開発区域内にある樹木は、できる限り保存し有効な利用を図ること。 

  (5) 排水施設等 

   ア 排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況を勘案して開発区域内の下水を有効かつ
適切に排水できるように下水道・排水路・河川等に接続すること。 

      なお、放流先に排水能力がない場合は、水量調節を適切に行うことができる安全な
構造の調整池を設けること。 

また、開発行為に伴い既存水路等の改修が必要と認められる場合は、これを改修する
こと。 

イ 下水の放流先が河川又は水路等の場合は、排水について当該河川又は水路等の管理者 
等の同意を得ること。 

ウ 下水の排水方法は原則として分流式とすること。 

エ 汚水は、終末処理施設を有する公共下水道等に放流する場合を除き、終末処理施設を 
設けて処理すること。 

終末処理施設の維持管理が適正に行われ、汚泥処理が合理的に行われる計画であるこ 
と。 

オ 処理水の排水については、公害対策基本法・水質汚濁防止法・廃棄物の処理及び清掃 
に関する法律等関係法令の規定に適合していること。 

カ 環境基準の類型があてはめられている水域では、その環境基準の維持達成を図り、そ 
の他の水域では現状水質が維持できるよう配慮すること。 

キ 汚水管渠及び終末処理施設は、約２０年後の水使用量と水質を合理的に推定し計画す 
ること。 

ク 当該開発区域の存する市町と協議をしてごみ処理計画をたてること。 
なお、当該市町村のごみ処理能力に余力がない場合は、ごみ処理施設の整備に協力す 

ること。 
ケ 終末処理施設及びごみ処理施設については、その付近の環境を良好な状態で維持する 

ため、敷地を充分に確保し、樹木囲障等で遮へいし、臭気・騒音等で隣接地に不快 
感を与えないよう措置すること。 
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２ 工場用地技術基準 

 (1) 当該工場は、公害を発生するおそれのないもの又は公害発生の防止に必要な措置が講ぜ
られるものであること。特に工場排水は、地下水の汚染の防止に関し適切な措置が講
ぜられること。 

 (2) 地下水を汲み上げる場合は、水の有効利用を図るため適切な措置が講ぜられる計画であ
ること。 

 (3) 当該開発区域を良好な工場地とするため、工業地域と同等又はそれ以上の制限内容を持
つ計画であること。 

 (4) その他の技術基準について、住宅用地の基準のうち、(3)道路の構成及び(5)排水施設等
の基準を準用する。 

 
３ 住宅及び工場以外の用地の技術基準 

 (1) 汚水の排水について、地下水の汚染の防止に関し適切な措置が講ぜられる計画であるこ
と。 

 (2) 地下水を汲み上げる場合は、水の有効利用を図るため適切な措置が講ぜられる計画であ
ること。 

 (3) その他の技術基準について、住宅用地の基準のうち(5)排水施設等の基準を準用する。 
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第６章 開発行為の工事完了等 

  

第１節 工事報告及び完了検査 
                          （法第３６条） 

  

１ 工事の着手 

開発許可を受けた後の必要な手続き及び工事の施工に当たっては、次の点を遵守してく
ださい。なお、盛土規制法のみなし許可の場合に必要となる「盛土規制法の手続き等」に
ついては、熊本県建築課ホームページに掲載している「宅地造成及び特定盛土等規制法（盛
土規制法）許可申請の手引き」等の関連資料を参照してください。          
                         

 (1) 工事の着手時の注意事項 

  ① 工事に着手した際は、県規則に定める工事着手届出書を提出すること。     

② 他法令にかかる許可がある場合は、工事着手届出書に許可状況の資料を添付するこ
と。 

  ③ 許可後は速やかに工事に着手すること。                   

  ④ 許可の内容に変更を生じる場合は、速やかに変更の手続きを行うこと。     

⑤ 法第２９条第１項又は第２項の開発許可を受けた者は、工事現場の見やすい場所に、
次の開発許可済の標識を工事期間中設置すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 (2) 工事施行中の注意事項 

  ア 施工管理 

   ① 許可条件を遵守すること。 

   ② 工事によって開発区域の周辺地域の環境を悪化させないよう配慮すること。  

   ③ 災害を防止するために必要な施工管理計画を立案し、適切に実施すること。  

   ④ 不測の事態により災害が発生した場合は、復旧等適切な措置を講じるとともに、速 
やかに報告すること。 

⑤ 労働安全衛生法等の関連法令、及び土木工事安全施工技術指針等を遵守し、災害の 

防止に努めること。 

   ⑥ 工事施工は国土交通省「盛土等防災マニュアル」を参考に行うこと。 

  イ 写真管理 

    工事の施行状況、特に工事完成後に埋設される部分等、工事完了後に確認が困難であ
る部分については、工事写真等施工管理資料により施行状況を記録してください。特に、
次に掲げる事項については写真管理を行う必要があります。        

許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 平成　　　年　　　月　　　日　指令（　　　）第　　　　　号

許 可 し た 者

許可を受けた者の住所、氏名
及び電話番号

工事施行者の住所、氏名及び
電話番号

開発区域に含まれる地域の名称

工 事 監 理 者 の 氏 名

工 事 予 定 期 間 平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 ま で

備考　木板、プラスチック板その他これらに類するものとしてください。

都市計画法第２９条第１項又は第２項の規定による

許　　　　  　可　  　　　　済

１００センチメートル

8
０
セ
ン
チ
メ
ー

ト
ル
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   ① 擁壁工事                                

・ 基礎地盤の改良を行ったとき 
・ 基礎の床堀及び型枠の組立を完了したとき                

    ・ 基礎配筋を完了したとき                        

    ・ 壁配筋を完了したとき                         

    ・ 練石積造擁壁の基礎を完了したとき                   

    ・ 練石積造擁壁を下端から２分の１の高さまで築造したとき         

    ・ 水抜き穴及びその周辺を施工するとき                  

    ・ コンクリート及び建設資材の強度及び品質管理をしたとき         

   ② 盛土工事                                

    ・ 暗渠排水を敷設したとき                        

    ・ 軟弱地盤の改良工事を行うとき                     

    ・ 急傾斜面の段切りを行うとき                      

   ③ 排水施設工事                              

    ・ 主要な暗渠を敷設するとき                       

    ・ 軟弱地盤における排水施設の基礎栗石を敷設するとき           

    ・ 既存施設及び河川（水路）との接続を行うとき              

   ④ 道路工事                                

    ・ 舗装工事を始めるとき（舗装開始前の道路の状況）            

    ・ 路盤及び地耐力（舗装工事）試験を行うとき               

    ・ 側溝下の基礎砕石を敷設するとき                    

    ・ 側溝を敷設するとき                          

   ⑤ 給水貯水施設工事                            

    ・ 根切りを完了したとき                         

    ・ 底版の配筋を完了したとき                       

    ・ 給水管を敷設するとき                         

   ⑥ その他                                 

    ・ 工事完了後、外部から明瞭に確認できなくなる箇所            

                                  

 (3) 完了検査 （法第３６条）                          

   開発許可を受けた工事が次の段階に達したとき、許可を受けた者は県規則に定める  
工事完了届を提出して、完了検査を受けなければなりません。 

   完了検査では、それぞれの完了部分が許可を受けた設計並びに許可に付した条件に  
適合しているか確認します。なお、検査基準は「熊本県工事検査規程」を準用します。  

   ① 開発区域全部の工事が完了したとき                    

   ② 工区を設定して開発許可を受けた場合は、工区の全部の工事を完了したとき  

   ③ 公共施設のみを先行して完了させる必要があるときは、公共施設の工事を完了した
とき 

                                  

   工事完了届には、次の図書を添付しなければなりません。 

   なお、公共施設等として帰属させる土地が存在する場合は、事前に当該公共施設等  
の管理者の検査を受けるとともに、当該土地に係る嘱託登記に必要な書類を帰属を受  
ける者に提出する必要があります。 

   また、公共施設管理者の検査を受けたときは、下記の公共施設表示図に検査日、検  
査員の職氏名、合否の判定を記入してください。              

   ・ 確定測量図（縮尺1/1,000以上のもの）                  

   ・ 公共施設表示図（縮尺1/500以上のもの）                 

   ・ 県施行細則第１３条に掲げる図書（施工状況及び出来形写真、出来形管理図等）  

   ・ その他知事が必要と認めた書類                      

   

 (4) 完了公告等                                 

   完了検査に合格した後、速やかに知事は検査済証を発行し、当該開発行為に伴う工事が
完了した旨を公告します。 
開発行為に関する工事の完了公告は県公報登載によって行いますが、県公報の発行並び
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に公告日はあらかじめ決められており、手続きには、決裁に要する期間を含め一定期間必
要です。 
従って、法３７条に基づく工事完了公告前建築等の承認を受けて着工した場合の業務開

始時期などには十分注意してください。       

   また、工事完了の効果（公共施設の管理引継、土地の帰属変更等）は、検査済証の交付
ではなく、完了公告をもって発生します。 

 
 (5) 完了後の注意事項 

開発行為工事完了後は、整備された公共施設等の適切な維持保全に努めなければなりま
せん。 
なお、完了後に公共施設等の変更を行う場合は、あらためて開発許可を必要とする場合

が生じてきますので、そのような場合はあらかじめ変更行為に着手する前に、開発許可の
担当窓口にご相談されるようお願いします。                     

また、開発行為に該当しない区画割の変更については、次頁の様式により事前に届出を行
ってください。 
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 開発行為完了後の区画割変更届出書  

 

                                                         年    月    日 

 

 

    熊本県知事           様 

 

 

                        協議者   住 所 

                                氏 名                               

                                （名称及び代表者氏名）  

                                電話番号 

 

 

 開発行為の工事完了公告後の区画割の軽微な変更をしたいので、次のとおり届け出ます。 

 

 開発許可の年月日 
 
 及び番号 

 
            年  月  日      第     号 

 

 

 

 

 

 変更に係る事項  

 

 

 

 

 

 

  変更の理由  

 

 備考 変更に係る事項の欄には、変更前及び変更後の内容を対照させて記入してください。 
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第２節 開発行為の廃止 

                                 （法第３８条） 

  

 許可を受けた開発行為に関する工事を廃止したときは、遅滞なく県規則に定める開発行為に
関する工事の廃止の届出書を知事に提出しなければなりません。届出書には、次の図書を添付
しなければなりません。                          

 ① 当該工事の廃止の理由及び廃止に伴う措置を記載した書類            

 ② 工事に着手している場合は、廃止時の当該土地の現況（縮尺1/2,500以上の現況図と写
真）及び今後の用途                            

  

 開発行為をむやみに中途で廃止すると、その周辺の地域に土砂の流出、溢水等の被害を及ぼ
したり、公共施設の機能を阻害したりするおそれがありますので、許可に付された条件を履行
するとともに、充分な対策を講じる必要があります。             
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第７章 公共施設管理者の同意及び土地の帰属 

  

第１節 公共施設管理者の同意 
                            （法第３２条） 

  

 開発行為又は開発行為に関する工事（本章では「開発行為等」と表します。）に伴って既存
の公共施設に影響を及ぼしたり、新たな公共施設等の整備が必要となることがありますので、
法第３２条により公共施設管理者との調整が必要となります。 

 

１ 公共施設管理者の同意                             

  開発行為等に伴って影響を及ぼす可能性のある既存の公共施設が存在する場合には、当該
公共施設の機能を損なわないように開発行為を実施するため、公共施設管理者の同意を得な
くてはなりません。また、対象となる公共施設は、開発区域内に存在するものだけでなく、
開発区域外にあっても開発行為の実施により影響を受けるものも含まれます。 

  主な公共施設と管理者を例示すると次のようになります。             

   ① 里道、水路 ・・・・・・・・・・・・・・ 法定外公共物管理者      

   ② 国道、県道、市町村道 ・・・・・・・・・ 道路管理者          

   ③ 一級河川、二級河川、準用河川 ・・・・・ 河川管理者          

   ④ 下水道 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 下水道事業者         

   ⑤ 上水道 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 水道事業者          

   ⑥ 消防水利 ・・・・・・・・・・・・・・・ 消防署等           

    

２ 公共施設管理者との協議                            

 (1) 協議の相手                                 

   開発行為等によって設置される公共施設等の管理者は、法第３９条の規定により公共施
設の存する市町村となります。ただし、他の法律に基づく管理者が別にあるとき（例えば、
県道となる道路については、道路法の規定により県が管理者となります。）は、その管理
者と協議することとなります。             

    令第２３条では、開発区域が２０ha以上の大規模な開発について協議すべき特例として
義務教育施設の設置義務者、水道事業者等を規定しています。 

        

  開発区域の規模   20ha未満   20ha～40ha   40ha以上 

 

 

 協 議 の 相 手 

           市町村（他の法律に基づく管理者） 

      義務教育施設の設置義務者 

            水道事業者 

 一般送配電事業者 

 一般ガス導管事業者 

   鉄道事業者 

   軌道経営者 

  

 (2) 協議の内容 

   協議は事業計画のうち関連のある部分の公共施設等に関する設計、管理方法、土地の帰
属、費用の負担等について協議を行う必要があります。            

   将来に渡って、公共施設等として適切に管理されることを確実にする必要があるため、
市町村等が管理することが望ましいとされています。 
ただし、定期借地権を活用した開発行為等により築造する道路で、将来廃止される見込

みが高いため私道として取扱うことが合理的である等の理由が存するもので、かつ、交通
及び宅地サービスの機能が確保されるとともに適切かつ円滑な維持管理が可能な道路に
ついては、開発者自らが管理することとなる場合もありますが、土地の帰属を含め、将来
に渡って公共施設等として適切に管理されることを確実にする必要があります。     
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第２節 公共施設の管理及び土地の帰属 

  

１ 公共施設の管理（法第３９条）                         

  開発行為等によって設置された公共施設等を適正に管理するため、原則として、地元市町
村が管理することになります(他の法令に基づく管理者が別にあるときや、法第32条の協議
によって別に管理者を定めたときを除く。)。                     

  

２ 土地の帰属（法第４０条）                           

 (1) 従前の公共施設等に代えて公共施設等を設置する場合              

   法第３６条に基づく完了公告の翌日において次のように土地の帰属が行われることに
なります。ただし、不動産登記法に基づく登記が必要となりますので、速やかに登記手続
が行えるよう登記に必要な書類を準備しておく必要があります。      

 

    従前の公共施設等の土地        →  開発許可を受けた者の所有  

 
 

    新設された公共施設等の土地  →  国又は地方公共団体の所有  

 
    注１ この規定は、従前の公共施設の土地が国又は地方公共団体の所有である場合に

限り適用されます。                      

    注２ 相互に帰属する土地の面積や価値が等しくなることは要しません。    

 

 (2) 新設される公共施設等の用に供する土地の帰属                 

 前記(1)に定めるもの以外で開発行為によって新たに設置された公共施設等の土地について
は、法第３６条に基づく完了公告の翌日において、法第３２条第２項の協議により定められた
管理者に帰属します。ただし、不動産登記法に基づく登記が必要となりますので、速やかに登
記手続が行えるよう登記に必要な書類を準備しておく必要があります。 

 なお、公共施設等の土地を開発許可を受けた者が自ら管理する場合には、分筆を行ったうえ
で、当該公共施設の管理について管理協定の締結等（開発許可申請時においては管理協定案の
添付等）を行うことが適当です。 
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第８章 開発区域内の建築制限 

  

第１節 工事完了公告前の建築制限等 

                                 （法第３７条）  
 

 法第３７条に基づく建築制限等は、開発区域内の土地において工事完了公告までに行われる
建築物の建築又は特定工作物の建設を禁止し、開発行為が許可の内容どおりに行われるよう担
保するものです。この制限は、開発許可を受けた者だけでなく、すべての者に対して行われま
す。                                 

 ただし、次に該当する場合は除きます。                      

 ① 当該開発行為に関する工事を施工するための工事用仮設建築物を設置する場合   

 ② 法第３３条第１項第１４号に規定する同意をしていない者（開発区域内の土地又は建築
物に関する権利を有している者でその開発行為に同意していない者）が、自己の権利を有
する土地に権原の行使として建築物を建築、又は特定工作物を建設する場合 

 ③ 知事が支障がないものとして認めた場合                    

   支障がないと認められる事例としては以下のようなものがあります。       

・ 物理的に建築物の建築又は特定工作物の建設を宅地造成と切り離して行うことが 
著しく困難である場合                          

・ 官公署、地区センター等の公益的施設を先行的に整備する場合        

・ 既存の建築物等を開発区域内に移転し改築する場合             

・ 補助金を受けて建築するもので、期間的な理由からやむを得ないと認められる場合 
                                  

    
 本条による制限解除は、開発行為の進捗度や建築の必要性等を勘案し、必要最小限に限って
行うものです。また、開発行為の完了手続に至らずに放置されることのないよう、承認に当た
っては、法第７９条の規定に基づき開発行為工事完了公告日よりも前の段階における建築物等
の使用を制限する等の条件を付することになります。      
         
また、工区を設定した場合は、原則、工区ごとに制限が解除されることになります。そのた

め、公共施設の配置等につき十分配慮して工区設定を行う必要があります。    
 
承認の申請を行う場合は、工事完了公告前建築等承認申請書に、県規則に定める制限解除を

受けたい部分を明示した土地利用計画図（縮尺1/1,000以上のもの）等を添付して提出しなけ
ればなりません。                                  
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第２節 建築物の形態制限 

                                 （法第４１条） 

  

１ 制限の趣旨                                  

  用途地域の定められていない地域においては、建ぺい率や容積率、建築物の高さ等の制限
を定めることはできませんが、開発行為の目的や開発区域の周辺の状況等からみて必要があ
る場合には、開発許可に際して制限を定めることができます。        

  

２ 制限の内容                                  

  建ぺい率、容積率、建築物の高さ、外壁の後退距離、壁面の高さその他建築物の敷地、構
造、設備に関するもの等について制限を行うこととなります。         

  

３ 制限の効力                                  

  開発許可を受けた者に限らず、当該土地の区域内に建築しようとするすべての者が制限を
受けます。制限の有無及びその内容は開発登録簿に登録することによって一般に周知されて
います。                                 

  なお、本条の制限は、用途地域が定められた場合には撤回されます。        

  

４ 特例許可                                   

  制限が定められた区域において、知事が当該区域及びその周辺の地域における環境の保全
上支障がない、又は公益上やむを得ないと認めて許可したときは定められた制限によらず建
築が可能です（同条第２項ただし書）。                  

  この許可は、建築基準法第５５条、第５７条、第５８条等に規定する制限の例外の運用に
準じて行うこととなります。                         

  許可の申請には、県規則により次の図面を添付しなければなりません。       

  ① 付近見取図                                

  ② 敷地内配置図（縮尺1/500以上のもの）                   

  ③ 建築物の各階平面図（縮尺1/200以上のもの）                

  ④ 建築物の立面図（縮尺1/200以上のもの）                  

  ⑤ その他知事が必要と認めた図面                       
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第３節 予定建築物等以外の建築制限 

                                 （法第４２条） 

１ 制限の趣旨                                  

  開発行為の許可を受けた区域内において予定建築物以外の建築物等が無制限に建築され
ることになると、開発許可制度による規制の効果が著しく失われることになりますので、予
定建築物等以外の建築物または特定工作物を新築又は新設すること、及び建築物を改築し、
又はその用途を変更して予定建築物以外の建築物とすることを認めないこととしたもので
す。    

  ただし、その土地に用途地域等が定められた区域については、建築基準法等により用途が
制限されていますので、この制度は用途地域等が定められていない区域における規制です。 

なお、市街化調整区域内の場合、同じ用途であっても、従前の床面積の１.５倍を超えて
増築又は建替する場合は、法４２条に基づく許可が必要ですので、注意してください。（具
体的な取扱いは、Ｐ１１５を参照） 

 
２ 制限の効力                                  

  開発許可を受けた区域内で行う建築物等の新築、改築又は用途の変更について制限されま
す。また、開発許可を受けた者に限らず、当該開発区域内において新築、改築又は用途の変
更を行おうとするすべての者が制限を受けます（予定建築物の用途は開発登録簿に登録する
ことによって一般に周知されています。）。                

 
３ 許可の条件及び申請 

  知事が当該開発区域内における利便の増進上若しくは開発区域及びその周辺の地域にお
ける環境の保全上支障がないと認めて許可したときは、予定建築物等以外の建築物等を新築、
改築又は用途を変更して予定建築物等以外の建築物等にすることができます。 

 

 (1) 許可基準 
次に掲げる許可基準のいずれかに該当する場合であること。 
 

 (ｱ) 市街化調整区域における許可基準 

① 許可申請に係る建築物が法第２９条第１項第２号若しくは第３号又は法第３４条の
２第１項に該当する場合 

② 許可申請に係る建築物が法第４３条第１項第１号から第３号まで又は第５号に該当 
する場合 

③ 許可申請に係る建築物又は特定工作物が法第３４条第１号から第１２号までに規定
する建築物又は特定工作物に該当する場合。（その用途、規模と法第３３条第１項第２
号から第４号までに規定する基準を勘案して支障がないと認められること） 

  ＊ 法第３４条第１４号に該当する建築物又は特定工作物については、その用途、規模と
法第３３条第１項第２号から第４号までに規定する基準を勘案して支障がないと認めら
れること（ただし、開発審査会の議を経ることが必要。）。 

＊ ①～③の場合で、従前の建築物又は特定工作物が、法第３４条第１４号に該当する
ものとして許可を受けていたときは、開発審査会の議を経ることが必要。（ただし、
法第３４条第１１号に該当する建築物に用途を変更する場合を除く。） 

 

 
(ｲ) 区域区分が定められていない都市計画区域であって用途地域が定められていない区域、
準都市計画区域、都市計画区域及び準都市計画区域以外の区域における許可基準 

① 許可申請に係る建築物が法第２９条第１項第２号又は第３号に規定する建築物であ
る場合 

② 建築物等の用途、規模と法第３３条第１項第２号、第３号及び第４号に規定する基準
とを勘案し、支障がないと認められること。 
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 (2) 申請 

   県規則に定める申請書に次の書類を添付しなければなりません。         

   ・ 付近見取り図（縮尺1/2,500～1/3,000）                   

   ・ 敷地内配置図（縮尺1/500以上のもの）  
   ・ 建築物概要書（別記第16号様式）                 

   ・ 建築物または特定工作物の各階平面図（縮尺1/200以上のもの）    
   ・ 土地の登記簿謄本及び公図の写し 

・ 求積図    

   ・ 建築物または特定工作物の立面図（縮尺1/200以上のもの）         

   ・ その他知事が必要と認めた書類（委任状、法第34条に適合することを証する書類、
住民票、申請者の全部事項証明書、土地利用計画平面図、公共施設の現況がわかる
写真等）               
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市街化調整区域において既存建築物を増築又は建替えする場合の４２条ただし書き及び４３

条第１項に基づく建築許可の取扱いについて 

 

上記の取扱いは、次のとおりとします。 

 

１ 都市計画法による自己の居住用及び自己の業務用の開発許可又は建築許可を受けて建築 

された建築物を、従前の敷地内で、造成もなく、同一用途に建替え等する場合 

 

(1) 許可時の立地基準に、予定建築物の延べ床面積、建ぺい率、容積率等、建築物の規模、 

構造に関する基準（以下「床面積等」という。）に関する定めがある場合は、許可時の予 

定建築物の延べ床面積の合計を基準とし、建替え等後の延べ床面積の合計が、基準の１． 

５倍（個人住宅については基準の１．５倍以内又は２００㎡以内）までであれば許可不要、 

それを超える場合は許可を要するものとする。 

ただし、立地基準に定められた床面積等を超える建替え等はできない。 

 

(2) 許可時の立地基準に予定建築物の床面積等に関する定めがない場合。 

ア 法３４条１４号に該当（開発審査会案件） 

許可時の予定建築物の延べ床面積の合計を基準とし、建替え等後の延べ床面積の合計

が、基準の１．５倍（個人住宅については基準の１．５倍以内又は２００㎡以内）まで

であれば許可不要、それを超えるものについては、許可を要するものとする。 

 

 イ 法３４条１４号以外に該当 

当該建築物の建築確認における延べ床面積の合計を基準とし、建替え等後の延べ床面

積の合計が、基準の１．５倍（個人住宅については基準の１．５倍以内又は２００㎡以

内）までであれば許可不要、それを超えるものについては、許可を要するものとする。 

 

２ 工業団地や宅地分譲など、非自己用の開発許可を受けた土地において建築された建築物 

を、従前の敷地内で、開発行為の必要がなく、同一用途のものに建替等する場合、建替え 

等により、延べ床面積の合計が既存建築物の床面積の合計の１．５倍を超える場合でも、

許可を要しないものとする。 

  なお、平成１９年１１月３０日の改正都市計画法施行以前に、県等が開発許可を受けず 

に造成を行った工業団地及び県住宅供給公社が行った宅地分譲において、既存建築物の建 

替え等を行う場合の取扱いも同様とする。 

（運用） 

  ⇒ 平成１６年６月以前に開発許可を受けた際に、法４１条の規定に基づく制限が付さ 

れている宅地分譲の区域内において、その制限値を超える規模で建替え等する場合は、

環境保全等の面から支障ないことについて、当該区域を所管する市町へ確認すること。 

  ⇒ 県等とは、改正前の法２９条１項４号に定める国、都道府県、指定都市等をいう。  

 

３ 市街化調整区域が決定される以前に建築され、その後も適法に使用されている建築物を、 

従前の敷地内で、造成もなく、同一用途のものに建替え等する場合、市街化調整区域決定 

時の延べ床面積の合計を基準とし、建替え等後の延べ床面積の合計が、基準の１．５倍（個 

人住宅については基準の１．５倍以内又は２００㎡以内）までであれば許可不要、それを 

超えるものについては、許可を要するものとする。 

なお、平成１９年１１月３０日の改正都市計画法施行以前に許可不要であった社会福祉 

施設、医療施設等を建替え等する場合も、これに準じて取り扱う。 
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（運用） 

⇒ 市街化調整区域決定時の延べ床面積は、登記事項証明書等で確認する。 

 

４ １～３により建築許可を受けて建替え等した建築物を、その後さらに建替え等する場合 

は、当該許可時の延べ床面積の合計を基準とし、建替え等後の延べ床面積の合計が、基準

の１．５倍（個人住宅については１．５倍以内又は２００㎡以内）までであれば許可不要、

それを超えるものについては、許可を要するものとする。 
  ただし、立地基準に床面積等の定めがある場合は、それを超える建替え等はできない。 
 
 
※法第４２条及び第４３条に規定する知事の許可を要する新築及び改築のうち、「建替え等」
に該当する行為は以下のとおりです。 

 ・既存建築物が存在する敷地内での別棟の建築（ただし、従前の建築物の用途、規模、構造
と著しく異ならない場合に限る） 

 ・既存建築物が存在する敷地内での棟続きの建築（ただし、従前の建築物の用途、規模、構
造と著しく異ならない場合に限る） 

 ・既存建築物の全部又は一部を除却又は滅失した後、用途、規模、構造の著しく異ならない
建築物の建築（原則として、従前の建築物の敷地の範囲内での建築に限る） 

 
 なお、建築物のなかった土地での建築や既存建築物の全部を除却した土地での用途、規模、 
構造の著しく異なる建築物の建築は、「建替え等」に該当しません。 
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第９章 市街化調整区域内の建築制限 

                                 （法第４３条） 

  

１ 建築物等の許可                                

  市街化調整区域については無秩序な市街化を抑制するという趣旨から開発行為が制限さ 
れていますが（法第３４条）、法第４３条では、開発許可を受けた開発区域以外の区域内に
おいて、開発行為を伴わずに行われる建築物の新築又は第一種特定工作物の新設及び建築物
の改築又は用途の変更についても制限を行うことで、前記の趣旨が徹底されています。  
 なお、第二種特定工作物に該当しない１ha未満の運動・レジャー施設や墓園に建築される
建築物については、法第２９条の規定に基づく開発行為の許可は必要ありませんが、市街化
調整区域内に建築される場合は法第４３条に基づく許可が必要となります。 
具体的には、既に宅地として利用されている土地において、土地区画形質の変更を行わず

に建築物を新築する場合や、開発許可不要で適法に建築された建築物を用途変更する場合等
は、法第４３条に基づく許可が必要となります。  
なお、既存建築物を、従前の床面積の１.５倍を超えて増築又は建替する場合は、許可が

必要ですので、注意してください。（具体的な取扱いは、Ｐ１１５を参照） 
                                     

２ 制限の対象とならない建築物                          

  以下の建築行為については、本条の制限を受けません。              

  ① 法第２９条第１項第２号の農林漁業用施設及び農林漁業を営む者の住宅の建築  

  ② 法第２９条第１項第３号の公益的施設の建築                 

  ③ 都市計画事業の施行として行う建築行為                   

  ④ 非常災害時の応急措置として行う建築行為                  

  ⑤ 仮設建築物の建築                             

  ⑥ 都市計画事業として行った開発行為の区域内における建築行為         

  ⑦ 土地区画整理事業として行った開発行為の区域内における建築行為       

  ⑧ 市街地再開発事業として行った開発行為の区域内における建築行為       

  ⑨ 住宅街区整備事業として行った開発行為の区域内における建築行為       

  ⑩ 防災街区整備事業として行った開発行為の区域内における建築行為       

  ⑪ 公有水面埋立事業として行った開発行為の区域内における建築行為       

  ⑫ 旧住宅地造成事業法の認可を受けた開発行為の区域内における建築行為     

  ⑬ 既存建築物の敷地内における付属建築物の建築（合計５０㎡以内）  

  ⑭ 既存建築物の改築又は用途の変更に係る床面積の合計が１０㎡以内のもの     

  ⑮ 市街化調整区域内の居住者が自営する日常生活用品の販売店舗等で延べ面積５０ 
   ㎡以内の建築物の建築（延べ面積の５０％以上が業務用）       

  ⑯ 土木事業に一時的に使用する第一種特定工作物の建設             

  

３ 許可の基準（令第３６条）                          

 (1) 技術基準                                  

   以下の二つの基準に適合していることが必要です。ただし、用途の変更のみである場合
はイを除きます。                             

   ア 排水施設が降水量、敷地の規模、用途、放流先の状況等を勘案して、敷地内の下水
を有効に排出するものであること。また、排出によって周辺の土地に出水等の被害を
及ぼさないこと。                         

   イ 地盤改良、擁壁の設置等安全上必要な措置が講ぜられていること。      

 (2) 立地基準 

   市街化調整区域における開発行為の場合と同様に制限されています。詳しくは、以下の
いずれかに該当する必要があります。                     

   ア 法第３４条第１号から第１０号までに規定する建築物又は第一種特定工作物  
   イ 法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域内において新築し、若しくは改築

する建築物若しくは新設する第一種特定工作物で同号の条例で定める用途に該当し
ないもの又は当該区域内において用途を変更する建築物で変更後の用途が同号の条
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例で定める用途に該当しないもの 

   ウ 法第３４条第１３号に規定する者が同号に規定する土地において同号に規定する
目的で建築する建築物等（既存権利）                

   エ 周辺における市街化を促進する恐れがなく、かつ市街化区域内において建築又は建
設することが困難又は著しく不適当と認められるもの（法第３４条第１４号と同じ取
扱い）                             

  

４ 許可申請の図書                                

  県規則に定める申請書様式に、以下の書類を添付して申請する必要があります。   

 

  ・ 付近見取り図（縮尺1/2,500～1/3,000）                   

  ・ 敷地現況図                                

  ・ 建築物概要書（別記第１６号様式）                     

  ・ 建築物等各階平面図（縮尺1/200以上）                   

  ・ 建築物等立面図（縮尺1/200以上）                     

  ・ 土地の登記簿謄本及び公図の写し                      

  ・ 法第３４条各号に適合することを証する書類 
・ 排水施設、擁壁等の構造図 
・ 求積図                 

  ・ その他知事が必要と認める書類(例えば、住民票、現場写真、委任状、土地利用計画
図等)                       

 

５ 国又は県等が行う建築行為の特例 
国又は都道府県等が行う一定の建築行為については、国の機関又は都道府県等と知事との

協議が成立することをもって、建築物の新築等の許可があったものとみなされます。 
なお、この場合、国又は都道府県等とみなされる者は次のとおりです。 

① 独立行政法人空港周辺整備機構 
② 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
③ 独立行政法人都市再生機構 
④ 地方住宅供給公社 
⑤ 日本下水道事業団 
⑥ 土地開発公社 

 
国又は都道府県等は、上記３の許可の基準に適合していることを確認するために、予定

建築物の敷地を管轄する広域本部に対して、協議書及び添付書類を提出することにより、
知事と協議を行うこととなります。 
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第１０章 開発登録簿 

                             （法第４６条、第４７条） 

  

 知事は開発許可を行ったときは開発登録簿（調書及び土地利用計画図）を作成し、公衆の閲
覧に供することとなります。また、請求があった場合は開発登録簿の写しを交付することにな
ります。 

 なお、平成１８年の都市計画法の改正に伴い、国、都道府県等が行う開発行為で、協議が成
立したものについても、開発登録簿を作成することになりました。             

 

１ 開発登録簿の閲覧                               

 ① 閲覧時間                                  

   ・月曜日から金曜日（祝祭日を除く。） 
   ・午前９時３０分から午後４時００分まで 
   （正午から午後１時までを除く。） 
  

 ② 閲覧場所                                  

   本庁許可分        ：建築課                       

   広域本部許可分  ：各広域本部土木部                    

 
２ 開発登録簿の写しの交付                            

  希望される方は県規則に定める申請書を提出してください。 
 
３ 申請手数料 
  開発登録簿は、令第３６条の規定により、開発登録簿調書と土地利用計画図をもって組成
されており、１通（開発登録簿調書の写し１枚）につき４７０円です。この開発登録簿調書
と土地利用計画図は別扱いになりますので、２つとも請求ということになりますと合わせて
９４０円となります。（２７９ページを参照） 
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第１１章 不服申立て 

       

                  （法第５０条、第５１条） 

  

１ 不服申立て 

開発許可に関する「処分」又はこれに係る「不作為」について不服のある者は、都市計

画法第５０条の規定に基づき、開発審査会に対して審査請求をすることができます。 

  一般に、不服申立てとは、行政庁の「処分」又は「不作為」について行うもので、「処分」

とは許可、認可等の行政処分のほか公権力の行使に当たる事実上の行為を含み、「不作為」

とは、法令に基づく申請に対し､行政庁が相当の期間内に何らかの処分その他公権力の行使

に当たる行為をすべきであるにもかかわらず、これをしないことをいいます。 

(1) 処分についての審査請求 

   次のアからカまでの処分についての審査請求は、審査庁である開発審査会に対して行う

ことができます。 

   ア 法第２９条第１項又は第２項に基づく許可(開発許可) 

 イ 法第３５条の２第１項に基づく許可（変更の許可等） 

   ウ 法第４１条第２項ただし書に基づく許可（建築物の形態制限の許可） 

   エ 法第４２条第１項ただし書に基づく許可（予定建築物等の制限の許可） 

   オ 法第４３条第１項に基づく許可（調整区域内の建築等の許可） 

   カ アからオまでの規定に違反した者に対する法第８１条第１項の規定に基づく監督

処分 

(2) 不作為についての不服申立て 

   上記アからオまでの行為に関する不作為の不服申立てについても、開発審査会に対して

審査請求を行うことができます。 

   なお、開発審査会に代えて、当該不作為に係る都道府県知事に対しても審査請求をする

ことができます。 

 

２ 審査請求期間 

  審査請求できる期間は次のとおりです。（行政不服審査法第１８条） 

(1) 処分があつたことを知った日の翌日から起算して３か月以内（正当な理由がある場合を

除く）  

(2) 処分があつた日の翌日から起算して１年以内（正当な理由がある場合を除く） 
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第１２章 開発審査会 

                                 （法第７８条） 

 

１ 組織 

  開発審査会は、都市計画法の規定に基づき設置されるもので、法律、経済、都市計画、建

築、公衆衛生又は行政に関し優れた経験と知識を有し、公共の福祉に関し公正な判断をする

ことができる者のうちから、知事が任命する７人の委員によって構成されています。 

 

２ 権限 

(1) 審査請求に対する裁決 （法第５０条第１項） 

開発許可及び建築制限の許可等の処分若しくは不作為、又は監督処分についての審査請

求に対する裁決を行います。 

(2) 市街化調整区域における開発許可、建築等の許可に関する審議 

   都市計画法第３４条第１４号及び同法施行令第３６条第１項第３号ホの規定に基づき、

市街化調整区域において行われても支障のないもの又はやむを得ないものとして知事が

許可をしようとする案件を審議します。 

(3) 開発許可制度に関する重要事項の審議 

都市計画法第３４条第１１号の規定により県の条例で指定する土地の区域の審議、その

他開発許可制度に関する重要事項について審議します。 
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第１３章 監督処分等 

                             （法第８１条、第８２条） 

 知事は都市計画法の規定に違反した者等に対して、都市計画上必要な限度において、同法

の規定による許可、認可若しくは承認を取消し、変更し、その他違反を是正するため必要な

措置を命ずることができます。 
 

１ 監督処分の対象（被処分者） 

  次の行為者に対して、処分を行います。 

① 都市計画法若しくは同法に基づく命令（政令、省令等）の規定に違反した者 

② 上記①の規定に基づく処分に違反した者 

③ 上記①又は②の違反の事実を知りつつ違反物件を譲り受けた者若しくは賃貸借等によ

り当該物件の使用権を取得した者 

④ 上記①の規定に違反した工事の注文者、工事施行者 

⑤ 上記の規定に基づく処分に違反した工事の注文者、工事施行者 

⑥ 同法の規定による許可、認可又は承認に付した条件に違反した者 

⑦ 詐欺その他不正の手段により、この法律の規定による許可、認可又は承認を受けた者 
 

２ 監督処分の内容 

処分の内容は次のとおりです。 

(1) 許可、認可又は承認について、①取消し、②変更、③効力の停止、④条件の変更又は

⑤新条件の付与を行います。 

(2) 工事その他の行為の停止を命じます。 

(3) 建築物その他の工作物又は物件について、①改築、②移転、③除却、④使用禁止、⑤

用途の改善等を命じます。 
 

３ 処分の事前手続 

  知事が法第８１条第１項の規定により処分をし、又は必要な措置をとることを命じよう

とするときは、行政手続法第１３条第１項の規定により、あらかじめ処分の名あて人とな

るべき者（以下、「名あて人」という。）に対して、聴聞又は弁明の機会を与えることとさ

れています。 

  これは、防御の機会を与えることで、名あて人の権利保護を図るとともに、監督処分の

公正を確保し、処分に至る行政手続の透明性の向上を図る観点から設けられたものです。 

  一般に、聴聞は、許可、認可又は承認を取り消す不利益処分をしようとするときに行い、

弁明の機会の付与は、許可、認可又は承認の取消し以外の不利益処分をしようとするとき

に行います。 
 

４ 処分の公示 

  知事は、法第８１条第１項により処分をし、又は必要な措置をとることを命じたときは

同条第３項の規定に基づき、標識を設置し、県公報によりその旨を公示しなければならな

いとされています。 

  標識は、命令に係る土地又は工作物若しくは工作物等の敷地内に設置することができ、

当該敷地等の所有者等は、これを拒否することはできません。標識の設置を拒否した所有

者等に対しては、別途、法第８１条第１項の監督処分を行うことができます。 
 

５ 立入検査 

  法第８２条第1項の規定により、知事は、法第８１条の規定による権限を行うため、違反

行為に係る土地に、必要な限度において、強制的に当該土地に立ち入り、必要な検査を行う

ことができます。 
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第１４章  罰則 

                     （法第９１条、第９２条、第９３条、第９６条） 

  

 都市計画法における罰則のうち、開発許可制度に係るものは次のとおりです。      

 
条 刑の内容 適用を受ける者（違反内容） 

第91条 １年以下の懲役又は
５０万以下の罰金 

① 知事の命令に違反した者(法第８１条第１項違反) 

第92条 ５０万円以下の罰金 ② 無許可で開発行為を行った者(法第２９条第１項、第２項 
違反) 

③ 許可後、変更許可を受けずに開発行為を行った者(法第３ 
５条の２第１項違反) 

④ 建築制限に違反して建築物を建築し、又は特定工作物を
建設した者 (法第３７条、法第４１条第２項､法第４２
条第１項、法第４３条第１項違反) 

⑤ 用途を違反して建築物を建築した者又は用途を変更した 
者(法第４２条第１項､法第４３条第１項違反) 

第93条 ２０万円以下の罰金 ⑥ 報告若しくは資料の提出の拒否又は虚偽の報告若しく 
は資料の提出をした者(法第８０条第１項) 

⑦ 立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者(法第８２条第１ 
項) 

第96条 ２０万円以下の過料 軽微な変更の届出若しくは開発行為の廃止の届出をしな
かった者又は虚偽の届出をした者(法第３５条の２第３項、
法第３８条) 

 
 
＊ 法第９４条の両罰規定について 
  
  法人の代表者 
                   
       代理人       が法人の   業務又は財産に関して上表①～⑦に 
  法人の  使用人             該当する行為をしたときは、行為者を   
       その他従業者          罰するとともに、その法人又は人に対 

してそれぞれの罰金刑を科する。 
                      

       代理人 
人の   使用人       が人の 

       その他従業者 
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１ 県の条例及び規則 
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○ 熊本県開発審査会条例（昭和４５年１２月２４日条例第８４号） 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７８条第８項の規定に基づ
き、熊本県開発審査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定
めるものとする。 

 （委員の任期） 

第２条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長） 

第３条 審査会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 審査会は、会長が招集する。 

２ 審査会は、会長（会長に事故があるときは、その職務を代理する委員）及び３人以上の委
員が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。 

 （専門調査員） 

第５条 審査会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門調査員若干人を置く
ことができる。 

２ 専門調査員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。 

３ 専門調査員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 （幹事） 

第６条 審査会に、幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、県職員のうちから、知事が任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受け、会務を処理する。 

 （庶務） 

第７条 審査会の庶務は、土木部において処理する。 

 （雑則） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会には
かって定める。 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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○ 熊本県都市計画法に基づく開発行為の許可の基準に関する条例 

  （平成１５年３月１４日条例第３１号）    

  

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法(昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。)及び都市
計画法施行令(昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。)の規定に基づき、開発行
為の許可の基準に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語等の定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法及び政令で使用する用語の例による。 

（区域区分が定められていない区域における開発行為に係る規模の特例） 

第３条 法第２９条第１項第１号に規定する区域区分が定められていない都市計画区域の開
発行為の規模は、政令第１９条第１項ただし書の規定により、荒尾都市計画区域に限り、１，
０００平方メートルとする。 

（法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域） 

第４条 法第３４条第１１号の規定により条例で指定する土地の区域は、市町村長の申出に基
づき、知事が次の各号のいずれにも該当するものとして指定した区域とする。 

(1) 建築物の敷地相互間の最短距離が原則として５０メートル以内で、おおむね５０以上
の建築物（市街化区域に存するものを含め、それらの過半が市街化調整区域内に存する
ものに限る。）が、連たんしている区域であること。 

(2) 建築物の用に供する土地が規則で定める程度に集積している区域であること。 

(3) 政令第２９条の９第１号から第６号までに掲げる土地の区域及び同条第７号に掲げる
土地の区域として規則で定めるものを、原則として含まないこと。 

(4) 規則で定める幅員以上の主要な道路が、区域内に適当に配置され、かつ、規則で定め
る幅員以上の区域外の道路に接続していること。 

(5) 排水路その他の排水施設が、区域内の下水を有効に排出するとともに、その排出によ
って当該区域及びその周辺の地域にいっ水等による被害が生じないような構造及び能力
で適当に配置されていること。 

(6) 水道その他の給水施設が、原則として、区域について想定される需要に支障を来さな
いような構造及び能力で適当に配置されていること。 

２ 知事は、前項の区域の指定を行おうとするときは、あらかじめ熊本県開発審査会の議を経
なければならない。 

３ 知事は、第1項の区域の指定を行ったときは、その旨を告示し、関係図書を公衆の縦覧に
供するものとする。 

４ 知事は、市町村長の申出に基づき、指定した区域の変更又は指定の解除を行うことができ
る。 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の規定による指定した区域の変更又は指定の解除を行う
場合に準用する。 

（法第３４条第１１号の条例で定める予定建築物等の用途） 

第５条 法第３４条第１１号に規定する条例で定める開発区域及びその周辺の地域における
環境の保全上支障があると認められる予定建築物等の用途は、次の各号のいずれかに掲げる
建築物(地上１０メートル以下のものであって、地階を除く階数が２以下のものに限る。)
の用途以外の用途とする。 

(1) 建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)別表第２(い)項第１号の住宅 

(2) 建築基準法施行令(昭和２５年政令第３３８号)第１３０条の５の２第１号に掲げるも
ののうち、日用品の販売を主たる目的とする店舗(店舗面積が５００平方メートル以下の
ものに限る。) 

(3) 前２号を併せ兼ねる建築物 

（規則への委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

１ この条例は、平成１６年７月１日から施行する。 
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２ この条例の施行の際現に法第２９条第１項の規定によりされている荒尾都市計画区域に
おける開発行為に係る許可の申請は、改正後の熊本県開発行為の規模等の特例を定める条例
第２条の区域区分が定められていない区域における開発行為に係る許可の申請とみなす。 

 

附 則（平成１８年１２月１５日条例第８２号） 

（施行期日） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成１９年１０月３日条例第６０号） 

（施行期日） 

この条例は、平成１９年１１月３０日から施行する。 
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○ 熊本県都市計画法施行細則（昭和４６年４月８日規則第１５号）     

  

 （趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）の施行

に関し、都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）及び都市計画法施行規則（昭和

４４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。  

 （設計説明書） 

第２条 省令第１６条第２項に規定する設計説明書は、開発行為に関する設計説明書（別記

第１号様式）及び実測図による開発区域内の公共施設の新旧対照図とする。  

 （開発許可申請の添付図書） 

第３条 省令第１６条第１項に規定する申請書には、法第３０条第２項及び省令第１７条に

規定するもののほか、次に掲げる図書を添付しなければならない。ただし、その開発行為

が主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為である場

合には第５号及び第６号に掲げる書類を、住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の

業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為で開発区域の

面積が１ヘクタール未満のものである場合には第３号から第６号までに掲げる書類を、そ

の他の開発行為である場合には第３号及び第４号に掲げる書類を添付することを要しない。  

 

(1) 当該開発区域内の土地の登記事項証明書又はこれに代わるもの  

(2) 当該開発区域内の土地の公図の写し  

(3) 設計概要書(別記第 2号様式)  

(4) 実測図による開発区域内の公共施設の新旧対照図  

(5) 開発行為許可申請者の資力及び信用に関する申告書(別記第 3号様式)  

(6) 工事施行者の能力に関する申告書(別記第 4号様式)  

(7) その他知事が必要と認める書類  

  (公共施設管理者開発行為同意書等の様式) 

第４条 法第３０条第２項に規定する同意を得たことを証する書面は、公共施設管理者開発

行為同意書（別記第５号様式）によるものとし、協議の経過を示す書面は、管理予定者と

の協議経過書（別記第６号様式）によるものとする。  

 （開発行為等同意書の様式） 

第５条 省令第１７条第１項第３号に規定する相当数の同意を得たことを証する書類は、開

発行為等同意書（別記第７号様式）によるものとする。  

 （設計者の資格に関する申告書の提出） 

第６条 省令第１７条第１項第４号の規定による設計者の資格を有する者であることを証す

る書類は、設計者の資格に関する申告書（別記第８号様式）によるものとする。  

 （開発行為変更許可申請書の様式等） 

第７条 法第３５条の２第２項の申請書は、開発行為変更許可申請書（別記第８号様式の２）

によるものとし、省令第２８条の３に規定するもののほか、次に掲げる図書を添付しなけ

ればならない。  

 (1) 開発行為を変更しようとする理由を記載した書類  

 (2) 工事の出来高の状況を示す図書(開発行為の変更が工事施行者の変更による場合に限

る。)  

 (3) その他知事が必要と認める書類  

  (軽微な変更の届出の様式) 

第７条の２ 法第３５条の２第３項の規定による軽微な変更の届出は、開発行為変更届出書     

（別記第８号様式の３）によるものとする。  

 （既存権利届出書の様式等） 
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第８条 法第３４条第１３号の規定による既存の権利の届出をする者は、既存権利届出書（別

記第９号様式）に、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

 (1) 土地の登記事項証明書  

 (2) 土地の利用に関する所有権以外の権利を有する場合にあっては、その旨を証する書類  

 (3) 農地にあっては、農地の転用の許可書の写し  

第９条 削除 

 （工事着手の届出） 

第１０条 法第２９条の開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事に着手した場合に  

  は、知事に工事着手届出書（別記第１１号様式）を提出しなければならない。  

第１１条 削除 

第１２条 法第４５条の規定による承認を受けようとする者は、地位承継承認申請書（別記

第１３号様式）に、同法同条に規定する権原を取得したことを証する書面を添付しなければ  

  ならない。  

 （工事施行状況に関する図書の添付） 

第１３条 法第２９条の規定により開発許可を受けた開発行為に係る工事の施行者は、工事  

  の施行状況について詳細に記録をとり、次に掲げる事項を明らかにする写真その他の図書  

  を工事完了後に提出する工事完了届出書又は工事途中に報告を求められた場合に提出する 

  工事進ちょく状況報告書に添付しなければならない。ただし、工事の規模等により知事が 

  支障がないと認めた事項については、この限りでない。  

 (1) 擁壁等の基礎の床掘り及び型枠の組立ての完了状況  

 (2) 鉄筋コンクリート造の擁壁その他の構造物の配筋の完了状況  

 (3) 擁壁等の高さが、計画高の約 2分の 1の工程に達した状況(壁体の厚さ又は組積材、裏  

  込コンクリート及び裏込栗石の厚さ並びに擁壁の背面に透水層を設けた場合の透水層の厚  

  さ)  

 (4) 擁壁背面の水抜孔及びその周辺の状況  

 (5) 排水施設のうち、地下に埋設する集水管、暗渠、管渠等の配置を完了し、土砂の埋戻 

     し直前となった状況並びにこれらの排水能力及び強度  

 (6) 急傾斜面に盛土をする場合における盛土前の段切りその他の措置をした状況  

 (7) 擁壁等の基礎杭の耐力  

 (8) コンクリート及び建設資材の強度及び品質管理  

 (9) 造成道路の路盤厚及び地耐力(舗装工事のみ)並びに造成道路と既存道路との接続地点 

     の状況  

 (10) 排水施設と既存排水施設又は河川との接続地点の状況  

 (11) その他施行段階で工事完了後外部から明りょうに確認できなくなる箇所  

 (開発行為に関する工事の廃止の届出書の添付図書) 

第１４条 省令第３２条の届出書には、次に掲げる事項を記載した図書を添付しなければな 

  らない。  

 (1) 開発行為に関する工事の廃止の理由及び廃止に伴う措置  

 (2) 廃止時における当該土地及び工作物の現況写真  

（工事完了公告前建築等承認申請書の提出） 

第１５条 法第３７条第１号の規定による承認を受けようとする者は、工事完了公告前建築 

  等承認申請書（別記第１４号様式）を提出しなければならない。  

（用途地域の定められていない土地の区域内における建築物特例許可申請の様式等） 

第１６条 法第４１条第２項ただし書の規定による許可を受けようとする者は、用途地域の 

  定められていない土地の区域内における建築物特例許可申請書（別記第１５号様式）に、 次  

  に掲げる図書を添付しなければならない。  

 (1) 建築物概要書(別記第 16号様式)  

 (2) 付近見取図(方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示すること。)  
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 (3) 敷地現況図(敷地の境界及び建築物の位置を明示すること。)  

 (4) 建築物平面図  

 (5) 建築物立面図  

 (6) その他知事が必要と認める書類  

（予定建築物等以外の建築等許可申請書の様式等） 

第１７条 法第４２条第１項ただし書の規定による許可を受けようとする者は、予定建築物 

  等以外の建築等許可申請書（別記第１７号様式）に、前条の各号に掲げる図書を添付しな    

  ければならない。  

（建築物の新築、改築又は用途の変更許可申請書の添付図書） 

第１８条 省令第３４条第１項に規定する申請書には、第１６条各号に掲げる図書を添付し 

  なければならない。  

（都市計画事業認可告示後の建築等の許可申請の添付図書） 

第１９条（略） 

第２０条 削除 

（開発行為又は建築に関する証明書の交付の申請） 

第２１条 省令第６０条の規定による書面の交付を求めようとする者は、開発行為又は建築 

  に関する証明書交付申請書（別記第２０号様式）を提出しなければならない。  

２ 省令第６０条第２項の規定による書面の交付を求めようとする者は、開発行為又は建

築に関する証明書交付申請書（畜舎等用）（別記第２０号様式の２）を提出しなければなら 

ない。 

（命令に係る標識の様式） 

第２１条の２ 法第８１条第４項の標識は、別記第２０号様式の３によるものとする。  

（身分証明書の様式） 

第２２条 法第８２条第２項の規定による身分を示す証明書は、身分証明書（別記第２１号 

  様式）によるものとする。  

（書類の提出） 

第２３条 次に掲げる申請書又は届出書は、正副２通とする。  

 (1) 省令第 16条第 1項の開発行為許可申請書  

 (2) 第 7条の開発行為変更許可申請書  

 (3) 第 7条の 2の開発行為変更届出書  

 (4) 省令第 29条の工事完了届出書及び公共施設工事完了届出書  

 (5) 第 15条の工事完了公告前建築等承認申請書  

 (6) 省令第 32条の開発行為に関する工事の廃止の届出書  

 (7) 第 16条の用途地域の定められていない土地の区域内における建築物特例許可申請書  

 (8) 省令第 34条第 1項の建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の  

     新設許可申請書  

 (9) 省令第 39条第 1項の申請書  

 (10) 第 19条の建築等許可申請書  

 (開発登録簿調書の様式) 

第２４条 省令第３６条第１項に規定する登録簿の調書は、開発登録簿調書（別記第２２号 

  様式）によるものとする。  

（開発登録簿の写しの交付請求書の提出） 

第２５条 法第４７条第５項の規定による開発登録簿の写しの交付を請求しようとする者は、 

  開発登録簿の写しの交付請求書（別記第２３号様式）を提出しなければならない。  

（登録簿の閲覧所） 

第２６条 省令第３８条第１項に規定する閲覧所は、法第２９条の規定による開発許可のう  

  ち開発行為に係る面積が５０，０００平方メートル以上のもの及び法第３４条第１４号の  

  規定による開発許可にあっては土木部建築住宅局建築課の執務室に、その他の開発許可に 
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  あっては関係広域本部地域振興局の庁舎に設置する。  

（閲覧時間） 

第２７条 登録簿の閲覧時間は、午前９時３０分から午後４時３０分まで（正午から午後１ 

  時までを除く。）とする。  

（定期休日） 

第２８条 閲覧所の定期休日は、熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例第１０号）

第１条第１項各号に掲げる日とする。  

（臨時休日等） 

第２９条 知事は、登録簿の整理その他必要がある場合は、臨時に休日を設け、又は閲覧時 

  間を短縮することがある。この場合においては、その旨を閲覧所に掲示するものとする。  

（閲覧手続） 

第３０条 登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備える開発登録簿閲覧名簿に、必要な 

  事項を記入のうえ、係員の指示を受けなければならない。  

（登録簿の持出し禁止） 

第３１条 閲覧者は、登録簿を閲覧所以外の場所に持ち出してはならない。  

（閲覧の停止又は禁止） 

第３２条 知事は、次の各号の一に該当する者に対して閲覧を停止し、又は禁止することが 

  できる。  

 (1) 前条の規定に違反した者  

 (2) 登録簿を破損若しくは汚損し、又はそのおそれがあると認められる者  

 (3) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがあると認められる者  

 (4) その他係員の指示に従わない者  

 

附 則  

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。  

２ この規則の施行の際現に改正前の熊本県種畜貸付規則、熊本県水産業協同組合法施行細

則、熊本県牧野法施行細則、熊本県家畜改良増殖法施行細則、熊本県税条例施行規則、熊

本県土地改良財産の管理及び処分に関する規則、熊本県母子家庭等の児童の身元保証に関

する条例施行規則、熊本県土地区画整理法施行細則、熊本県分収造林指導規則、熊本県税

災害減免条例施行規則、熊本県屋外広告物条例施行規則、熊本県税特別措置条例施行規則、

熊本県港湾管理条例施行規則、熊本県養蜂振興法施行細則、熊本県宅地造成等規制法施行

細則、熊本県急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律施行細則、風致地区内におけ

る建築等の規制に関する条例施行規則、熊本県林業種苗法施行細則、熊本県水質汚濁性農

薬の使用規制に関する規則、熊本県自然環境保全条例施行規則、熊本県が管理する港湾の

港湾区域等における行為の許可手続等に関する規則、熊本県森林組合法施行細則、熊本県

景観条例施行規則、熊本県砂防指定地管理条例施行規則及び熊本県産業廃棄物税条例施行

規則（以下「熊本県種畜貸付規則等」という。）の規定により提出されている申請書その他

の書類は、改正後の熊本県種畜貸付規則等の規定により提出された申請書その他の書類と

みなす。 
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○ 熊本県都市計画法に基づく開発行為の許可の基準に関する条例施行
  規則（平成１９年３月２８日規則第９号） 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、熊本県都市計画法に基づく開発行為の許可の基準に関する条例（以下「条 
例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （区域指定の申出及び方法等） 

第２条 条例第４条第１項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出することにより行 
うものとする。 

 (1) 区域の名称 

 (2) 区域の面積 

 (3) 指定を受けようとする主な理由 

 (4) 区域における建築物の連たん状況 

 (5) 区域における公共施設の整備状況 

 (6) 建築物の用に供する土地の割合 

 (7) その他知事が必要と認める事項 

２ 前項の申出書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

 (1) 区域を定める基礎となる土地の範囲並びに建築物の位置及び敷地の範囲を示す図面 

 (2) 区域の位置及び範囲を示す図面 

 (3) 区域内の土地の地番、地積及び地目の一覧表 

 (4) 区域の公図の写し 

 (5) 区域における公共施設の整備状況を示す図面 

 (6) 区域内の建築物の位置及び敷地の範囲を示す図面 

 (7) 区域内の建築物の一覧表及びそれらが建築された日が確認できる書類 

 (8) 第5条に規定する指定除外区域を示す図面 

 (9) 市町村都市計画審議会の審議の内容を記載した書面 

 (10) 公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を講じた場合においては、その
状況及び住民から出された意見の概要を記載した書面 

 (11) その他知事が必要と認める書類及び図面 

 （区域の境界） 

第３条 条例第４条第１項の区域の境界は、建築物の敷地の境界により定めることとし、これによ
り難い場合は、道路、河川、山林、がけその他の地形、地物等土地の範囲を明示するのに適当な
もの又は町界、字界等により定めるものとする。 

 （建築物の用に供する土地の割合） 

第４条 条例第４条第１項第２号の規則で定める程度に集積している区域とは、当該区域内の建築
物の用に供する土地の面積の合計が当該区域の面積（道路、水路、公園その他の公共施設の敷地
及び湿地、がけ地その他建築物の用に供するのに適当でない土地の面積を除く。）の２分の１を
超える区域とする。 

 （指定除外区域） 

第５条 条例第４条第１項第３号の規則で定める区域は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 砂防法（明治３０年法律第２９号)第２条の規定により指定された土地の区域 

 (2) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６項第１号ロに掲げる農地 

 (3) 農業振興地域の整備に関する法律(昭和４４年法律第５８号)第８条第２項第１号に規定す
る農用地区域 

 (4) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財
包蔵地の区域、同法第１０９条第１項の規定により指定された史跡名勝天然記念物の指定地域
又は同法第１１０条の規定により仮指定された史跡名勝天然記念物の仮指定地域 

 (5) 森林法（昭和２６年法律第２４９号)第２５条第１項若しくは第２項若しくは第２５条の２
第１項若しくは第２項の規定により指定された保安林の区域又は同法第４１条第１項若しく
は第３項の規定により指定された保安施設地区 

 (6) 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２０条第１項の規定により指定された特別地 
    域 

  (7) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号)第８条第１項第７号の風致地区として定められた
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区域 

 (8) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）第２９条
第１項の規定により指定された特別保護地区 

 (9) 熊本県立自然公園条例（昭和３３年熊本県条例第４５号)第２１条第１項の規定により指定さ
れた特別地域 

 (10) 熊本県自然環境保全条例（昭和４８年熊本県条例第５０号)第１１条第１項の規定により指
定された自然環境保全地域、同条例第１９条第１項の規定により指定された緑地環境保全地域
又は同条例第２３条第１項の規定により指定された郷土修景美化地域 

 (11) 熊本県文化財保護条例（昭和５１年熊本県条例第４８号)第３５条第１項の規定により指定
された県史跡名勝天然記念物の指定地域 

 (12) 熊本県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成１６年熊本県条例第１９号）第３４
条第１項の規定により指定された生息地等保護区 

 (13) その他知事が指定する区域に含めることが適当ではないと認める区域 

 （道路の幅員） 

第６条 条例第４条第１項第４号の規則で定める主要な道路の幅員は６メートルとし、同号の規則
で定める区域外の道路の幅員は６．５メートルとする。ただし、区域の規模及び形状、区域の周
辺の土地の地形及び利用の態様等に照らして、これによることが著しく困難と認められる場合で
あって、環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上及び事業活動の効率上支障がないと認めら
れるときは、主要な道路及び区域外の道路の幅員は、いずれも４メートルとする。 

 （指定等の告示） 

第７条 条例第４条第３項の規定による告示は、次に掲げる事項を告示するものとする。 

 (1) 区域の名称 

 (2) 区域の範囲 

 (3) 指定を行った期日 

 (4) 関係図書を公衆の縦覧に供する場所 

 
 
   附 則 
１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 
 

附 則 
１ この規則は、平成２３年７月１日から施行する。 

  

附 則 
１ この規則は、平成２７年３月２４日から施行する。ただし、第５条第１１号の改正規定は、平
成２７年５月２９日から施行する。 

 



  

 - 134 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 申請書等の一般的様式  

 

 

 

 

 

 

 

熊本県都市計画法施行細則に定める申請書等の様式  
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 別記第１号様式（第２条関係）  
 

  設  計  説   明  書  

 

 設 計 の  

 方    針  

 

 
 
 工区計画  

 工区の名称   工区面積   着手予定年月日  完了予定年月日  

          平方メートル  
      年  月  日  

 
     年  月  日  

 
 開  
 
 発  
 
 区  
 
 域  
 
 内  
 
 の  
 
 土  
 
 地  
 
 の  
 
 現  
 
 況  

  地  

  域  

  地  

  区  

 
 区 域 区 分  

 
   用  途  地  域  

 
 その他の地域地区  

 
 □ 市街化区域 

 □ 市街化調整区域 

 □  非線引都市計画区域  

  

  地  

  目  

  別  

  の  

  概  

  要  

  
  宅   地  

 
  農    地  

 
  山   林  

 
 公共施設用地 

 
 その他  

 
    計  

 
  面積  

         平方メートル            平方メートル          平方メートル      平方メートル     平方メートル    平方メートル 

 
  比率  

      パーセント       パーセント      パーセント       パーセント     パーセント     パーセント 
  
     100 

 
 
 
 土地利用  
 
 
 計    画  

  
  宅地用地  

 
 公共施設用地  

 
 公益的施設用地  

 
 その他の用地  

 
    計  

 
 面 積  

          平方メートル      平方メートル         平方メートル      平方メートル      平方メートル 

 
 比 率  

         パーセント       パーセント         パーセント        パーセント       パーセント 

 
 
 公共施設  
 
 の整備計  
 
 画の概要  

  
    道路用地  

 
  公 園 用 地  

 
 排水施設用地  

 
 その他の用地  

 
    計  

 
 面 積  

      平方メートル        平方メートル         平方メートル          平方メートル          平方メートル 

 
 比 率  

       パーセント         パーセント          パーセント         パーセント          パーセント 

 
 

 

 公益的施  

 設の配置  

 計画の概  

       名    称     面    積       比    率  

                平方メートル                     パーセント 

 
           計  

               平方メートル                   パーセント 

  注１ 設計の方針の欄には、当該開発行為の目的、開発計画の設計に関して特に留意したこと等を  

    記入してださい。  

   ２  工区が分かれている場合は、総括及び工区毎に記入してくだい。  

   ３ 公益的施設の配置計画の概要の欄の名称は小学校、保育所、日用品の店舗等と記入するもの  

    とし、比率は当該公益的施設の面積の開発区域の面積に対する比率を記入してください。  
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 別記第１号様式付表１（第２条関係）  
 

   

         従前の公共施設一覧表   

  従前の公共施設の有無   有 無  

 
従前の公共  
  
施設の名称  

新旧対  
照図に  
付した  
番号  

廃止、  
付替え  
拡幅等  
の別  

    概    要      管   理   者   
 所有者の  
 
 名  称  

 
 
 摘    要  

 
 延 長  

 幅員  
(管径)  

 
 面 積  

 
  名   称  

同意の  
有 無  

    ﾒｰﾄﾙ  ﾒｰﾄﾙ  平方メートル     

  注１  従前の公共施設の名称の欄には、道路、公園等の種別ごとに記入してください。  

    ２ 同一物件に権利者が２以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。  

    ３ 不要の文字は、消してください。  
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 別記第１号様式付表２（第２条関係）  
 

  

        新設する公共施設の一覧表  

 

 
 

 

    新設する公共施設の有無   有  無  

 
 新設する公  
 
共施設の名称  

 
新旧対  
照図に  
付した  
番  号  

 
    概    要  

 
  管理者となる  
 
  べき者の名称  

 
 協議成立別  
 
 協議中の別  

 
 
 
   摘   要  

 
延  長  幅員  

(管径 )  

 
 面積  

  ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ 平方ﾒｰﾄﾙ     

  注１  新設する公共施設の名称の欄には、道路、公園等の種別ごとに記入してください。  

    ２ 概要欄の道路の幅員については有効幅員を道路の面積については道路敷の面積を記入し  

    てください。  

    ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、概要の欄にその旨を記入してください。  

    ４ 拡幅の場合は、従前の公共施設の番号、幅員等を摘要の欄に記入してください。  

    ５ 不要の文字は、消してください。  
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 別記第１号様式付表３（第２条関係）  
 

  

      付替えに係る公共施設の一覧表  

  付替えに係る公共施設の有無   有  無  

 
 従  前  の  公  共  施 設  

 
 付替えに係る公共施設  

付け替え後にお  
 
ける従前の公  

 
共施設用地の  

 
帰属  

 
 
 
 摘    要  

 
 名    称  

新旧対照図に  
 
付した番号  

土地所有者  
 
の  名  称  

 
 名   称  

 新旧対照図に  
 
 付した番号  

       

  注１ 都市計画法第 40条第１項の規定により公共施設の付替えをする場合に記入してください。  

    ２ 付替えに係る公共施設の欄には、従前の公共施設に対応する新設の公共施設の名称及び  

    番号を記入してください。  

    ３ 不要の文字は、消してください。  
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別記第２号様式（第２条関係）  
 

  設  計  概  要  書  

 

 設 計 の  

 方   針  

 

 
 
 開  
 
 発  
 
 区  
 
 域  
 
 内  
 
 の  
 
 土  
 
 地  
 
 の  
 
 現  
 
 況  

  
  地  
  
  域  
  
  地  
  
  区  

 
    区   域   区   分  

 
      用  途  地  域  

 
  その他の地域地区  

 
 
 □   市街化区域  
 
 □ 市街化調整区域  
 
 □ 非線引区域  

  

 
  地  
 
  目  
 
  別  
 
  の  
 
  概  
 
  要  

  
 宅  地  

 
農   地  

 
 山   林  

 
 公共施設用地  

 
 その他  

 
  合    計  

   
 面 積  

     平方メートル    平方メートル      平方メートル                平方メートル      平方メートル                     平方メートル 

   
 比 率  

      パーセント       パーセント        パーセント           パーセント        パーセント                         パーセント 

 
 
 
 土地利用  
 
 
 

 
 計    画  

  
  宅 地  
  用 地  

   公 共 施 設 用 地   
その他  
の 用 地  

 
 
  合  計   道 路  

 用 地  
排 水 施  
設 用 地  

 その他  
 用  地  

 
 小  計  

 
 

 面 積  

     平方メートル     平方メートル       平方メートル      平方メートル     平方メートル    平方メートル        平方メートル 

 

 比 率  

    パーセント    パーセント      パーセント     パーセント     パーセント    パーセント          パーセント 

 公 共 施 設 一 覧 表  

 
 従 前、 
 
 新  設  
 
 の  別  

 
 
公共施設の  
 
名   称  

 
 新旧対  
 照図に  
 付した  
 番号  

 
 廃止、  
 付替え  
 拡幅等  
 の別  

    概          要   
 
 管理者の  
 
 名   称  

同意又  
は協議  
成立の  
有無  

 
 
 
 摘   要  

 
 
 延  長  

 
 幅 員  
 
（管径） 

 
 
 面 積  

       メートル     メートル 平方メートル    

  注１ 設計の方針の欄には、当該開発行為の目的、開発区域を工区に分けた場合における工区数、  

    工区ごとの面積及び完了予定年月日、当該開発計画の設計に関して特に留意したこと等を記  

    入してください。  

    ２ 公共施設の所有者と管理者が異なる場合は、摘要の欄に所有者の名称を記入してください。  

    ３ 概要の欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷の面積を記入  

    してください。  
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様式第 1 号(任意)(第 2 条関係) 

 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の概要 

 

                             
 

1 工 事 主 住 所 氏 名  

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4  土地の所在地及び地番 

土地の代表地点の緯度経度  

 

（緯度：   度   分   秒、 

 経度：   度   分   秒） 

5 造成等を行う土地の面積 平方メートル  

6 工事着手前の土地利用状況   

7 工事完了後の土地利用  

8 盛 土 の タ イ プ 平地盛土・腹付け盛土・谷埋め盛土 

9 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工  

事  

の  

概  

要 

イ 盛土又は切土の高さ  メートル  

ロ 
盛土又は切土をする土

地の面積 
平方メートル  

ハ 盛土又は切土の土量 
切 土 立方メートル 

盛 土 立方メートル 

ニ 擁      壁 

番 号 構  造 高   さ 延   長 

  メートル メートル 

    

    

ホ 崖面崩壊防止施設 

番 号 構  造 高   さ 延   長 

  メートル メートル 

    

    

ヘ 排 水 施 設 

番 号 種  類 内法寸法 延   長 

  センチメートル メートル 

    

    

ト 崖面の保護の方法 
 

 

チ 
崖面以外の地表面の

保護の方法 
 

リ 
工事中の危害防止          

の た め の 措 置          

 

 

ヌ そ の 他 の 措 置          
 

 

ル 工事着手予定年月日 年  月  日 

ヲ 工事完了予定年月日 年  月  日 

ワ 工 程 の 概 要          
 

 

11 その他必要な事項  

 

 

 

 

10 
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 1 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）の規制を受ける場合は、本用紙を記入する 

こと。 

 2 1 欄の工事主、2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の氏

名を記入すること。 

 3 1 欄の工事主が法人であるときは、工事主住所氏名ほか、当該法人の役員住所氏名を記入すること。 

 4 2 欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、氏名の横に〇印を付すこと。 

 5 4 欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以下第一位まで記入すること。 

6 8 欄は、該当する盛土タイプに〇印を付すこと。（複数選択可） 

7  9 欄は、渓流等（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号）第 7 条第 2 項第 2 号に 

規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれかに〇印を付すこと。 

8  11 欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可 

等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 
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別記第３号様式（第３条関係）  
 

  開発行為許可申請者の資力及び信用に関する申告書  

 

                                                                年  月  日  

 

     熊本県知事        様  

 

                             申告者  住  所 

                     （所在地） 

                                           氏  名                           

                                          （名称及び代表者氏名）  

                                     電話番号  

     都市計画法第33条第１項第12号に規定する必要な資力及び信用について次のとおり申告  

   します。  

 設 立 年 月 日          年    月    日   資 本 金                          千円  

 法令による登録等   

 従  業  員  数                 人（うち土木建築関係技術者      人）  

 前年度事業量              千円    資産総額                          千円  

 前年度又は前年の  
 納   税   額  法人税又は所得税       千円    事業税           千円  

 主たる取引金融機関  
 

 工事監理者の住所及び氏名   

 役  

 員  

 略  

 歴  

職        名  氏       名  年 齢  在社年数  資格、免許、学歴、その他  

       歳        年   

     

     

     

 
 
 

 宅  

 地  

 造  

 成  

 経  

 歴  

工事の名称  工事施行者  工事施行  
場  所  

面  積  許認可の年月  
日 及び番号  

着工及び完了  
の   年   月  

        平方メートル    年 月 日  

   第    号  

     年   月着工  

     年   月完了  

        年  月  日  

    第    号  

     年   月着工  

     年   月完了  

        年  月  日  

    第    号  

     年   月着工  

     年   月完了  

        年  月  日  

    第    号  

     年   月着工  

     年   月完了  

        年  月  日  

    第    号  

     年   月着工  

     年   月完了  

 注１ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業による宅地建物取引業者の免許、建築士法による建築  
   士事務所の登録、建設業法による建設業者の許可等について記入してください。  
   ２ この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。  
   (1) 前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書  
     (2) 法人の登記簿謄本（個人の場合は履歴書）  
     (3) 財務諸表（直前の事業年度のもの）  

※事業経歴書及び暴力団員等に該当しない旨の誓約書等を添付すること。 
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 別記第４号様式（第３条関係）  
 

 
 工事施行者の能力に関する申告書  

 

 
 

 

                                                               年  月  日  

 

    熊本県知事       様  

 

                          開発行為許可申請者 住  所 

                           （所在地） 

                                                 氏  名                           

                                                （名称及び代表者氏名）  

                                 工事施行者  住  所  

                                                 氏  名                           

                                                （名称及び代表者氏名）  

 

    都市計画法第33条第１項第13号に規定する必要な能力について次のとおり申告します。  

 設立年月日           年    月    日   資 本 金                           千円  

 法令による登録等  
 

 従業員数  

   事     務     技      術     労     務           計  

          人             人            人                  人  
 
 前年度又は前年の納
 税額  

    法人税又は所得税     千円 事業税       千円  

 主たる取引金融機関   

 建設業法第２６条による主任  

 技術者の住所及び氏名  

 

 技  

 者  

 略  

 歴  

  職   名     氏        名    年 齢   存社年数   資格、免許、学歴、その他  

     

 宅  

 地  

 造  

 成  

 工  

 事  

 等  

 施  

 行  

 経  

 歴  

  注 文 主  

  の 氏 名  

元請、下請  

の    別  

  工事施行  

  場  所    面  積    許認可年月日     完 了 年 月  

                平方メートル 

   年 月 日      年  月  

    

   年  月  日        年    月  

    

    年  月  日        年    月  

    

    年  月  日        年    月  

    

    年  月  日        年    月  

 注１ 法令による登録等の欄には、建設業法による建設業者の許可、建築士法による建築士事  

    務所の登録等について記入してください。  

   ２ この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。  

    (1)  前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書  

    (2)  法人の登記簿謄本（個人の場合は履歴書）  

   （3） 事業経歴書  

 

 ※建設業許可書の写しを添付すること。  



  

 - 144 - 

別記第５号様式（第４条関係）  
 

  

 公共施設管理者開発行為同意書  

 

                                                         年    月    日  

 

    開発行為許可申請者    住所  

             （所在地）  

                 氏名                    様  

                          （名称及び代表者氏名）  

 

                    管理者  名称  

                         代表者職氏名           印  

 

 

 

   次の開発行為については、都市計画法第 32条の規定により同意します。  

 

 

 １  関係する公共施設  

 

 ２  開発行為の申請者住所及び  

   氏名  

 

 

 ３   開発区域の地名及び地番  

 

 

 ４  開発区域の面積  

 

 

 

 ５   開発行為の目的  

 

 

 

 ６  同意の内容  
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別記第６号様式（第４条関係）  
 

  管理予定者との協議経過書  

 

   開発区域の名称  

 

 

   公共施設の名称  

 

   協  議  項  目       協    議    内    容         協    議    結    果（条  件）  

 

   設        計  

  

 

   管  理  方  法  

  

 

   土地の帰属  

  

 

   費用の負担  

  

 

 

 

   そ   の   他  

  

 

 

 

  協  議  

        年   月    日  

 

  開発行為  

  許可申請者  

 住    所  

 （所在地）  

 氏    名                                   

 （名称及び代表者氏名）  

 

 

  管理予定者  

 

 名    称  

 

 代表者職氏名                             印  
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別記第７号様式（第５条関係）  
 

  開  発  行  為  等  同  意  書  

 

                                                               年   月   日  

 

     開発行為許可申請者     住  所 

              （所在地）  

                            氏   名                           様  

                           （名称及び代表者氏名）  

 

 

                                  権利者  住   所  

                         （所在地）  

                                          氏   名                              印  

                                         （名称及び代表者氏名）  

                                                      電話番号  

 

 

     私が権利を有する次の物件について開発行為及び開発行為に関する工事を行うことを都  

   市計画法第 33条第１項第 14号の規定により同意します。  

     なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。  

  物件の種類     所在及び地番    面   積    権利の種別        摘            要  

        平方メートル   

 

※ 同意した者の印鑑証明書を添付すること。 
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別記第７号様式（第５条関係）付表  
 

  開発区域内権利者一覧表  

 
 物件の種類  

 
     所在及び地番  

 
 面    積  

 権利の  
 
 種  別  

 
 権利者の氏名  

 同意の  
 
 有  無  

 
  摘     要  

     平方メートル     

 注１  物件の種類の欄には、土地（地目）又は工作物の種別を記入してください。  

  ２  権利の種別の欄には、所有権、抵当権等の別を記入してください。  

  ３  同意の有無の欄には、その旨を記入し、協議中の場合は、その経過を示す  

   説明書を添付してください。  

   ４  同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。  
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別記第８号様式（第６条関係）  
 

  設計者の資格に関する申告書  

 

                                                                 年  月  日  

 

    熊本県知事           様  

 

                       設計者   住 所  

                            氏 名                      

                            電話番号  

 

    都市計画法第31条に規定する設計者の資格について次のとおり申告します。  

 建に  
 築よ  
 士る  
 法資  
 等格  

   資  格  内  容       取 得 年 月 日      登録又は合格の番号  

□１級建築士  
□技術士（   部門） 
□その他(          ) 

 
       年  月  日  

 

  学  

  歴  

 学校の名称   学部及び学科      所  在  地     修 業 年 限  

    

  実  

 

  務  

 

  経  

 

  歴  

  勤 務 先     所   在   地    職  名    在職期間（合計  年 月）  

   

    年 月から   年 月まで  

   

    年 月から   年 月まで  

   

    年 月から   年 月まで  

   

    年 月から   年 月まで  

 

  設  

 

  計  

 

  経  

 

  歴  

 事業主体   工事施行者     施 行 場 所    面    積    許認可の番号及び年月日  

             平方メートル  第   号  

      年  月  日  

     第   号  

      年  月  日  

     第   号  

      年  月  日  

     第   号  

      年  月  日  

     第   号  

      年  月  日  

 
  都市計画法施行規則第19条の該当資格  

 □第１号  
 
 □第２号  

 
 イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ  

 注１ 学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入してください。  

  ２ 実務経歴及び設計経歴の欄には、宅地開発に関する経歴のみを記入してください。  

  ３ 都市計画法施行規則第 19条に規定する資格を有することを証する書類を添付してください。  
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別記第８号様式の２（第７条関係）  

開  発  行  為  変  更  許  可  申  請  書  
 

    開発行為の変更の許可を受けたいので、都市計画法第 35条の２第１

 項の規定により次のとおり申請します。  

   変更の許可を申請します。  

        年   月   日  

   熊本県知事          様  

              許可申請者  住  所  

                         氏  名                    

                              

 

  ※  手数料欄  

 
 
 

 開  

 発  

 行  

 為  

 の  

 変  
 
 更  
 
 の  
 
 概  
 
 

 要  

    開発区域に含まれる  
１  
  地域の名称  

 

２ 開  発  区  域  の  面  積                              平方メートル  

３  予定建築物等の用途   

４  工事施行者住所氏名   

  自己の居住の用に供するもの 
５ 自己の業務に用に供するもの 
    その他のものの別  

 

  法第３４条の該当号及  
６  
  び該当する理由  

 

７  その他必要な事項   

   開発許可の許可番号         年   月   日         第     号  

   変更の理由   

 ※受付番号           年   月   日         第     号  

 ※変更の許可に付した条件   

 ※変更の許可番号         年   月   日         第     号  

 

備考 １  ※印の欄には、記入しないでください。  

２  開発行為の変更の概要の欄（「その他の必要な事項」の欄を除く。）には、変更前及び変更後の内容

を対照させて記入してください。  

３  「法第 34条の該当号及び該当する理由」の欄には、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域内

において行われる場合に記入してください。  

４  「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による

許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記入してください。  
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別記第８号様式の３（第７条の２関係）  
 
   

  開  発  行  為  変  更  届  出  書  

 

                                                                年     月     日  

 

    熊本県知事            様  

 

                             届出者  住  所  

                    （所在地）  

                                     氏  名                                 

                                    （名称及び代表者氏名）  

                                    

 

   開発行為の軽微な変更をしたので、都市計画法第 35条の２第３項の規定により次のとおり届  

 け出ます。  

 

 開発許可の年月日  
 
 及び番号  

 
            年   月   日       第      号  

 

 

 

 

 

 変更に係る事項  

 

 

 

 

 

 

  変更の理由  

 

 備考  変更に係る事項の欄には、変更前及び変更後の内容を対照させて記入してください。  
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別記第９号様式（第８条関係）  
 

  既  存  権  利  届  出  書  

 

                                             年     月     日  

     熊本県知事                様  

 

                     届出者  住  所  

                      （所在地）  

                                       氏  名                                 

                                      （名称及び代表者氏名）  

                                        

 

    都市計画法第３４条第１３号の規定により次のとおり届け出ます。  

     職                   業  
 １    （法人の場合は業務内容） 

 

 

 土  

 

 地  

 ２  所在地及び地番   

 ３   地      目       農地転用許可番号   年   月   日第   号  

 ４   地      積                                    平方メートル  

 ５  権利を有していた目的   

 ６  権利の種類、内容       所有権、所有権以外の権利（         ）  

 ７  備       考   

 ※受  付  

   処理欄  

 

 注  １  裏面の記入上の注意をよく読んで記入してください。  

     ２  ※印の欄には、記入しないでください。  

     ３  不要な文字は、消してください。  

 

          （裏面）  

           記入上の注意  

     １欄：内容を具体的に記入してください。  

（自己用の住居を建築する場合は、記入する必要はありません。）  

     ２欄：届出に含まれる地域の地名・地番をすべて記入してください。  

     ３欄：届出の土地が農地又は採草放牧地であった場合は、農地転用許可年月日番号も  

        記入してください。  

     ５欄：予定建築物等の用途を記入してください。  

                （例）  自己用住宅建築のため（専用住宅）  

          ６欄：該当する方を○で囲み、所有権以外の権利の場合は、（  ）内にその権利の名  

                称を記入し、かつ、内容についても具体的に記入してください。  

           （例）（借地権）昭和 44年 11月 25日に所有者熊本太郎氏（熊本市水前寺６丁目        
             18番１号）と賃貸借契約成立  
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別記第 11号様式（第 10条関係）  
 

 工  事  着  手  届  出  書  

 

                                                                年     月     日  

 

    熊本県知事              様  

 

                             届出者  住  所  

                    （所在地）  

                                     氏  名                                 

                                    （名称及び代表者氏名）  

                                     電話番号  

 

 

   開発行為に関する工事に着手したので、熊本県都市計画法施行細則第 10条の規定により、次の

とおり届け出ます。  

開発許可の年月日及  

 

び番号  

 

年    月    日       第        号  

 開発区域に含まれる  

 

 地域の名称  

 

 工事着手年月日             年    月    日  

 工  

 事  

 監  

 理  

 者  

 住所及び氏名   

 連絡場所                       電話番号  

 資格、免許等   

 主  

 任  

 技  

 術  

 者  

 住所及び氏名   

 連絡場所   

 資格、免許等                       電話番号  

 ※  

 受  

 付  

 処  

 理  

 欄  

 

 注  ※印の欄には、記入しないでください。  
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別記第 13号様式（第 12条関係）  
 

 地  位  承  継  承  認  申  請  書  

 

                                                              年     月     日  

 

    熊本県知事             様  

 

                                申請者  住  所  

                      （所在地）  

                                       氏  名                     

                                       （名称及び代表者氏名）  

                              電話番号  

 

   開発許可を受けた地位の承継を受けたいので、都市計画法第 45条の規定により、次のとおり申

請します。  

 許可の年月日及び番号             年    月    日      第      号  

 

 被承継人の住所  

 氏                  名  

 （名称及び代表者）  

 

 工事施行者の住所  

 氏                  名  

 （名称及び代表者）  

 

 権原取得年月日                   年     月     日  

 
 承継理由  

  所有権取得  
 
  そ  の  他  

 

   受   付  

 ※  

  処理欄  

  ※  手数料欄  

 注  １  承認理由の欄の「その他」については、具体的に記入してください。  

   ２  この申告書には、次の図書を添付してください。  

    (1) 権原を取得したことを証する書類（土地登記簿謄本、契約書等）  

       (2) 申請者の資力及び信用に関する申告書  

       (3) 工事施行者の能力に関する申告書  

     ３  ※印の欄には、記入しないでください。  
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別記第 14号様式（第 15条関係）  
 

  工事完了公告前建築等承認申請書  

 

                                                        年   月   日  

 

    熊本県知事            様  

 

                                申請者  住  所  

                       （所在地）  

                                        氏  名                  

                                        （名称及び代表者氏名）  

                                電話番号  

 

   工事完了公告前の建築等について承認を受けたいので、都市計画法第 37条第１号の規定によ

り次のとおり申請します。  

 開発許可年月日及び番号              年   月   日     第       号  

 

 建築物等の敷地の所在地  

 及び面積  

 

 

 

                                           平方メートル  

 建築物等の用途   

 建築物等の構造   

 建築物等の種別   

 

 申請の理由  

 

 

   受  付  

 ※  

  処理欄  

 

 注  １  建築物等の構造欄には、木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造り等の別及び階数を記載してください。  

   ２ 建築物等の種別の欄には、建築物にあっては新築、改築、増築、移転等を、特定工作物にあつては新設、増築、改築等の別を記 

   載すること。  

   ３  ※印の欄は記入しないでください。  

   ４  この申告書には、次の図面を添付すること。  

        縮尺1,000分の1以上の敷地位置図（承認を受けようとする敷地の位置及び建築物等の配置状況を明示してください。 ) 
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別記第 15号様式（第 16条関係）  
 

   建  築  物  特  例  許  可  申  請  書  

 

                                                             年    月    日  

 

    熊本県知事             様  

 

                                    申請者  住   所  

                       （所在地）  

                                            氏   名                             

                                           （名称及び代表者氏名）  

                                                         電話番号  

 

   建築物の許可を受けたいので、都市計画法第 41条第２項ただし書の規定により次のとお  

 り申請します。  

 開発許可の年月日及び番号                年    月    日           第      号  

 定められた制限の内容   

 建築物の用途   

 建築物を建築しようとする  

 土地の所在及び地番  

 

 許可を受ける具体的内容   

 ※受付の年月日及び番号            年   月   日            第     号  

 ※許可に付した条件   

 ※許可の年月日及び番号                 年   月   日               第      号  

 

   受  付  

 ※  

  処理欄  

  ※  手数料欄  

 注  ※印の欄には、記入しないでください。  
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別記第 16号様式（第 16条関係）  
 

  

 建  築  物  概  要  書  

 

 主  要  用  途  

   敷地面  

  積との  

  百分比  

             パーセント  

     建  築  面  積     延  べ  面  積      敷  地  面  積  

  申  請  部  分               平方メートル            平方メートル  

  申請以外の部分    

  合      計                     平方メートル 

                       建  築  物  の  棟  別  の  概 要  

  棟  
 
 番号  

 
  用      途  

 建築物  
 
 の種別  

 
  構     造  

 
 階数  

 
  建築面積  

 
  延べ面積  

 
 最高の高さ  

          平方メートル       平方メートル           メートル 

        

        

        

        

        

 

 

  備  

 

 

 

 

  考  
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別記第 17号様式（第 17条関係）  
 

  予定建築物等以外の建築物等許可申請書  

 

                                                                年   月   日  

 

   熊本県知事             様  

 

                                申請者  住  所  

                       （所在地）  

                                        氏  名                  

                                        （名称及び代表者氏名）  

                               電話番号  

 

  予定建築物等以外の建築物の新築、改築、用途の変更又は特定工作物の新設の許可を受け  

 たいので、都市計画法第 42条第１項ただし書きの規定により、次のとおり申請します。  

 開発許可の年月日及び番号            年     月     日              第       号  

 予定建築物等の用途   

 

 土地の所在及び地番  

 

 新築改築若しくは用途の変  
 更又は新設後の建築物等の  
 用途  

 

 都市計画法第34条の該当す  

 る号及び理由  

 

 新築改築若しくは用途の変  

 更又は新設の理由  

 

 ※受付の年月日及び番号                  年     月     日             第       号  

 ※許可に付した条件   

 ※許可の年月日及び番号                  年     月     日               第       号  

 

   受   付  

 ※  

   処理欄  

 ※手数料欄  

 注１ ※印の欄には、記入しないでください。  

  ２ 不要の文字は、消してください。  
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別記第 18号様式（第 19条関係）  
 

 建  築  等  許  可  申  請  書  

 

                                                               年     月     日  

 

   熊本県知事              様  

 

                                申請者  住  所  

                       （所在地）  

                                        氏  名                  

                                        （名称及び代表者氏名）  

                              

   都市計画法第 65条第１項の規定による許可を受けたいので、関係図書を添えて次のとおり申  

 請します。  

 

 
 施  行  者  住  所  氏 名  

 

 
 代理人住所氏名  

 

 土地の所在者又は関係  
 
 人住所氏名  

 

 
 敷地の所在及び地番  

 

 

 

 申    請    概    要  

 工  事  種  別    構      造    建坪又は数量    用途又は目的  

建築物工作物  

新築増築改築移転  

土地の形質の変更  

物件の設置たい積  

   棟数    棟  
                  平方メートル

 

 

           
平方メートル

 

 

 
 

 敷   地   面   積  

  

申  請  部  分  

  
申  請  以  外 

 の   部   分  
  合     計  

   
敷地面積の敷地面積 

  に対する比率  
 

        
平方メートル

 
              平方メートル

           
平方メートル

            
パーセント

 

 建築面積又は工事面積   

 延べ面積  

 工事予定  

 

  着  手         年    月    日  しゅん功        年   月   日  

 備                 考   

 
 

 市町村長の記載事項  

 
都市計画決定  

                年  月  日  

都市計画事業認可  

                    
建設省  

     年   月   日     告示第     号  

                 熊本県  

  許可内容   

  事業執行計画   

  参考となるべき事項   

 注  申請に必要な事項のみ記入し、不要の文字は、消してください。  
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別記第 20号様式（第 21条関係）  
 

  開発行為又は建築に関する証明書の交付申請書  

 

                                                                   年     月     日  

 

   熊本県知事                  様  

 

                                 申請者  住  所  

                       （所在地）  

                                        氏  名                  

                                        （名称及び代表者氏名）  

                               電話番号  

 

   建築基準法第６条第１項の規定による確認を申請するため、次の建築（築造）計画が都市  

 計画法（第 29条、第 37条、第 41条、第 42条、第 43条、第 53条）の規定に適合していることの  

 証明書の交付を受けたいので、熊本県都市計画法施行細則第 21条の規定により申請します。  

 土地の所在地、地番  

 地目及び地積  

 

 開発許可番号又は  

 建築許可番号  

 

          年    月    日  第         号  

 

 区  域  区  分  

  市街化区域    

  市街化調整区域  

 

 

 建築（構造）計画  

 開発行為    有・無   敷地面積                         平方メートル 

 用   途    建築（構造）面積                     平方メートル 

 築  物  等  

 の  種  別  

  

 延べ面積  

                    平方メートル 

 

 証明を必要とす  

 る内容及び理由  

 

  受   付  

 ※  

  処理欄  

 

 注１  建築確認申請書の写しを添付してください。  

  ２  ※印の欄は、記入しないでください。  

   ３   不要の文字は、消してください。  
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 別記第 20条の２（第 21条の２関係）  
 

  都市計画法による命令の公示  

 

   所在地  

 

   命令を受けた者の氏名  

 

 

  この     は、都市計画法に違反しているので、   年   月   日付けで、同法第 81条  

 に基づき           を命じた。  

 

 

 

 注  

  １  この標識を損壊したものは、公文書毀棄罪で罰せられます。  

   ２  この命令に違反して       を行った場合は、罰せられます。  

          

                             水道事業者名              水道  

   ３     年   月   日   電気事業者名   に対して    電気    の供給の申し込みの承諾  

                       ガス事業者名              ガス  

 

     を保留するよう要請しています。  

 

 

        年   月   日  

 

 

 

                                             熊本県知事  

 



  

 - 161 - 

別記第 21号様式（第 22条関係）  

 

（第１面） 

   第   号 

 

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書 

 

  職  名 

 

氏  名 
 
  生年月日   年  月  日生 
 
     年  月  日交付 

     年  月  日限り有効 

 

   熊本県知事           印 

（第２面） 

この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に丸印 

のある法令の条項により立入検査等をする職権を有するものです。  

法 令 の 条 項 該当の有無 

  

  

  

  

  

  

  
 

 
（備考） 

１ この証明書は、用紙１枚で作成することとする。 

２ 法令の条項の欄に、この証明書を使用して行う立入検査等に係る法令の条項を記載すること。 

３ 該当の有無の欄に、立入検査等をする職権を有する場合は「○」を、有しない場合は「－」を記

載すること。 

４ 記載する法令の条項の数に応じて、行を適宜追加すること。第２面については、その全部又は一

部を裏面に記載することができる。 

５ 裏面には、参照条文を記載することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写 
 

真 
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別記第 22号様式（第 24条関係）  
 

                                                                 №                   

 開   発   登   録   簿   調   書  

  市町村名   番  号   
 
  開  
 
  発  
 
  許  
 
  可  

 
 許 可 番 号  

 
      第        号 

 
 
許 可 を  
 
受けた者  

 
住所(所在地） 

 

 
 許可年月日  

 
     年   月   日 

  氏     名  
 
（名称及び代表者氏名） 

 

 
  承  
 
 
 
  継  

 
 承 認 番 号  

 
     第      号  

 
 
 
承継人  

 
住所（所在地） 

 

 
 承認年月日  

 
    年  月  日  

  氏     名  
 
（名称及び代表者氏名） 

 

 

 

  当  

 

 

  初  

 

 

  許  

 

 
 
 
  可  

 開発区域に含  

 まれる地域の  

 名称  

 総面積       平方メートル 工 区  

 

面 積  

          平方メートル 

工区数        工区          平方メートル 

 予定建築物等  

 

 の 用 途  

 

 都市計画法  

 第41条の規定に  

 よる制限の内容  

 

 区域地域等   
  
公共施設の種類  

 

 
 工事施行者  

  住   所  
 
（所在地）  

   氏     名  
 
(名称及び代表者氏名) 

 

 

  変  

  更  

  許  

  可  

 変更許可番号  変更許可年月日                  変  更 の 内 容  

   

 
  工  
  事  

  完  

  了  

  検  

  査  

  工     区     名  検査年月日                       摘                  要  

   

 

  備  

 

 

  考  

 工事着手年月日    年  月   日  

 工事完了年月日       年  月   日  

 検査済証年月日       年  月   日     第     号  

 

 

   年  月   日  熊本県公報第      号  熊本県公告第     号  

 注 摘要の欄には、公共施設のみの場合は、その名称を記入してください。  
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別記第２３号様式（第２５条関係） 

 

開発登録簿の写しの交付請求書 

 

                                                                     年   月   日 

 

熊本県県知事      様 

 

                                          請求者  住所（所在地） 

                                              

 

                                               氏名（名称及び代表者氏名）  

  

           

 電話番号 

 

     

都市計画法第４７条第５項の規定により、次のとおり開発登録簿の写しの交付を受けたいので請求しま

す。 

 

 

開発許可の年月日及び番号 年   月   日      

開発許可を受けた者の住所(所在地) 

及び氏名（名称及び代表者氏名） 
  

開発区域に含まれる地域の名称  

写しを必要とする理由  

写しの交付請求枚数  調書      枚      図面      枚  

※ 手数料欄 

 

 

 

 

  

 

備考  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

      2  この請求書の様式は、九州各県(沖縄県を除く。以下同じ。)の共通様式ですので、請求の宛先を書

き換えていただければ、九州各県の請求書の様式として利用できます。 
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都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）  
 
に定める様式                     
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別記様式第二（第十六条関係）  

 

開  発  行  為  許  可  申  請  書  

 
備考   １ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 10 条第 1 項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地 

造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第 12 条第 1 項の許可を受けたものとみなされます。 

    ２ 宅地造成及び特定盛土等規制法第 26 条第 1 項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、本許可を受 

けることにより、同法第30条第1項の許可を受けたものとみなされます。 

     ３ 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律 123 号）第 73 条第 1 項の特定開発行為は、本許可を受けることにより、同 

項の許可を受けたものとみなされます。 

４ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

５ ※印のある欄は記載しないこと。  

６ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。 

７ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、そ  

の手続の状況を記載すること。 

  都市計画法第２９条第 項の規定により、開発行為の 

  許可を申請します。 

 

        年   月   日  

 

   熊本県知事          様  

 

      許可申請者  住  所  

                 氏  名                       
                      （名称及び代表者氏名）  
                             電話番号  

  ※  手数料欄  

 
 
 
 
 
 
 
 
 開  
 
 
 発  
 
 
 行  
 
 
 為  
 
 
 の  
 
 
 概  
 
 
 要  

 
  1  開発区域に含まれる  
   地域の名称  

 

 
 ２ 開  発  区  域  の  面  積 

     
公簿  

                             平方メートル  
    実測  

 ３  予定建築物等の用途   

 
 ４  工事施行者住所氏名  

 

 
 ５  工事着手予定年月日  

 
              年    月    日  

 
 ６  工事完了予定年月日  

 
              年    月    日  

   自己の居住の用に供する  
 ７  もの、自己の業務の用に  
   供するもの、その他の  
    ものの別  
 

 

   法第３４条の該当号及  
 ８  
   び該当する理由  

 

 ９  その他必要な事項   

 ※   受付番号        年   月   日         第     号  

 ※   許可に付した条件   

 ※   許可番号        年   月   日  熊本県指令   第     号  
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 別記様式第三（第十六条関係）  

 

資  金  計  画  書  

 

 １．収  支  計  画  

 
 

             科       目              金        額   

 

 収  

 

 

 

 

 入  

 処  分  収  入  

     宅地処分収入  

     ○  ○  ○  

 補  助  負  担  金  

     ○  ○  ○  

   ○  ○  ○  

     ○  ○  ○  

         計  

 

 

 

 

 

 支  

 

 

 

 

 

 出  

 用  地  費  

 

 工  事  費  

     整地工事費  

     道路工事費  

     排水施設工事費  

     給水施設工事費  

     ○  ○  ○  

     ○  ○  ○  

 付  帯  工  事  費  

 事  務  費  

 借  入  金  利  息  

 ○  ○  ○  

     計  
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 ２．年度別資金計画  

 

                                                                         （単位：千円）  
 

                        年度  
 
 科目  

 
  年  度  

 
   年  度  

 
   年  度  

 
     計  

 

 

 支  

 

 

 

 出  

 事  業  費  

  用  地  費  

   工  事  費  

  付帯工事費  

  事  務  費  

   ○  ○  ○  

 借  入  償  還  金  

   ○  ○  ○  

       計  

    

 

 

 収  

 

 

 

 

 

 入  

 自  己  資  金  

 借  入  金  

   ○  ○  ○  

 処  分  収  入  

   宅地処分収入  

   ○  ○  ○  

 補助金負担金  

   ○  ○  ○  

   ○  ○  ○  

       計  

    

  借  入  金  の  借  入  先      

 

  



  

 - 168 - 

 別記様式第四（第二十九条関係）  

 

工  事  完  了  届  出  書  

 

    年   月   日   

 

 

熊本県知事          様  

 

 

                                          届出者  住  所  

                              氏  名                       

                                    

 

 

 

 都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号

    年   月   日熊本県指令建第    号）が下記のとおり完了しましたの

で届け出ます。  
 

 

記  
 

 

  １．工事完了年月日                                    年   月   日  

 

  ２．工事を完了した開発区域又は  

      工区に含まれる地域の名称     

 

 
 

  ※  受付番号         年    月    日       第       号  

 ※  検査年月日           年    月    日  

 ※  検査結果                  合                否  

 ※  検査済証番号           年    月    日             第     号  

 ※  工事完了公告年月日           年    月    日             第     号  

 

 

     備考 １   届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び、代表者の氏名を記載  

すること。 

２   ※印のある欄は記載しないこと。  
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別記様式第五（第二十九条関係）  

 

公  共  施  設  工  事  完  了 届  出  書  

 

                                                             年   月   日  

 

  熊本県知事                     様  

 

 

                            届出者       住  所  

                              氏  名                       

                                    

 

 

 

 都市計画法第３６条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号   年   月

  日熊本県指令建第     号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。    

 

記  

 

   

   １  工事完了年月日                                 年   月   日  

 

   ２  工事を完了した公共施設が存する開発区域  

     又は工区に含まれる地域の名称  

 

   ３  工事を完了した公共施設  

 
 

 ※受付番号          年    月    日        第       号  

 ※検査年月日          年    月    日  

 ※検査結果                 合      否  

 ※検査済証番号          年    月    日        第       号  

 ※工事完了公告年月日          年    月    日  

 

 

 

     備考 １   届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び、代表者の氏名を記載  

すること。 

２   ※印のある欄は記載しないこと。  
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 別記様式第六（第三十条関係）  

 

開発行為に関する工事の検査済証  

 

建第         号   

  年   月   日   

 

 

熊本県知事              

 

 

 下記の開発行為に関する工事は、    年   月   日検査の結果、都市計画法第

２９条の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。  

 

記  

 
 

  １  許  可  番  号           年    月    日   熊本県指令    第     号  

 ２  開発区域又は  

   工区に含まれ  

    る地域の名称  

    面     積  

 

 ３  許可を受けた  

    者の住所及び  

    氏名  

 

 
 

   予定建築  
 
  物の用途  
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 別記様式第七（第三十条関係）  

 

公共施設に関する工事の検査済証  

 

建第         号   

   年   月   日   

 

 

熊本県知事               

 

 

 下記の開発行為に関する工事は、    年   月   日検査の結果、都市計画法第

２９条の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。  

 

記  

 
 

  １  許  可  番  号         年    月    日  熊本県指令    第      号  

 ２  工事を完了した公共  

   施設が存する開発区  

    域又は工区に含まれ  

    る地域の名称  

 

 ３  工事を完了した公共  

    施設  

 

 ４  許可を受けた者の住  

    所及び氏名  
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 別記様式第八（第三十ニ条関係）  

 

開発行為に関する工事の廃止の届出書  

 

 

  年   月   日   

 

   熊本県知事               様  

 

 

                                  届出者        住  所  

                              氏  名                      

 

 

 都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号     年   月   日

熊本県指令   第     号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます  

 

記  

 
 

   １．開発行為に関する工事を  
 
     廃止した年月日  

 
                   年    月    日  

  ２．開発行為に関する工事の  

     廃止に係る地域の名称  

 

  ３．開発行為に関する工事の  
 
    廃止に係る地域の面積  

 
                                         平方メートル  

 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名はその法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
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 別記様式第九（第三十四条関係）  

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更  

又は第一種特定工作物の新設許可申請書  
 

                                                         新    築  
                                           建  築  物  
                                                         改    築  
   都市計画法第４３条第１項の規定により、  第一種特   の  
                                                          用途の変更  
                                           定工作物  
                                                         新    設  

   の許可を申請します。  

                            年   月   日  

   熊本県知事          様  

 

       許可申請者  住  所  

                  氏  名                          

  ※手数料欄  

    建築物を建築しようとする土地、用途の変 
   更をしようとする建築物の存する土地又は 
 1. 第一種特定工作物を新設しようとする土地 
   の所在、地番、地目及び面積  

 
 
 
 

                                   平方メートル  

    建築しようとする建築物、用途の変更後の 
 2. 建築物又は新設しようとする第一種特定工 
    作物の用途  

 

    改築又は用途の変更をしようとする場合は 
 3.既存の建築物の用途  

 

    建築しようとする建築物、用途の変更後の 
    建築物又は新設しようとする第一種特定工 
    作物が法第３４条第１号から第１０号ま  
 4.で又は令第３６条第１項第３号ロからホの 
  いずれの建築物又は第一種特定工作物に  
    該当するかの記載及び理由  

 

 5. そ  の  他  必  要 な  事  項   

  ※  受付番号        年   月   日         第      号  

  ※   許可に付した条件   

  ※   許可番号         年   月   日  熊本県指令   第      号  

 

  備考  １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 

２  ※印のある欄は記入しないこと。  

       ３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特  

     定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、そ  

     の手続きの状況を記入すること。  
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その他の様式  
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（法第33条第１項12号関係） 

 
 

誓 約 書 
 

 

私（当法人等）は、都市計画法に基づく開発許可申請を行うに当たって、次の事項につい

て誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることにな

っても、異議は一切申し立てません。 

 

 

１ 私（当法人等）は次の（１）から（３）のいずれにも該当しません。 

 

（１）  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員又は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者（以下「暴力団員等」という。） 

（２） 法人等であって、その役員のうちに(1)に該当する者があるもの 

（３） 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

２ １の誓約事項に反した場合、誓約が虚偽であった場合又は許可取消しの措置を受けた時

は、これに異議なく応じます。 

 

 年  月  日 

 

熊本県知事           様 

 

                   

申請者  住所 

                     氏名 

（法人等にあっては、名称及び代表者氏名） 
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（法第34条の２第１項関係） 

 

開発行為に係る協議書  
 

   都市計画法第34条の２第１項の規定により、開発行為について協議します。 

 

       年  月  日  

 

   熊本県知事         様  

 

             協議申出者  住所  
                              
 

 氏名                

    
 
 
 
 
 
 
 
 開  
 
 
 発  
 
 
 行  
 
 
 為  
 
 
 の  
 
 
 概  
 
 
 要  

 
     開発区域に含まれる  
 １  
   地域の名称  

 

 
 ２ 開  発  区  域  の  面  積 

  
   
                               平方メートル  
     

 ３  予定建築物等の用途   

 

 
 
 ４  工事施行者住所氏名   

 
 ５  工事着手予定年月日   

             年    月    日  

 
 ６  工事完了予定年月日  

 
             年    月    日  

 
     法第 34条の該当号及び  
 ７  
   該当する理由  
 

 

８  その他必要な事項  

 

 

 ※  受付番号       年   月   日       第     号  

 ※  協議に付した条件   

 

 

 

 

 ※  協議番号       年   月   日    第     号  

 

    備考  １ ※印のある欄は記載しないこと。  

          ２ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申出に係る開発行為が市街化調整区域内におい

て行われる場合に記載してください。  

          ３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可

等を要する場合には、その手続きの状況を記載してください。  



 - 177 - 

（法第35条の２第４項関係） 

 
開発行為に係る変更協議書  

 

 都市計画法第 35条の２第４項において準用する同法第 34条の２第１項の規定によ

り、開発行為の変更について協議します。  

   

     年  月  日  

  

  熊本県知事         様 

 

            協議申出者  住所  
                              

氏名                   

 
 開  
 
 発  
 
 行  
 
 為  
 
 の  
 
 変  
 
 更  
 
 の  
 
 概  
 
 要  

    開発区域に含まれる  
１  
  地域の名称  

 

２ 開  発  区  域  の  面  積                              平方メートル  

３  予定建築物等の用途   

４  工事施行者住所氏名   

  法第３４条の該当号及  
５  
  び該当する理由  

 

６  その他必要な事項  

 

 

   開発行為の協議番号         年   月   日       第     号  

   変更の理由  

 

 ※受付番号          年   月   日       第     号  

 ※変更の協議に付した条件   

 

 ※変更の許可番号         年   月   日       第     号  

 

    備考  １ ※印のある欄は記載しないこと。  

          ２ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申出に係る開発行為が市街化調整区域内におい

て行われる場合に記載してください。  

          ３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可

等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。     

４  開発行為の変更の概要の欄（「その他の必要な事項」の欄を除く。）には、変更前及び変更後

の内容を対照させて記載してください。  
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（法第43条第３項関係） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は  
第一種特定工作物の新設に係る協議書  

                                                          新   築  
                                        建 築 物  
                                                          改   築  

都市計画法第43条第３項の規定により、  第一種特   の  
                                                          用途の変更  
                                         定工作物  
                                                          新   設  
 について協議します。 
 
 
 
                           年  月  日  
   熊本県知事         様  

 
 

              協議申出者 住 所 
 
  
                          氏 名                 

 

 

 

 

 

 

 

   建築物を建築しようとする土地、用途の変 
   更をしようとする建築物の存する土地又は 
 1. 
    第一種特定工作物を新設しようとする土地 

   の所在、地番、地目及び面積  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                   平方メートル  

１  建築物を建築しようとする土地、用途の変

更をしようとする建築物の存する土地又は第

一種特定工作物を新設しようとする土地の所

在、地番、地目及び面積 

 

２ 建築しようとする建築物、用途の変更後の 

  建築物又は新設しようとする第一種特定工 

作物の用途  

 

３ 改築又は用途の変更をしようとする場合は

既存の建築物の用途   

４ 建築しようとする建築物、用途の変更後の 

  建築物又は新設しようとする第一種特定工 

作物が法第３４条第１号から第１０号まで

又は令第３６条第１項第３号ロからホのいず

れの建築物又は第一種特定工作物に該当す

るかの記載及び理由  

 

 5. そ  の  他  必  要 な  事  項   

 
  ※  受付番号       年   月   日       第      号  

  ※   協議に付した条件   

  ※   協議番号        年   月   日       第      号  

 

  備考  １  ※印のある欄は記載しないでください。  

       ２  「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種

    特定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、

    その手続きの状況を記載してください。  
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３  開発行為等の手続きフロー  
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開発許可の手続きフロ－①

ＹＥＳ ＮＯ

※１

※２

※４

※３

※４

法第３２条　公共施設管理者の同意等

法第３３条第１項第１４号　開発行為の同意

法第３４条第１～１３号 付議

答申

付議   答申

工事着手届の提出

法第３５条の２

軽微な変更………法第３５条の２第１項ただし書き

工事完了公告前の建築物等の建築

工事完了届の提出

法第３６条　完了検査、検査済証の交付

法第３６条　完了公告 法第３９条　公共施設の管理引継

法第４６条、４７条　開発登録簿 法第４０条　土地の帰属

法第３３条　技術基準
法第３４条第１～１３号
（市街化調整区域）

開発行為変更許可

熊本県開発審査会

市街化区域
1,000㎡以上か？

許可申請不要 許可申請不要

法第３４条第１４号

熊本県開発審査会

法第３４条の２

市街化調整区域か？

公共施設管理者

許可（法第２９条） 不　許　可

開発行為変更届出

法第３５条

法第３７条ただし書

市街化調整区域
非線引都市計画区域
又は準都市計画区域

3,000㎡以上か？

法第３３条　技術基準に適合するか？

工事完了検査

開発行為

都市計画区域及び
準都市計画区域外

１ｈａ以上か？

開 発 許 可 申 請 の 適 用 除 外 に 該 当 す る か？

許可申請不要
許可申請が必要です

法第３４条第１４号

開発許可の特例、協議

建築物の建築又は特定工作物の建設を
主たる目的とする行為か？ ＥＮＤ＝開発行為に該当しない

①区画の変更があるか？（※１） ②形の変更があるか？（※２） ③質の変更があるか？（※３）

開発行為に該当

都市計画区域又は
準都市計画区域か？

法第３４条　立地基準に適合するか？

荒尾市は、１，０００㎡以上

【区画の変更】
・公共施設の新設や改廃を行って、区画を
変更
・調整池、擁壁等の新設や改廃を行って、
区画を変更

【形の変更】…土地の物理的な形状変更
・切土の高さが２ｍをこえるがけが生じる
・盛土の高さが１ｍをこえるがけが生じる
・上記以外の切土又は盛土で、面積が500
㎡をこえるもの

【質の変更】
・宅地以外の土地を宅地として利用する

①、②、③のいずれか
一つ以上該当

 

 

 



18
1
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４ 熊本県開発審査会付議事項取扱方針 
 
 

○ 開発審査会付議事項の申請を検討される方へのお知らせとお願い 
 

 

① 開発審査会への付議に当たっては、取扱方針に定める要件を満たしてい

ることに加え、「開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがない

こと」及び「市街化区域において行うことが困難又は著しく不適当」で

あることの疎明が必要になります。（法３４条１４号及び令３６条第１項

第３号ホの立地基準の適合性） 

 

② 開発審査会への付議については、開発審査会開催月（奇数月）である５

月、７月、９月、１１月、１月、３月の各前月末日までに事業計画の内

容、立地基準、技術基準及びその他の必要事項について事前調整及び審

査を終了し、申請書が受理（市町及び広域本部の進達を含む。）されてい

ることが必要です。 

 

③ 開発審査会に付議可能かどうかを検討するには、事業計画書、字図、土

地登記簿や予定建築物の内容等、具体的な説明資料が必要となります。

そのため、原則として、電話による相談には応じておりませんので、ご

注意ください。 

 

④ これまでの事例をみますと、付議事案の事前調整には、最短でも３ヵ月

程度の時間を要しています。さらに、開発の規模が大きかったり、予定

建築物の数が多かったり、関連する法律がいくつもあったりするなど、

事業計画の内容が複雑な場合は、半年以上かかることも少なくありませ

んので、ご留意ください。 

 

⑤ 事業計画書を作成する際に必要な項目等について、２７３頁に掲載して

いますので、参考にしてください。 
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熊本県開発審査会付議事項取扱方針について 
  
  
 都市計画法第３４条第１４号及び同法施行令第３６条第１項第３号ホの規定により開
発審査会の議を経なければならないものについて、付議に際しての基本的な要件を定め、
審査の効率化、簡素化及び迅速化を図ることを目的とし、下記のとおりの熊本県開発審査
会付議事項取扱方針を定める。 
  

記 
  
第１ 付議事項  
 １ 開発審査会に付議する事項は、次の表に掲げる各号に該当する事項とし、付議に当  

たっては、各号に定める要件を具備したものについてさらに個別、具体的な事前審査  
を行い、真にやむを得ないと認められるものに限って行うものとする。 

 ２ 「１」に定める事項に該当しない事項についても、開発審査会に付議することが真  
にやむを得ないと認められるものについては、「その他」として付議することができ  
るものとする。 

  
第２ 事後報告 
   第１の規定にかかわらず、第１号、第２号、第３号、第５号、第７号、第９号、第

１０号、第１３号、第１４号、第１６号、第１７号、２６号、２８号及び第２９号（付
議しなければならない場合を除く）については、許可後に開発審査会に報告するもの
とする。 

    
第３ その他 
   第１９号については、平成２０年４月１日付けで廃止する。 
   第２７号については、平成２５年４月１日付けで廃止する。 
 
   
   附 則   
  この取扱いは、平成１４年１０月３日より行うものとする。 
  この取扱いは、平成１５年６月１１日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成１６年６月４日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成１７年１０月２６日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成１９年２月９日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成１９年１１月３０日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成２１年４月１日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成２２年１月２９日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成２５年１２月１１日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成２６年１０月９日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成２７年３月３１日から適用するものとする。 
  この取扱いは、平成２７年４月１６日から適用するものとする。 

この取扱いは、平成３０年６月１５日から適用するものとする。 
  この取扱いは、令和２年２月１２日から適用するものとする。 
  この取扱いは、令和５年 7月 1日から適用するものとする。 
 
 
   令和５年６月３０日 
 
                       熊本県開発審査会 
                        熊本県土木部建築住宅局建築課 
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熊 本 県 開 発 審 査 会 付 議 事 項 取 扱 方 針 

取扱番号 項    目 区  分 特定２路線 

の規制（※） 

1 既存権利届出地に係る収用対象事業による代替地の措置 事後報告 × 

2 既存権利届出が未届けの場合の措置 事後報告 × 

3 本家から３親等内の親族への分家住宅 事後報告 × 

4 既存建築物の建替え等 付  議  

5 既存集落内の自己用住宅 事後報告 × 

6 店舗付併用住宅 付  議 × 

7 市街化調整区域又は市街化区域に存する建築物の収用対象事業による移転 事後報告 × 

8 災害危険区域等に存する建築物等の移転 付  議 × 

9 都市計画法第２９条第１項第３号に規定する施設に準ずる建築物 事後報告 × 

10 公営住宅 事後報告 × 

11 打席が建築物であるゴルフ練習場 付  議 × 

12 【削除】自己の居住用に供する建築物の建築を目的とした既存住宅の開発
行為 

付  議 － 

13 指定既存集落内の分家住宅 事後報告 × 

14 指定既存集落内の自己用住宅 事後報告 × 

15 指定既存集落内の小規模な工場等 付  議 × 

16 適法に建築された後相当期間適正に利用された建築物のやむを得ない事 

情による用途変更及びこれに係る建替等 

事後報告  

17 既存の土地利用を適正に行うための最低限必要な管理施設の設置 事後報告  

18 保険調剤薬局の建築を目的とした開発行為 付  議 × 

19 【削除】市街化調整区域が決定された日以前から宅地性を認められる土地
における建築行為又は開発行為 

事後報告 

（一部付議） 

－ 

20 有料老人ホーム 付  議 × 

21 介護老人保健施設 付  議 × 

22 農産物販売所 付  議 × 

23 社会福祉施設 付  議 × 

24 医療施設 付  議 × 

25 学校 付  議 × 

26 改正法施行日までに造成を完了した工業団地に立地する工場等に対する建 

築許可の特例措置 

事後報告  

27 【削除】適合高齢者専用賃貸住宅 付  議 － 
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28 六次産業化法第５条第８項に規定する同意基準（都市計画法による特例

措置のための同意基準） 

事後報告 × 

29 事業所の社宅及び寄宿舎 事後報告／付議 × 

30 建設資材廃棄物等の再資源化施設 付  議 × 

31 使用済自動車又は解体自動車を解体するための施設 付  議 × 

32 火葬場を含むペット霊園 付  議 × 

33 特定流通業務施設 付  議 - 

34 市町が所有する建築物の貸し付けに係る用途変更 付  議 × 

35 地域経済牽引事業の用に供する施設 付  議 × 

36 古民家維持のための用途変更 付  議 × 

37 地方創生に資する既存建築物（空き家）の用途変更 付  議 × 

38 指定既存集落内の既存の宅地 付  議 × 

 
 
 
※ 空港周辺地域の開発許可に関する取扱い 
 
１ 用途規制 

従来、空港へのアクセス機能や空港周辺地域の景観保全の観点から、次の２区間の沿線（以
下「特定２路線」という。）については、開発許可等を行わないこととしています（一部の用
途を除く。） 

 
①主要地方道熊本益城大津線：九州自動車道の交点から一般県道瀬田熊本線との交点まで 
②一般県道熊本空港線：国道４４３号との交点から終点まで 
 
◎ 上記表中の「×」は、特定２路線の沿線においては、都市計画法に基づく開発許可及び建

築許可は行わないことを意味しています。 
 
 
２ 景観形成基準への適合 

次の４区間の沿線において開発許可等を行う場合は、熊本県景観条例の景観形成基準に適合
することを要件とします。 
①主要地方道熊本益城大津線：九州自動車道の交点から一般県道瀬田熊本線との交点まで  
②一般県道熊本空港線：国道４４３号との交点から終点まで 
③一般県道堂園小森線：主要地方道熊本益城大津線との交点から益城町と西原村との行政区域
界まで 

③ 益城町道農免線：一般県道堂園小森線との交点から空港敷地界まで 
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第１号  既存権利届出地に係る収用対象事業による代替地の措置 
 
 

申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 土地収用対象事業の起業者から収用証明書が発行されること。 

 
  ２ 代替地が既存の集落内に存するか、又は隣接していること。 
    ただし、予定建築物の用途がその周辺の土地利用上著しく支障を来す場合は、

この限りでない。 
 
  ３ 予定建築物の用途及び規模並びに敷地の規模が既存権利届出の内容とほぼ同一

であること。 
 
  ４ 代替地が当該収用対象事業の起業者又は関係市町村が斡旋した土地であるこ

と。 
 
 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ７ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 
 

 
 
 
 
 
 
 
⇒ 申請地は、申請地を中心とした半径２５０ｍ以内の区域に４０戸以上の住宅が存
在する集落内にあること。 
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  第２号  既存権利届出が未届けの場合の措置 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 次に掲げるいずれかの事情により既存権利届出を提出し得なかったものであるこ

と。 
   イ 届出期間を通じて、届出者が県外に居住していた場合 
   ロ 届出期間を通じて、届出者が長期病気療養中又は県外旅行中であった場合 
   ハ 線引きされた都市計画区域以外の居住者で、やむを得ないと認められる特段

の事情があった場合 
   ニ 届出期間を通じて、所有権等の帰属をめぐる裁判中であった場合 
 

  ２ 申請者が市街化調整区域が決定される以前から申請地を所有していること。 
   ただし、１のニについては、裁判資料等で判断する。 
 

  ３ 申請地が既存の集落内に存するか、又は隣接していること。ただし、予定建築
物の用途がその周辺の土地利用上著しく支障を来す場合は、この限りでない。 

 
  ４ 予定建築物が自己の居住用又は自己の業務用のいずれかであること。 
 
  ５ 自己の居住用の場合、申請者が他に持家を所有していないこと。 
 
  ６ 申請地の面積は、原則として５００㎡以内であること。 
 

 ７ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ９ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
⇒ 申請地は、申請地を中心とした半径２５０ｍ以内の区域に４０戸以上の住宅が
存在する集落内にあること。 
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第３号  本家から３親等内の親族への分家住宅 

  

 

申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 

  

１ 市街化調整区域が決定される以前から土地（申請地）を所有している者（以下

「本家」という。）の３親等以内の親族が、当該土地に住宅を建築すること。 

  

２ 本家の生活の本拠は、申請地又は申請地が所在する市街化調整区域内であるこ

と。ただし、市街化調整区域が決定される以前から現住所地に継続して生活して

いる場合及び収用移転、被災等で移転した等やむを得ない事情があった場合は、

この限りでない。 

  

３ 本家及びその同一世帯に居住する者が市街化区域内に他に土地を所有してい

ないか、又は所有している場合であっても当該土地に建築できない明白な理由が

あること。さらに、集落内開発条例指定区域内に建築できる土地を有していない

こと。 

  

４ 申請地は、本家の生活の本拠と同一の市町の、既存の集落（申請地を中心とし

た半径２５０ｍ以内の区域に１０戸以上の住宅が存在する集落）内に存するか、

又は隣接していること。 

 

５ 予定建築物の用途が自己の居住用であること。 

  

６ 申請者（夫婦）が他に持家を持たないこと。 

  

７ 申請地の面積は、原則として５００㎡以内であること。 

  

８ 分家する相当の理由があること。 

  
 ９ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 

10 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 

  
11 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 
 

 
⇒ １の「本家」について 

本家から、市街化調整区域決定後、当該土地を相続又は贈与により承継した
者についても、本家に準じる者として取り扱う。 
なお、贈与の場合、元の所有者は申請人にとって３親等以内の血族であること。 

 
⇒ ２の「やむを得ない事情」について 

客観的な要件が必要であり、狭小、過密等主観的なものは認められない。 
 
⇒ ３の「明白な理由」について  
（1） 本家又は申請人以外の法定相続人が生計維持のために有効利用している場合 

・賃貸駐車場：駐車場として工作物等を設け営業している場合や利用者と不可 

分（その駐車場がないと営業できない）の場合は認められるが、宅地として利
用可能な場合は認められない。 

・事実関係は１０年以上とする。 

（５～１０年は契約内容で判断するが５年未満 は認められない。）                       
(2) 申請人以外が建築物を建築している場合 
(3) 所有地が災害危険区域や接道がない等建築不適地の場合等 

 
⇒ ４の「申請地」について  
市街化調整区域に関する都市計画の決定後、農業振興地域の整備に関する法律によ

る農業振興地域内にある土地の交換分合（交換元の土地については、市街化調整区域
が決定される以前から本家が所有していた土地であること。）及び公共事業による収
用（収用対象の土地については、市街化調整区域が決定される以前から本家が所有し
ていた土地であること。）に係る代替地として取得した土地等については、市街化調

整区域が決定される以前から本家が所有している土地とみなす。 
 
⇒ ８の「分家する相当の理由」について 
（1） 結婚により独立する等新たな世帯を構成する事情がある場合 
（2） 現在居住している住宅が狭小である等新たに自己用住宅を建築する必要があ

る場合 
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第４号  既存建築物の建替え等 
  
  
  申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
  
１ 市街化調整区域が決定された日以前から存在する建築物又は市街化調整区域が
決定された日以降に都市計画法に適合して建築され、かつ現在も適法に使用され
ている建築物（以下「既存建築物」という。）を、当該建築物の敷地（以下「従前
の敷地」という。）内において建替え等を行うものであること。 
ただし、従前の敷地が著しく狭小である場合は、この限りでない。 

 
２ 予定建築物の用途が既存建築物と同一であること。 

  

３ 予定建築物の規模、構造、設備等が既存建築物と比較して著しく過大でないこ
と。  
 

４ 建替える相当の理由があること。 
  
  
（ただし、建替え等が従前の敷地内で造成もなく行われる場合であり、かつ、建替え
等の後の建築物の床面積の合計が既存建築物の１.５倍以内（個人住宅については、従
前の１.５倍以内又は２００㎡ 以内）であるものについては、従前の構造及び用途が
ほぼ同一であれば、建築許可不要 の「改築」として取り扱うものとする。） 
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 （運用） 

 
 
⇒ １の「建替え等」について建替え等には、建替えのほか増築及び改築を含む。 

 
 
⇒ １の「著しく狭小」について 

敷地の形状が細長く建築に適さない等が考えられるが、面積の規定は設けていな
い。 

   
 
 
 
 ⇒ ２の「予定建築物の用途が既存建築物と同一」について  

農家住宅、分家住宅及び店舗付併用住宅を一般住宅に建て替える場合は、用途が
同一とは認められない。 

  
     

 
＊ 法第 42条及び法第 43 条に規定する知事の許可を要する新築及び改築のうち、「既存建築物の建替

え等」に該当する行為等は次のとおり。 

  建築事例 建築基準

法上の取

扱い 

開発許可制

度における

取扱い 

「既存建築物の建替え」の該

当性 

① 建築物のなかった土地での建築 新築 新築 × 

② 既存建築物が存在する敷地内での

別棟の建築 

新築 

(棟単位の

適用） 

新築 ○ 

（従前の建築物の用途、規

模、構造と著しく異ならない

場合に限る。） 増築 

(敷地単位

の適用） 

新築 

③ 既存建築物が存在する敷地内での

棟続きの建築 

増築 改築 

④ 既存建築物の全部又は一部を除却

又は滅失した後、用途、規模、構造

の著しく異ならない建築物の建築 

改築 改築 ○ 

（原則として、従前の建築物

の敷地の範囲内での建築に

限る。） 

⑤ 既存建築物の全部を除却した土地

での用途、規模、構造の著しく異な

る建築物の建築 

新築 新築 × 
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  第５号  既存集落内の自己用住宅 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 申請地は、市街化調整区域が決定される以前から申請者が所有していること。

ただし、市街化調整区域決定後、申請者が相続又は贈与を受けたものも含む。 
 
  ２ 申請地が相当数の建築物が連たんしている既存集落内にあること。 
 
  ３ 予定建築物の用途が自己の居住用であること。 
 
  ４ 申請者（夫婦）が他に持家を持たないこと。 

 
  ５ 申請地の面積は、原則として５００㎡以内であること。 
 

  ６ 申請に際し、相当の理由があること。（立退き、借家、借地、退職等） 
 
 ７ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ９ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 

 



 - 196 - 

  

 （運用） 

 
 
 
 
 
 
 
 
  ⇒ 申請地は、申請地を中心とした半径２５０ｍ以内の区域に４０以上の建築物（附

属建築物を除く。）が存在する集落内にあること。 
 
 

 

 
 

 

⇒ 退職とは、県外等に就職・居住していた者等が退職等を機に当該地域へ定住す 
るためにＵターン等する場合をいう。 
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  第６号  店舗付併用住宅 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 申請地は、申請地を中心とした半径２５０ｍ以内の区域に４０戸以上の住宅が

存在する集落内にあること。 
 
  ２ 店舗は、都市計画法第３４条第１号に該当するものであること。 
 
  ３ 原則として、地元商工会に加入予定であること。 
 
  ４ 申請地が公道に外周の６分の１以上接していること。 

 
  ５ 申請者（夫婦）が他に持家を持たないこと。 
 

  ６ 申請地の面積は、原則として５００㎡以内であること。 
 
  ７ 建築物の面積が次のとおりであること。 
   イ 店舗部分：１５０㎡以内であり、かつ、一階床面積の２分の１以上（特別な

業種の場合は５分の１以上）を占めていること。 
    ロ 住宅部分：１５０㎡以内であること。 
 
  ８ 店舗と住宅が家屋内部で往来できるものであること。 
 
 ９ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 

 
  10 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  11 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ⇒ 「店舗」について 
      申請人が自ら営むものに限る。 
 
  ⇒ 店舗開設の担保として地元商工会との事前協議書の添付を求める。 
 

 
 
 
 
 
  ⇒ 「特別な業種の場合」とは、理容業、美容業などの業種で、店舗面積が小さい

ため、「２分の１以上」を適用すると、予定建築物の床面積が過小となる場合を
いう。 
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  第７号 市街化調整区域又は市街化区域に存する建築物の収用対象事業による移転 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 申請者が市街化区域に代替地を所有していないこと。 
 
  ２ 申請地が既存の集落内に存するか、又は既存の集落若しくは市街化区域に隣接

若しくは近接していること。ただし、予定建築物の用途が周辺の土地利用上著し
く支障を来す場合は、この限りでない。 

 
  ３ 予定建築物の用途が従前と同一であること。 
 
  ４ 申請地及び予定建築物の規模が原則として従前の１. ５倍以内であること。 

    ただし、従前の土地及び建物の延べ床面積をそれぞれ１. ５倍した面積が、土
地について３００㎡以下、建物の延べ床面積が２００㎡以下である場合は、土地
は３００㎡以内、建物の延べ床面積は２００㎡以内とする。 

 
  ５ 申請地が次に掲げるいずれかに該当していること。 
    イ 市街化調整区域が決定される以前から申請者が所有していた土地であるこ

と。 
   ロ 当該収用対象事業の起業者又は関係市町村が斡旋した土地であること。 
  ハ 当該収用対象事業が平成２８年熊本地震の復興計画に基づき行われる公共事

業で、発災以前から申請者が所有していた土地であること。 
 
  ６ 収用対象建築物が市街化区域内に存する場合は、申請者が市街化区域に土地を

取得することが困難である場合等、特段の事情があること。 
 
  ７ 収用対象事業の起業者から土地及び家屋（又は家屋のみ）の収用証明書を取得

できること。 
 
 ８ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ９ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  10 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   注 違法建築物は対象とならない。 
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 （運用） 
 
 
 
 
 
 
 
⇒ 申請地は、申請地を中心とした半径２５０ｍ以内の区域に１０戸以上の住宅が 
存在する集落内にあること。 

 
 
 
 
 

⇒ １. ５倍の計算方法 
   収用により残地が生じる場合であって、当該残地のみでは予定建築物に相当する

建物が建築できない場合には、収用地の面積と残地の面積を合わせて計算すること
ができる。 

   Ａ   Ｂ   （Ａ＋Ｂ）×１. ５ 

                      Ａ：収用地  Ｂ：残地で建築できない場合 
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  第８号  災害危険区域等に存する建築物等の移転 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 対象となる建築物等の移転が次のいずれかに該当していること。 
   イ がけ地近接等危険住宅移転事業によるもの 
    ロ 地すべり等防止法第２４条第３項の規定による協議を経た関連事業計画に基

づくもの 
   ハ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第９条第３項の勧告に基づく

もの 
   ニ 建築基準法第１０条第１項の勧告に基づくもの 
    ホ 現に被災した建築物であって、当該地における再建築が困難であると認めら

れるもの 
   へ その他条例、要綱又は特定の行政機関の指示に基づく場合で、イからニまで

と同等と認められるもの 

 
  ２ 申請地が既存の集落内に存するか、又は隣接していること。 
     ただし、予定建築物の用途が周辺の土地利用上著しく支障を来す場合は、この

限りでない。 
 
  ３ 予定建築物の用途が従前と同一であること。 
 
  ４ 申請地及び予定建築物の規模が原則として従前の１. ５倍以内であること。 
    ただし、従前の土地及び建物の延べ床面積をそれぞれ１. ５倍した面積が、土

地について３００㎡以下、建物の延べ床面積が２００㎡以下である場合は、土地

は３００㎡以内、建物の延べ床面積は２００㎡以内とする。 
 
 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ７ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  ⇒ 「行政機関」について 
      市町村、消防署等 

 
⇒ 申請地は、申請地を中心とした半径２５０ｍ以内の区域に４０戸以上の住宅が存
在する集落内にあること。 
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  第９号  都市計画法第２９条第１項第３号に規定する施設に準ずる建築物 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 予定建築物が次のいずれかに該当すること。 
   イ 地区集会所 
    ロ 消防倉庫 
   ハ 地区青年館 
 
  ２ 予定建築物等の運営及び管理が町内会、自治会等で運営され、適正な管理が行

われるものであること。 
 

 ３ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ４ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ５ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
 
 
 
  ⇒ 申請者は、町内会、自治会等の代表者とする。 
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第１０号  公営住宅 
  
  
  申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
  
１ 申請が次のいずれかに該当するものであること。 
イ 申請地が、独立して一体的な日常生活圏を構成していると認められる大規模
な既存集落で知事が指定する集落（以下「指定既存集落」という。）内にあり、
主として当該指定既存集落及びその周辺に居住している者を入居の対象とする
ことを目的として建築されるものであって、その規模がその地域の入居対象者
数を勘案して適切であること。 
ロ 地域改善対策として建設される公営住宅であること。 
ハ 自然災害等により住宅を失った者に対して供給される公営住宅であること。 

     
 ２ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 

３ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが
できる土地であること。 

  
４ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 
 

 
 
 
   

＊ 申請地が、指定既存集落の辺縁部の土地である場合は、周辺の建築物の連たん性、
  土地利用の一体性を勘案して集落内にあるか否かを判断する。（当該許可申請地 
 が優良農地を含むか、宅地的土地利用の連続した土地であるかも踏まえて判断す 
 る。） 
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  第１１号  打席が建築物であるゴルフ練習場 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
  １ 申請地は、第１種低層住居専用地域又は第２種低層住居専用地域の境界からお

おむね１００ｍ以上離れていること。 
 
  ２ 申請地は、原則として幅員６ｍ以上の道路に接していること。 
 
  ３ 申請地は、おおむね１ヘクタール以上の規模を有するものであること。 
 
  ４ 打席数と同数以上の駐車場を確保すること。 

 
 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 

  ６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが
できる土地であること。 

 
  ７ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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  第１３号  指定既存集落内の分家住宅 
   
  申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
  
１ 申請地は、独立して一体的な日常生活圏を構成していると認められる大規模な
既存集落で知事が指定する集落（以下「指定既存集落」という。）内にあること。 

  
２ 申請者は、次のいずれかに該当すること。 
イ 市街化調整区域が決定される以前から当該指定既存集落に生活の本拠を有 
する世帯において、相当期間にわたり、世帯構成員であるか、又は世帯構成員
であった者であること。 

ロ 収用対象事業による建築物の移転等の事情により、当該指定既存集落が市街
化調整区域に編入された以後に当該指定既存集落に生活の本拠を有することと

なった世帯の世帯構成員であるか、又は世帯構成員であった者であること。 
  （イと同様に、相当期間、世帯構成員であるか、又は世帯構成員であったことが

必要。） 

  
３ ２イ、ロの世帯構成員である者が市街化区域内に他に土地を所有していない
か、又は所有している場合であっても当該土地に建築できない明白な理由がある
こと。 

 
４ 予定建築物の用途が自己の居住用であること。 

  
５ 申請者（夫婦）が他に持家を持たないこと。 

  
６ 申請地の面積は、原則として５００㎡以内であること。 

  
７ 分家する相当の理由があること。 

  
 ８ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
９ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが
できる土地であること。 

  
10 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 
 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ ２の「相当期間」について 

   １０年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ ３の「明白な理由」について  

（1）申請者以外の２イ、ロの世帯構成員、又は世帯構成員であった者が生計維持の

ために有効利用している場合 

・賃貸駐車場：駐車場として工作物等を設け営業している場合や利用者と不可

分（その駐車場がないと営業できない）の場合は認められるが、宅地として

利用可能な場合は認められない。 

・事実関係は１０年以上とする。 

（５～１０年は契約内容で判断するが５年未満は認められない。）                      

(2) 申請者以外が建築物を建築している場合 

(3) 所有地が災害危険区域や接道がない等建築不適地の場合等 

 

⇒ ７の「分家する相当の理由」について 

イ 結婚により独立する等新たな世帯を構成する事情がある場合 

ロ 現在居住している住宅が狭小である等新たに自己用住宅を建築する必要 

がある場合 

＊ 申請地が、指定既存集落の辺縁部の土地である場合は、周辺の建築物の連たん性
、土地利用の一体性を勘案して集落内にあるか否かを判断する。 

（当該許可申請地が優良農地を含むか、宅地的土地利用の連続した土地であるか
も踏まえて判断する。） 
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  第１４号  指定既存集落内の自己用住宅 
  
  
  申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
  
１ 申請地は、独立して一体的な日常生活圏を構成していると認められる大規模な
既存集落で知事が指定する集落(以下「指定既存集落」という。)内にあること。 

 
２ 申請者は、次のいずれかに該当すること。 
 イ 当該指定既存集落が市街化調整区域に編入される以前から、申請に係る土地

を保有していた（保有していた者から相続により取得した場合を含む。）者 
ロ 当該指定既存集落内に、相当期間、生活の本拠を有する者であること。 
ハ 収用対象事業による建築物の移転等の事情により、当該指定既存集落が市街

化調整区域に編入された以後に当該指定既存集落に生活の本拠を有することと
なった者であること。  

 

３ 予定建築物の用途が自己の居住用であること。 
  
４ 申請者（夫婦）が他に持家を持たないこと。 

  
５ 申請地の面積は、原則として５００㎡以内であること。 

  
６ 申請に際し、相当の理由があること。（立ち退き、借家、借地、退職等） 

  
 ７ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 

８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが
できる土地であること。 

  
９ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 

  

  

 
⇒ ２の「相当期間」について 
   １０年間とする。 
 
＊ 原則として、申請時点において、当該指定既存集落内に１０年以上継続して 
生活していること。（単身赴任等、現に居住していなくても、当該集落内に生活
の本拠を有すると認められる場合を含む。） 
なお、結婚、就職等を理由に転出した者が、短期間（概ね一年以内）で当該集
落に転入し、若しくは転入することが確実な場合、その期間については、集落内
で生活していたものとみなす。 

 

＊ 申請地が、指定既存集落の辺縁部の土地である場合は、周辺の建築物の連たん性、
土地利用の一体性を勘案して集落内にあるか否かを判断する。（当該許可申請地が
優良農地を含むか、宅地的土地利用の連続した土地であるかも踏まえて判断する。）         

 
 
 

 
⇒ 退職とは、県外等に就職・居住していた者等が退職等を機に当該地域へ定住する
ためにＵターン等する場合をいう。 
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第１５号  指定既存集落内の小規模な工場等 
  
  
  申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
  
１ 申請地は、独立して一体的な日常生活圏を構成していると認められる大規模な
既存集落で知事が指定する集落（以下「指定既存集落」という。）内にあること。 
 

２ 申請者は、次のいずれかに該当すること。 
イ 原則として市街化調整区域に編入される前より当該指定既存集落内に生活の
本拠を有する者であること。 

ロ 収用対象事業による建築物の移転等の事情により、当該指定既存集落が市街
化調整区域に編入された以後に当該指定既存集落内に生活の本拠を有すること

となった者であること。 
  
３ 予定建築物の用途は、工場、事務所、店舗及びこれらに併設する自己用住宅並び

に運動・レジャー施設であって、周辺における土地利用と調和のとれたものである
こと。 

  
４ 予定建築物の敷地の規模が１０００㎡以下であること。なお、店舗については予
定建築物の延べ床面積が５００㎡以下であること。また、併用住宅の場合にあって
は、申請者が取扱方針第１３号又は第１４号に定める申請者の要件を満たす者であ
り、住宅部分の延べ床面積が２００㎡以下であること。 

  
５ 自己の生計を維持するために必要とする自己の業務の用に供する建築物であっ
て、その経営形態、管理運営上の観点から当該集落において建築することがやむを

得ないと認められる場合であること。 
  
６ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
７ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることがで
きる土地であること。 

  
８ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。  
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（運用） 
 

⇒ 「申請者」について 
   第１３号の２イに該当する者にあっては、１０年間、本家世帯の世帯構成員で

あるか、又は世帯構成員であった者を含み、第１４号の２イに該当する者にあっ
ては、申請時点において継続して１０年間、当該集落内に生活の本拠を有してい
る者を含む。 

  
 
＊ 申請地が、指定既存集落の辺縁部の土地である場合は、周辺の建築物の連たん  

性、土地利用の一体性を勘案して集落内にあるか否かを判断する。（当該許可申
請地が優良農地を含むか、宅地的土地利用の連続した土地であるかも踏まえて判
断する。）              

                                              

＊ 併設する自己用住宅の場合は、必ず申請人本人が居住することを担保させるため、
申請書に申請人本人が住居とする旨の誓約書を添付させることとする。 
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  第１６号 適法に建築された後相当期間適正に利用された建築物のやむを得ない事
情による用途変更及びこれに係る建替等 

 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 申請に係る建築物は、都市計画法（以下「法」という。）第２９条の規定により
開発許可の適用除外の取り扱いを受け、又は法第２９条若しくは法第４２条及び法
第４３条の規定により開発許可若しくは建築許可を受けて建築された建築物であ
ること。 

 
２ 適法に建築された建築物を、相当期間にわたり建築を行った本人（承継人を含
む。）が適法に使用しており、申請に当たって真にやむを得ない事情が存すること。

また、個別具体的事情を勘案し、真にやむを得ない事情により譲り受けた第三者が
申請を行う場合には、建築後２０年間使用されていること。 

 

３ 譲渡後における建築物の建替えに当たっては、次のいずれにも該当するもので 
あること。 

   ⅰ 建替え後の用途が従前の建築物と同一か又は一般住宅であること。 
   ⅱ 従前の建築物の敷地の範囲内で行われること。 
   ⅲ 規模構造が従前の建築物と比較して過大でなく（１. ５倍以内又は２００㎡

以内）、かつ、周辺の土地利用の状況からみて適切なものであること。 
 
４ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ⇒ 「２」の相当期間の運用は１０年とする。 
 
 

  なお、この基準において取り扱う用途変更の意味は狭義である。一般的な意味で
の用途（自己用・非自己用・自己の居住用・自己の業務用）変更ではない。 

 

この基準における用途変更の取扱事例を下記のとおり例示的に掲載する。 
 
 （ 変 更 前 の 用 途 ） → （ 変 更 後 の 用 途 ） 
 

① 線引き後の農家住宅 → 一般住宅 
② 許可を受けた店舗付き併用住宅 → 一般住宅 
③ 既存権利に係る住宅 → 一般住宅 
④ 分家住宅 → 一般住宅 
⑤ 公共移転住宅 → 一般住宅 

 
 さらには、これ以外の用途変更の形態についても、都市計画法による市街化調整区
域における基本的な立地要件や考え方等（市街化促進のおそれの有無や用途変更前後
における集客性の多寡の比較検討等）に基づき、それぞれの事案ごとに個別具体的な
要件を検討したうえで準用することが可能な場合もある。 
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  第１７号  既存の土地利用を適正に行うための最低限必要な管理施設の設置 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 予定建築物の用途が既存の土地利用を適正に行うための管理施設であること。 

 
２ 建築物の建築を主たる目的とせず、かつ、管理施設は必要最小限の規模構造で 
あること。 

 
３ 対象となる施設は、露天で利用されている資材置場、車両置場、駐車場等の管 
理棟等とする。店舗、営業所、事務所又はこれらに類するものではないこと。 

 

  ４ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが
できる土地であること。 

 

  ５ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 
 
 
⇒ 予定建築物の敷地（排水施設を整備すべき土地の範囲）は、現に利用している

土地の全部又は一部とする。 

予定建築物の敷地を現に利用している土地の一部とする場合、当該敷地は予定

建築物及び接道する道路への出入口を含む範囲で設定し、縁石等で明確に区分す

ること。 

 

⇒ 予定建築物の延べ床面積は２０㎡以内であり、生活の根拠となりうるような施

設（浴場等）が設置されない建築物であること。 
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  第１８号  保険調剤薬局の建築を目的とした開発行為 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（略称： 
医薬品医療機器等法）（昭和３５年法律第１４５号）第４条第１項の規定に基づく
開設許可が確実な見込みであること。 
 

２ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６５条の規定に基づく保険薬局の指 
定が確実な見込みであること。 

 
  ３ 上記１、２について、所管部局と調整がなされていること。 

 
  ４ 開発区域の面積は、駐車場等を考慮し、適正な規模であること。 
 

 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ７ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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  第２０号  有料老人ホーム 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 当該施設が老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２９条第１項に規定す 
る有料老人ホームであり、かつその設置及び運営（料金設定を含む。）が「熊本県
有料老人ホーム設置運営指導指針」における基準に適合する施設であること。 

   なお、国土交通省の開発許可制度運用指針の改正による運用解釈によると、改
正高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１
項により登録されるサービス付き高齢者向け住宅で、介護、食事の提供、家事又
は健康管理のサービスが提供されるもの（以下「介護等サービス付き高齢者向け
住宅」）は、老人福祉法第２９条第１項に規定する有料老人ホームにあたることか

ら、介護等サービス付き高齢者向け住宅は有料老人ホームに含まれるものとして
運用する。 

 
２ 上記１について、所管部局との調整がなされていること。 

 
  ３ 当該施設の権利関係は、利用権方式又は賃貸方式のものであること（分譲方式

のものは認めない。）。 
 
４ 当該施設が、市街化調整区域に立地する病院又は介護老人福祉施設等が有する 
医療機能又は介護機能と密接に連携しつつ立地する必要がある場合等施設の機能、
運営上の観点から市街化区域に立地することが困難又は著しく不適当なものであ
ること。 

 

５ 当該施設の立地につき、その開発区域が属する市町村の福祉施策及び都市計画 
の観点から支障がないこと。 

 
  ６ 予定建築物の規模が周辺の土地利用の状況からみて適切なものであること。 
 
 ７ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ９ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
 
 
 
⇒ 「連携」について 

    連携の必要性とその内容を明確にするとともに、次のいずれかに該当すること。 
    ⅰ 連携する病院又は介護老人福祉施設等の設置者と当該有料老人ホームの設

置者が同一の場合 
    ⅱ 連携する病院又は介護老人福祉施設等との間に協力契約を締結している場
    合 
 
 

⇒ 「福祉施策及び都市計画の観点から支障がないこと」について 
申請者において関係市町村と事前協議を行い、文書で回答を得ること。 
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  第２１号  介護老人保健施設 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９４条第１項の規定に基づく開設許 
可を受けることが確実な見込みであること。 

 
２ 上記につき、所管部局との調整がなされていること。 

 
  ３ 当該施設が市街化調整区域に立地する協力病院に隣接又は近接する土地に設置

される場合等施設の機能、運営上の観点から市街化区域に立地することが困難又
は著しく不適当なものであること。 

 
  ４ 予定建築物の規模が周辺の土地利用の状況からみて適切なものであること。 
 

 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 
 
  ７ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
⇒ 「近接」について 

当該介護老人保健施設と協力病院が数百メートルの範囲内にある場合が該当する。 
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  第２２号  農産物販売所 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 申請人は、農業協同組合又は農業者で組織される任意組合等の団体であること。

ただし、任意組合等にあっては国、県又は市町村から補助金等の交付を受けるも
のに限る。 

 
２ 予定建築物は、開発区域の属する市町村の市街化調整区域で生産された農産物 
を直接販売する店舗（以下「農産物販売所」という。）で、地産地消を図る目的か
ら当該地域に必要な建築物であることについて、開発区域の属する市町村の長が認
めていること。 

 
  ３ 申請人自らが当該農産物販売所を経営するものであること。 
 

  ４ 申請人は、開発区域が属する市町村の市街化調整区域に農産物販売所を保有し
ていないこと。 

 
５ 申請地は、その敷地の周長の６分の１以上が、都市計画法施行規則第２０条に 
規定する道路に接し、かつ、道路の円滑な通行に支障がない場所であること。 

 
 ６ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
  ７ 申請地は必要最小限の規模であること。また、予定建築物は平屋建ての店舗で、

倉庫等の付属建築物を伴うものでなく、有蓋部分の売場面積は１５０㎡以下であ

ること。 
 
８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 

 
  ９ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
 
 
⇒ 「農業者で組織される任意組合等で公的補助金等の交付を受ける団体」につい 
て補助金、負担金、出資金（第３セクター）、利子補給等の公的助成を受ける団体
をいう。 

 
  ⇒ 「店舗の管理施設」について 
    管理施設（事務室、従業員更衣室、トイレ、農産物搬入口）を設ける場合は、

店舗と同一棟で、その規模は必要最小限であること。また、居住施設は含まない
こと。 
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  第２３号  社会福祉施設 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設（法第３４条第１ 
号に該当するものを除く。）又は更生保護事業法第２条第１項に規定する更生保護
事業の用に供する施設であること。 

 
２ 設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、その位置、規模等からみて 
周辺の市街化を促進する恐れがないと認められ、かつ、当該開発区域を所管する地
方公共団体の福祉施策の観点から支障がないことについて、関係部局との調整がと
れたものであること。 

 
３ 次のいずれかに該当するものであること。 

① 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これらの施設と許可に

    係る社会福祉施設のそれぞれが持つ機能とが密接に関連しつつ、立地又は運
    用する必要がある場合 

② 当該施設を利用する者の安全等を確保するため立地場所に配慮する必 要
    がある場合 

③ 当該開発区域周辺の優れた自然環境が必要と認められる場合など当該施設
    が提供するサービスの特性から、当該開発区域の周辺の資源、環境等の活用
    が必要である場合 
 
４ 予定建築物の規模が周辺の土地利用の状況からみて適切なものであること。 

 

 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 

 
７ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
⇒ 介護職員のステーションとなる事業所等は、「施設」に含まない。 

 
  ⇒ 関係部局とは、当該施設の設置に係る許認可を行う部署及び地元市町村をいう。 
 
  ⇒ 「近隣」とは、数百メートルの距離をいう。 
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  第２４号  医療施設 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 医療法第１条の５第１項に規定する病院又は同条第２項に規定する診療所（法 
第３４条第１号に該当するものを除く。）若しくは同法第２条第１項に規定する助
産所（法第３４条第１号に該当するものを除く。）であること。 

 
２  設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、その位置、規模等からみて 
周辺の市街化を促進する恐れがないと認められ、かつ、当該開発区域を所管する地
方公共団体の医療施策の観点から支障がないことについて、関係部局との調整がと
れたものであること。 

 
３ 次のいずれかに該当するものであること。 
① 救急医療の充実が求められる地域において、患者等の搬送手段の確保のため、

   当該開発区域周辺の交通基盤の活用が必要と認められる場合 
② 当該医療施設の入院患者等にとって、開発区域周辺の優れた自然環境その他

   の療養環境が必要と認められる場合 
③ 病床過剰地域に設置された病院又は診療所が、病床不足地域に移転する場合 

 
４ 予定建築物の規模が周辺の土地利用の状況からみて適切なものであること。 

 
 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 

できる土地であること。 
 
７ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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  第２５号  学校 
 
 
   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
 
１ 主として開発区域の周辺の市街化調整区域の居住者以外の利用を想定している
学校であって、教育環境の確保のため、当該開発区域の周辺の資源、環境等が必要
であることなどから、市街化調整区域に立地させることがやむを得ないと認められ
るものであること。 

 
２ その位置、規模からみて周辺の市街化を促進する恐れがないと認められ、かつ、
当該開発区域を所管する地方公共団体の文教施策の観点から支障がないことにつ
いて、関係部局と調整がとれたものであること。 

 
３ 予定建築物の規模が周辺の土地利用の状況からみて適切なものであること。 

 

 ４ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
５ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 

 
６ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 

 
 
⇒ 主として開発区域の周辺の居住者以外の利用を想定している学校とは、例えば、
学校教育法に規定する高等学校、中等教育学校、高等専門学校、特別支援学校、大
学、専修学校及び各種学校並びに私立の幼稚園、小学校及び中学校等であって、周
辺の市街化調整区域の居住者以外の利用が過半を超えるものが考えられる。 
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  第２６号  改正法施行日までに造成を完了した工業団地に立地する工場等に対す
る建築許可の特例措置 

 
今回の都市計画法の改正により、県が造成を行った工業団地であっても、全面施行

日（平成１９年１１月３０日）以降、工場等を建築する場合は、法第４３条の建築許
可を受けることが必要となる。また、市町が開発審査会の議を経て、大規模開発の許
可を受けて造成した工業団地の開発許可の変更をする場合についても、新たな開発許
可を得る必要がある。いずれの場合も、原則として地区計画が策定されていることが
許可の要件となる。 
しかし、新たに地区計画を策定することとなった場合、既存工場又は今後立地が決

定している工場の高さなどが地区計画策定に係る同意指針に合致せず、地区計画の策
定が困難となる事案について、企業誘致に重大な影響を及ぼすことになることに鑑
み、経過措置として、次に掲げる工業団地については、地区計画の策定を要件とせず、

都市計画法第４３条の建築許可を認めるものとする。 
 
１ 対象とする案件 

県が市街化調整区域内で造成を行い、改正法の施行日（平成１９年１１月３０ 
日）において、既に開発行為を完了している工業団地内で行われる工場等の建築で
あって、次の要件に該当するものであること。 
・施行日以後に地区計画を策定しようとする場合において、当該工業団地内で既 
に建築されている工場等が地区計画策定の同意指針に適合しないために、地区計
画の策定が困難である工業団地内に存する未立地の区画における工場等の建築 

 
２  申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 

① 立地する建築物は、工業団地としての用途に適合するものであること。 
② 建築物は、既存の建築物や周辺の環境と調和のとれたものであること。 

 
なお、改正都市計画法が全面施行された後、新規に工業団地の造成が行われる 

場合又は既存の工業団地の拡張が行われる場合は、原則として地区計画の策定を開
発許可の要件とする。 
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第２８号 六次産業化法第５条第８項に規定する同意基準（都市計画法による特例

措置のための同意基準） 

 

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の

利用促進に関する法律（「六次産業化法」。以下、「法」という。）第５条第８項の規

定に基づき、農林水産大臣から熊本県知事に対し、総合化事業計画の認定に係る協

議があった場合は、同計画に記載の農林水産物等の販売施設が、関係法令及び下記

に掲げる基準に適合するものに限り同意することとする。 

記  

（申請者） 

１ 申請者は、次の要件を満たすものとする。 

（１）申請者は、法第３条に定める農林漁業者等であること。 

（２）申請者自らが農林水産物等の販売施設を経営するものであること。 

 

（予定建築物） 

２ 予定建築物は、開発区域の属する市町村の市街化調整区域で生産された農林水

産物等（農林水産物及びその生産又は加工に伴い副次的に得られる物品のうち動

植物に由来するもの）を直接販売する店舗で、地産地消を図る目的から当該地域

に必要な建築物であることについて、開発区域の属する市町村の長が認めている

こと。 

 

（開発区域の属性等） 

３ 予定建築物を建築する敷地は、申請地の周長の６分の１以上が、都市計画法施

行規則第２０条に規定する道路に接し、かつ、道路の円滑な通行に支障がない場

所であること。 

なお、申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこ 
と。 

 

（開発区域の規模等） 

４ 申請地面積は、事業計画の内容に適応した必要最小限度の規模であること。 

 また、予定建築物の規模等は、法施行令第２条の規定に基づき、農林水産大臣及

び国土交通大臣が定める告示（平成 23年 2月 28日付け告示第１号（以下、「告示」

という。）の各規定に適合するものであること。 

 なお、当該告示の内容をこの基準の最後段に掲載する。 

 

（農地法関係） 

５ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 

 

（行為制限） 

６ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用上の留意点） 

１ この基準に適合していることを理由に、都市計画法第３３条第１項各号又は都

市計画法施行令第３６条第１項及び第２号に掲げる基準に係る審査を省略するも

のではない。 

２ この基準に基づく同意を経て、技術基準の審査により県が許可をした場合は、

知事は直近の開発審査会へ事後報告（包括処理）案件として報告するものとする。 

３ 「告示」に規定する販売施設の基準１（３）の市街化調整区域は、当該規定に

関わらず、熊本都市計画区域（熊本市、合志市、菊陽町、益城町、嘉島町）の市

街化調整区域全体とする。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

「告示」に規定する販売施設の基準 

１ 農林漁業者等が農林水産物等及びその加工品を主として一般消費者に販

売するために整備する施設であって、次のいずれにも該当するものである

こと。 

（１）農林水産物等及びその加工品の年間売上高又は年間販売数量（以下、

「年間売上高等」という。）のうちに農林水産物等の加工品の年間売上高

等の占める割合が、２０パーセント以下であること。 

（２）農林水産物等及びその加工品の年間売上高等のうちに農林漁業者等が

自らの生産に係る農林水産物等をその不可欠な原材料として用いて生産

する加工品以外の農林水産物等の加工品の年間売上高等の占める割合

が、５パーセント以下であること。 

（３）農林水産物等の年間売上高等のうちに当該施設の用に供する土地を含

む市街化調整区域（当該市町村の区域及び隣接市町村の区域に限る）に

おける生産に係る農林水産物等の年間売上高等の占める割合が、７０パ

ーセント以上であること。 

２ 売場面積（同一敷地内において２以上の建築物の建築又は用途の変更を

行う場合にあっては、その売場面積の合計）が、２００平方メートル以下

であること。 

３ 床面積（同一敷地内において二以上の建築物の建築又は用途の変更を行

う場合にあっては、その床面積の合計）から売場面積を除いた面積が、当

該売場面積の５０パーセント以下であること。 
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  第２９号  事業所の社宅及び寄宿舎 

 
 
申請が次のすべてを満たす場合とする。 

 
１ 当該事業所は、次のいずれかに該当するものであること。 
（１）市街化調整区域が決定された日以前から継続して存在する事業所 
（２）法第３４条第１号から第１４号までの規定又は令３６条第1項第３号の規定

による許可を受けた開発又は建築に係る事業所 
（３）法第２９条第１項ただし書き又は法４３条第１項ただし書きの規定により、

開発又は建築について許可不要として建築された事業所 
 
２ 予定建築物の用途は、当該事業所の業務に現に従事する者（以下、｢従業者｣ 

という。）の社宅及び寄宿舎（以下、｢社宅等｣という。）であること。 
 
３ 予定建築物は、当該事業所の立地と一体的に計画されたものであって、当該事
業所と一体的に立地する場合又は既存集落内若しくは既存集落に隣接又は近接
する地域に立地する場合のいずれかであること。 

 
４ 予定建築物の建築は、当該事業所を営む者が自ら行うものであること。 

 
５ 予定建築物の規模は、当該事業所の業務形態、従業者の数、通勤状況などに 
照らし、適切な規模であること。 

 
６ 予定建築物の敷地は、予定建築物の規模に比して過大なものでないこと。 

 

 ７ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 
 
８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが
できる土地であること。 

 
９ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 「一体的に立地する場合」とは、当該事業所の敷地と社宅等の敷地間の最短距
離が250ｍ以内の場合をいう。 

⇒ 「既存集落」とは、半径250ｍの範囲内に４０戸以上の住宅がある場合をいう。 
⇒ 「既存集落に隣接する」とは、既存集落内に存する住宅の敷地に直接接してい
る場合をいう。 

⇒ 「既存集落に近接する」とは、既存集落内に存する住宅の敷地の境界から250
ｍ以内をいう。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
＊ 社宅等（当該事業所の許可に際して、開発審査会の議を経ることが必要でない

ものに限る。）に係る開発許可等については、開発審査会への事後報告とする。 
 

＊ 事業所（許可に際して、開発審査会の議を経ることが必要でないものに限る。）
と社宅等に係る開発等を同時に行う場合は、広域本部において事業所の許可を受

けた後、建築課に社宅等の許可申請を行うこととする。 
 

＊ 事業所（許可に際して、開発審査会の議を経ることが必要なものに限る。）と社
宅等に係る開発等を同時に行う場合は、一括して開発審査会に付議することとす
る。 
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  第３０号 建設資材廃棄物等の再資源化施設  
 

申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 
  

１ 対象施設は次の各号のいずれかに該当するものとする 
（１）一日の処理能力が５トン以下の次のいずれかの施設 
①コンクリート廃材のみを資源として再利用する目的で設置する破砕処理施設 
②アスファルトの廃材のみを資源として再利用する目的で設置する破砕処理施設 
③木くずのみを資源として再利用する目的で設置する破砕処理施設 
 
（２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃

掃法」という。）第１５条第１項に該当する施設であって、都市計画において
その位置が決定しているもの、又は、建築基準法第５１条ただし書きの規定に

より、特定行政庁が都市計画地方審議会の議を経てその敷地の位置が都市計画
上支障がないと認めて許可されたもの 

 
２ 管理事務所、保管施設等の施設の管理上必要な施設については、必要最小限の 
規模構造であること 
 

３ 申請地の周囲に人家等が存在しないこと 
 

４ 周辺環境に配慮した計画であること 
 

５ 申請地は、申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線では
  ないこと。 

 ただし、一般県道熊本空港線の沿線のうち、現に資材置場等として適切に管理 
されている場所に、景観対策上特に配慮されたと認められる１（１）に該当する施
設を設置する場合は、この限りではない。 
 

６ 申請地は、大型車両の通行に支障のない道路に接していること。 
 

７ 市、町の振興計画等に支障がないこと 
 

８ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 
 

９ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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 （運用） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
→申請地の周囲とは、申請地を中心とした半径１００ｍ以内の区域とする。 
 
→教育施設、医療施設、社会福祉施設等の施設が近隣にないこと。 
→騒音、振動、粉じん、悪臭、水質汚濁及び景観等への対策を適切に講じるもの
 であること。 
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第３１号 使用済自動車又は解体自動車（以下｢使用済自動車等｣という。）を解体 す

るための施設 
 
市街化調整区域で使用済自動車等の解体業を行う事業者が行う使用済自動車等を解

体するための施設の建築については、以下の要件を全て満たす場合に限り都市計画法
第３４条第１４号及び同法施行令第３６条第１項第３号ホの規定による開発許可及び
建築許可をする際の審査の対象として取り扱うものとする。 
 
１ 許可対象者 

   申請者は、自動車リサイクル法第６０条第１項に基づく｢解体業｣の許可を受け
 ている者、又は許可を受けることが確実に見込まれる者であること。 
２ 許可の対象となる申請地 

次のいずれかに該当するものであること。 
①  申請地は、自動車リサイクル法施行規則が公布された日（平成１５年８月５

日）において、現に市街化調整区域で自動車リサイクル法第２条第１３項に規
定する｢解体業｣を行っていた者が建築物を新築又は増築しようとする場合は、
既存の事業用地の範囲内とする。 

②  申請地は、市街化調整区域において新たに解体業を行おうとする場合は、廃
棄物処理法第１５条第１項に該当する施設であって、都市計画において敷地の
位置を決定しているもの、又は建築基準法第５１条ただし書の規定により、特
定行政庁が都市計画審議会の議を経てその敷地の位置が都市計画上支障がない
と認めて許可したものと同一敷地内とする。 
なお、①、②いずれの場合も接道確保等のため敷地を拡充せざるを得ないな

ど真にやむを得ない合理的理由がある場合はこの限りではない。 
３ 接道 

申請地は、原則として幅員６.０ｍ以上の道路に接していること。 

なお、申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではない
こと。 

４ 施設・建築物 

   使用済自動車等を解体するための施設は、必要最小限の規模とし、解体業者が
自動車リサイクル法第６０条第１項に規定する許可を取得するため、自動車リサ
イクル法第６２条第１項第１号に規定する基準に適合する建築物であること。 
なお、必要最小限の事務所、休憩所、便所等の設置はやむを得ないものとする。 

５ 環境への配慮 
法令等の規定に基づき、騒音、振動、粉塵、悪臭、水質汚濁及び景観等への対 

策を適切に講じるなど、周辺環境に十分配慮した計画であること。 
 

６ 振興計画等との整合性 
市、町などの振興計画等に支障がないこと。 

 
７ 関係法令等との整合性 

申請地は、都市計画法、建築基準法、農地法、森林法等の関係法令に適合するも
 のであること。 
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第３２号 火葬場を含むペット霊園 

 
１ 予定建築物は、犬、猫その他の人に飼育されていた動物（｢化製場等に関する法
律｣第１条に規定する獣畜を除く）の死骸の火葬を行う施設（以下「火葬炉」とい
う。）、墳墓（死骸を埋葬し、又は焼骨を埋蔵する施設をいう。）若しくは納骨堂（焼
骨を収蔵する施設をいう。）及びこれらの施設を併せ有するものであること。 

 
２ 開発区域は、公園、学校、保育所、医療機関、社会福祉施設その他の公共施設、
住宅及び個人又は法人その他の団体が所有する事務所又は事業所（以下、｢公共施
設等｣という。）の敷地境界から当該開発区域の敷地境界まで、直線距離で２５０メ
ートル以上離れていること。  

   但し、公共施設にあっては管理責任者、住宅にあっては世帯の代表者、事務所
又は事業所にあっては代表者の同意を得たときは、この限りではない。 

 

３ 立地計画等について、周辺住民等の理解を得るための事前説明会が実施されて 
いること。 

   なお、周辺住民等とは、ペット霊園の周辺に土地又は建築物（公共施設等に係
るものを除く。）を所有若しくは占有する者で、その土地又は建築物とペット霊園
の敷地境界との直線距離が２５０メートル以内の者をいう。 

 
４ 予定建築物の立地について、その開発区域の属する市町村の環境行政その他の 
施策の観点から支障がないことについて、事前に当該市町村と協議し、文書により
回答を得ていること。 

 
５ 開発区域の敷地面積は、来客及び従事者等が利用する駐車場の確保等を考慮し、
必要最小限の規模であること。 

 
６ 火葬炉には、防塵、防臭及び防音のための装置を設けること。  

 

７ 敷地の境界には障壁又は樹木の垣根を設けるなど、周辺からの視認性を含めた 
景観等に配慮した立地計画であること。 

 
 ８ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ぺージを参照）の沿線ではないこと。 
 
９ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが 
できる土地であること。 

  
10 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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  第３３号 特定流通業務施設 

 

１ 予定建築物 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成１７年法律第８５号） 

第４条第２項に規定する認定総合効率化計画に記載された同法第２条第３号に 

規定する特定流通業務施設であって、次のいずれかに該当するもの。 

 

(1) 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般

貨物自動車運送事業（第２条第６項に規定する特別積合せ貨物運送に該当するも

のを除く。）の用に供する施設 

(2) 倉庫業法（昭和３１年法律第１２１号）第２条第２項に規定する倉庫業の用に

供する同条第１項に規定する倉庫 

 

２ 申請地 

申請地は、次の指定道路に直に接しており、当該道路から交通上支障なく出   

入りできること。  

なお、直に接しているとは、施設の間口の大部分が道路に接して建設される   

場合であって、引込み道路のみが接しているようなものは該当しない。 

 

指定道路 

路線名 位置 

主要地方道熊本

益城大津線 

九州縦貫自動車道交点から益城町熊本市境界までの０.６５

㎞ 

国道４４３号 

 

 

 

 

主要地方道熊本益城大津線交点（益城町大字平田及び同大字

寺迫地先）から北側（同道路路端からの１００ｍを除く）益

城町熊本市境界までの益城町東側０.１９㎞、西側０.１９㎞

及び熊本市を通過後益城町菊陽町境界までの益城町東側０.

７９㎞ 

益城町菊陽町境界から菊陽町熊本市境界までの菊陽町東側

０.３７㎞ 

 

３ 市町長の意見 

   当該施設の立地につき、その開発区域が属する市町の都市計画の観点から支  

障がないことについて、事前に市町と協議を行い、文書で回答を得ていること。 

 

４ 農地法関係 

申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けること  

ができる土地であること。 

 

５ 行為制限 

    申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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  第３４号 市町が所有する建築物の貸し付けに係る用途変更 

 
申請が次のすべてを満たす場合とする。 

 
１ 対象となる建築物は、次のすべてに該当するものであること。 
（１）市街化調整区域が決定された日以前から存在する建築物又は市街化調整区域

が決定された日以降に都市計画法の開発許可を受け、若しくは開発許可の適用
除外として建築された建築物であって、その後も適法に使用され、現に市町が
所有しているもの（以下、「既存建築物」という。）。 

      
（２）当該建築物の全部又は一部が、市町の公共施設等総合管理計画等において、

民間事業者等に貸し付けることが望ましいと位置付けられた既存建築物。 
 

２ 当該建築物の敷地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線では
ないこと。 

      
３ 既存建築物の変更後の用途が次の①～③に該当することについて、当該市町長
の意見書があり、妥当と認められること。 
① 周辺の市街化を促進するおそれがない等、市町の都市計画の観点から支障が

ない。 
② 当該既存建築物の近隣の市街化調整区域に居住する者の福祉の充実や雇用

の促進等、地域コミュニティの維持又は活性化に寄与するものである。 
③  集客性の高い施設には該当しない。 

     
４ 地方自治法の規定に基づき、民間事業者等への貸し付けが適切に行われるこ

と。 
 
５ 用途変更に伴う開発行為や当該既存建築物の増改築（利用するに当たって必要

な改装等を除く）は、原則として行わない。 
     
６ 用途変更の許可申請は、当該既存建築物を所有する市町長が行う。 

   なお、当該既存建築物を借り受ける者、又は用途が変わる場合は、その都度、
許可申請を行うものとする。 
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  第３５号  地域経済牽引事業の用に供する施設 

 

 

   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 

 

  １ 予定建築物は、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関  

する法律（平成１９年法律第４０号）第１４条第２項に規定する承認地域経済牽

引事業計画に基づき、同法第１１条第２項第１号に規定する土地利用調整区域内

において整備される同法第１３条第３項第１号に規定する施設であること。 

 

  ２ 予定建築物を建築する敷地は、申請地の周長の６分の１以上が、都市計画法施

行規則第２０条に規定する道路に接し、かつ、道路の円滑な運行に支障がない場

所であること。 

 

  ３ 当該施設の立地につき、その開発区域が属する市町の都市計画の観点から支障

がないことについて、事前に市町と協議を行い、文書で回答を得ていること。 

 

  ４ 予定建築物の敷地は、予定建築物の規模に比して過大なものでないこと。 

 

 ５ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 

 

  ６ 申請地が農地又は採草放牧地の場合は、農地法による転用許可を受けることが

できる土地であること。 

 

  ７ 申請地は、他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 

 

 

⇒ 地域経済牽引事業の用に供する施設（法第１３条第３項第１号に規定する施 

設）は、次に掲げる施設及び工場に限定されます。 

① 流通の結節点 

     ＩＣ、空港その他の物資の流通を結節する機能を有する社会資本等の近傍   

に立地する食品関連物流施設、植物工場並びに生体材料の研究施設及び工場 

② 原料調達地又は密接な関係のある既存施設の近傍 

     医薬品又は食品の原料又は材料として使用される農林水産物等の生産地等

及び現に試験研究の用に供されている試験研究施設等の近傍に立地する研究

施設及び工場 

 

③ 変電所の近傍 

変電所（電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）第１条第 

２項第１号に規定する変電所のうち、構外に６万ボルト以上の電圧で電気を 

伝送するものに限る。）の近傍に立地するコンピューターやデータ通信のた 

めの装置及び運用に特化した施設（当該施設の用に供する土地の面積が１０ 

ヘクタール以上のものに限る。）。 

 

④ 高速自動車国道等のインターチェンジの近傍 

   高速自動車国道又は自動車専用道路（以下「高速自動車国道等」という。）

のインターチェンジの近傍に立地した次世代モビリティに「対応した物流施

設（高速自動車国道等又は高速自動車国道等と連結する道路に連絡する通路

（専ら当該物流施設の利用者の用に供することを目的として設けられるも

のに限る。）を備えているものであって、自動運行車の運航を支援する環境

が整備されており、電気自動車（専ら電気を動力源とする自動車をいう。）

に電気を提供するための設備又は水素自動車に水素を充てんするための設

備が当該物流施設の利用者の用に供するよう適切に整備せれているものに

限る。 

 

⑤ 地域における産業立地の促進のために必要と認められる区域 

  都市計画法第６条の２の都市計画区域の整備、開発及び保全の方針並びに

同法第１８条の２の市町村の都市計画に関する基本的な方針に記載された産

業立地のための土地利用に関する事項の内容に即して、地方公共団体が基本

計画の重点促進区域内に、高速自動車国道等のインターチェンジ又は幹線道

路に近接して定める区域において立地する工場、研究施設又は物流施設。（都

市再生特別措置法第８１条第１項に規定する都市機能増進施設を除く。） 

 

（留意点） 

   開発許可申請をする前に、熊本県における基本計画の中に土地利用調整区域  

が位置付けられる必要があります。 

また、事業者（申請者）は、地域経済牽引事業計画を作成し、県の承認を受け

ておく必要があります。 
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  第３６号  古民家維持のための用途変更 

 

   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 

 

  １ 対象となる古民家は、次の⑴及び⑵のいずれにも該当するものであること。 

（1）伝統構法で建築された建築物であって、次のア又はイのいずれかに該当す 

     るもの。 

       ア 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第５８条第１項の登録有形

文化財であるもの。  

       イ 平成２８年熊本地震により被災した建築物（登録有形文化財であるものを

除く。）で、平成２８年熊本地震被災文化財等復旧復興基金の補助を受け、

復旧工事を行ったもの。               

(2)  違法建築物ではなく、適法に使用されているものであること。 

 

  ２ 古民家の所有者の死亡、破産、遠方への転居など、社会通念上当該建築物を従

前の用途に供しないことにやむを得ない事情があること。 

 

  ３ 用途変更は、次のすべてに該当するものであること。 

⑴ 空家となった古民家を維持するために行うものであること。 

⑵ 観光振興に資する宿泊施設又は飲食店への用途変更であること。 

⑶ 敷地のすべてを用途変更するものであること。 

⑷ 用途変更に伴う敷地の拡大、増築又は新たな建築物の建築は行わないこと。 

⑸ 用途変更に伴う改築、模様替えは、必要最小限度とし、古民家の価値を損なわ

ないようにすること。 

 

  ４ 所有者が宿泊施設又は飲食店の経営を行うために申請するものであること。 

古民家の所有者が宿泊施設又は飲食店を経営することができない場合は、経営す
る者と所有者が共同で申請すること。 

 

 ５ 古民家を地域資源として観光振興等による地域再生や既存コミュニティの維持

のために活用する取組が、地域振興、観光振興等に関する市町村の方針・計画等

と整合し、市町村の支援、及び地元住民の協力が受けられるものであること。 

 

  ６ 古民家は、指定集落内地域にあり、新たな公共施設の整備が必要ないこと。 

 

  ７ 幅員６ｍ以上の道路に接道していること。 

    ただし、客室が数部屋の宿泊施設への用途変更である場合は、既存建築物とし

て従前の用途で利用されてきた実態があることを考慮し、周囲の道路状況を勘案

した上で、環境の保全上、災害の防止上及び通行の安全上、支障がないと道路管

理者が判断した場合は、４ｍ以上道路で幹線道路に接続しているものとする。 

 

８ 施設の規模に応じて、敷地内に適切な駐車場を確保していること。 

 

９ 災害危険区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険

区域の土地を含まないこと。 
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 第３７号  地方創生に資する既存建築物（空き家）の用途変更  

  

   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。  

  

 １  対象となる空き家（長期に使用されていない住宅以外の建築物を含む。）は、次

のいずれにも該当するものであること。  

  （１）１年以上継続的に使用されておらず空き家状態となっているものであること。 

        ただし、公益目的で市町村や自治会等が使用する場合又は空き家となったこ

とにやむを得ない事情が認められ、事情が発生した時点から起算して１年以上

継続的に使用されないことが確実であると認められる場合は、この限りでない。  

  （２）違法建築物ではなく、適法に建設された建築物を、相当期間にわたり建築を

行った本人（承継人を含む。）が適法に使用していたこと。  

  

  ２ 用途変更は、次のすべてに該当するものであること。  

  （１）地方創生に資するもので、既存集落の維持のために必要な次の用途のいずれ

かに該当すること。     

     ①住宅     

     ②事務所     

     ③事務所併用住宅  

  （２）都市計画区域マスタープラン、市町村が定めるマスタープランや地域振興、

観光振興、空家活用等の方針・計画等と整合していること。  

  （３）敷地のすべてを用途変更するものであること。  

  （４）敷地の拡大、増築・改築・建替は行わず、改修・模様替えは最小限の範囲と

する。  

  （５）建物の利活用に際し、有効な道路、給排水設備等のインフラが既に整備され

ていること。  

  

   ３ 幅員６ｍ以上の道路に接道していること。     

     ただし、既存建築物として従前の用途で利用されてきた実態があることを考慮

し、変更後の用途や想定されている利用状況等を踏まえ、周囲の道路状況を勘案

した上で、環境の保全上、災害の防止上及び通行の安全上、支障がないと道路管

理者    が判断した場合はこの限りでない。  

  

   ４ 施設の規模に応じて、敷地内又は近隣に適切な駐車場を確保していること。  

  

   ５ 災害レッドゾーン（災害危険区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、    

急傾斜地崩壊危険区域をいう。）の土地の区域を含まないこと。     

    

   ６ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。  

 

   ７ 既存建築物の所有者が使用者とならない場合は、使用者と所有者が共同で申請    

すること。  

      なお、使用者が変わる場合は、その都度、許可申請を行うものとする。  

 

   ８ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 

  

  

  

⇒ やむを得ない事情について   

    次のいずれかに該当する場合とする。  

・ 使用者の死亡、転居等により、今後１年以上継続的に使用されないことが確

実なこと。  

・ 使用者が法人の場合、倒産や廃業等により、今後１年以上継続的に使用され

ないことが確実なこと。（廃業は証明提出）  

  

⇒ 「相当期間」について   

     １０年間とする。  

  

⇒ 「地方創生に資する」について   

    事業計画書に、地域にどのような貢献ができるか、貢献によって見込まれる効

果や成果は何か等を具体的に記載すること。   

   事務所及び事務所併用住宅は、風俗営業や反社会的な用途への変更でないこと。  

  

⇒ 「事務所」について   

    サテライトオフィス、シェアオフィス、コワーキングスペース、個人事業者の

事務所、 中小企業の事務所とする。  

  

⇒ 各種の計画等に「整合していること。」について 

    市町に申請内容を説明し、これらの計画等に照らして支障がない旨を記載した

市町の意見書を提出すること。  

  

⇒ 「改修・模様替えは最小限の範囲とする。」について 

 変更後の用途として建物を使用することができるように行う改修（給湯設備や

浄化槽等の改修を含む。）・模様替えであること。   

      なお、本号による許可を受けた後、第４号（既存建築物の建替え等）による許

可申請は できない。  

  

⇒ 変更後の用途が住宅以外である場合は、幅員４ｍ以上の道路に接道しているこ

と。 
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  第３８号  指定既存集落内の既存の宅地 

 

   申請が次のすべての要件を満たす場合とする。 

 

１ 申請地は独立して一体的な日常生活圏を構成していると認められる大規模な既

存集落で知事が指定する集落（以下「指定既存集落」という。）内にあること。 

 

２ 申請地は、次の要件を満たすものとする。 

イ 申請地は当該指定集落が市街化調整区域に編入される以前から宅地として利

用されている土地又は市街化調整区域に編入された以後に都市計画法に適合し

て宅地として利用されている土地であること。 

ロ 申請地の利用に際し、有効な道路等のインフラが既に整備されていること。 

  

３ 予定建築物の用途が自己の居住用であること。 

  

４ 申請者（世帯員を含む。）が他に家を持たないこと。 

 

５ 申請地の面積は２００㎡以上で５００㎡以内であること。 

 

６ 申請に際し、相当の理由があること。（立ち退き、借家、借地、退職等。） 

   

７ 申請地は、特定２路線（詳細は、２８１ページを参照）の沿線ではないこと。 

 

８ 申請地は他法令による行為の制限を受けない土地であること。 
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（運用） 
 
 
 
 
 
 

 

⇒  ２の「宅地として利用されていた土地」は、次の方法により宅地であることが確

認できた土地とする。 

①  登記事項証明書で地目が宅地とされている土地 

②  固定資産台帳等で現況地目が宅地とされている土地 

③  航空写真等で過去に建築物が建築されていたことがわかる土地 

④  ①～③以外の方法で、宅地として利用されていたことが公的に証明できる土地 

 

 

 

 

 

⇒  退職とは、県外等に就職・居住していた者等が退職等を機に当該地域へ定住する

ためにＵターン等する場合をいう。 
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５ 添付書類一覧（開発審査会関係） 
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第３号 分家住宅開発に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性を明瞭に記入 ①生活歴②現在の住居③土地の適正 等   

 3 家系図 申請者を中心に両親、兄弟、子供等を記入 

  本家世帯、申請者世帯、本家継承者を明示すること。 

  

 4 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 5 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 6 登記簿謄本(写) 市街化調整区域が決定される以前から所有されていることが確 

認できるもの 

  

 7 戸籍謄本(写) 申請夫婦・両親（世帯員を含む。）   

 8 住民票謄本(写) 申請夫婦・両親（世帯員を含む。）   

 9 資産証明書 申請夫婦・両親（世帯員を含む。） 

※市街化区域に土地を保有していないことが確認できるもの 

  

10 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

11 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

12 在職証明書    

13 その他 適宜必要な書類   

14 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※1:2,500には申請地を中心 

         として半径２５０ｍの円を描き、円内の住宅 

        をカウント（１０戸以上）、申請地・本家所 

        在地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

15 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む。） 

  



 - 255 - 

第５号 既存集落内の自己用住宅に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性を明瞭に記入 ①生活歴②現在の住居③土地の適正 等   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写) 市街化調整区域が決定される以前から所有されていることが確 

認できるもの 

  

 6 住民票謄本(写) 申請夫婦（世帯員を含む。）   

 7 資産証明書 申請夫婦（世帯員を含む。）   

 8 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 9 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

10 在職証明書    

11 その他 適宜必要な書類   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※1:2,500には申請地を中心 

         として半径２５０ｍの円を描き、円内の建築 

        物（付属建築物を除く）をカウント（４０戸 

        以上）、申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと。 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第６号 店舗付併用住宅に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性を明瞭に記入 ①生活歴②現在の住居③事業内容④土地 

の適正 等 

  

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、収用地及び申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 住民票謄本(写) 申請夫婦（世帯員を含む。）   

 7 資産証明書 申請夫婦（世帯員を含む。）   

 8 商工会への加入 

証明書 

地元商工会との事前協議等   

 9 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

10 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

11 その他 適宜必要な書類（法第３４条第１号に必要な書類）   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※1:2,500には申請地を中心 

       として半径２５０ｍの円を描き円内の住宅をカ 

       ウント（４０戸以上）、申請地に着色 

②現況平面図・断面図・・着色、官民境界立会い明示。 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示。 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること。 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入。店舗部分と住宅部分の床面 

            積をそれぞれ記入。 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと。 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第７号 収用対象事業による移転に伴う開発に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退面積明示） 

農転申請日記入 

（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性を明瞭に記入 ①生活歴②現在の住居③代替地の斡旋状 

況・事業名 等 

※市街化区域からの移転については特段の事情が必要 

  

 3 収用証明書 起業者からの土地収用法に基づく収用証明書、収用に伴う平面 

図、丈量図、実測測量表等 

建築確認の写し等（適法に建てられたことが確認できるもの） 

  

 4 収用比較表 従前の土地、建物の用途及び面積（実測）を代替地の計画と対 

比させ明記 

  

 5 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・汚水・給水計画等の概要 

（地目別）は公簿面積、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 6 字図(写) 収用地・申請地  転記者の氏名を記載し、収用地及び申請 

地に着色する。 

  

 7 登記簿謄本(写) 収用される土地・建物、申請地（市街化調整区域が決定される 

以前から申請者が所有している土地である場合は、そのことが 

確認できるもの） 

  

 8 住民票謄本(写) 申請人世帯全員（申請者が法人の場合は法人の登記簿謄本）   

 9 資産証明書 申請人（世帯員を含む） 

※市街化区域に代替地を保有していないことが確認できるもの 

  

10 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

11 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

12 その他 適宜必要な書類 

※ 申請地が起業者から斡旋された土地である場合には斡旋証 

 明書又は三者契約書の写しを添付すること。 

  

13 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・・・1:25,000, 1:2,500（収用地・申請地） 

         ※1:2,500に申請地を中心として半径２５０ 

          ｍの円を描き、円内の住宅をカウント 

          （１０戸以上）、申請地・収用地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画平面図・・着色、官民境界立会い明示 

④排水計画平面図・・・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦構造物の断面図・・・・着色 

⑧求積図・・・道路後退部も丈量 

⑨建築物平面図、立面図・・・面積、建ぺい率、容積率（算定 

              根拠）、高さ記入。 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

14 写真 収用される土地、建物の全景・申請地の全景（赤で囲む）   
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第９号 都市計画法第２９条第３号に規定する施設に準ずる建築物に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性を明瞭に記入   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 申請者を確認で 

きる書類 

個 人 の 場 合：住民票謄本の写し   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 施設の運営・管 

理に関する書類 

町内会や自治会等の規約等の写し   

10 その他 適宜必要な書類（設置について町内会や自治会等で決定したこ 

とを確認できる書類等） 

  

11 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入。 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

12 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第１３号 指定既存集落内の分家住宅開発に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性を明瞭に記入 ①生活歴②現在の住居③土地の適正 等   

 3 家系図 申請者を中心に両親、兄弟、子供等を記入 

  本家世帯、申請者世帯、本家継承者を明示すること。 

  

 4 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水計画の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 5 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 6 登記簿謄本(写)    

 7 戸籍謄本(写) 申請夫婦・両親（世帯員を含む）   

 8 住民票謄本(写) 申請夫婦・両親（世帯員を含む） 

※相当期間生活の本拠を有することが確認できるもの 

  

 9 資産証明書 申請夫婦・両親（世帯員を含む） 

※市街化区域に土地を保有していないことが確認できるもの 

  

10 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

11 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

12 在職証明書    

13 指定既存集落内 

にあることの証 

明 

本家及び申請地が指定既存集落内にあることを確認した書面   

14 その他 適宜必要な書類   

15 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※指定既存集落を明示、申 

        請地・本家所在地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

16 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第１４号 指定既存集落内の自己用住宅に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性の明瞭な記入 ①生活歴②現在の住居③土地の適正 等   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入。 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 住民票謄本(写) 申請夫婦（世帯員を含む） 

※相当期間生活の本拠を有することが確認できるもの 

  

 7 資産証明書 申請夫婦（世帯員を含む）   

 8 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 9 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

10 在職証明書    

11 指定既存集落内 

にあることの証 

明 

申請地及び生活の本拠が指定既存集落内にあることを確認した 

書面 

  

12 その他 適宜必要な書類   

13 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※指定既存集落を明示、申 

        請地・現在の居住地に着色 

②現況平面図・断面図・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

14 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第１５号 指定既存集落内の小規模な工場等に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性の明瞭な記入・・生活歴、土地の適正等の他、生計維持 

のため必要とする理由及び申請地で営業する理由を経営形態や 

管理運営上の観点から整理 

  

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 戸籍謄本(写) 申請夫婦（世帯員）   

 7 住民票謄本(写) 申請夫婦（世帯員） 

※相当期間生活の本拠を有することが確認できるもの 

  

 8 資産証明書 申請夫婦（世帯員）   

 9 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

10 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

11 指定既存集落内 

にあることの証 

明 

申請地及び生活の本拠が指定既存集落内にあることを確認した 

書面 

  

12 その他 適宜必要な書類（事業計画等を整理した書面等）   

13 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※指定既存集落を明示、申 

        請地・現在の居住地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

 

※騒音・振動・汚水排水等への対策を明示（他法令関係） 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

14 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第１６号 用途変更に係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う 

理由書 

必要性の明瞭な記入（用途を変更する理由を具体的に記入。ま 

た、その根拠を示す書類を添付。） 

  

 3 建築物概要書 ※ 新築・改築を行う場合には設計概要書も添付   

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 住民票謄本(写) 申請夫婦（世帯員を含む。相当期間使用していることが確認で 

きるもの） 

  

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

※ 建て替えを行う場合等変更が生じる場合   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 その他 適宜必要な書類 

・ 開発許可書の写し、建築確認書の写し（適法に建築された 

 ことを確認できるもの） 

・ 必要な場合は不動産売買契約書等の写し 

  

10 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

 

＊ 以下は新築・改築を行う場合 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

11 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 

  

 

 （備考）第４号 既存建築物の建て替えはこれに準じる。 
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第１７号 既存の土地利用を適正に行うための最低限必要な管理施設に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性の明瞭な記入（①事業計画②既存の土地利用状況③管理 

施設の必要性等） 

  

 3 建築物概要書    

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 住民票謄本(写) 

又は法人登記簿 

(写) 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 その他 適宜必要な書類（既存の土地利用が適法であることを確認でき 

る書類等） 

  

10 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

11 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第１８号 保険調剤薬局に係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写) 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 所管部局との協議を行うに足るもの   

10 その他 適宜必要な書類   

11 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

12 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第２０号 有料老人ホームに係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写) 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 所管部局との協議を行うに足るもの   

10 医療機関又は介 

護機関との連携 

を確認できる書 

類 

協力契約書の写し（連携機関の所在地を明らかにすること）等   

11 関係市町村から 

の意見書 

①福祉施策の観点②都市計画の観点からの意見書   

12 その他 適宜必要な書類   

13 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入（建ぺい率４０％以内、容積 

            率８０％以内、階数及び高さの限度 

            は３階かつ１３ｍとする。） 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

                      外壁後退距離（１ｍ以上）記入 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

14 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第２２号 農産物販売所に係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写)等 

任意組合等にあっては、国、県又は市町村から補助金等の受け 

ることを確認できるものを添付 

  

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 取り扱う農産物の内容を明確にする（開発区域の属する市町村 

の市街化調整区域で生産された農産物を取り扱うことが確認で 

きるもの） 

  

10 関係市町村から 

の意見書 

地産地消を図る目的から当該地域に必要な建築物であること   

11 その他 適宜必要な書類   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第２３号 社会福祉施設に係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出 

（取扱方針に定める立地事由に応じ、次のいずれかの書類） 

・医療施設、社会福祉施設等との連携を確認できる書類 

・利用者の安全に特に配慮する必要がある理由を示す書類 

・周辺の資源、環境等の活用が必要である理由を示す書類 

  

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写)等 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 所管部局と協議を行うに足るもの   

10 関係市町村から 

の意見書 

福祉施策の観点、都市計画の観点からの意見書   

11 その他 開設に必要な許可書等の写しのほか、適宜必要な書類   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第２４号 医療施設に係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出 

（取扱方針に定める立地事由に応じ、次のいずれかの書類） 

・周辺の交通基盤等の活用が必要である理由書 

・周辺の優れた自然環境その他の療養環境が必要である理由書 

・病床過剰地域から病床不足地域に移転することの説明書 

  

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写)等 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 所管部局と協議を行うに足るもの   

10 関係市町村から 

の意見書 

医療施策の観点、都市計画の観点からの意見書   

11 その他 開設に必要な許可書等の写しのほか、適宜必要な書類   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第２５号 学校に係る提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出 

・教育環境の確保のため、周辺の資源、環境等が必要である理 

 由を示す書類 

  

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写)等 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 所管部局と協議を行うに足るもの   

10 関係市町村から 

の意見書 

文教施策の観点、都市計画の観点からの意見書   

11 その他 開設に必要な許可書等の写しのほか、適宜必要な書類   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色 

⑧造成計画断面図・・・・着色 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第２６号 工場等に対する建築許可の特例に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

農転申請日の記入 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性、理由が判断できる資料を提出 

・工業団地造成に関する経緯、地区計画策定が困難である理由 

 を示す書類 

  

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水・消防水利計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入 

  

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 法人登記簿謄本 

(写)等 

   

 7 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 8 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

 9 事業計画書等 所管部局と協議を行うに足るもの   

10 関係市町村から 

の意見書 

   

11 その他 適宜必要な書類   

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色 

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示 

③求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

⑤土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

⑥排水施設計画平面図・・着色 

⑦造成計画平面図・・・・着色（必要な場合のみ） 

⑧造成計画断面図・・・・着色（必要な場合のみ） 

⑨擁壁の断面図・・・・・着色（必要な場合のみ） 

⑩排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第３７号 地方創生に資する建築物（空き家）の用途変更に関する提出書類一覧 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示）手数料（県証紙）は手

数料条例による額 

既存建築物の所有者が使用者とならない場合は、使用者と所有者が共同で作成 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性（用途を変更する理由を具体的に記入。また、その根拠を示す書類を添付。）、

風俗営業・反社会的な用途への変更でないことを明瞭に記入 

 

  

 3 建築物概要書 

 

改修・模様替えを行う場合は、その内容が分かるもの   

 4 字図(写) 転記者の氏名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写)    

 6 住民票謄本（写） 所有者（世帯員を含む。相当期間使用していることが確認できるもの）   

 7 公共施設等管理者協

議経過書 

接道に係るただし書きの適用を受ける場合は、支障がないと道路管理者（私道

の場合は、当該道路を管理するものを含む。）が判断したことが分かるもの 

  

 8 同意書 申請者が土地を所有していない場合、土地所有者の同意書、印鑑証明書   

 9 事業計画書等 所管部局との協議を行うのに足りるもの  

地方創生に資することが分かる内容（地域への貢献内容、貢献によって見込ま

れる効果や成果）を具体的に記入。 

  

10 市町の意見書 

 

都市計画区域マスタープラン、市町が定める上位計画（都市計画マスタープラ

ンや地域振興、観光振興、空家活用等の方針・計画等）に整合していることを

示す、市町が作成した意見書 

  

11 その他 適宜必要な書類 

・ 電気・ガス・水道等の使用状況が分かる資料、空き家の管理契約書等（１年

以上空き家となっていることが確認できるもの） 

 ・ 開発許可書の写し、建築確認書の写し（適法に建築されたことを確認でき

るもの）  

・ 不動産売買契約書等の写し  

・ 敷地以外に駐車場を確保する場合は、場所や収容台数が分かるもの  

・ やむを得ない事情がある場合は、所有者の死亡、転居、廃業等が確認できる

もの 

  

12 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  申請地に着色  

②現況平面図・・・・・・着色、官民境界立会い明示  

③求積図・・・・・・・・合計の面積を記入  

④建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高さ記入  

  

＊ 以下は改修・模様替えを行う場合 

⑤改修・模様替えによる変更が分かる図面・・・着色 

⑥変更後の排水施設の構造図・・・着色 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

13 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 
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第３８号 指定既存集落内の既存の宅地 

 申請書類 

添付書類 

作成要領 可 不可 

 1 許可申請書 申請面積は公簿・実測面積両方を記入（道路後退部分の明示） 

手数料（県証紙）は手数料条例による額 

  

 2 申請に伴う理由 

書 

必要性の明瞭な記入 ①現在の住居②土地の適正 等   

 3 設計説明書又は 

設計概要書 

道路・造成・排水・給水計画等の概要 

（地目別）は公簿面積で、（土地利用計画）は実測面積で記入。 

  

 4 字図(写) 転記者の指名を記載し、申請地に着色する。   

 5 登記簿謄本(写) 地目が宅地でない場合は、他に「宅地として利用されていた土

地であること」が確認できる書類を添付すること 

  

 6 住民票謄本(写) 申請者（世帯員を含む）   

 7 資産証明書 申請者（世帯員を含む）   

 8 公共施設管理者 

開発行為同意書 

   

 9 開発行為同意書 同意した者の印鑑証明書を添付すること   

10 在職証明書    

11 指定既存集落内 

にあることの証 

明 

申請地が指定既存集落内にあることを確認した 

書面 

  

12 その他 適宜必要な書類   

13 添付図面関係 

 

 

※ 着色 

（例）道－茶色 

     里道－黄色 

    水路－青色 

   切土－赤色 

     盛土－緑色 

①位置図・・・・1:25,000, 1:2,500,  ※指定既存集落を明示、申 

        請地に着色 

②現況平面図・断面図・・着色、官民境界立会い明示 

③土地利用計画図・・・・着色、官民境界立会い明示 

 

④排水施設計画平面図・・着色 

⑤造成計画平面図・・・・着色 

⑥造成計画断面図・・・・着色 

⑦擁壁の断面図・・・・・着色 

⑧排水施設の構造図・・・着色 

⑨求積図・・・・道路後退部分も丈量し、合計の面積を記入 

        ＝申請書の面積表示と一致させること 

⑩建築平面図・立面図・・建ぺい率、容積率（算定根拠）、高 

            さ記入 

 

※各図面には縮尺、作成者名を付すこと 

  

14 写真 周辺が分かりやすい様に、各方向から写したもの 

 （申請地は赤で囲む） 

  

 



[　※　フォントは必ず１２ポイント以上とすること。　] 【　開発審査会付議対応事案等事業計画書作成サンプル　】

1 事業展開の目的（※　５Ｗ１Ｈ方式で主語述語を明確にして具体的かつ簡潔に記載する。）

2 事業主体の根本理念や施設設置の根拠法令等

3 事業用地選定に必要な立地上の前提要件

4 市街化調整区域において立地する合理的な理由等

○　法第３４条第１４号や令第３６条第１項第３号ホに該当する論拠

（※　バックデータの例）

①　高齢者人口重心の位置を示すもの（☆　５００ｍメッシュ図にプロット）

②　高齢者人口、要介護・要支援者の増加傾向を示すデータ等（☆　表・グラフ併用）

③　高齢者福祉施設の必要性と課題等（☆　開発現場周辺域で起きている解決すべき課題や問題点及び需給バランス等）

5 事業用地選定の選考過程に関する説明

①　１次評価（☆　市街化区域を含む数箇所から１０箇所前後の選考過程を評価表形式で洗い出し）

②　２次評価（☆　１次評価箇所から甲乙付けがたい２、３箇所を詳細に検討して評価格付け）

③　最終的な場所選定にあたっての総括評価（☆　最終的に何故この場所を選ぶことに至ったのかを詳細に記載説明）

（※３　サンプル要因（なお、このほかにも多数の要因が想定されるところ））

□　利用者目線から好立地である旨を説明。（☆　総合病院が近医として存在、２４時間体制の病院との連携が可能等）

□　近傍同類施設と比較しても施設利用者負担（利用料金）の面あるいはサービス等の面で優れている点などを説明。

□　生活利便施設等の周辺立地や静謐度など環境要因に優れている点等。（☆　個別具体的プロット地図を用いて図説）

6 当該施設が立地できることによる周辺への好影響や期待感等

7 予定建築物等の詳細説明（☆　表形式と併せて建築物平面図及び立面図で説明）

8 施設の運営方針や取り組み事項

①　運営方針

　☆　職種別職員配置（人員）一覧表

　☆　職員シフト表（※　人の命を預かる施設であることを基本に据えた２４時間体制表）

②　入居者の健康管理体制（※　病院との連携協定等）

③　非常事態への対応体制（※　危機管理、情報管理、地域との連携等）

④　入居契約等に関するトラブル処理や苦情処理体制　（※　入居一時金の取り扱い等）

⑤　個人情報保護体制

⑥　職員研修体制

⑦　地域との交流体制

　　（※　地元地域への溶け込みの手法や考え方、地域社会貢献活動（ボランティア活動）や交流事業の実施等）

9 事業収支計画（※　サンプル）

□　資金計画、利用料金プラン、借入金返済プラン等を総合化した経営収支バランスを示すもの

□　立ち上げから軌道に乗るまでの数年間の収支計画（※　入居率等を含めリアリティのある妥当な計画トレンドを提示）

□　事業経営に無理感がなく、健全な経営が確保できることを疎明（※　無闇な立地によるいわゆるスプロール化を防止）

10 参考資料（※　以下は、事業計画上の参考資料の例。開発許可等申請書添付提出書類は別途提示している。）

ⅰ　位置を示す航空写真（関連施設をプロット。市街化区域や主要な施設等までの（直線）距離を明示。）

ⅱ　候補地検討一覧表（１次評価検討表・２次評価検討表）

ⅲ　候補地検討位置図

ⅳ　高齢者人口分布図（高齢者人口重心図）

ⅴ　危機管理体制図

ⅵ　緊急避難経路図

ⅶ　地域医療連携ネットワーク図（地域医療連携協定書を含む。）

ⅷ　予定建築物等の建築平面図・立面図

ⅸ　周辺関係者への事前説明状況
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○　○　○　開　発　事　業　計　画　（　□　□　□　建　築　事　業　計　画　）

（※２　さらに、実務的には、これらの諸要因に重み付けを行い傾斜配分方式で総合評価を行う必要があ
る。）

※　開発区域及び建築物の建築区域周辺における市街化を促進するおそれがなく、市街化区域において行い、建築する
ことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為又は建築行為であることの疎明となるような具体的内容を記述。

（※１　事業用地の箇所付け選定評価の要因別優先順位の例　＝　生命、健康、財産　⇒　都市計画の観点　⇒　経済
的要因（利用者負担等）　⇒　環境要因　⇒　その他）

　本頁では、比較的相談の多い高齢者向け福祉施設を念頭に置き、事業計画を作成する上で必要と思われる項目を示しています。
　全ての事業計画が、この形になるわけではありませんので、開発計画の内容に応じて、適宜加除修正等を行ってください。
　なお、作成に当たっては、開発審査会付議事項取扱方針等に適合していることの疎明になっているかどうかに留意してください。

☆　これらの要件を疎明するには、例えば、中小企業診断士やＦＰの審査書面、あるいは金融・融資機関からの融資の
見込み状況やそれに伴う経営審査の実施状況等を詳細に記載すること等が考えられる。（※　なお、これについては、
開発許可制度運用指針において、「安定的な経営確保が図られていることが確実と判断されるものであること」を求め
ていることに基づく。）
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６ 開発許可制度の改正経過 

１ 昭和４９年改正（Ｓ５０．４．１施行） 

  制度施行後５年を経過し、さらに良好な都市環境の確保を期して制度の充実を図るため

に、次のとおり改正が行われた。 

①  開発許可制度の適用区域の拡大 

いわゆる線引き都市計画区域においてのみ適用されてきた開発許可制度の適用範囲が、  

非線引き都市計画区域にも拡大された。 

   なお、制度の適用に当たっては、法第３４条の準用はなされず、おおむね市街化区域

における開発行為等の規制と同様の規制となり、当該区域において許可を必要とする開

発行為は、その規模が原則として３０００平方メートル以上のものに限られた。 

② 開発行為の範囲の拡大 

   規制対象として、建築物に係る土地の区画形質の変更のみならず、工作物に係る土地

の区画形質の変更が加えられ、開発行為の段階から規制を行う必要がある工作物が法律

及び政令で定められた。 

   なお、この工作物は、周辺の地域の環境の悪化をもたらす第一種特定工作物（コンク

リートプラント、危険物の貯蔵又は処理施設等）と大規模な第二種特定工作物（ゴルフ

コース、運動・レジャー施設等）に区分され、第二種特定工作物は、その設置される態

様から、直接市街化の要因となるものでもなく、また、スプロール現象を惹起するおそ

れもないことから、市街化調整区域内の許可基準（法第３４条）は適用されないことと

された。 

③ 開発許可基準の改正  

  良好な自然環境を形成している樹木及び表土の保全等を図るべきであるとの要請に応

えるため、開発行為において既存の植生を可能な限り保存させるための項目が追加され

た。 

④ 市街化調整区域における建築等の制限に関する適用除外事項の追加 

   市街化調整区域内の集落が、市街化区域に近く、かつ、市街化区域と日常生活圏をー

にする場合等は、その集落内の既存宅地で都道府県知事の確認を受けたものにおいては、

建築物の建築等に都道府県知事の許可を必要としないこととされた。 

⑤ 市街化調整区域において開発審査会の議を経ないで許可することができる開発行為の

追加 

   市街化のおそれのないもので市街化区域内において建築等を行うことが困難又は著し

く不適当と考えられ、新たにスプロールのおそれがないものとして、その申請の都度開

発審査会に諮った上で実施が認められている開発行為のうち、従来の取扱いからしてそ

の都度開発審査会に諮る必要のない開発行為を定め、その手続きの合理化が図られた。 

 

２ 昭和５５年改正（Ｓ５６．４．２５施行） 

  地区計画制度及び沿道整備計画制度の導入に伴い、地区整備計画等が定められている地

域において開発行為を行う場合、当該開発行為の設計や予定建築物等の用途が、当該地区

計画等に定められた内容に即して定められていることが許可の要件として追加された。 

 なお、その後制度化された集落地域整備法（昭和６２年制定）に基づく集落地区計画、

都市再開発法に基づく再開発地区計画(昭和６３年改正)及び都市計画法に基づく住宅地高

度利用地区計画(平成２年改正)の定められている区域における開発行為についても、その

内容がこれらの計画に即していることが必要とされ、また、市街化調整区域内の集落地区

計画の区域内においても、その計画内容に適合する開発行為が許可の対象に加えられた。 
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３ 昭和５８年改正（Ｓ５８．７．１施行） 

  市街化調整区域における計画的な開発については、開発区域の最低規模２０ヘクタール

を、都道府県の規則により、５ヘクタールに引き下げることが可能となった。 

 

４ 平成４年改正（Ｈ５．６．２５施行） 

① 開発許可の技術基準の改正 

  自己の業務用の開発行為について、従来適用のなかった道路、公園等の公共空地の基

準、給水施設の基準、公共公益施設の基準を適用することとされ、また、１ヘクタール

以上の大規模な開発行為については、自己の業務用であっても、申請者の資力信用に関

する基準及び工事施行者の能力に関する基準を適用する等の技術基準の適用関係等が改

正された。 

② 変更許可に関する規定の整備 

   開発行為の変更の許可について、新たに規定が整備され、軽微な変更については届出

で足りることとされた。 

③ 開発登録簿の記載事項の追加 

法第４１条第２項ただし書又は第４２条ただし書の許可等が行われた場合も、開発登

録簿調書にその旨を付記することとされた。 

④ 監督処分の充実 

   違反物件であることを知りながらこれを譲り受け、又は使用権を取得した者に対して

も監督処分を行うことができることとされた。 

   また、監督処分に係る公示制度が新たに導入された。 

 

５ 平成６年改正（Ｈ７．７．１施行） 

  政令指定都市以外の都市で規模・能力が比較的大きい都市について、その事務権限を強

化し、できる限り住民に身近な行政を行うことができるようにするため、地方自治法の一

部を改正する法律等が公布されたことに伴い、開発許可制度も次のとおり改正された。 

① 開発許可に開する事務のうち次の事務以外の事務を中核市の長が行うこととされた。 

  ア 開発審査会の行う事務 

 イ 都市計画法施行令第１９条ただし書等に基づく規則の制定に関する事務 

② 中核市が自ら行う開発行為については、開発許可が不要とされた。 

 

６ 平成１０年改正（Ｈ１０．１１．２０施行） 

  市街化調整区域における地区計画の策定対象地域が拡大され、市街化調整区域内におい

て、地区計画に適合する開発行為が許可対象として追加された。 

 

７ 平成１１年改正（Ｈ１２．４．１施行） 

  地方分権の推進を図るため、機関委任事務制度の廃止、国の関与等の見直し等に係る関

係法律の整俺等を行うため、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律

が公布されたことに伴い、開発許可制度も次のとおり改正された。 

① 開発許可事務等の自治事務化 

② 開発許可事務等を特例市に委譲 

③ 中核市及び特例市にも開発審査会を設置 

④ 開発許可手数料に関する規定の削除（同手数料は地方公共団体の条例で定めることと

された。） 
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⑤ 建設大臣に対する再審査請求制度の廃止 

⑥ 開発審査会の委員の数を「５人」から「５人又は７人」へ変更 

⑦ 都道府県知事の市町村への開発許可権限の委任制限の廃止 

 

８ 平成１２年改正（Ｈ１３．５．１８施行） 

① 都市計画区域外における次の開発行為についても、制度の適用対象とされた。 

  ア 「準都市計画区域」内の３０００平方メートル以上の開発行為 

  イ 「準都市計画区域」以外の都市計画区域外における 1ヘクタール以上の開発行為 

② 開発行為についての公共施設管理者等の同意・協議の観点が明確化された。 

③ 開発許可の技術基準について、条例で、政令で定める技術的細目において定められた

制限を強化又は緩和し、最低敷地規模に開する制限を付加することが可能となった。 

④ 開発許可の立地基準について、市街化区域に隣接等する土地の区域内における条例で

定める一定の開発行為及び市街化を促進するおそれがない等と認められる条例で定める

開発行為が追加された。 

⑤ 既存宅地制度が廃止された。 

 

９ 平成１５年改正（Ｈ１５．４．１施行） 

  地方分権推進委員会の意見等を踏まえ、権利義務に係る規制を行うための基本的な規範

の定立を地方公共団体の規則に委任している規定につき、条例に委任することとされた。 

 

10 平成１６年改正（Ｈ１６．１２．１７施行） 

  景観法の制定・施行に伴う改正により、景観法に基づく景観行政団体が必要と認める場

合、同法の景観計画区域内において開発許可基準の上乗せを行うことが可能となった。 

 

11 平成１８年改正（Ｈ１９．1１．３０施行） 

① 開発許可が不要とされていた社会福祉施設、医療施設、学校の建築の用に供する目的

で行う開発行為及び国、都道府県等が行う開発行為について、開発許可を要するものと

された。 

② 開発許可の立地基準について、主として開発区域の周辺の地域において居住している

者の利用に供する一定の公益上必要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為が

追加された。 

③ 市街化調整区域において、大規模な計画的開発を許可できる基準（法第 34 条第 10 号

イ）が削除された。 

④ 国又は都道府県等が行う開発行為については、協議が成立することをもって、開発許

可があったものとみなすものとされた。 

⑤ 市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内において、国又は都道

府県等が行う一定の建築行為について、協議が成立することをもって、建築行為の許可

があったものとみなすものとされた。 

 

12 平成２３年改正（Ｈ２４．６．１３施行） 
 第３次分権一括法により、都市計画法が改正され、開発審査会の委員数が、「５人又は
７人」から「５人以上」に見直された。 

 
13 平成２６年改正（Ｈ２６．８．１施行） 
① 新たな地域地区として特定用途誘導地区が創設され、開発区域内の土地について特定
用途誘導地区が定められている場合に、予定建築物等の用途が当該地区内における用途
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の制限に適合するよう技術基準が改正された。 
② 新たな地域地区として創設された居住調整地域については、特定開発行為及び特定建
築等行為について、当該地区を市街化調整区域とみなして立地基準を適用することとさ
れた。 

 
14 令和２年改正（Ｒ４．４．１施行） 
  近年の激甚・頻発化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新規
立地の抑制、移転の促進、防災まちづくりの推進の視点から総合的な対策を講じる必要
があることから、都市計画法等の一部改正が行われた。 

 
 ①災害レッドゾーンにおける開発が原則禁止されるものに自己業務用施設が追加された。
（規制対象とならないのは、自己居住用の住宅のみ） 

 ②災害レッドゾーンからの移転を促進するための開発許可の特例として、市街化調整区
域内の災害レッドゾーン内にある住宅等を同一の市街化調整区域の災害レッドゾーン以
外の土地に移転する場合が新設された。 

 ③市街化調整区域の浸水ハザードエリア等における開発許可の明確化が図られ、法第３
４条第１１号に基づき条例で指定する区域（集落内開発制度による指定区域）から災害
レッドゾーンと一定の浸水ハザードエリアを原則除外することとされた。 
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７ 熊本県開発行為許可等申請手数料 

（都市計画法関係条文） 

 

１ 開発行為許可申請手数料（520号) 

（法第29条） 

                                                                                    (単位：円) 

    開発区域の面積     自己の居住用     自己の業務用    非自己用  

  ０．１ha未満         ８，６００       １３，０００       ８６，０００ 

  ０．１ha以上０．３ha未満       ２２，０００       ３０，０００     １３０，０００ 

   ０．３ha以上０．６ha未満       ４３，０００       ６５，０００     １９０，０００ 

   ０．６ha以上１ha未満       ８６，０００     １２０，０００     ２６０，０００ 

   １ha以上３ha未満     １３０，０００     ２００，０００     ３９０，０００ 

   ３ha以上６ha未満     １７０，０００     ２７０，０００     ５１０，０００ 

   ６ha以上10ha未満     ２２０，０００     ３４０，０００     ６６０，０００ 

   10ha以上     ３００，０００     ４８０，０００     ８７０，０００ 

 

２ 開発行為変更許可申請手数料（521号） 

（法第35条の２） 

変更許可申請１件につき次に掲げる額を合算した額とする。ただし、その額が870,000円を超えるときは、  

870,000円とする。 

ア 開発行為に関する設計の変更（イのみに該当する場合を除く。） 

開発区域の面積（イに規定する変更を伴う場合にあっては変更前の開発区域の面積、開発区域の縮小を伴  

う場合にあっては縮小後の開発区域の面積）に応じて前号に規定する額に10分の１を乗じて得た額。 

① 面積変更なし   従前の面積に対応する金額の10分の１ 

 

イ  新たな土地の開発区域への編入に係る法第３０条第１項第１号から第４号までに掲げる事項の変更。  

新たに編入される開発区域の面積に応じて前号に規定する額。 

②  面積減少          変更後の面積に対応する金額の10分の１ 

③  面積増            ⅰ 従前の面積に対応する金額の10分の１ ＋ 増えた面積に対応する金額 

                      ⅱ  増えた面積に対応する金額（設計変更無しで面積のみ増える場合） 

④ 面積の増減        従前の面積から減少分を差し引いた面積に対応する金額の10分の１ 

                       ＋ 増えた面積に対応する金額 

 

ウ  その他の変更 

      １０，０００円 

 

 

３ 用途地域の定められていない土地の区域内における建築物の特例許可申請手数料（522号） 

（法第41条第２項ただし書き） 

      １件につき          ４６，０００円 

 

 

４ 予定建築物等以外の建築許可申請手数料(523号） 

（法第42条１項ただし書き） 

      １件につき          ２６，０００円 
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５ 開発許可を受けた土地以外の市街化調整区域内の土地における建築許可申請手数料(524号) 

（法第43条第１項） 

        ０．１ha未満                       ６，９００円     

        ０．１ha以上０．３ha未満         １８，０００円     

         ０．３ha以上０．６ha未満         ３９，０００円     

         ０．６ha以上１ha未満             ６９，０００円     

         １ha以上                    ９７，０００円     

 

６ 開発許可を受けた地位の承継の承認手数料(526号) 

（法第45条） 

                                                                                    (単位：円) 

    開発区域の面積     自己の居住用     自己の業務用    非自己用  

  １ha未満         １，７００        １，７００       １７，０００ 

  １ha以上        １，７００        ２，７００      １７，０００ 

 

７ 開発登録簿の写しの交付手数料(527号) 

（法第47条） 

      用紙１枚につき          ４７０円 

 

 

優良宅地造成認定申請手数料 

 

租税特別措置法第28条の4第3項第5号イ、第63条第3項第5号イ、第31条の2第2項第14号ハ、第62条の3第4項第14号ハの

許可申請手数料（３４９号） 

造成宅地の面積の区分に応じ、次に掲げる額 

(単位：円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    造成宅地の面積        手数料額  

０．１ha以上０．３ha未満 １３０，０００ 

０．３ha以上０．６ha未満 １９０，０００ 

０．６ha以上１ha未満 ２６０，０００ 

  １ha以上３ha未満 ３９０，０００ 

３ha以上６ha未満 ５１０，０００ 

６ha以上１０ha未満 ６６０，０００ 

１０ha以上 ８７０，０００ 

 

 

 

※ 上記手数料は熊本県の収入証紙で徴収します。 

 

 

 

 

 

 



　○　50,000㎡以上の開発行為に関する窓口はすべて県庁土木部建築住宅局建築課です。

　○　50,000㎡未満の開発行為に関する窓口は次の表のとおりです。

所管部局

県央広域本部土木部
県北広域本部土木部

県央広域本部土木部
県北広域本部土木部

土木部建築住宅局
建築課

各広域本部土木部

各広域本部土木部
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50,000㎡未満

すべて

県央広域本部土木部景観建築課
（熊本土木事務所）

県北広域本部土木部景観建築課
（菊池総合庁舎別館２階）

※１　この表は都市計画法第２９条の開発行為の許可に関するものです。この他の許可・届出等についてもこの表に準じています。

法第34条第1号～第13号

法第34条第14号

規模・面積等

・八代郡・水俣市・芦北郡・人吉市・球磨郡

10,000㎡以上50,000㎡未満

※２　申請等の際は開発区域の属する市町村を経由して申請書等（着工届を除きます。）を提出する必要があります（ただし、「上記以外の区
域」を除きます。）。

相談・申請窓口

８　開発相談・申請等の窓口

区域区分等

非線引都市計画区域　・　準都市計画区域

上記以外の区域

市街化区域

3,000㎡以上50,000㎡未満
 （荒尾都市計画区域にあっては、1,000㎡以上
50,000㎡未満）

1,000㎡以上50,000㎡未満

＜　開発相談・申請等の窓口（熊本市、八代市、天草市を除く）　＞

〒862-8570
 熊本市中央区水前寺６－１８－１
 防災センター5階
　096-333-2793

〒861-1331
 菊池市隈府１２７２－１０
　0968－25－2729
　0968－25－2724

・荒尾市・玉名市・玉名郡・山鹿市・菊池市
・合志市・菊池郡・阿蘇市・阿蘇郡

土木部建築住宅局建築課
宅地指導班
（熊本県庁本館１２階）

・宇土市・宇城市・下益城郡・上益城郡
・上天草市・天草郡

担当地域等

〒866-8555
 八代市西片町１６６０
　0965－33－3117

市街化調整区域

県南広域本部土木部景観建築課
（八代総合庁舎４階）

所在地・電話番号

〒862-8570
 熊本市中央区水前寺６－１８－１
　096－333－2542

　○　天草市：天草市建設部建設政策課（※　連絡先　０９６９－３２－６７９８）

　○　熊本市：熊本市都市建設局開発指導課（※　連絡先　０９６－３２８－２５０７）

　○　八代市：八代市建設部建設政策課（※　連絡先　０９６５－３３－４１１６）

＜　熊本市、八代市、天草市における開発の相談や申請等の窓口は、以下のとおりです。　＞

・開発審査会付議事項・５ha以上の開発



- 281 -


